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序

近年、新 しい情報技術の1つ として人工知能(ArtificialIntelligence:AI)技 術に対する期待が高まっ

てお ります。

特 に最近は、ファジィ推論やニューラルネットワーク技術など新 しい理論 ・技術が登場 して研究 ・応

用 も進んでお り、エキスパー トシステムや各種AIシ ステムとの融合 も始まるなど、AI研究はますますそ

の範囲を拡大させてお ります。

さらに、米国において誕生したAI産 業の影響を受けて、わが国で もAI関連のビジネスを行なう企業も

その活動 を活発化 させてお り、自社向けに開発 したAIシ ステムを外販する動 きも始 まるなど、AIの 応

用 ・ビジネス面でも堅実な発展 を見せております。

これら近年におけるAIの発展の端緒となりましたのは、1982年 度から10年計画で通商産業省が世界に

先駆けて開始 した 「第五世代 コンピュータ開発プロジェク ト」であり、その後このプロジェク トの刺激

を受けて、欧米諸国ではそれぞれAI関連のプロジェクトを発足 させてお ります。

このような動向の中で、当協会は、第五世代コンピュータの研究開発を実施 している財団法人新世代

コンピュータ技術開発機構(通 称ICOT)と 共同で、昭和61年4月 に通商産業省のご指導の もとに、

「ICOT-JIPDECAIセ ンター」 を発足させました。同センターは、AI技 術の普及振興事業を行なうこと

を目的とし、その一環として、昭和62年3月 に 「AIビジョン総合委員会(委 員長 渡辺茂 東京都立科

学技術大学学長)」 が取 りまとめた10年 後(1985年)のAI需 要予測を発表 しました。その後、このAIビ ジ

ョンに対する実情の動向を追跡調査することは極めて重要であるとの認識のもとに、 「AI動向調査委員

会(委 員長 大須賀節雄 東京大学先端科学技術研究センター教授)」 を設置 して毎年継続調査を実施

してお ります。1989年12月 には、同調査の成果を編集 し 「人工知能の技術と利用」として発刊 し、広 く

ご利用いただいております。

今回発行いたします 「AI白書1991一 人工知能の技術と利用一」は、前回の継続調査 として、ユーザー

のAI導 入利用状況、AI技 術動向を包括的に捉えられるAI技 術マ ップ、進展著しい知的CAD(Computer

AsistedDesign)、 さらにN関 連施策や標準化、海外動向などを取 り上げてお り、AIに 関心をお持ちの研

究者 ・管理者 ・調査企画担当者など広い読者の方々にご利用いただける白書であると考えております。

最後に、本書を取 りまとめるにあた りご尽力いただきました大須賀節雄委員長ならびに委員各位、原

稿執筆などご協力者各位に、深甚な感謝の意を表する次第であ ります。

財団法人 日本情報処理開発協会

会 長 影 山 衛 司
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花王(株)文 理科学研究所所長
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第1部 人工知能(AI)の トレン ド

■ 第一 じめに
人間の文化は表面的には多彩な彩 りを持つが、

その本質は情報現象であり、情報が非後退的であ

ること、すなわち新しい発見は以後失われること

なく引き継がれ、後戻 りすることはないという大

きな特徴により常に前進 してきた。人間にとって

文化の発展は至上の行為であり、そのために新 し

い情報の発見や理解への不断の指向があ り、これ

が社会の発展の推進力となってきた。技術文明の

発展経過にそれが顕著 に表れている。新 しい発見

が技術の革新を生み出すが、以後はその技術が標

準 レベルとなり、もはやその前のレベルには戻る

ことはない。技術は多かれ少なかれ人間社会に影

響を及ぼすが、影響の程度はそれぞれの技術が持

つ潜在力による。いかなる新技術もある時期にそ

れが社会に吸収され、いつかは新 しさを失 って

いく。その潜在力がどの程度であるかを知ること

は、すなわちその技術がいつまでも新技術であり

得るかを知ることでもある。われわれはこのよう

な観点から人工知能について議論 してみる必要が

ある。

人工知能(AI)は 、時代により起伏はあっても、

全体 として着実に進展 してきたし、この傾向は今

後も続 くことは確実 といえる。われわれはAIの技

術が近代技術全体の中での1つ の必然性をもって

誕生し、発展 していることを示すことによって、こ

れからの社会の基盤 として位置づけられること、

すなわち、技術 によって影響 される産業、経済、

流通、社会、政治などをも巻き込んで流れる歴史

の大きな流れの中で、次の文化を生み出す情報を

2

扱う中枢に位置づけられ、必要 とされていること

を示すことができる。

まず人工知能の発展を刺激している具体的な要

因をあげてみよう。大 きなもののみに限定 してみ

ても、

(1)ハ ー ドウェアの進歩、特に(メ モリ容量

×処理速度/価 格)の 向上

(2)現 行情報処理技術の頭打ちとそのブレー

クスルーへの期待

(3)応 用分野の高度化、複雑化 と合理化のた

めの新技術への期待

(4)推 論機能の実現に代表 される新技術の可

能性の証明とエキスパー ト・システムに

よるその実用性の証明

などをあげることができる。

ハー ドウェアの進歩についてここでは改めて言

うまでもない。メモリ価格についてみると、この

20年ほどの間に10のマイナス4乗 程度に下落 し、

処理速度については特殊コンピュータを別にして

も10の3乗 程度に増大 している。一方、人件費は

おそらく数倍、大卒者の初任給で比較すると4～

6倍 程度に上昇 している。このことは2つ のこと

を意味する。第1は 、従来、ハー ドウェア資源が

高価であったため実現できなかった技術が実現可

能になったこと、第2は ソフトウェア開発のため

の高価な人件費をハー ドウェアを駆使することに

よって減少させることのできる新しいソフトウェ

ア技術への期待が大きくなってきたことである。

一方、情報処理の分野では、これまでの技術が頭

打ちとなり、従来のソフトウェア技術のみではこ

のような要求に対する解決策が見いだせないとい

う認識が広まってきた。すでにこのブレークスルー
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への努力は続けられ、そのためのさまざまな試み

がハードウェア、ソフトウェア両面でなされてきた。

その中で、今 日、最も大きな可能性を持つものと

してAIを あげる研究者、実務家が最も多いこと

は、最近の世界の情勢を見ても明らかである。

しかしこのような要求に応えるためには、AI

が新しい汎用システムであることが必要である。

現実に生 じる問題は多様であり、目的が固定 され

ていては要求に応えられないからである。従来で

も、CADや 統計処理パ ッケージなど、高機能の

ソフトウェアは数多く開発されてきたが、それら

はいずれも専用目的のソフトウェアシステムであ

る。今日、望まれているのは、現行の汎用コンピ

ュータシステムに代る高機能の新 しい汎用システ

ムである。

応用分野からの期待がこの傾向に一層拍車を

かけている。現代においてはさまざまな分野の技

術が高度化 し、その相乗効果によって極めて高度

の技術社会が形成されている。これを支えている

のが情報であることは言うまで もない。このよう

にシステム化された社会においては、個々の分野

で新技術が開発されても、情報技術が伴わない限'

り大きな効果を発揮できないことになる。そして、

これら関連技術が高度化するほど、より高度な情

報技術が要求されるようになる。今日、診断、計

画、設計等の諸技術分野でAIへ の期待が高いの

も、もはや従来の情報処理技術ではこれらの分野

からの要請に応えられなくなっていることを示 し

ている。もちろんこのような要請は技術分野から

のみではなく、法律、経済、社会などにも広がっ

てきている。今や、新 しい情報処理の方式が必要

とされている。

そ して最後にAIの 分野 を見てみると、推論機

能の実現によって新 しい情報処理方式が少なくと

も実験的には可能であることが示 され、事実、小

規模 とはいえ、エキスパー ト・システムによって

その実用性 までも証明された事実は大きい。少な
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くとも、周囲からの要請に応えられる可能性だけ

は得られているといってよい。もちろん現在の姿

が最終的な人工知能である保証はないが、従来の

情報処理方式が唯一ではないことを示 したことに

よって、そのブレークスルーが可能であるという

見通 しが立った。今日われわれがなさねばならな

いのは、この技術を一人前にすること、すなわち

周囲からの期待に十分応えられるだけの高度な技

術を確立することである。

このように、AIは 単なる流行の技術ではない。

AIは 次の時代の基盤 となって社会を支えるだけ

の潜在力を持つ技術である。これを顕在化するこ

とは社会的使命ともいえる。AIが 社会的基盤と

しての広がりを持つため、AIの 研究が多岐にわ

たるのは当然 といえる。AI固 有のキーワー ドの

中から、研究テーマになり得るものを洗い出すな

ら、容易に数十 を越すであろう。これ らはAIの

一部を形成するものとして
、いずれも重要な研究

テーマである。1つ1つ の研究を木に例えるなら、

AIと いう分野は森に相当する。 しか し、この森

は深 く、広いため、ともすると木を見て森を見な

いことになりかねない。今日、この森が如何なる

形と広が りを持つか を見通すことが困難なため

に、この傾向が一層助長されているようにも見え

る。しか しそれぞれの研究成果がより大 きくAI

という新 しい分野に貢献するためにも、各研究者

が技術分野としてのAIが 果たすべ き役割を意識

していることは重要なことである。

■ 第2章 一 要求されて一
このようにAI(と 考えられている範囲)の 内

部から見るのではなく、人間のさまざまな活動の

場 としての社会全体からAIを 見た場合、その存

在意義は人の社会的活動を最も効果的に支援する

ことにあることは明らかである。いかなる技術で

、
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も、他に同様な支援をなしうる代替技術がない場

合、あるいはあってもそれらより人間にとって高

い効率で支援できたなら、その技術は確実に意義

ある技術になりうる。AIは どうであろうか?AI

が対象とするのはあ くまで情報の世界であるか

ら、これは人間の情報活動をいかに支援するかの

問題として考察する必要がある。

人間が問題に直面してその処理のためになんら

かの助けを必要 とするのは、処理が人の手に余る

場合であるが、問題自体は容易に解決できるもの

であれば支援する側の問題解決能力はさほど高い

ものである必要はなく、機械による支援が容易に

なる。従来、情報処理機械はこのような問題解決

の中で生 じる情報処理の量的側面を肩代 りするも

のとして効果を上げてきた。この際、問題解決の

知的な部分の処理は人間に、大量情報処理の部分

は機械にという切 り分けができることが前提 とさ

れていた。 しかし今日、このような単純な役割分

担が成 り立たなくなってきた。問題が複雑になる

につれ、問題解決の中で知的な処理を要する部分

が増えてきたからである。このような問題の一例

として設計問題をあげよう。例えば機械系の設計

では、技術革新が進み、設計対象が複雑になるに

つれ、概念設計段階の効率化が強 く望 まれるよう

になってきた。その理由は、間接的な影響まで入

れたとき、設計 ・生産の全コス トに対する概念設

計の比率が極めて大きいことがはっきりしてきた

図表1-1・-1 問題解決における人と機械の分担

からである。しかし概念設計は設計対象の概念構

想を作 る最 も知的な部分であり、これまでのコン

ピュータ技術のもとではその支援は困難である。

情報処理機械の価値は人間の問題解決活動の支

援率が高いものほど大 きいといえるが、この例

か らも明らかなように、支援率を高めるために

も知的な機能を備 えた機械の実現が必要になっ

てきている。

一方、問題自体は人間の側から発生するので、

問題の提起から解の生成までのどこかの点で、人

から機械への問題の伝達が行なわれねばならな

い。問題解決過程のどの段階で、どのようにこの

伝達を行なうかの問題はマンマシンコミュニケー

ションの方式とともに、情報処理機械の仕組みに

まで関わる大問題である。問題解決過程に適切な

切れ目があれば、そこを人と機械の分担の境 とす

ればよい。この境界の選定が適切でないと両者間

の情報のや りとりが錯綜 し、円滑な協力が保証さ

れない。このような境界としては、それを境に問

題解決の過程が異質な部分に転換するような箇

所、情報の表現あるいは操作が変化するようなと

ころがあれば望ましい。従来のコンピュータの方

式はその成功 した1つ といえる。それは問題解決

過程の中で、解を求める段階が終了し、その数値

を求める段階に入る箇所である。これによってコ

ンピュータへの入力の形式が定義 され、それに合

わせてコンピュータの仕組み自体が構成された。 し

か し、この段階は問題解

問題解決の動機澗 題の表現澗 題の理解一問題の解決一回答の作成一解の提示

(ヒ ューマ ンイ ン タフ ェー ス)

新 しい可能性(人 間機 械系)

新しい可能性(無 人システム)

決のかなり下流に位置す

るため、コンピュータのカ

バーできる範囲は余 り大

きなものになりえなかっ

た。それではこれに代 る

適切な境界はあるだろう

か?こ の間に答えるに

は問題解決という動作そ

のものについての理解が

4
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必要である。問題解決の過程を示すと例外なく図

表1-1-1に 示すように表される。

人が問題解決を必要 とする動機はさまざまで

あり、この部分は例外を除き定型化が困難であ

る。人はこの動機 を整理 したうえで問題 を適当

な言語によって表現する。表現 された問題は理

解されねばならないが、表現の主体と問題の受

け手が同一の主体である場合には問題はない。

次いで問題が解かれる、あるいは、問題に対す

る回答の導 き方が求められる。 この手順を機械

的に処理のできる形式に表現すれば、最終回答

が機械的に生成される。図はこの全体の手順の

中で、機械がどの段階から関与できるかを示 し

たものである。(A)は 従来のコンピュータであ

る。回答生成の段階で問題の伝達が行なわれる

が、そのためにプログラミングとい う新たな操

作が必要になる。

これより上流で人と機械の境界を見い出すと

したら、その可能性は(B)で 示 した問題表現の

後である。問題の表現とその解決は異なった操

作であり、一般にはこの両操作のインターアク

ションは少ないからである。いうまで もな くAI

に要求されるのはこれを可能にすることである。

ただ しこの際は、問題 を表現する主体 と解決す

る主体が異なるため、表現が正 しく理解 される

図表1-1-2実 問 題 とコンピュー タの関係

(a)現 行システム

実問題

実問題

実問題=人 間(プ ログラム)

(b)Alシ ステム

実問題

実問題

実問題

ことが重要で、このためにマンマシンインタフェー

スが重要になる。

特殊な場合として、(C)の ように、問題の範

囲が限定されていて、問題の検知ならびに表現自

体を機械が行なうことが要求される。例えば、宇

宙空間で作動するロボットには、この機能が要求

される。そこに人間がいないからである。 しかし

以下では主 として(B)を 中心に考える。

(B)の ような汎用的なAIシ ステムを開発す

るにはさまざまな問題があることは言うまでもな

いが、最も本質的と考えられるのは現実の問題と

コンピュータとの関わり方である。(A)の 方式

の場合、コンピュータに与えられるのは実問題で

はなく、それから回答を生成する機械的手順とし

てのプログラムである。そ してこの手順は人間に

よって与えられることを前提 としている。一般に

実問題は複雑な現実社会を反映 して多様であ り、

その表現も多岐にわたる。これに対 しコンピュー

タの構成は固定的である。したがってこの間の

マッチングを図る必要があるが、たまたまこの間

にプログラムが介在するので、一定の構文規則を

持つプログラミング言語によって実問題(実 はそ

の回答手順)を 書 き表すことがで きれば、すなわ

ちプログラミング言語によって実問題の多様性 を

表現できれば、コンピュータとしてはプログラミ

ング言語の構文規則 を忠実に実行する

機構 となっていればよい。視点を変え

て、コンピュータシステムの設計の立

場 に立った場合、プログラムの存在を

前提 とすることにより、機構 の設計に

際 し実問題の多様性 を気にかけずに論

理 構 成 を 考 え れ ば よ く、 そ れ に

よって汎用性 も実現で きたことになる。

ここで汎用性 とは如何 なる問題にも同

一の コンピュータで対応で きることで

あるが、この方式では実際には問題の

多様性に対応 しているのはプログラマ

5
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す なわち人間である(図 表1-1-2(a)参 照)。

これが従来の コンピュー タのあ り方 であ り、実

問題か ら独立であったことがコ ンピュータ設計 を

容易 に していた。しか しもはや この方式で は済 ま

されず、コ ンピュー タが実問題 に直面する必要が

生 じたの は上述 した通 りであ る(図 表1-1-2

(b)参 照)。

AIシ ス テ ムの 目的 は問題 を直接受 け入 れる こ

と、言葉を換 えれば問題解決に際 して人によるプ

ログラ ミングの段 階を省略することである。 この

とき、AIシ ステムは実問題の多様性 と直面 するこ

とになるが、それで もなお汎用性 を保つ ことがで

きるであろ うか?

これが容易で ない こ とはエキスパー トシステム

が汎用 ツールから出発 したにもかかわらず、性能

が十分で ないため に ドメイ ンシェル川 として専用

化の方向 に向かう傾向があることを見て も明 らか

である。現在、実用化のために応用面で この よう

なアプ ロー チを取 らねば な らない理 由はわか る

が、AIシ ステムが専用 システムである という結論

があるわけではな く、 またそうだとした ら、人工

知能は特殊 な技術 としては存続 して も、新 しい社

会の基盤技術 とはな り得ない と言 って よい。少な

くとも研究 の立場 か らは、 もう少 し長期 の見通 し

に立 って、AIを 考える必要があろう。

第3章Alシ ステムは汎用 システム で

あ り得 るか?

このように、われわれが確立しなければならな

いのは、問題解決に際して、より深いレベルで人

を支援することのできる新 しい高機能かつ汎用シ

x)エ キスパー トシステム(ES)の 構成 から知識ベ ースの内容 だ

け を除いた もの は、ESを 開発 するためのツール とみ なされ、

エキスパー トシェル と呼 ばれ る。汎用 ではな く、特定の ドメイ

ン(分 野)や タスクに固有 の概念 ・機 能 を備 えたエキスパ ー ト

シェルを ドメイ ンシェル とい う。

6

ステムの概念である。これは現行コンピュータソフ

トウェアの概念のもとでは十分に達成されなかっ

た。それではこのような高機能 ・汎用システムの

満たすべき条件は何であろうか?

まず、汎用性に関しては2つ の問題がある。1

つは記述性、もう1つ は性能である。現在のエキ

スパー トシステムが専用化 しようとしている原因

はこの両方に関わるが、システムの方式が前節で

述べた高機能性が要求する状況を十分考慮 して設

計されていないために、それが性能面に現れてい

る可能性 もある。すなわち基本問題は記述性に関

わる。汎用性の条件はいかなる種類の問題であれ、

問題の記述ができることであ り、この保証がない

限 り性能を論 じても意味ない。したがって、ここ

では記述性の問題 を考察 しておこう。

記述性に言語が関わることはいうまでもない。

汎用性の高いAIシ ステム開発の第1の 条件はその

ような言語を持つシステムにあるといえる。当然、

その言語を処理する処理系が必要である。問題の

特殊性を用いないで定義された言語で書かれた問

題 を、問題の特殊性に関わらない一般的な処理系

で処理することが保証されねばならない。この点

は従来の方式でもAIシステムの方式でも変わ りは

ない。従来のコンピュータ言語は数値的処理の手

順に関してこの汎用性を保証することができる

が、この条件では高機能性は満たされなかった。

必要なことは問題解決の手法に関してこれを保証

することである。言葉を換 えれば、広い範囲の実

問題に共通の問題解決手法を見い出すことが必要

であり、これに基づいて言語設計の指針 を与える

ことが不可欠であることを意味 している。

問題解決の一般的な方法論は存在するのだろう

か?た とえAIシ ステムといえども人間に比べれ

ばずっと単純な機構を持ったコンピュータで、実

問題の多様性に対応できるであろうか?図 表1

-1-2(a)の 場合でも、問題 とコンピュータの

間に介在するのは問題分野ごとに異なった人であ
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り、1人 の人間が幅広い問題に対応しているわけ

ではない。 したがってこの問題は一見 して難しそ

うに見える。

しかしわれわれは直感的な判断に頼 らず、問

題解決についてもっと多くのことを知る必要があ

る。問題解決には、問題に直接関わる知識 を必要

とすることはいうまでもないが、同時に、問題領

域に直接関わらない問題解決手法、いわば上記の

問題分野の知識をいかに利用すれば効率的に問題

を解 くことができるかに関する知識がある。人間

の場合、後者は明示的に表現される機会が少なく、

知識というと、前者を指すのが普通になっている。

しか しながら、多くの場合、後者の知識が問題解

決が成功するか否かに大きく関与する。

これまで、人間はさまざまな分野で問題解決

のための前者の知識を発見し、開発 し、蓄積して

きた。これらの知識を利用することができるのは

人間のみであったから、この知識 を持った人間が

実問題 とコンピュータの間に介在 してきた。この

人たちはそれぞれの分野の専門家であった。この

人達は実際には専門知識を使うのみでなく、これ

らの知識の使い方の知識 も実際には駆使 している

はずである。そして、この人々を比較 したとき、

各専門分野の知識はすべて異なるが、これを利用

する基本メカニズムとしての人間そのものはすべ

て同じである。そしてさらに、専門知識を利用す

る方式に関する知識は共通といってよい。専門が

分化 してしまった今 日、このことを多くの人々は

気が付いていない。

AIが 実現 して きたのは問題領域に関わる問題

解決知識を形式的に表現 し問題解決に利用する技

術であった。 したがってもし知識の使い方に関す

る知識を適切に(明 示的に)表 現 し、機械的に実

現することができたなら、問題の多様性に対応す

るAIシステムを実現することが期待 される。

7

章釦■ 科学的問題解決法と問題の細

分化技法

このような問題解決法 に関する共通の知識 と

して、科学的問題解決法と大規模問題の細分化技

法をあげておこう。

4.1科 学的方法論の機械的実現

これまで多 くの学問分野において、未知の現

象を解明するための普遍的な方法として科学的方

法論が確立されてきた。これは西洋の伝統的な合

理主義の根底をなす原則的な考え方であ り、その

原則に基づ く科学的問題解決の方法が広 く用いら

れるようになった。科学的方法論 とは、

(1)状 況を明示的に記述する

(2)状 況に適用 される一般的あるいは個別的

なルールを準備する

(3)状 況にルールを適用 して結果を導く

というものである。ここで状況を表すものがモデ

ルである。これは一般的な問題解決手順であり、

これに基づいて、例えば物理学等において、未知

現象が観察されたとき、この原因解明の普遍的な

手順が以下のように定式化された。

(1)現 象を観察する

(2)説 明仮説として観察されたものと等価な

現象 を生成する決定論的 システム(モ

デル)を 生成する

(3)モ デルを用いて状態や特性等を計算する

(4)そ の結果 として予想 される現象を観察

し、仮説の正当性をチェックする、もし

仮説が正しくなかったら修正する

これは人間による問題解決の基本的手順を一

般的に表している。人間は自己の知識 ・経験 に基

づいて個々の問題ごとにモデルを作るが、それに

は現象の理解が必要である。このようにして人間

の問題解決機能のモデルが図表1-1-3の ように

、
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作られる。仮にこれを問題解決のモデルとするな

ら、これをすべて明示的に表現 し、かつその表現

形式に基づいて処理機能を機械的に実現すれば、

自律的に問題解決を行なうコンピュータが実現 さ

れることになる。

現行コンピュータが扱えるのは数理的に表現 さ

れる範囲に限定されていた。現実に現れる問題は

多様であり、純粋に数理的に表現される問題はそ

の一部にすぎない。このため、これまでは科学的

方法論に従って問題を解 く主体は人間であり、コ

ンピュータはその中に組み込まれることが前提で

あった。AIは数理的表現のみでなく記号的表現の

論理的処理を可能にし、これによって問題および

科学的方法論の過程そのものを表現することがで

きる。結果的に自律的問題解決システムの実現を

可能にする。これが現行 コンピュータとAIコ ン

ピュータの本質的な相違である。

上図のモデルではモデル構築や修正に仮説生成

の機能が要求され、これが今日、一般的な形で定式

図表1-1-3人 間の問題解決モデル

図表1-1--4Alシ ス テムー人間 の関係

化されていないという問題がある。入間の場合 発

想、創造、直感等と呼ばれる機能があり、これら

の高度の推論能力によって仮説を生成 している。

このようなシステムにおいて、必要な情報を明

示的に表現できるか否かは基本的な問題である。

以下、記述の便宜上、`明 示的に表現する'こ と

を単に`明 示化する'と 言う。これは、情報を形

式の定まった言語によって記述すること、その記

述は言語の形式に基づいて形式的変換が可能なも

のであることを意味する。明示的に表現された情

報が知識である。このように、知識処理システム

の有用性は明示化 される領域の大 きさとその中で

機械化できる範囲に依存する。明示化領域 を決め

るのに言語が関わってくるので、用いる言語が極

めて重要なものとなる。これが知識表現言語の問

題であり、言語設計は問題解決におけるこのよう

な状況を考慮 して行なうべきである。

意味の定義が一意に定められる領域を`(科 学

的方法論を可能にするための)明 示化可能領域'

と呼ぶことにする。これ

は人間の知的活動全体の

中ではごく小さな一部で

あ るが、対 象 ごとに異

なった明示化可能領域を

いくつも定義することが

できる。今 日の問題はこ

れら別個に定義されてき

た領域が相互に関連 し合

う、いわゆる学際的問題

が生 じて来 たことにあ

る。適切な知識表現言語

を用いれば、これら異種

領域間の意味的関連を明

示的に記述することがで

き、コンピュータ処理の

範囲が拡大する。学際化

は多 くの人々にとって対

8
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応の困難なものであり、これを支援する機能は今

後重要性を増すであろう。

以上を図示 したのが図表1-1-4で ある。この

図でAIシステムは明示的に表現 される情報の範囲

を扱い、人は個人としての情報でそれを補う。

科学的問題解決法はモデルの概念 を中心にし

ている。この ような方式をAIシ ステムの中に取

り込むことが必要であるが、そのためにはシステ

ム内で、

(1)モ デルの表現

(2)モ デル変換則の表現

(3)モ デルの処理を中心とした問題解決プロ

セスの表現

が可能でなければならず、このための知識表現言

語やシステムアーキテクチャを定めねばならない。

4.2大 規模問題の細分化

問題の規模は技術の発達とともに増大 してお

り、多 くの分野においてすでに個人としての人間

の能力を超えてしまっている。 しかるにこれら大

規模問題が解決されてきたのは、この問題を小問

題に分割し分散的に処理 しているからである。こ

の分割自体が問題解決の方法論に関わる重要な技

術である。これは原問題をできる限 り相互干渉の

少ない独立の小問題に分割ないし展開すること、

これら小問題を別の人間に分散すること、その結

果を統合することなどからなる。例えば設計問題

では、設計過程を分割する方式がすでに早 くから

行なわれていた。この分割技術自体は特定の問題

に依存 しない一般的な原理が用いられ、したがっ

て共通技術である。分割の具体的手法等にはここ

では立ち入らないが、分割技術は大規模問題に対

して不可欠の技術であ り、AIシ ステムに取 り込

まねばならないものである。
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■ 第5章Al・7)XP・s題

AIは 未だ若い分野であり、新 しい社会の基盤

技術の可能性があるといっても、未だ解決されて

いない多 くの課題を持っている。これは知識表現

の問題、推論の問題、システムの管理の問題、

ヒューマンインタフェースの問題、自動問題解決

の問題、システム機能統合の問題、知識獲得の問

題、など基本問題の他、この応用として設計、計

画、診断、制御、管理、予測、ソフトウェア開発

などの課題である。これらはすでに早くから指摘

されていたし、事実いずれも重要課題であるが、

これらに対処 しておけば十分なわけではない。こ

こでは従来は余 り指摘されてこなかったが、高機

能 ・汎用技術 としてのAI技 術の有用性 を高める

うえで極めて重要ない くつかの課題をあげた。事

実最近のAIの 研究は設計支援や分散協調型シス

テムの検討を通して、ここであげた課題に対 し関

心が高まってきたことは事実である。

現代の社会はすでに高度に技術化 してお り、

この基盤にコンピュータが重要な役割を果たして

いることを疑うものは誰もいない。しか し、既存

の技術はすでに限界に達し、ソフトウェア開発問

題を始めとしてさまざまな歪を生じている。今後

発生すると予想 されるさまざまな要求は、これま

での方式のもとでの量的な拡大、例えばソフト

ウェア開発要員を増やすといった単純な発想で対

処できるものではない。これからの社会は高度技

術社会から高度情報化社会へ と歴史的な転換を必

然としており、そのための新 しい基盤技術を必要

としている。何がそのような新 しい基盤技術とな

りうるかが決まっているわけではない。基盤技術

としては、多様な技術 ・文化 ・社会を支えるだけ

の強固な体系を持たねばならない。それ自体の独

立した理論、実現の技術、多分野への応用能力 を

持ち、とりわけ、発展す る社会の基本構造との

、
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マ ッチ ングが取 れるものでなければな らない。そ

のような目で見た とき、次 の時代 の新 しい基盤技

術 となりうるものはAIを おいて他 にない といって

よいであろう。逆 に、品 にはそれだけの責任があ

るともいえる。

10
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■ 第1章A1*ljre・)現 状 と展望

B本 の第五世代コンピュータプロジェク トを起

点として、米国、欧州など世界中でブームを巻き

起こしたAIも、ようや く地に足が付いた動きを見

せてきたようである。1985年前後からAIブームと

いう言葉がマスコミにもてはやされ、種々のAI関

連の雑誌やレポー トの創刊が相次いだ。その後、

数年間の実践、特にエキスパー トシステム(ES)

分野での実践を経て、企業内でもAIとはこのよう

なものなのだという実感を持ったところが増えて

きた。そのような体験の中で、以前米国で見 られ

たようなAI「冬の時代」を迎えなかったのは、AI

を利用すればそれなりに効果の上がる適用分野

を、ユーザ自身が体得 したからかも知れない。

今回実施したAI利用動向調査は、これまでのよ

うにアンケー ト調査をその主な手段としたが、需

要の広がりを広 く日本全体の動きとして把握する

ため、従来 とは異なり2回 の調査を行 なった。

1回 目は、AIと いう言葉を広義にとらえ、AIの 導

入状況 とニーズ調査 にその主眼を絞った。2回

目は、1回 目の調査ですでに導入済みであると

回答 した事業体に対 し、ほぼ従来通 りの調査を

実施 した。

今回行なったAI動向調査の結果浮かび上がって

きたのは、次のような特徴である。

①神話から脱却 し実践の段階を迎えたAI

②確実に増えつつある実用化事例

③開発の事例は大半がエキスパートシステムである

④今後のニーズの多いものとして画像理解が期待

されている

⑤エキスパー トシステムの開発事例は診断および

計画 ・設計が主流

⑥汎用ツールから専用指向、自社開発ツールへ

⑦利用マシンはAI専用機ではなく汎用機、特にパ

ソコンが中心である

以下代表的な特徴についてアンケート結果を踏

まえ整理すると、次のように結論づけがされるで

あろう。

1.1A榊 話から実践へ

米国では、以前から大学の情報系学部学科にお

いて、LISP等 の言語やAIの基礎的な教育が実施さ

れていたこと、AI「冬の時代」をすでに体験済み

であることもあって、AIに対する認識がそれなり

にできていた。 したがって、AIに対する過度な期

待は日本ほどでもなく、簡単なものからある程度

高度なものまで、AIの適性に対応 した使い方がな

されてきたようである。

一方、日本では、第五世代コンピュータプロジェ

クトや、その海外への反響が逆輸入された形で発

生 したAIブ ームの影響で、AIの存在が企業の トッ

プ層にクローズアップされ、AIに取 り組めば何で

もできるという神話的発想から、 トップダウンの

形で、AIの開発が実行部隊に下ろされてきた感が

ある。そのため、当初は、高価なAI専用マシンや

ES構 築 ツールに対 して惜 しげもなく金がつぎ込

まれたが、現場サイドにおけるエキスパー トシス

テムの開発実践を経て、AIの 実態が理解されるよ

うになり、AIに対する取 り組みにもようやく地に

足が付いた動きを見せてきたようである。

11
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1.2専 用 機 か ら汎用機 へ

AIブ ー ムの波 に乗 って、 日本 に導 入 され たAI

開 発環境 は、ハー ドウェアとして シンボリクス社の

SymbOlics3000や 、リスプマ シン社 のLAMDAマ シ ン、

ES構 築 支援 ツール としてインテ リコープ社のKEE

や 、 インファレンス社 のARTな ど、AI専 用 マ シン

にターゲッ トを絞 ったものであ った。その後 、富

士通か らメインフレームであるMシ リーズのバ ック

エ ンドとして動 くLISPマ シ ンαやESHELL、 東 洋

情報 のBRAINS、 三 菱総研 のZEUSな ど、国産勢

の開発 したAI開 発環境 も出回るようになった。

しか し、 これ らの環 境は、LISPを ベ ー ス とす

る言語体系であ り、かつ研 究室的発想で作 られた

ものがそ の まま商 品 として発売 された ものが多

く、単独 としての機 能は優れていて も、他の ソフ

トウェア資源 との インタフェースを配慮 してお ら

ず、実用 システム として他のシステムの中に組み

込むことには制約があった。 さらに、一般 の業務

プログラムはメインフレーム上に実現するこ とも

多いが、LISPベ ー スのアプリケー ションをメイン

フレームで実行 させ る ことは、CPUパ ワーや メモ

リの大 きさの問題、他のアプリケーションに与 え

る撹乱等の点 で好 ま しくな く、い わゆ るオンライ

ンリアル タイム処 理 には向 か ない とい う欠点 も

持 っている。

AIの 実 用 システム を開発 しようと した場 合、

AI開 発 時の環境が その まま実行環境 と して使 え

れば比較的問題 は少ないであろ うが、現実 には、

既存の コンピュータ上で実現 したいな どの要望が

あ るはず であ る。従来 は、専用マ シ ンや ワー ク

ス テー シ ョンを除 き、AI環 境 を満足 のい く形で

提供 できるまでには、マシン性能が向上 していな

い といわれて きた。 しか し、現実 には、C言 語 を

ベースとするツールが確 実 に増 えて きた こと、 さ

らに、メインフレーマによ りPUIやCOBOLを ベ ー

ス とする ツー ル も開発 が進ん だこ とか ら、AI開

発環境 と実行環境が同一マシンで実現で きるよう

12

に なってい る。

1.3エ キスパー トシステムの開発事例は診断

および設計 ・計画が主流

エキスパー トシステムの対象は、一般的に、

解析型問題 と合成型問題に分けられる。解析型で

は、システムの構造および構成要素の機能は所与

であり、外部から入力が与えられた場合、システ

ムがどのような挙動を示すかを明らかにすること

が主たるタスクとされる。診断、解釈、制御など

は解析型問題の典型である。一方、合成型問題で

は、システムに対する入力および出力の要求仕様

が与 えられた場合、 これを実現するための、

構造および構成要素の機能を決定することが主

たるタスクとなる。計画や設計は合成問題の典型

である。

合成型ESの 開発がプロトタイプレベルにとどまっ

ているのに対 し、解析型ESの 実用化例は比較的

多い。しか し、製造業の分野では、開発の焦点は

合成型ESヘ シフトしつつある。

合成型問題の代表例は、計画あるいは設計の

問題であり、両者は、制約条件下で所与の問題を

解決するという点、一般的に探索空間が非常に大

きいなど共通点が多い。

1.4汎 用 ツール か ら専用 ツール、 自社 ツールの

開発 へ

数年前 までは、ARTや 、KEEの よ うな外 国製 ツー

ルが 幅 を利 かせ たが 、最 近 では 、国産 メイ ンフ

レーマがESH肌 、ES/KERNELな どの独 自ツール

を比較的安価 に提 供 し、GOLDWORKS、NEX-

PERTの よ うなパ ソコン、 ワー クス テー シ ョンを

タ・一・:ゲッ トと した100万 円台の外国製 ツールが発

売 された こと もあって、肩 の凝 らないAIが 可能

にな りは じめている。

現在市販 されているES構 築用ツールでは、ルー

ル、フレームなどの知識表現や前 向 き推論、後向
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き推論、黒板モデルなどの推論メカニズムがよく

使われている。ちょっと高級なパラダイムとして

は、ARTの ビューポイン ト、KEEの ワール ドと

ATMSの 組み合せなどがある。

しかし、これらのツールはあくまでも汎用目的

に開発されたツールであり、そこに盛 られている

機能は程度の差こそあれ、ルール、フレームなど

ありきたりのパラダイムである。したがって専門

とする ドメインに適したパラダイムを実現しよう

とすれば、LISP、Cな どの言語を用いて書 くしか

なく、ある程度のスキルを持った人でないと利用

できないし、また、汎用ツールが提供 しているパラ

ダイムの中で、不要なものがあったとしても、それ

を除いた形で使うこともできないため、処理負荷

を軽くすることもできないといった欠点がある。

このような、ESが 持つ問題点を解決するため、

最近の動向としては、3つ の専門ツール化の流れ

が今後のツール開発の大きな流れであるといわれ

ている。その1つ は、過去の事例から、ES開 発

に必要な基本的枠組みを抜 きだし、これを基本タ

スクとして用意し、これらのタスクを組合せて、

自分たちが開発 しようとする専門領域にあった

ESツ ールを提供 しようとするタスク指向の試み

であり、オハイオ州立大学のチャンドラセカラン

教授を中心とするグループで研究されている。す

でにその一部の成果は、診断型の問題に使われる

CRSLや 定型的な設計問題に使われるDSPLと して

実用化され発売されている。

また、特定の専門分野 に関する基本的な知識

ベースを組み込んでおき、これを少しモディファイ

すれば簡単にESと して使 える、 ドメイン指向の

ツールも見受けられ、パッケージ型の商品として今

後大 きく成長 してい く分野であり、ユーザ企業の

新たなビジネスにな りうる可能性を持っている。

第3に 、専門家がテーブル型のデータとして知

識を保存 している例 も多 く見受けられるが、この

ような場合、ルール形式で知識を記述するのは、
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面倒なわけで、表からルールが自動的に生成され

れば、よくいわれるESの 開発過程の中でも面倒

な知識獲得の過程が省略できるわけで、専門家が

自分で容易にESを作成することが可能となる。

現状のツール技術は、人間の知識を模倣するに

は、まだまだ不十分であ り、なおかつ、人間の持

つ直感的な判断などは記号化 しづ らい部分であ

り、なお一層のAI技 術の進展を待たねばならない。

したがって、出来上がったESを 評価 して、この

どこがAIな んだという声や、従来のプログラミン

グテクニックで十分作れるという声が聞かれるの

も無理はない話である。

そのため、仕事にあった仕組みを、エキスパー

トシステムに取 り入れるため、専門家や技術者の

知識の保有の仕方に近いあるいは適 した、知識の

表現形態 を知識の入カインタフエースすなわち、

知識ベースエディタで実現する。また、彼 らの推

論アルゴリズムに適した推論メカニズムを構築す

るなどのことも重要である。そのような動 きとし

て、先進的企業ではいわゆるKE的 な人材の確

保 ・育成を行ない、KEが そのようなツールを自

主開発 している例 も多 く見 られる。

1.5数 値処理 と記号処理の融合が要

ESの 古典 ともいえる、スタン'Zオー ド大学で

開発されたMYCINと いう感染症のシステムが診

断型であったこともあ り、これまで数多くの診断

型のESが 開発 されてきた。 しかし、診断される

対象の装置や、人体は構造が本来複雑で、その構

造を記述すること自体が困難な作業であり、すべ

ての事象に対応できないと本格的に役立つ もの

にはならないという弱味 もあって、構造の比較

的簡単な装置に実用化例が絞 られているように

思われる。

その一方で、製造業を中心 として、スケジュー

リングタイプの設計問題や、電子回路の設計問題

などでは、実用化の報告例が増えている。この理

、 1

1
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由は、従来の計画手法や、設計手法の適用に当

たって、理論だけでは解決できない点を人間が経

験と状況判断で解決 していた部分があ り、そこに

ES手 法を適用する必然性が存在 したからだと考

えられる。 したがって、ORあ るいはシステム工

学、さらには、金融理論、経済モデルのような数

学モデルと、AIに おける記号モデルの融合が、

ES開 発成功への要となってきているようだ。

■ 第2章
2.1は じ め に

Al技術の現状 と展望

AI技 術は、その解法がアルゴリズムによって

明確に定まっていないような問題を解 くための有

力な方法 としては、これまで各種の分野に応用さ

れてきた。その1つ の特徴は、その方法として、

人間の専門家の推論方法をそのままの形で取り入

れていることである。そのようなことができるよ

うに、システムの作 り方が工夫されている。ルー

ルによる知識の表現や、それを用いた推論による

問題解決が、その典型的な方法である。AI技 術

の第2の 特徴は、それが常に、新 しいソフトウェ

ア技術の開発に貢献 してきた点である。そのため、

AI技 術は、高度なソフ トウェア開発技術 と見る

こともできる。このような性質によって、AI技

術は、単にある特定の、例えば診断問題のための

技術にとどまらず、人間の専門家が活躍する最も

広い分野で、さまざまな形で応用されている。

しか しなが ら、その技術は万能薬ではない。

そのため、できることには自ら限界があり、応用

はその範囲内で しかなされていない。技術体系は

階層性があり、より基本的で簡単なものから、よ

り高度で複雑なものまで層をなしている。そのう

ち実際に応用されるのは、技術として固まった、

あるいは、枯れた部分に限られる。新たな技術の

確立は、研究開発の役割である。AI技 術は、そ
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の先進性により研究開発の重要性が特に大きい。

また、それが問題解決の方法論に深 く関わってい

るので、新たな技術は～般性のある新たなパラダ

イムとしての可能性を秘めている。

2.2人 工知能の新 しいパラダイム

近年特に注 目を集めているパラダイムに、コ

ネクショニス トモデル、機械学習、制約充足、お

よび協調型活動支援、などがある。これらのパラ

ダイムは、従来の人工知能システムの限界を打ち

破る画期的な技術として、期待を集めている。

①コネクショニス トモデル

コネクショニス トモデルの1つ の側面 として

は、従来の記号処理に基づく人工知能に対 して、

より自然界の生の情報形態である信号 レベルでの

学習が、ノイズに対 して強いことが知 られている。

コネクショニストモデルのもう1つ の側面は、超

並列計算の機能である。その特徴は、アナログ的

であり、精度は十分ではないが、大変高速である。

また、平面、あるいは空間の距離に応 じた、例

えば引力のような関係を局所的な制約の積み重ね

として扱い、アナログ的に計算することができる。

このような機能を、自然言語理解のような論理的

な制約充足問題に役立たせることができる。論理

的な制約自身は、最終的には記号処理の力を借 り

て充足させることが必要であるが、数多 くの制約

をどの順番で充足させるかを決めるのに、すなわ

ち制約充足計算の制御にこの機能が使えるわけで

ある。制約充足にとって、その計算制御は、計算

の組合せ的爆発を防ぐ意味でも大変重要である。

実際には、この種のアプローチはまだ一般的では

ないが、研究はすでに開始されている。特に、制

約論理プログラミングの枠組みの中で、この種の

アナログ的な制御を導入することがすでに試みら

れている。

②機械学習

機械学習の研究は、人工知能研究の初期から
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活発に行なわれてきた。始めは、パターンを識別

する並列マシンの研究がなされた。それはパーセ

プトロンと呼ばれ、例に応 じて結線間の重みを変

えて自動的にパ ターンが分類できるようになるも

のであった。次に、概念の記号表現を例から学習

する機械の研究がなされた。それは、帰納推論に

基づ く方法で、文法学習や、プログラムの合成な

どが、この方法により試みられた。これら2つ の

方法は、共に一般的で、その応用範囲は広いが、

問題が少しでも複雑になると歯が立たなくなると

いう欠陥があった。これに対して、応用領域を制

限して、そこで成り立つ個別的な関係を利用 して

学習を行なわせる研究がなされ、その結果、物理

学の諸法則の発見や素数の概念の発見などを行な

うシステムの構築に成功した。

これら3つ の方法論は、それぞれ独自のパラダ

イムをなしていると考えられ、これらの変遷は、

パラダイム ・シフトと考えられる。そして、最近に

なって、多少形を変えて、再び第1の パラダイム

へ戻って来つつある。それは、一種の脳のモデル

と考えられ、コネクショニスト・モデルと呼ばれて

いる。また、論理プログラミングの研究の発展に

ともない、第2の パラダイムに基づ く研究 も最近

活発に行なわれている。述語論理における推論の

形態には、演繹、帰納、発想の3種 類があること

が知られているが、各種の概念学習は、この3つ

の推論形態のなす3角 形の適当な場所に位置づけ

ることができる。例えば、説明に基づ く学習は、

演繹と帰納の中間に位置づけられ、仮説推論は、

演繹と発想の中間に位置づけられる。このような

図式は、十分吟味することが必要であるが、本書

の 「第皿編第1部 第2章 学習」の項で、あえて

その試案を紹介した。

機械学習は、困難な課題であり、より高度な機

能を持ったシステムを実現するには、異なるパラ

ダイムの統合が不可欠である。前に述べたパラダ

イムのうち、第2、 第3の パラダイムは、共に記

15

号 を扱 っているので、コネクシ ョニズムに対 して

シンボリズムと呼 ばれるが、これか らの課題 は、

いかに して、シンボリズムとコネクショニズムを統

合す るかであ る。 このようなハイブリッド・アー

キテクチャについて も、同 じ学 習の項 でその展望

を述べ る。

③協調 型活動 支援 パ ラダイム

協 調型活動支援 パ ラダイムは、CSCW(Com-

puterSuppOrtedCooperativeWorks)と 呼 ばれている。

従来の人工知能が 「個 人」の問題解決能力を追及

してきたの と比べ て、CSCWは 「集団」 による問

題解決の支援 を目指 してい る。 その応用 は、 もち

ろん一般的 なオフィスである。オフィスオー トメー

ションが オフィスへの情報機器 の浸透 によって進

め られて きたが、CSCWは そ れを一歩押 し進 めて、

集団 による意志決定をも支援す ることを目指 して

い る。技術的 に見れば、 これは、コンピュータと

通信技術の融合に負 うところが大 きい。 また、集

団 による問題解決 を支 える技術 と して、ブレー ン

ス トーミングや、KJ法 などの知識の整理手法 も、

重要であ る。 さらに複数の専門家が協力 して1つ

の問題 を解決する分散協調 問題解決法 も、不可欠

な技術 であ る。CSCWを 実 現す る実際 の ソフ ト

ウェア(場 合に よってはハ ー ドウェア も含める)

が 、グループウェアであ る。グループ ウェアは、集

団による問題解決 を支援す るための上 に述べ た機

能 の他 に、 メッセージのや り取 りや、コンピュー

タへ の入 出力 を容易 にす るための工夫が必 要であ

る。 それ らに関連す る技術 は、データベース共用

化技術 、ハイパーテキス ト技術 、高速マルチメディ

ア技 術 な どで ある。CSCWの 詳 細 について は、

「第nl編 第1部 第3章 協 調 型 活 動 支 援 機 能

(CS㎝)」 の項を参照 されたい。

2.3Alシ ステム化技 術

AI技 術 の動向 に関連 して、新 しいパラダイムに

ついて述べたが、それ と共 に重要な課題は、AIシ

、
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ステム自身をいかに効率よく実現するか、という

問題である。 これは、AIシ ステム化技術 と呼ば

れている。AIシ ステム化技術は、システム化へ

の要請 とAI理論の発展を原動力として、その開

発が進められている。すなわち、一方でAIシ ス

テムがより広範囲の応用が期待され、その結果、

機能の拡充、既存システムへの組込み、あるいは、

専門の情報処理技術者なしに利用で きるような

ツールの簡易化、などが要請されており、他方で

A理 論の進展がそれらの要請を反映させたAIシス

テム化技術の進展を促 している。制約充足の手法

は、対象分野を分析型問題から、合成型問題へと

広げた。また、定性推論の理論は、ifthen型の浅

い知識にとどまらず、対象とするシステムの動作

原理をも考慮 した深い知識の扱いも可能にした。

これらの理論の発展は、それぞれのアプリケーシ

ョンに適 したタスク指向ツール、あるいは領域特

化型ツールを生み出した。そ して、最終的には、

高度な問題解決機能を備え、かつ広い範囲の応用

をカバーする複合的なシステムの構築を目指 した

AIシ ステム化技術の確立が期待されている。

AIシ ステムにとって、 ツールと並んで、ある

いはそれ以上に重要な構成要素は、知識ベースで

あり、その構築は、知識獲得ボ トルネックと呼ば

れる困難な問題である。専門家か ら、知識を引き

出すためのツールとしては、心理学の成果を利用

した各種のインタビュー法による知識獲得支援シ

ステムが知られている。しかしながら、それらは

いずれも用途が限られており、商用のツールまで

は成長 していない。これからの研究開発が望まれ

る。インタビューによる専門家からの知識の抽出

の他に、例を分析することによって自動的にルー

ルを抽出する試みもなされている。例えば、プロ

セス制御のエキスパー トシステムの例では、プロ

セス稼働時のパラメータと収率の関係から、自動

的に最適なパラメータ設定ルールを抽出すること

が試みられている。このルールの抽出には、帰納
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推論の方法が用いられている。すなわち、そこで

はAI理 論の発展によって促 された演繹から帰納、

発想への推論能力の拡大の成果が生かされている

わけである。

AIシ ステム化技術についての詳細は、 「第m

編第1部 第4章AIシ ステム化技術」の項で述べ

られている。また帰納、発想推論については、「第

皿編第1部 第2章 学習」の項で説明されている。

2.4知 的CAD

AI技 術は、その進展 に伴い、分析型問題から

合成型問題へ とその応用領域を広げてきたのは、

すでに述べたとお りである。合成型問題は、分析

型問題と異なり、創造的な作業を伴うので、専門

家を完全に置き換えるようなエキスパー トシステ

ムの構築は困難であ り、多 くの場合、支援システ

ムの形をとる。その1つ の例として、設計問題を

取 り上げて、その知的な支援システムを考える。

それが、知的CADと 呼ばれるものである。設計

の対象は、機械、電子回路、材料など、多岐にわ

たる。これまでは、設計作業自身の解明がなされ

ていなかったことと、AI技 術が成熟 していなか

ったことによって、知的CADの 実現は、AI応 用

での困難な課題の1つ であった。最近になって、

この両者の研究が進み、知的CADの 実現の見通

しが得 られるようになってきた。設計作業につい

ては、設計過程の同定と設計対象のモデリングの

2つ に分けて、その解明が進められた。

設計過程は、ソフ トウェアの開発過程 とよく

似ており、要求仕様が与えられたとき、これを満

たす解を求める行為である。このとき、設計は問

題を詳細化 しながら、試行錯誤を繰り返 しつつ、

逐次的に進められていく。問題の詳細化のレベル

に応 じて、概念設計、基本設計、詳細設計、生産

設計と進められていく。概念設計では、設計コン

セプ トの明確化がなされ、基本設計では、システ

ムの基本構造 ・概略 レイアウトが決められる。次
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の詳細設計では、実際の部品を当てはめて、基本

構造をさらに詳細に決めていく。生産設計では、

詳細設計の結果具体化された設計対象を実際に生

産するための手順などが決められる。これらの設

計活動には、問題解決、知識表現、知識獲得、シ

ステム開発、ユーザ ・インタフェースなどの広範

囲に及ぶAI技術が役立つと考えられている。

設計対象のモデリングは、構成要素の記述とそ

れらの間の論理的制約として、簡潔に整理できる

ことが分かってきた。そして、それぞれ、対象指

向および制約指向のパラダイムが利用できること

は、容易に想像できる。これらは、AI技術の発展

の結果である。

知的CADに ついては、「第m編 第2部 ハイライ

ト技術一知的CAD-」 の項で、詳 しく述べる。

そこでは、設計支援一般の解説 と、機械、電子回路、

材料などの分野における事例の紹介とを行なう。

2.5今 後の展望

これまで述べてきたように、AI技術は新たなパ

ラダイムを獲得するたびに大きな発展を遂げてき

た。それでは、今後期待されるパラダイムはなん

であろうか、すでに述べたように、コネクショニ

ス ト・モデル、機械学習、制約充足、協調型活動

(作業)支 援などが、これから新たな発展を促す

有力な候補であるが、ここではこれらと異なる視

点から、並列推論マシンによる大規模記号計算に

ついて述べてみたい。

第五世代コンピュータ ・プロジェクトは、1982年

から10年間の計画で並列論理プログラムのための

並列推論マシンを開発 してきたが、現在64台並列

の実験機が稼働 してお り、さらに規模の大きい本

格的なマシンの開発も進められている。この種の

ツールは、その完成 と共に新たな応用を喚起する。

現在は計算能力の壁でとても処理 しきれないよう

な問題でも、新たなツールの出現により解決可能

になるかも知れない。例えば、概念学習では、学

習対象が多少複雑になると手に負えないのが現状

であるが、処理能力が並列化によって一挙に100

倍から1000倍程度向上すると、学習可能な概念が

大 きく広がるであろうと予想される。また、故障

診断の有力な方法として知られているが、計算量

の壁で現実的な応用がなかなか困難であった仮説

に基づ く推論なども、その可能性が大きく広がる

であろう。あるいは、仕様を定理と見なし、その

定理の証明過程からプログラムを抽出するといっ

た方法も見直されるであろう。

さらに、大規模なデータベース、あるいは知識

ベースとの組み合せによって、新たな応用分野が

開拓 されるであろう。中でも、事例ベース推論が

有力である。事例ベース推論では、多くの事例の

中から現在与えられた問題を解 くのに適 した事例

を見つけ出さなければならない。そして、各事例

ごとの処理は、事例の類推適用が可能かどうかの

検査が必要になり、その計算量はかなり大 きくな

るであろう。 しか しながら、各事例は独立に調べ

ることができるので、並列処理が可能である。事

例ベース推論は、設計問題や、法的推論などの応

用分野で特に注目されている。

このように、記号処理用並列マシンの実現は、

今後のAI技術の発展にとって、莫大な貢献をする

ものと期待される。
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Al利 用 動 向 ア ン ケ ー ト調 査 の 概 要

[調査目的]財 団法人 新世代コンピュータ技術開発機構(ICOTと いう)と 財団法人日本情報処理開

発協会(JIPDECと いう)が 共同で組織 している 「ICOT-JIPDECAIセ ンター」は、わが国における

AIの 普及振興を図 り高度情報化社会の形成に資するため、産業界のAI利 用の現状 と将来動向を調査

することとした。

[調査対象]調 査対象は、コンピュータ利用事業所6,238お よびAIセ ンター登録会員846の 合計7,084事

業所 とした。コンピュータ利用事業所は、 「電子計算機ユーザー調査年報(日 本経営科学研究所発

行)」 所載の事業所から産業別にサンプル数を定め等比で無作為に抽出した。

[調査方法]調 査は2段 階方式を採用 した。まず、全調査対象に 「コンピュータ高度利用に関する調

査票」(以 下第1次 調査 という。)を 郵送 した。次いで第1次 調査回答者を対象に 「人工知能(AI)

の利用に関する調査票」(以 下第2次 調査 という。)を 郵送した。これらの回答結果に基づ き集計

分析を行なった。

[調査時期]第1次 調査1989年12月 。

第2次 調査1990年1月 。

[有効回答数]集 計分析の対象 とした回答票数は、1,844事業所(回答率26.0%)。 内訳は図表ll-1-1AI

導入 ・未導入事業所数に示す とおりである。

[産業分類について]こ の調査では次の産業分類で集計分析を行なった。

基礎資材産業 鉱業、化学、石油石炭、窯業土石、鉄鋼、金属

加工組立産業 一般機械、電気機械、精密機械、輸送機械

生活関連産業 農林水産、食料品、繊維、バルブ 紙、その他製造

公共サービス関連 建設、電力 ・ガス ・水道、運輸 ・通信

商業金融関連 卸 ・小売、銀行、保険、証券、不動産

教育公務関連 教育、医療、公務、法律 ・会計、その他サービス

情報処理産業 電子計算機 メーカ、情報処理、ソフ トウェア、出版 ・報道

そ の 他 上記産業に入らない産業

['86年調査、'87年調査 について]調 査分析の中で1986年 調査および1987年 調査 と比較 して説明 して

いるところがある。この両年の調査はAIセ ンターの会員等を対象にした結果であることにあらかじ

めご留意頂 きたい。

図表ll-1-1Al導 入 ・未導入事業所数

調 査 年 項 目 発 送 数 有効回答数 AIシステム導入事業所数 未導入企業

1989年

合 計 7084 1844 697(37.8%) 1147(62.2%)

コンピュータ

ユ ー ザ ー 6238 1449 379(26.2%) 1070(73.8%)

AI会 員 踊 395 318(80.5%) 77(19.5%)

1988年 合 計 4891 1480 305(20.6%) 1175(794%)

1987年 合 計 1025 323 301(93%) 22(7%)

1986年 合 計 732 307 46(15%) 261(85%)
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第1部Alシ ステムの利用状況

■…
Al利用の現状

1.tAl導 入 の状況

わが国におけるAIシ ステムの導入状況 は、今回

の調査(以 下1989年 調 査 とい う)に よれば、 コン

ピュー タユーザ ー26 .2%、AIセ ン ター登録 会員

(以 下AIC会 員)805%で 、 合計 する と37.8%の

導 入率 となっている。1988年 調査 では、20.6%で

あ っ たので、17.2%ポ イ

ントの増加 となっている。

コンピュータユーザーの

事業所 の年商別 導入状況

は、図表H-1-2に 示 す

とお りで あ る。導 入済事

業所 は、年商100～1000億

円 が26.9%、1000億 円 以

上が11.9%、50～100億 円

が10.8%と な っている。

これ を事 業所合 計 の構

成 と比べ る と、年商1000

億 円 以上 の事業所 の導入

率 が特 に高 い こ とがわ か

る。 なお、 年商 につい て

無 回答 の事 業所 が20.6%

で あ った。

導入状況は、図表ll-1-3に 示 す とお りである。

導 入事 業所 は、就業者300～1000人 が26.1%、

100～300人 が24.5%、30～100人 の事業所が17.7%

とな っている。 これを事業所合計の構成 と比べる

と、就業者1000人 以 上の事業所の導入率が高いこ

とがわか る。

1.3産 業別Al利 用 状況

コ ンピュータユーザ ーの産業別AIシ ステムの導

図表H-1-2コ ン ピュータユーザー事業所年 商別Al導 入状況(1989年)

1
億
円
未
満

導 入状 況'/件数1 '

5
億

円
未

満

1
0
億
円
未
満
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上

無
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答

導入済379

未 導 入1070

1.2就 業者規模別

Al導入状況

コンピュータユーザー

における事業所の就業者

規模別 によるAIシ ステム

図表ll-1-3コ ン ピュータユーザー事業所 就業者数別Al導 入状況(1989年)
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入状況は、図表H-1-4に 示す とお りである。 こ

れによれば、公 共サー ビス関連が導入率 では47.7

%で 第1位 で、次いで情報処理産業が34.4%で あ

る。以下、基礎資材産業、加工組立産業、教育公

務 関連が30%前 後 でほぼ横 一線であ る。

次に、各産業 における導入パ ター ン、つ ま り、

AI向 き言語やAIツ ールだけの導入か、AI向 き言

語+AIシ ス テム、AIツ ール+AIシ ス テム、AI向

き言語+ツ ール+AIシ ステム、その他 というパ タ

ーン分 けによる導入状況 は、図表II-1-5に 示 す

とお りである。言語 、ツール、システムすべ てを

導入 しているパ ター ンをみる と、AI導 入率の高か

った公共サ ービス関連 が57.1%と 最 も多い。 これ

に比べ て、AI導 入率の最 も低い生活 関連産業は、

言語 、ツールのみの導入率が高 く、これからAI

シ ステム を構 築 してい く段 階で ある と考 え られ

る。

図表II-1-4 コンピュータユーザー産業別

Al導 入状況(1989年)

件数i

導
入
清

栄
導
入

合 計 1449262

基礎資材産業

738

276304

加工組立産業

696

243292 703

生活関連産業 ig210.4 896

公共サービス関連88 477 t523

商業金融関連 153229 771

教育公務関連 23929.3 707

情報処理産業 128344 656

その他 61131 869

t.4Atシ ステムの利用状 況

(1)AIシ ステム別利用 レベル

コ ンピュータユーザ ーのAIシ ステム別利用状況

は、図表H-1-6に 示 す とお りで ある。

これに よる と379事 業 所 のうち、AI向 き言語 を

導 入利用 しているのは53.6%(203事 業 所)、 エ

キスパ ー トシステム用 ツールは57.5%(218事 業

所)、 エ キスパー トシステムは46.2%(175事 業

所)、 機械翻訳 システムは20.6%(78事 業 所)、

知能 ロボ ッ ト9.8%(37事 業 所)、 自動 プ ログラ

ミングシステ ム21.1%(80事 業所)、 画像理解 シ

ステムは15.3%(58事 業 所)、 音声理解 システム

は5.8%(22事 業 所)、 自然言語理解 システムは2.

4%(9事 業 所)、 その他AIシ ステムは4.2%(16

事 業 所)で ある。

次 に利用 レベル別 にみる と、本格的利用の割合

が高い システムは、画像理解 システムが63.896、

知 能 ロボッ トが62.2%、 音 声理解 システ ムが54.4

%の 順 である。なおエ キスパー トシステムの本格

図表ll-1-5 コ ン ピュー タユーザー産業別

Al導 入パ ター ン(tg89年)
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','1
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シ
ス

テ
ム

言

語

十

ツ
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ル
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31.9

262
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生活関連産業

公共サービス関連 4214.329557116.7

〆 、 ノ!'

商業金融関連 351i4171 314 CO.O

教育公務関連

情報処理産業 441829136436,4

その他
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図 表H-1-6コ ン ピ ュ ー タ ユ ー ザ ー

Alシ ス テ ム 別 利 用 状 況(1989年)

本 試 ほ使 無格
験 と つ 回的 的

んで 答
に に どし・
利 利 な用

用 い
利用状況 導入事業所数iノ ＼＼＼ ＼S ＼

AI向 き言語203222537ノ 受'217

1、 、

エ キ ス パ ー ト用21826
.65181794ツ ー ル

エ キ ス パ ー ト175

シ ス テ ム

`','

機械 翻訳 システ ム7825.55641543

知能 ロボ ッ ト

頭 碧 グラミング ・・

画像理解システム

音声理解 システム22 545

、 、"

4095

自然言語理解
システム

そ の他 のAI
システ ム

的利用 は、36.6%と な ってお り、試験 的利用 は52 .

0%で あ る。ほ とん ど使 用 していない との回答 が

多いの は、AI向 き言語 で21.7%、 エ キスパー トシ

ステ ム用 ツールが17 .9%と な っている。 また、機

械翻訳 システムについても15.4%が ほ とん ど使用

していない との回答である。

1.5Al利 用企業経営層 の意識

一般 に
、ア ンケー ト調査で は経営の観点 からの

考 え方 をとらえることは難 しい。 そこで、経営 に

おけるAIの 活用 について、百貨店系信販、食品、

電線の各業種の3社 に対 しヒア リングを行 った。

ヒアリングの結果 は、概 要以下の とお りである。

(1)A社:百 貨店系信販会社

A社 は、百貨店やスーパーなどをグループに持

つ企業 グループのカー ドビジネス部 門で ショッピ
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ングクレジ ッ ト、キャ ッシュ ローンクレジッ ト、

リース、保険、信用保証、投資 などを主 な事業に

している。

A社 は当初 クレジッ トカー ドの取扱い会社 とし

てス ター トしたが、1988年7月 か らイ ンターナシ

ョナルカー ドの発行 を開始 した。 これはカー ドの

加盟店 を拡大す るための戦略で、 この数年の間に

発行 カー ドは700万 枚 、7%の シェアを持 つ までに

なった。

カー ドビジネスは、同社の ような小売 り業系の

ハ ウスカー ドと、銀行系のナシ ョナルカー ド、イ

ンターナシ ョナルカー ドとの間で熾 烈な競争が繰

り広 げ られている。 こうした競争に勝 ち残 るため

には与信判定 をこれ まで以上 に効率化 し、サー ビ

スを向上 させ る必要があるが、そう した処理 にAI

を使 えないかと5年 程前か ら調査 を開始 し、現在

プロ トタイプを開発、試用 中である。

A社 がAI利 用 対象 に しているのは、初期与信設

定、途上与信 設定、 フ ァイナ ンシャルプランニ ン

グの3つ の分野。現在 こうした与信設定 は汎用 コ

ンピュー タを利用 し、統計的ス コア リング手法 で

行 なってお り、か な りの レベル まで来 ているので

満足度は高いが、例外的 なもの、人間の経験 を必

要 とする ものはさらに細か な判断 を している。 こ

の部分にAIを 応用で きないか模索 中である。特 に

途上与信(ビ ヘイ ビア ・ス コア リング:ク レジッ

トを利用 してい く途上で再度 スコアリングを行 う

こと)は 人的判断が多いので、AI利 用 の対象 とな ・

りうる。また ファイナ ソシャル ・プランニングは、

銀行が狙 っているパー ソナル ・バ ンキングへの対

抗策 と してA社 が打 ち出 している 「総合生活情報

提案」 のメイン ・メニューであ り、2㎜ 年 を目指

したカー ド戦争 の"切 り札"で もある。

こうした事業戦略のためにA社 が3年 前 か ら利

用 してい るのは、米国アプライ ドエキスパー トシ

ステム社の 「プランパワー」 とい うエ キスパー ト

システム構築 ツール。 日本では富士ゼ ロックス社

し
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がこの権利 を もっているため(プ ラ ンパ ワーは米

ゼロ ックス社 のAIワ ー クステーション上で開発 さ

れている)、 富士ゼ ロックス社が 日本語化 したプ

ランパワー を利 用 、ハー ドウェア もAIワ ー クス

テーション 「Xeroxl121」 を導入 している。

これ らのツールを使 って40才 代、50才 代 の生活

コンサルテー ション ・システムなどを開発 してい

る。 このシステムは、個人の資産価値 を算 出 し、

これを基 にロー コス トの ロー ンを組 む こ とに よ

り、ゆ とりのある生活設計の提案 をす るシステム

である。現在 はグループの社 員を対象 にしている

が、 これ をユ ーザ ー対象 にする ことによって、 ラ

イフスタイルに関する情報サー ビスを提供 したい

との考 えだ。 このサー ビス自体は無料 であ り、同

社の扱 う保 険や年金その他 を利用 して もらうこと

が狙 いである。

同社は全国160ヵ 所 でカウ ンター を持 ってい る

が、将来的 には他社 にはないこのカウンターを活

用 した情報サー ビスを提供 、他社 との差別化 を計

画 している。

同社がAIの 利用対象に してい る分野 は、不確定

要素が多い分野、 ルールの書 き替えが必要な分野

な どである。 こう した分野 をCOBOLで 記 述す る

こ とは相当に困難であ り、分野 によっては格段 に

システム構築が容易である とい う。

将来的 には、汎用機での利用 を考 えてお り、そ

のためにはインタフェースの改善 を望んでい る。

AIの 発展 について同社 はぷ マ シンとい う枠 を設け

ると需要 の拡大に も制約がつ くが、汎用機上での

利用 な ら需要 は飛躍的 に拡 大す る と予想 してい

る。

(2)B社:酒 類製造販売

この企業 のAI利 用 は3～4年 前か らスター トし

ている。AIの ビジネスへの応用がマスコ ミで盛 ん

に取 り沙汰 されていた時期で、 こうした時代 的要

因を基 に、AI技 術 を習得 してお く必要 に迫 られた

ことが キッカケであ る。AI技 術の習得 には情報 シ
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ス テム部 を中心に取 り組 んだ。

最初 に取 り組 んだのは社内の通信 ネ ットワーク

の故障診断システム。 しか しこのシステム開発 は

プロ トタイプで終 わった。 その原 因は、初めて取

り組 むには対象が大 きす ぎ、かつ複雑 だったため

で、その後1年 ほど手付 かず の状態が続いた。当

初の故障診断 システムへの反省 を含め、その後 に

開発 したのが ワイ ン選定のためのエキスパー トシ

ステム と、 リーチインクー ラー(店 頭 に設置 され

る冷蔵庫)の 棚割 りシステムである。いず れも営

業支援 システムであ り、パ ソコ ンを利用 した点 に

特徴がある。

ワ イ ン選 定 エ キス パ ー トシ ステ ム(ES)は

1988年 秋 か ら稼働 を開始、現在 まで に約30ユ ー

ザーになった。大阪 にある第1号 ユーザーの百貨

店で は、地下1階 にワ イ ン1700種 を含 め3200～

3300種 の和洋酒 を販売 してお り、ワインコーナー

の入 りロに、 ワイン選定ESを 設置 。同百貨店 に

よると、1日 の ワインの売 り上げ は約400本 で 、

このうち1割 が このESに よる とい う。同百貨店

で は売 り上げ に貢献 している と評価 している。 こ

のESに は600種 の ワイン情報が デー タベース化 さ

れているが、いずれ もこの食品会社の ワイ ンに限

られている。 この点、酒販店に とっては制約条件

になるが、食品会社 に とっては、酒販店支援 ツー

ル として効果 を上げていることは確かである。

棚割 りシステムは酒販店 からリーチインクーラー

のデー タをフロ ッピーで貰 い、 これを同社側 でシ

ステムにかけて分析 し、データを酒販店 にフィー

ドバ ックす るシステムで、1990年 か ら稼働 を開始

した。

食品業、 なかで もB社 の ようなアルコール メー

カー各社 は販売 チ ャネルの開拓 、活性 化が一 大

テーマであ る。 したが って、 ワイ ン選定ESに し

て もリーチイ ンクーラーにして も重要な システム

とい える。 ワイ ン選定ESは 、同社入社3年 の女

子社員が中心 にな り、ソムリエにイ ンタビュー し
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ながら開発 した とい う。これだけで も話題性 があ

るが、そのシステムの発表会ではホテルの ソム リ

エに好評 だった。酒販店か らも面 白い といった反

応が多 く、AI効 果は充分 に出ている。

B社 では"AIの 普 及に よって、 中間管理職は な

くなる"と 冗談半分 にい う場合 もある というが、

いずれに して も経営診断(例 えば生産計画や需給

調整)に は適用可能 と判断 してお り、需給調整 に

ついては現在一部利用 が始 まっている。 またセー

ルス支援 活動 にも適用可能 と捉 えてい る。一人前

のセールスマ ンになるには相 当の年月 を必要 とす

るが、 どうい う状況 のときに どう対応 するのが よ

いか といったベテランセールスマ ンの ノウハ ウを

システム化 したい意向。

また現在、工場の工程管理 システムのAI化 を進

めている。ただ し、 プロ トタイプか ら本番に移行

するまで には時 間がかかるため、この2～3年 で

生産管理調整 システムのような ものの全面稼動が

可能 とは考 えに くい。む しろ この数年は、知識が

コンパ ク トにまとまり、マーケ ッ トにプラスにな

るような部分で、AIを 使 うことになろうと考 えて

いる。 また、同社は、全社的に情報網の見直 しを

行 っている。 これか らはAI、 画像 による情報処理

時代 が来 ることは確実で、AIに 対する期待 は大 き

い。将来的 にはオーダーエ ン トリーシステムの構

築 も検討 している。

(3)C社:電 気工業企業

C社 では10年 程 前か ら 「生産か ら販売 まで の一

貫 システム」 の構築 に着手 して きた。20事 業部 ご

との縦の ライ ン(営 業、設計、生産、出荷 など)

の統合化 が目的である。 しか し、一貫システムは

デー タの リアル タイム性 に欠けるため、数年前か

らCIMの 構 築に着手 し、プログラムコン トローラー

系 と事務処理系 の ドッキ ングを図った。

C社 がAIに 本格 的に取 り組み始めたのは約5年

前 。B社 同様 、時代的要求 を背景に、 どの分野で

AIが 利用可能かを探 ること、お よび同社の ワーク
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ス テーションの拡販策 としてAI対 応 を図 る、 とい

うのが主な狙 いであった。

どの分野でAIが 利用可能か を探 る第1ス テ ップ

としてC社 では、ボ イラーの故障診断 システムの

プロ トタイプを開発 した。本番 で使 えるか どうか

は、特 に意識 しなかった という。 これによってAI

の システム化 についての感触 を掴 んだC社 は、そ

の後 、い くつかのAIア プリケーションを開発 して

い る。 その利 用 ジ ャンルは、製品製造工程 の設

計 ・診断系および生産計画(部 分的)で ある。

C社 のAI利 用 は、 これ まで手 をつけていなか っ

た分野での利用 と、従来 の手法 では行 き詰 ま りを

感 じてお りそれ を打 開す るため、 とい う2つ のア

プローチに分けることがで きる。例えば後者の例

として、粉末合金事業部での金型の選択への応用

があ る。 これ は約300の ル ールベースを用 いてい

るが、これに より、形状 、強度能力 などを拡張 し

た選択肢 が得 られ るようになった。

AIで なければ開発不可能 とい う対象 はな く、シ

ステム開発 のそれぞれの局面で必要 に応 じてAIを

利用すべ きであると判断す るようにな った。要は、

その局面(シ ステムの部分)がAIを 使 ったほうが

馴染みやす いか どうかにかかっている ということ

だ。

こうした一連 のAIへ の取組 を通 して、C社 では

AIの 期 待効果 について、以下 のように結論づけて

いる。

システム開発 のどの部分がAIに 馴染みやす いか.

ということでは、例 えばすでにシステム として固

まっている もの を拡張 したい場合 などがあげられ

る。 また、知識 ベース、ルールベースな どが スムー

ズ に積 み上げ られ るような仕 組み にな って いれ

ば、AIは 馴染みやすい。逆 にい えば、それ らのメ

インテナ ンス をどの ように行 な うか が重 要 にな

る。

現在 のAI技 術で は、AIが 人間 の判 断に取 って

替 わるとい うことはな く、 あ くまで システム開発
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を早 くす るための技術の1つ である。その意味 で

はAIツ ールに対す る世間の期待 は太 き過 ぎると言

える。 当面は、自分たちが使 える必要充分 なツー

ルを選 んでい くこ とが重要。 もちろん、い まのAI

ツールは従来のツールに比較すれば革新的である

と判断 している。

C社 はAIベ ン ダーで もあ る。同社 のワークス

テー ションは、エ ンジニアリングワークステーショ

ンという性格上、FA(工 場 自動化)、LA(研 究

開発 自動化)を 目的 としたユーザ ーが圧倒 的に多

く、AIユ ーザーは数パーセ ントに過 ぎない。 しか

し、EXPERT-Uの よ うなAI構 築 支援 ツールが あ

る ことは、ワークステーションの拡販 策 と しては

重要になっている。AIベ ンダー としてのC社 は、

関連 会社 を通 じ、パ ソコ ン用エキスパー トシステ

ム なども販売 し、AIの 受け皿づ くりを進 めてい

る。

AIの 今後の展開 につ いてC社 は、2～3年 先

までは状況 は現在 とそれほ ど変化 はない と判断 し

てい る。 しか し、た とえば20年 先 とい った長期

的 な展望 に立 った場合 は、それ まで積み上げてき

た機能(推 論機能)が 高 ま り、かな りの レベルま

で行 くだろうと期待 してい る。

C社 としては、AIは 主 と して診断系 に使 える

と判断。セ ンサー などと繋 ぎ、 自動 リアルタイム

制御 まで発展 し、AIら しさを発揮す る と予測。

ただ し、同社 としては、フ ァジィ技術の方が、AI

以 上 に明確 な形で使 えるのではないか と期待 して

いる。 さらにC社 は、並列 コンピュー タへ も期待

しているとい うことである。

■ 第2章 一 シスー の現状
本章では、第2次 調査の回答に基づいた分析結

果の概要について述べる。なお、第2次 調査の対

象は、第1次 調査のAIシ ステム導入利用済697事
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業所 としたが、回答数は328事 業所(回 答率 は47.

1%)で あ る。

2.1エ キスパー トシステム

エキスパー トシステムの定義 を前回(1988年)

同様 「知識ベース と推論機構 および知識ベ ース管

理機構 とから構成 され てお り、ある特定 の分野の

専門家の知識 に基づ いて構築された知識ベ ースを

推論機構 が解釈 し、推論す るこ とによって、ユー

ザ ーの問題解決 を行 なうためのシステム」とした。

エキスパ ー トシステムの利用状況 は、163事 業

所 が合計668シ ス テ ムを保有 し、1事 業所当 り平

均4.1シ ス テム となっている。1988年 調 査 の197シ

ス テムに対 して約2倍 である。産業別 にみる と、

加工組立 産業 が62シ ステ ム、教育 ・公務関連5.2

シス テ ム、情報処理 産業 が4.1シ ス テム、基礎資

材産業が3.3シ ス テム、公共サ ービス関連が2.8シ

ス テ ム、生活関連産 業が1.9シ ス テム、商業 ・金

融関連が1.8シ ステム となっている。

2.1.1適 用 業務 と対象領域

エキスパー トシステムの適用業務 については、

資料Wt3-11に 示 す とお りである。

エキスパー トシステムの実用化が進み、 その適

用業務 も広が りを見せ てい ることか ら、今 回は前

回(1988年)調 査 より適用業務 の選択肢 を大幅 に

増 や したので、 この調査結果 を前 回 と単純 には比

較 できない。

今回、エキスパ ー トシステムの適用業務 として

多 く挙 げ られたのは故障診 断49件(11.6%)と 計

画 ・シミュ レーシ ョンの47件(11.1%)で あ り、

次 にプラ ン ト操業管 理21件(5.0%)、 自動設計

20件(4.7%)、 窓 口相談14件(3.3%)、 生産 ラ

イ ン操業管理11件(2.6%)、 そ して電力系統事

故判定 とCAIが 各10件(2.4%)と 続 いている。 ま

た、法律判例や企業診断、資金運用 さらには経営

戦略 も適用業務 と して挙 げ られ てお り、 エキス

パ ー トシステムの適用 が生産系業務 か ら事務 ・
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サー ビス系 さらには経 営分野 にまでが確実 に浸透

していることが示 されてい る。

次 にエ キスパー トシステムの技術的観点 か らの

型分類についての回答 は、図表ll-1-7に 示 す と

お りであ る。 これによる と診断型37 .8%、 計 画型

22.9%、 設 計型12.3%、 解 釈型12.1%、 制 御型7 .8

%、 そ の他4.0%の 順 である。なお、無回答が22 .7

%で あ った。

2.1.2開 発 目的 と期待効果

エ キスパー トシステムを開発す る目的は図表n

-1-8に 示 す とお りである
。

社 内使用専用が全体の62.5%を 占め てい る。社

内使用 だが外販の用意 もあるが15.4%、 外 部 か ら

受注 して開発が22.1%で あ る。

産業別 に見 ると、社内使用専用 で最 も多いのが

生活関連産業 の84.6%。 次 いで商業金融 関連 の68 .

0%、 公 共サービス関連の63.8%と 続 く。

これに対 し、エキスパー トシステムを ビジネス

の対象 に しているとみ られる「外販の用意 もある」

と 「受注開発」 を加えた場合、当然 なが ら1位 は

情報処理産業で57.7%、2位 は加工組立産業の21 .

8%、3位 は公共サービス関連の21 .3%で あ る。

次 にエ キスパー トシステムの導入による期待効

果 については図表H-1-9に み る とお り、1987

年 、1988年 、1989年(今 回)の3年 間、 「専門家

の仕事量 の削減」 、 「業務の質の向上」、 「業務

の質の均質化」 とその順位 は変わっていない。

2.1.3シ ステムの開発 ・利用段階

エキスパー トシステムの開発 ・利用段階別状況

を示 したのが図表ll-1-10で あ る。1989年 は実

用 システム と して稼働 中の ものが196件29 .3%、

フ ィール ドテス ト中87件13 .0%、 プ ロ トタイプと

して の評価 ・改 良中が137件205%、 デ モ ・実験

のみに利用72件10.8%、 設 計 ・開発段階140件21 .0

%、 あ ま り使 っていない36件5 .4%と な っている。

1988年 と比較 して、実用 化 の割合 が27 .6%か ら

1989年 は29.3%に 、 また設計 ・開発 中のシステム

も13.2%か ら21.0%へ と増 加 してい る。 これ らの

動向か ら、産業界 におけるエキスパー トシステム

の実用化が進んでいるとい うことがで きる。 これ

図表U-1-7エ キスパー トシステム対象領域別内訳 図表11-1-一 一8エ キスパー トシステム開発の 目的

(1989年)(1989年)

システム数

200

180

160

140

120

loo

80

60

40

20

無
回
答

そ
の
他

制
御

計

画

設

計

診

断

解

釈

0

域領象対

ム万W42数答回計合ワロ要摘

外部 か ら

受注 して開発

(22.1%)

社内使用 だが
外販の用意もある/
(15.4%) 社 内使用専用

(62.5%)

摘 要:合 計回答数312シ ス テム
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に対 して、あ ま り利 用 していない、 との回答 も

1988年 は3.0%な の に、1989年 は5.4%と 増 加 して

い るのが 目立っている。

2.1.4シ ステムの規模

(1)ル ー ル数

エキスパー トシステムの規模 を表現 する方法 の

1つ に知識ベースのルールおよび フレームの大 き

さをもって表す ことが ある。図表H-1-11(a)

に示 す ように、回答 を得 た304シ ス テムの うち、

100ル ー ル以下のシステムが96件31.6%、101～200

ル ー ルの ものが72件23.7%、201～500ル ー ルが80

専門家の数
の削減

図表11-1-9エ キ スパー トシステムの期待効果

(%)0204060

専門家の仕事量
の削減

専門家の育成

業務の質の

向上

業務の質の

均質化

知識の整理
・体系化

ES技 術の

習得

その他

件26.3%と 、500ル ー ル 以 下 の シ ス テ ム で 計81.6%

を 占 め 、 大 半 が こ の 範 囲 に 収 ま っ て い る 。1988年

は500ル ー ル 以 下 の も の が 計83.6%で あ っ た の で

今 回 は 、1.2%ポ イ ン トの 減 と な っ て い る 。

ま た 、1㎜ ル ー ル 以 上2㎜ ル ー ル ま で の シ ス テ

ム が12件3.9%。2001ル ー ル 以 上 の も の が5件1.7

%で あ る 。

(2)フ レ ー ム 数

図 表H-1-ll(b)に 示 す よ う に 、 回 答 を 得 た

216シ ス テ ム の う ち 、100フ レ ー ム 以 下 の シ ス テ ム

が125件57.9%、101～200フ レー ム の も の が38件

17.6%、201～500フ レ ー

ム が27件12.5%と 、500フ

80100レ ー ム 以 下 の シ ス テ ム で

摘要:■1987年 合計システム数312件

■1988年 合計システム数440件

〔==コ ▲989年 合計システム数423件
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計88%を 占 め、大半が こ

の範囲 に収 まっている。

今 回は、200フ レーム以

下の システムの割合が増

えてい るので、 フレーム

につい ては小規模 のシス

テムが増 えた とい う結果

になっている。

(3)開 発 費用

開発 費 の 中 で エ キ ス

パー トシステムのマ ンマ

シ ンイ ンタフェースの開

発 に要 した割 合 につ い

て、 図表ll-1-12に 示

す。 回答 を得 た221シ ス

テ ムの うち、21～30%の

も のが54件24.4%と 最 も

多い。次 いで31～40%が

37件16.7%、41～50%が

36件16.3%、11～20%が

36件16.3%の 順 であ る。

また、51%以 上 の費用 を

要 してい るとの回答 が約

…
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図 表ll-1-10エ キ ス パ ー トシ ス テ ム の 開 発 ・利 用 段 階 別 内 訳

システ ム数020406080100120140160180200

実用 中'87

`S8

'89

フ ィー ル ド 「87

テス ト中'88

'89

プロトタイプ'87

として改良評,S8

個中189

デ モ ンス ト'87

レー シ ョン188

お よび実験

利 用'89

設計 ・開発中`87

'88

'89

あ ま り利 用'87

してい ない`S8

'89

摘 要:■1987年 合 計 シ ステ ム数326件

■■■1988年 合 計 シ ステム数439件

[==コ1989年 合計 シス テム数668件

図 表ll-1-11エ キ ス パ ー トシ ス テ ム の 規 模(1989年)

(a)ル ール数(b)フ レーム数

1001～2000ル ー ル2001ル ー ル 以 上1001～2㎜ フ レ ー ム2001フ レ ー ム 以 上

2%

}.1.,`

II`

``|

|`1

:
60(18.4%)

121(27.6%)

11}'1
`l
I・54(16.6%)

■ 「1;1::こ:
ll

``

``

111
1

91(27.9%)

128(29.2%)

137(205%)

77(23.6%)
・

58(13.2%)

140(2LO%)

196(29.3%)

オ `■

33(10.1%)

33(7.5%)

72(1α8%)

『一
,

..1

■1
1

[

L
l

1|1
`

ll1(3・4%)

13(3.0%)

36(5・4%)

;11

501～1000

ル ー ル

12.8%、

201～500Jレ ー ノレ

26.3%

100ル ー ル 以 下

31.6%

101～200ノ レー ノレ

23.7%

摘要:合 計回答数304シ ステム

3%

501～1000

、フ レ ー ム 、、

＼6.5%

201～500フ レ ー ム＼

125%

101～200フ レ ー ム'

17.6%

100フ レ ー ム 以 下

57.9%

摘要:合 計回答数216シ ステム
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30件13.5%で あ る。マ ンマ シンインタフェースは、

手数がかかっていることが表れている。

次 に知識 の整理お よびメンテナ ンスに要 した費

用 の割 合については、図表H-1-13に 示 す とお

り、回答を得 た168シ ステ ムの うち、21～30%の

ク ラスが47件28.0%と 最 も高い割合 を示 し、次 が、

50%以 上 の費用 を要 しているとする ものが33件 約

19.6%で あ る。マ ンマシ ンインタフェースの場合

と同様工数のかか っている部分 である。

2.1.5使 用 ツール

エキ スパー トシステムのソフ トウェア開発 を支

援する ソフ トウェア(以 下 ツールとい う)に つい

て、AI向 き言語 とシェル等の ツールの使用状況 を

開発用 と実稼働用 とに分けて回答 を得 た。

(1)AI向 き言語

AI向 き言語の使 用状 況 は、図表ll-1-14に 示

す とお りで ある。開発用 、実稼働用 ともLisp系 と

C言 語系 の使用割合が高 くなってい る。 開発用 で

は、308シ ス テムの うちLisp系 が128シ ス テム41.6

%、C言 語系が92シ ステム29.9%と な ってお り、

これが実稼働用 では、Lisp系が108シ ス テム39.4%、

C言 語系 は97シ ステム35.4%と 開発用 に比較 して5.

4%ポ イ ン ト増加 してい る。

図表11-1-12マ ンマシンインタフェースに要 した開発費用 割合(1989年)

(%)OlO20304050

10%以 下

11--20%

21～30%

31～4)%

41-50%

51%以 上

摘要:合 計 回答 数221シ ステム

図表ll-1-13知 識 の獲得 ・整理 ・変更 に要 した開発費用割合(1989年)

(%)OlO20304050

10%以 下

11～20%

21-30%

31～40%

41～50%

51%以 上

摘 要:合 計 回答 数168シ ステム
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これ は、実稼働 の場合 には

汎用性お よび処理速度 の点

で有利 なC言 語系 を採用 し

て い る とみ る こ とが で き

る。 なお 、prolog系 の 開発

用 は11.7%、 実 稼働用は8%

で あ る。

(2)シ ェ ル等のツール

エ キスパー トシステ ム用

シェル等 の ツー ルの使用状

況 は図表H-1-15に 示 す

とお りである。

この 結 果 か ら開発 用 は

324シ ス テムの うち219シ ス

テ ム67.6%が 、 また実稼働

用 は286シ ステ ムの うち194

シ ス テ ム67.8%が 市 販 の

ツールを使用 してい る。 こ

れに対 して ツール を自社開

発 してい るとの回答 は、 開

発用 の場合80シ ステム24.7

%、 稼 働用68シ ス テム23.9

%で あ る。 また、 ツールを

使用 しないで、 プログラム

を作 成 している と思 われる



回答が21シ ステム6.5%で あ る。

2.1.6使 用 マ シン

エキスパー トシステムの開発用お よび実稼働用

における使用 マシ ンについて、汎用機、 ミニ コン

ピュータ(オ フィス コンピュー タを含む) 、 ワー

クステー ション、パーソナルコ ンピュー タ、AI専

図表ll-1-14エ キスパー トシステムの使用言語

(1989年)

(a)ES開 発用

PLII系

(0.6%)

C言 語 系

(29.9%)

そ の他

(9.4%)

Lisp系

(41.69・)

摘要:合 計 回答数308シ ス テム

PLII系(0.8%

(b)ES実 稼働 用

そ の 他

(10.6%)

C言 語 系

(35.4%)

Lisp系

(39.4%)

オ ブ ジ 三 ク トtProlog系1、

指 向 系t(8%)

'(5.8%)`

摘 要:合 計 回答数274シ ス テム
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用マ シンの5機 種 に分 けて集計 した。その結果 は、

図表H-1-16、 図表E-1-17に 示 した。

開発用 マシンについて、1988年 か ら調査対象に

コンピュー タユーザー を加 えたのが要 因となって

ワークステーシ ョンやパーソナルコ ンピュー タの

使用割合が急増 している。1989年 の場合は、ワー

図表ll-1-15エ キスパー トシステムの使用 ツール

(1989年)

(a)ES開 発用

使用 してい ない

、(65%)

自社 開発

(24.7%)

市販 の もの を使用

(67.6%)

摘 要:合 計 回答数324シ ス テム

(b)ES実 稼働 用

使用 していない

(7.0%)

自社 開発

(23,8%)

市 販 の ものを使用

(67.8%)

摘要:合 計回答数286シ ステム
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クステーシ ョンが329シ ステ ムの うち122シ ステム

37.1%、 パ ー ソナル コンピュータが126シ ス テム

38.3%と な ってお り、いずれ も前年対比で増加 し

ている。 これに対 し、AI専 用 マ シンは8.2%と 対

前年比2.8%ポ イ ン トの減 となっている。

実稼働用 マシンについて全体的 な傾 向は、開発

用マ シンの場合 とほぼ同様 にパーソナルコンピュー

タお よび ワークステーシ ョンの利用 を指向 してい

る。1989年 の場合 、306シ ステ ム中パー ソナルコ

ンピュー タ利用が122シ ス テム39.9%、 ワー クス

テーシ ョンが96シ ステム31.4%と な っている。

2.1.7実 用 システムの評価

実 用中 のエキ スパー トシステム に対 す る評価

は、図表H-1-18に 示 す とお り

であ る。実用 中のシステム123の

うち、非常に効果があったと評価

す るものが70シ ステム56.9%、 ま

あ効果があ ったが42シ ステム34.1

%で 両 者 合計 す る と91%に 達 す

る。効果 がなか った との回答は1

シ ステムのみである。

2.1.8知 識 獲得の方法

エ キスパ ー トシステ ムの開発

において知識ベー スの構築が、そ

のシステ ムの有用性 を左右す る。

特 に専門家が持 ってい る知識 をい

かに してシステムに移植するかが

重要な課題である。

(1)知 識 獲得 の方法

知識 獲得 の方 法 につ い ては、

図表H-1-19に 示 す とお りであ

る。回答 の中で、専 門家 に対 する

イ ンタ ビュー方式 が最 も多 く、

1989年 は130件82.3%あ っ た。続

いて、整理 された ドキュメン トか

ら知識 を獲得す る方法が83件525

%で 、 この2つ の方法 の比率が高

汎用機

い。次 に専 門家 の現場 に弟子入 りす る方法22件

13.9%、 知 識獲得 方法論が整理 され ていてそれを

利用 しているが11件7.0%と あ る。実用化事例 が

多いシステムや小規模 システムにおいて知識獲得

が定型化 されているもの とみ られる。

(2)知 識 獲得方法の今後 の課題

知識獲得の今後 の課題 につい ては、図表ll-1

-20に 示 す ように、52件37.4%が 「知識獲得方法

論の整備」 をあげている。続 いて、 「知識獲得支

援 ツールの整備」 お よび 「インタフェース等 の開

発環境全体の整備」 が各 々33件23.7%、 「ツール、

ドメイ ンシェル等 の整備」 は16件115%と な って

いる。

図表ll-1-16エ キ スパー トシステム開発用 マ シン

(%)0

コ ン ピ ュ ー タ

ワークステーション

パ ー ソ ナ ル

コ ンピ ュ ー タ

AIマ シ ン

20 40 60 80 100

摘要:11111119S7年 合計 システム数281

_1988年 合計 システム数410

[==]1989年 合計 システム数329

32

()内 はシステム数



汎用機

図表ll-1-17

(%)0

ミ 　

コ ン ピ ュ ー タ

ワークステーション

パ ー ソ ナ ル

コ ン ピ ュ ー タ

AIマ シ ン

摘要

エ キスパー トシステム実稼働 用マ シン

20406080

■1987年

■ ■■1988年

[コ1989年

合計システム数219(

合計 システム数369

合計 システム数306

)内 は システム数

図表ll-1-t8実 用 エキスパー トシステムの評価(1989年)

(%)020406080

非常に効果あり

まあ効果あり

どちらともいえない

効果がなかった

無回答

摘 要:合 計 シ ステム数123
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(3)開 発 体制

エキスパ ー トシステム

開発体制 については、図

表U-1-21に 示 す よう

に、専門家、知識エ ンジ

ニ ア、情報処理部門の3

者 が協力す るケースが一

番 多 く56件36.8%、 専 門

家 と知識エ ンジニアが協

力す るケースが35件22.9

%、 専 門家 と情報処理部

門が協力す るケースが21

件13.8%、 情 報処理部 門

が主体 となっているケー

ス は18件1L8%、 専 門家

自身が主体 となっている

ケ ース も17件11.2%あ

る。

2.1.9外 部機 関の利用

エキスパ ー トシステム

を効率的 に開発 するため

に外部機関 を利用す る方

法が採用 される。図表ll

-1-22に 示 す ように
、

回答事業 所155の う ち、

利用 したい外部機 関の ト

ップと してあがっている

のは、 ソフ トウェアハ ウ

スで66件42.6%で あ る。

次 に、 コンピュー タメー

カー59件38.0%、 大 学そ

の他公 的研究機関が54件

34.8%、 民 間研 究機関/

専 門家24件155%と な っ

てお り、22件14.2%が 利

用 は考 えていない と回答

している。
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図表II-1-19エ キスパートシステムの知識獲得方法

(%)0

インタビュー

プロ トコル

解析

弟子入 り

方法論利用

獲得支援

ツール利用

ドキュメン ト

の利用

その他

20 40 60 80 loo

図表ll-1-21エ キスパー トシステムの開発体制

(%)0

専門家+
情報部門

専 門家+

知識 エ ンジ
ニア(KE)

専門家+肥+

情報網 『

専門家主体

情報処理部門
主体

その他

20 40 60 80 loo

摘要:■1988年 合計290事 業所

■■■1989年 合計152事 業所

Fー

摘要:■ ■ ■1988年 合計268事 業所

■1989年 合計i58事 業所

図表ll-i-20知 識獲得の今後の課題

(%)0

方法論の整備

支援 ツールの

整備

ドメインシェル

開発環境の

整備

その他

20 40 60 80 loo

摘 要:・■1988年 合計272事 業所

■1989年 合計139事 業 所

図表ll-1-22

(%)0

大学公的

研究機関

民間研究機関

コンピュー タ

メーカー

ソ フ トウ ェア

ハ ウス

利用 じない

その他

エキスパー トシステム開発に

利用 したい外部機関

20 40 60 80 loo

35(12.7%)

22(14.2%)

5(1.8%)

3(2.0%)

105(38.0%)

66(42,6%)

摘要:■1988年 合計436事 業所

■1989年 合計228事 業所
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2.1.10導 入 ・実用化の問題点

エ キスパー トシステ ムの導 入 ・実用 化 におい

て、事業所 が抱 えてい る問題 について163事 業 所

の回答結果 は資料編3-24に 示 す とお りである。

「知識獲得に障害がある」が75件46.0%、 「知識

エ ンジニアが不足 である」が57件35 .0%、 続 いて

「開発者 がメ ンテナ ンスまで関わ らざるを得 ない」

53件32.5%、 「知識ベースのメ ンテナンスが困難」

40件24.5%、 「専 門家 の業務の一部 しか移植 でき

ない」38件23.3%、 「開発 にコス トがかか りす ぎ、

効果 と引 き合 わない」30件18.4%、 「現在の技術

では能力が不足」81件29.2%な ど となっている。

2.1.11開 発 ・導入のための累積投資額

エキ スパー トシステ ム開発 ・導

入 のた めに投資 された費用 の累積

額 につ いて、現在 と5年 後予測 に

ついての回答結果 は図表ll-1-23

に示 す とお りであ る。

現在 の投 資額 につ いて は、回答

数163の う ち、3000万 円 未満 の合計

が65件40%で 、 これは1988年 の63%

を 下 回 っ て い る。 これ に対 し、

3000万 円 以 上1億 円未満が52件32

%、1億 円以上 が31件19%と い ず

れ も1988年 を上 回ってお り、投 資

額が大 きくなる傾向がある。

将来(5年 後)に つ いて は、1

億 円未満 とす る もの が72件44.2%

で、 前年(1988年)の63%を 下 回っ

てお り逆 に1億 円以上5億 円未満

は53件32.6%と 前 年の27%か ら5%

増 加 となって いる。次 に、5億 円

～20億 円未 満 とす る ものは10件6
.1

%、20億 円 ～100億 円未満 とする も

のが3件1.8%で あ った。

2.1.12そ の 他の 自由コメン ト

将 来の エキ スパー トシ ステムの

利用 について自由記述形式で回答 した87事 業所か

らの戦略、計画、意見等 を適用分野 ・対象業務に

関する もの、エキスパー トシステム開発戦略的な

もの、エキスパー トシステムの システム化方針 に

関す るもの、将来の見通 しに関する ものに分 けて

整理 をすると、次 の とお りである。

(1)適 用 分野 ・対象業務 に関す るもの

・設計業務支援

・生産計画
、生産管理支援

・オンライン操業支援

・デー タベース検索支援

・ソフ トウェア開発支援

・故障診断
、保守支援

16件

16件

10件

6件

5件

5件

図表11-1-23エ キスパートシステム開発の累積投資(1989年)

(%)0

五百万円未満

1千 万円未満

3千 万円未満

5千 万円未満

1億 円未満

2億 円未満

5億 円未満

20億 円未満

100億円未満

無回答

20 40 60 80 100

摘要:■ ■■■ は現在(1989年)合 計163事 業所

■■■■ は5年 後 合計163事 業所
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・見積業務支援3件

・物流計画支援2件

今後のエキスパー トシステムの適用計画では

設計業務と生産計画 ・生産管理業務の支援 を予

定している事業所が目立っている。設計業務へ

の適用を計画しているところは、重工業、造船、

エンジニアリング、鉄鋼、電機、自動車部品、

ガス、ソフ トウェア、研究所等である。重工業

の場合、プラント設計において、現在のさまざ

まな設計マニュアルをAI化 し、見積から設計、

建設、試運転まで十分に耐えるツールとする。

また、土木建設のケースでは、土木建設支援シ

ステムとして、計画、設計、施工段階の判断を

支援する。造船業のケースでは設計 ・計画用コ

ンサルテーションシステムとして開発 し、便覧

や各種ノウハウ集の代替をする、などが考えら

れている。

生産計画 ・生産管理業務への適用を計画して

いる事業所は、石油化学、鉄鋼、化学、石油、

ゴム、自動車部品、電子工業等である。鉄鋼の

ケースでは、生産管理システムの中で人間判断

に依存 している機能のシステム化を、自動車部

品の場合では、生産、製造計画の最適化が考え

られている。石油プラントのケースでは、異常

診断を含む装置運転支援を連携 した生産計画、

生産管理システムへの適用をあげている。特に、

オンライン操業支援、自動運転システム、無人

化 システム等への適用を計画 しているものも多

い。その他クレジット与信業務の審査支援、物

流の配車計画支援、自治体業務の効率化のため

の適用などがある。

(2)開 発戦略に関連するもの

・既存情報システムとの接続 ・知識化(3

件)(ガ ス)

・エキスパー トシステムのみのビジネス

は成 り立たない。既存システムの知的

化を含めたトータル化(情 報処理)
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・知 識 の整理 を支援 す る ビジ ネス化(情

報処理)

・エ キスパー トシステ ム化 が可能 な業務

を拡大 してい く(銀 行)

・現在 のAI技 術 に問題 があ るが使 えそ う

な技術 があ った ら部分 的で も使 ってい

く(事 務機)

・AI化 の促 進 は情報 システム部門が主体

になって進める必要がある(商 社)

(3)シ ス テム化促進 に関す る もの

・毎年AIの 利用 について社内PR会 を行 な

ってい る(事 務機)

・パ ソコ ンや ワー クステー シ ョンが普及

して、 時間 と場所 の制約 な くデー タベ

ー ス、 知識ベ ースへ のア クセスが可能

となる。 また、個 人 や グループ間 の相

互対話が推進 される(銀 行)

(4)将 来 の見通 しに関す る もの

・エキ スパ ー トシステ ム とロボ テ ィック

ス、 ヒューマ ンイ ンタフ ェー ス、 画像

理 解等 のAIの 他 分野 とが併 用 され る と

需要が伸びる(建 築)

・プロ トタイプ手法 に よるエ キスパ ー ト

システム開発用 ツール を利用 した シス

テムの適用が広 がる(ソ フ トウェア)

・現行技術で は診断型が中心(精 機)。

・将来は計画型が増大す る(回 答3件)。

・ロバ ス ト制御 な どの制御 理論、 ファジ

ィ、 ニュー ロな どを組 み合 わせ たエ キ

スパー トシステムが増加す る(鉄 鋼)。

・パ ソコ ン用 シス テムの普及 に よ り、利

用者 自らが開発保守 で きるツー ルが主

流 になる(電 力)。

・総合行政 窓口相談業 務 のエキ スパー ト

シス テムの構築 を 目的 として、 その一

部 の宿 日直者 の窓口業務 支援 システ ム

をプロ トタイプ と して開発 したが、現
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行高級言語(COBOL等)で 作 成 したシ

ステム と比較 して、AIの 特 性 を活 か し

た システム とな らなか った。 しか しな

が ら、住民 ニ ーズの多様化 に向 けてエ

キスパ ー トシステ ムに対 す る期待 は大

きい。扱 いやす い開発 ツー ルの出現 を

望 む。 また、教育 行政(学 校教 育 の現

場)に おいては時間割作 成、CAIな どへ

の利用効 果が大 きい と考 え られ る。 ま

た、保健 医療行 政 におい て も医療診 断

支援 シス テムへの利用 効果が 大 きい と

考 えられる(地 方 自治体)。

22機 械 翻訳 システム

2.Zl利 用 概況

機械翻訳 システムは、 コ ンピュー タの

出現 とと もに研究 開発 が行 なわれ、1960

年 代 中頃か ら1970年 代 以 降に欧米、 日本

で研究開発 が さか んに進 め られた。近年

では、国際化 と情報化 が進 む社会 の要 請

とビジネスチ ャ ンスの両 面か ら、 システ

ム開発 がかな り進 んでお り、製品 の発 表

も活発化 しているAI応 用の分野である。

本調査 では機械翻訳 シ

ステムを 「コンピュー タ

を用 いて、あ る自然言語

(例えば日本語)で 書 か

れた文書 を他 の 自然言語

(例 えば英語)に 翻訳 す

るシステム」 とした。

今 回の調査 で回答290

事業 所の うち、機械翻訳

システム を導入 してい る

ところは、図表ll-1-

24に 示 す とお り31事 業所

(10.7%)52シ ス テム と

な って い る。 これ は、

1987年 の29事 業所(10%)31シ ステ ム、1988年 の

37事 業 所(13%)44シ ステム と比較 してみると、

導 入数が着実 に伸びてい ることを示 している。

機械翻訳 システムを今後導入利用予定 している

事 業所 は46事 業所(15.9%)で 、1987年46事 業 所

(16%)、1988年64事 業 所(23%)に 比 べてやや

減少 してい る。

機械翻訳 システム導入事業所 を産業分野別にみ

ると、教育 ・公務、基礎資材、情報処理 とい った

産業が多 く、特 に教育 ・公務が1987年 か ら1989年

にかけて、1事 業所→11事 業所→12事 業所へ と増

図表ll-1-24機 械 翻訳 システムの導入状況

事業所数0

導入利用済

今後導入予定

導入予定な し

50 loo 150 200 250

摘要:■ ■■1988年 合計282事 業所

■■■1989年 合計290事 業所

図表ll-1-25既 導入の機械翻訳システム例(1989年)

シ ステム名 販 売 元 対象言語 対 応 機

AS-TRNSAC 東芝 英→ 日 ワー クス テ ー シ ョン

ATLASI 富士通 英→ 日 汎用機/ウ ークステーション

ATLASII 富士通 日→英 汎用機/ワ ークステーション

BRAVIS ブ ラ ビス 日→英 パソコン

BRAVIS ブ ラ ビス 仏→英 パソコン

DUET.E/J シ ャープ 英→ 日 ワー クス テ ー シ ョン

HICATS/EJ 日立 英→ 日 汎用機/ワ ークステーション

HICATS/正 日立 日→英 汎用機/ワ ークステーション.

PANSEE 沖電気 日→英 パソコン

PIVOT/EI 日本電気 英→ 日 汎用機/ワ ークステーション

prvOT/JE 日本電気 日→英 汎用機/ワ ークステーション

STAR カテナリソース 英→ 日 パ ソコ ン/ワ ー クス テー シ ョン

X-EJ ス ピ リ ッ ト 英→ 日 パソコン

(自社開発) JICST 日→ 英 汎用機
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加 している。

図表H-1-25は 、既 導入の機械翻訳 システ ム

を示 した ものである。導入システムの対象言語 は、

日本語か ら英語、 もしくは英語 か ら日本語 への翻

訳 システムが大部分であるが、今回初めて フラン

ス語 から英語へ の翻訳 システムが1シ ステム登場

した。英→ 日と日→英の割合 は7:3で あ る。また、

稼働 してい るコ ンピュー タは、 パー ソナル コン

ピュー タクラスの ものか ら汎用機 までにわたって

いる。

2.2.2利 用 分野

機械翻訳 システムの利 用分 野は図表ll-1-26

に示 す ようにマ ニュアルが36.4%、 ビ ジネス文書

24.2%、 特 許等技術文 献21.2%と な ってい る。図

表H-1-27に 利 用の実態 を示 した。実験 中が35.

3%で あ る。人が翻訳する際 の参考程度 の使用は、

1988年 の6%か ら今回 の17.6%に 急 増 した。翻訳

結 果 をか な り人手 で修 正 して利用 が20.6%と あ

り、 また、あま り使用 してい ないが26.5%と な っ

ている。

2.2.3問 題 点 と今後の見通 し

機械翻訳 システムの問題点 として、全体の55%

が翻 訳精度の低 さを、36%が 辞 書の開発 ・維持 ・

図表ll-1-26

(%)0

特許技術文献

マ ニ ュアル

カタログ

ビジネス文書

(契約書等)

通信文 ・メモ等

新聞 ・雑誌等

その他

機械翻訳システムの利用分野

(1989年)

204060

メンテナンスが大変であると指摘 しており、原文

入力に手間がかかる、担当要員不足 と続いている。

本格的な実用にはシステムの性能向上が課題 と

なっていることに変わりはない。

人間が翻訳するような完全な機械翻訳システム

は当分先になるものと考えられるが、原文に少し

手を加える等の作業を行なうことにより、翻訳者

の支援システムとしての実用化が進みつつある。

機械翻訳システムに対するこれまでの累積投資

額は資料編3-28に 示すとおり、500万 円未満 とい

うのが回答事業所の45.5%を 占めるが、多いとこ

ろだと5億 円～20億円にものぼる。

2.3知 能 ロボ ッ ト

2.3.1利 用 概況

知能 ロボ ッ トは 「ロボ ットの中で、特 に、高度

のセ ンサー機能、推論機能、 自律的 な行動能力 を

持 つ もの」 と定義 した。

調査 の結果は、AIシ ステムを導入 している回答

328事 業 所 の うち、知 能ロボ ッ トを導 入 している

もの は7事 業所(2.1%)と 極 めて低 い。 これ は、

図表11-1-27機 械 翻訳 システムの利用実態

(1989年)

あ ま り使 用 して
い ない

9(26.5%)

か な り人手 で

修 正 して利用
7(20.6%)

実 験 的に使用 中
12(35.3%)

人が翻訳する際の参考程度

6(17.6%)

摘要:合 計回答数34シ ステム
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コンピュー タユーザーのシステム部 門が調査対 象

となっているのが要因 と思 われ る。今後導入 ・利

用予定希望 につい ては、61事 業所(18.6%)で 、

基礎資材産業 と加工組立産業の合計 で37事 業所 を

占めてい る。

2.3.2利 用 分野

知能 ロボ ッ トの利用分野の内訳 は、導入7事 業

所の うち、高度組立加工が4件 、 自動知能機械 が

1件 、その他 が3件 で あった。その他 の利用 は現

場作業、運搬 、 自動化である。 これ らの事業所の

知能 ロボ ッ ト平均保有台数は16台 であるが 、これ

は1事 業所 が100台 と回答 しているためで、それ以

外 の6社 の保有台数 は1～5台 である。

2.3.3問 題 点 と今後の見通 し

知能 ロボ ッ トを導入 す る上で の問題点 につ い

て、最 も多かったのは能力 ・機能不足が5件 、続

いて安全性 と信頼性が各2件 、価格が1件 であっ

た。

知能 ロボ ッ トの本格的使用開始時期 を10年 以上

先 とす る回答 が3割 ある。

2.4画 像理解システム

2.4.1利 用概況

画像処理に関する研究開発は、文字認識や印鑑

照合等のパターンマッチングや、衛星画像、医療

画像等の解析、生産工程での製品管理

等の分野で進められてきた。近年では

こうした画像処理の過程にAI技 術を利

用する方向にある。

画像理解システムは、ラン ドサ ット

やノア等の衛星画像や航空写真の解析

等で実用化が進みつつあるほか、生産

系の産業分野では製品検査や金属材料

の特性解析、医療分野では医療写真の

解析による治療支援等で研究が進めら

れている。 また、自動走行ロボットの

視覚部分 としての高度利用を目指 した

研究等が進め られている。

本調査 では画像理解 システムを 「入力 された画

像情報 から、対象物が何 であるかを理解で きるシ

ステム」 と定義 している。

画像理解 システムの導入状況 は、図表ll-1-

28に 示 す とお り、回答296事 業所 の うち画像理解

システム を導 入利 用 してい るものは、31事 業所

(10.5%)で あ る。1988年 の21事 業所(7.5%)と

比 較 して増加 している。今後導 入利用を予定 して

いるものは、99事 業所(33.4%)で あ る。 これは

1988年 の105事 業 所(37.4%)に 比 べ て減 少 して

いる。

産業別にみる と、基礎資材産業、加工組立産業

の導入済が11事 業所、導入利用予定が39事 業所 と

4割 近 くを占めている。一方、教育 ・公務 関連で

は1988年 の5事 業所か ら今回は8事 業所が導入 し

ている と答 えてお り、導入予定で も15事 業所 の回

答 があった。

2.4.2利 用 分野

画像理解 システムの31導 入事業所か ら、36シ ス

テ ムの利 用が あげ られ てい る。最 も多い のは部

品 ・製 品の不良(キ ズなど)の 検出 システムで、

10件(27.8%)、 次 いで、印鑑 の照合 ・検 索お よ

び手書 き図面の入力 の各3件(8.3%)、 会議報

告書等 の ビジュアル化 、自然環境の認識 、商品の

図表11-1-28画 像理解 システムの導入状況

(%)020406080100

導入利用済

今後導入予定

導入予定なし

39

摘要:■1988年 合計281事 業所

■1989年 合計296事 業所
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ラベ ル検査が それぞれ2件(5.6%)で あ った。

これ ら以外の利用分野は、活字文字読取装置、分

子設計、構造解析、ハ ン ドロボッ トの制御、セラ

ミック基盤パ ター ンの検証、 トンネル切羽状態把

握、似顔絵生成、 ビデオ画像認識、 プラン トエ ン

ジニ アリング支援 、自動車運転支援、3次 元物体

座標 認識 、プ ラン トや機 械の補修 ・点検 な どで

あった。

2.4.3利 用 マシンおよび利用状況

画像理解 システムに利用 されているコンピュー

タの種類 は、回答数42件(複 数回答)の うち、最

も多いのはワークステー シ ョンの18件42.9%。 次

いで パソコ ンで8件19.0%。 以 下、AI専 用 マ シン

5件11.9%、 ミニコン4件9.5%、 並列処理マ シン

2件4.8%で あ る。

導 入済の36シ ステムの利用段 階別状況は、稼働

中が16シ ステム44.4%、 テス ト中が20シ ステム55.

6%で あ る。導 入は しているが、 まだ評価 テス ト

中のシステムが過半数 を占めている。

2.4.4問 題点 および今後の見通 し

現在利用 中の画像理解 システムの問題点 と して

指摘 された主 なものは、

・処理 速度 、操作性 に問題 がある

・ネッ トワークへの接続がで きない

等 であった。 ネッ トワー ク利用 を考

える と、マ ルチ メデ ィア通信の進展が、

画像理 解 システ ム普及上での課題 の1

つ であるといえる。

2.5音 声理解 システム

2.5.1利 用概況

音声理解システムはハー ドウェアの

進歩 とともに近年急速に発達 しつつあ

るシステムであり、具体的には、電話

を利用 した簡単な自動応答システム、

機械操作命令 システム、音声ワー ドプ

ロセッサとして実現 されつつある。シ

ステムの機能としては、人間の日常会話のような

連続 した音声を認識し、音声で表現された文章内

容を理解する高度なシステムや、音声ワー ドプロ

セッサのように単に音声で表現された文章をコン

ピュータ上で文章化するシステムなどである。今

回の調査では音声理解システムを 「音声情報を分

析 しその内容を理解できるシステム」 と定義 して

いる。

音声理解システムの導入状況は、図表H-1-

29に 示すとおり、回答291事 業所のうち、導入利

用 していると答えたものは9事 業所(3.1%)で

ある。また今後導入予定は79事業所(27.1%)で 、

基礎資材産業17事業所、加工組立産業18事 業所合

わせて35事業所で4割 以上を占め、製造業に導入

意欲が高い。

2.5.2利 用分野

音声理解システムを導入 している9事業所の利

用分野を列挙すると以下のようである。

・キズ情報音声入力

・検索結果の読み上げ(言 語習得システム)

・音声応答システム

・音声入力ワープロ(2件)

・音声入力によるクレーン操作作業

・電話によるスケジュール管理

図表ll-†-29音 声 理解 システ ムの導入状況

(%)0

導入利用済

今後導入予定

導入予定なし
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摘要:■1988年 回答数合計270事 業所

摘要:■1989年 回答数合計293事 業所
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・離着岸警告 システム

・機器操作

この中で実用 システム として稼働 中なのはキズ

情報音声入力 、音声応答 システム、音声入力に よ

る入力作業、離着岸警告 システムの4シ ステムで

あ り、他 は評価 テス ト中である。

2.5.3利 用 マ シン

導入利用 されている9事 業所の音声理解 システ

ムに利 用 されてい るコ ンピュー タは、 ワー クス

テー シ ョンとパ ソコ ンが各4、 その他2で あ る

(複数回答 あ り)。

2.5.4問 題 点 と今後の見通 し

音声理解 システムの導入事業所 が指摘す る問題

点は以下の ようである。

・人間の発話 に比べて自然でない

・事前 に登録 されていない言葉の未知語処理機

能が必要

・音声 の完全な理解が難 しい

・事前 に発話者の音声 を入力 してお く必要があ

り、わず らわしい

2.6自 然言語理解システム

2.6.1利 用概況

自然言語理解システムの要素技術である自然言

語処理は、わが国の場合、日本語文章

の作成が汎用コンピュータの上で実用

化された。その後、日本語 ワー ドプロ

セッサの登場やワー ドプロセッシング

ソフトウェアの開発 によって、日本語

処理が急速に普及するに至ってお り、

その技術基盤の上に言語'理解"シ ステ

ムが研究開発されている。

本調査では、自然言語理解システム

を 「日常使用されている自然言語を構

文的 ・意味的に理解するシステム」 と

定義した。

自然言語理解 システムの導入状況

は、図表ll-1-30に 示 す とお り、回答293事 業 所

の うち導入利用 しているのは12事 業所(4.1%)

で あ る。1988年 の5事 業所(L9%)よ り微 増 し

ている。

2.62利 用 分野

導入利用 されている10事 業所(2事 業 所がシス

テム数未 回答)に おける自然言語理解 システムは、

合計66シ ステ ムであるが、1事 業所で50シ ステム

を導入 してい るところがある。

それらの適用分野は、文書校正、デー タベー ス

検索、キーワー ド抽 出、㏄Rデ ー タの読取 、自然

言語 インタフェー ス、談話理解、文書 自動要約 な

どであ り、 このうち文書校正 とデータベース検索

にはワークステーシ ョン上での実用 システム とし

て利用 されている ものがあるが、他 のものはすべ

て評価 テス ト中の ものである。

2.6.3利 用 マ シンおよび利用状況

導入利用 されている自然言語理解 システムに使

用 されているコンピュータは、ワー クステーショ

ンが9件(重 複回答あ り、他 も同様)、 メインフ

レーム とミニ コンそ れにAI専 用 マ シ ンが 各々2

件 、パ ソコンが1件 である。上に述べた ように、

現在実用 システムには ワークステーシ ョンが使用

されている。

図表ll-1-30自 然言語理解システムの導入状況

(%)0

導入利用済

今後導入予定

導入予定なし
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摘要:■1988年 回答数合計281事 業所

摘要:■■■1989年 回答数合計291事 業所
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2.6.4問 題点 と今後の見通 し

導入利用 されて いる 自然言語理解 シ

ステムにおけ る問題 点 と して、次 の よ

うな点が指摘 された。

・処理 速度、 グラ フィ ックス面 の不

備

・日本語入力 に手間が かか る、ユ ー

ザ イ ンタフェースの弱 さ、な ど

・開発用 ツールキッ トの不備

・フルテキス トデ ー タベー スや汎用

大規模辞書の不在

自然言語理 解 システム には、機械 翻

訳 システム、文字認識 システム、音声

理解 システ ムと結 びつ くこ とが不 可欠

なシステムで あ り、ユーザ ーの期 待 は

高 いが、実用化 の途 につ いたばか りの

段階である とい えよう。

第3章 将来のAlシ ステム普

及の予測

わが国におけるAI技 術の利用は、エ

キスパー トシステムを主体 にしてここ

数年の間に産業社会のさまざまの分野

で進んできた。特にエキスパー トシス

テムは、社内における身近な問題で実

現可能 な分野にターゲ ットを絞 って開

発されている。

今後のAIシ ステム普及の見通 しにつ

いて、AIシ ステム導入事業体328事 業所

を対象 に社 内業務への利用 に対する

「試験使用開始時期」、 「本格使用開

始時期」、 「5年後の普及度」を調査

した。その結果は図表ll-1-31～39に

示すとおりである。

図表11-1-31
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図表ll-1-32機 械翻訳システム使 用開始時期予測(1989年)
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3.1エ キスパー トシステム

エ キスパー トシステムについて は図

表ll-1-31に 示 す とお り、す で に現

時点が本格的 な使用 開始時期 にあると

みている ものが82事 業所(25.0%)あ

り1988年 よ り7%増 加 し、1年 以内 と

み るものが39事 業所(11.9%)と な っ

ている。一 方で現 時点は まだ試験 的な

段階 であ るとみてい る ものが163事 業

所(49.7%)と 約 半分 を占めてお り、

3年 以内 に本格的 な普及時期が訪れ る

(57.9%)と 予 測 されている。5年 後

の普及度合 につい ては、か な り普及す

るが153事 業 所(46.6%)、 や や普及す

るが94事 業所(28.7%)と 予 測 してい

る。産業別 にみて もほ とん どの業種が

普及する もの とみているが、加工組立

産業(80.7%)に 生 活関連 産業(78.6%)

が 続 いているこ とが注 目される。普及

しないとみている ものは15事 業所(4.6

%)で あ り、1988年 の18事 業所(5.9%)

よ り減少 している。

3.2機 械 翻訳 システ ム

機械翻訳 システ ムの普及予測 は、図

表ll-1-32に 示 す とお り、試験使 用

が3年 以内 に開始 され るとみてい るも

のが54事 業所(16.5%)あ り、本格的

使用は、それか ら2年 遅 れの5年 以内

とみてい る ものが62事 業 所(18.9%)

で あ る。5年 後 の普及度合 となる とか

な り普及す る52事 業 所(15.9%)お よ

びやや普及す る91事 業所(27.7%)で

両者合わせて143事 業 所(43.6%)が 普

及の見通 しを持 ってい る。特 に、情 報

処理 産業(51.3%)、 加 工 組 立産 業

(48.3%)、 商 業金融関連(42.9%)が

第1部Alシ ステムの利用状況
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エエ へ 　

藁 § §内 上

… 一一'試験使用 開始時期(内 不明 回答34 .S%)

本格使用 開始時期(内 不明 回答35.7%)



第li編 わが国Al利 用の動向

普 及す る との回答が 多い。普及 しな

い とす るものが49事 業所(14.9%)で

あ る。

3.3知 能 ロボ ッ ト

知能 ロボ ッ トの普及予測 は、図表

H－1-33に 示 す とお りである。試験

的 な使 用が3年 か ら5年 以内 に始 ま

り(81事 業 所24.7%)、5年 か ら10年

以 内 に本格的 な使 用が進 む(76事 業

所23.2%)と な っているものの、実用

期 まで に10年 以上か か る(95事 業 所

29.0%)と の見方 も多い。5年 後の普

及見通 しについては、92事 業所(28.1

%)が 普 及するとみている。

3.4自 動 プログラ ミングシステム

自動 プログラ ミングの普及見通 し

については、図表H-1-34に 示 す と

お り、試験 開始時期が3年 以 内 とみて

いる ものが68事 業所(20.7%)で 、本

格的使 用は、10年 以 内 とす る ものが

69事 業所(21.0%)、5年 以 内 とす る

ものが64事 業所(195%)、 さ らに10

年 以 上か かる とす る ものが58事 業所

(17.7%)で あ り、全 く予測が分 かれ

てい る。5年 後 の普 及見通 しについ

てll8事 業 所(35.9%)が 普 及す ると

回答 してい る。

3.5画 像 理解 システム

画像 理解 システ ムの普及予測 は、

図表ll-1-35に 示 す とお り、試験使

用 が、3年 以内 とする もの58事 業所

(17.7%)お よび5年 以内 とす るもの

57事 業所(17.4%)と な ってい る。本

格的使 用時期 について も5年 以内 とす

図表ll-t-37
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る ものが、49事 業所(14.9%)、10年 以 内が59事

業所(18.0%)、 さ らに10年 以 上かかる とす るも

のが58事 業所(17.7%)と 見 方が分 かれている。

5年 後 の普 及見通 しは、普及する とする もの143

事 業所(43.6%)で あ る。

3.6音 声 理解 システム

音声理解 システムについての普及予測 は図表il

-1-36に 示 す とお りである。試験 的使用 につい

ては、5年 以内 とす るものが56事 業所(17.1%)、

3年 以内が55事 業所(16.8%)と ほ ぼ同率 である。

本格 的使 用 につ い て は、5年 以 内 が49事 業 所

(14.9%)、10年 以 内が65事 業 所(19.8%)、10

年 以上かか るとする ものが70事 業所(21.3%)と

だんだん高率 を占め、実用 には長 い期間 を要する

との見方が示 されている。5年 後 の普及見通 しに

ついて、普及す るとみ るもの106事 業 所(32.6%)

であ る。

3.7自 然 言語理解 システム

自然言語 理解 シス テムの普 及見通 しにつ いて

は、図表H-1-37に 示 す とお りである。試験使

用 につい ては、10年 以 内 とす る ものが55事 業所

(16,8%)と 最 も多 いが、3年 以 内、5年 以内 、

10年 以上 が各 々14.0%～15.0%と ほぼ同率であ り

見方が分かれてい る。また本格的使用 については、

1年 以内 の2事 業所(0.6%)か ら10年 以 上の89

事業 所(27.1%)ま で 直線的に割合が伸び てお り、

実用化の困難 さを認 識 してい るこ とを示 して い

る。 また、5年 後 の普及見通 しについて、普及す

るとみるものが86事 業所(26.2%)と 他 のAIシ ス

テムに比較 して も最 も低い。

3.8フ ァ ジィシステム

今回の調査 から、 ファジ ィシステムとニ ューロ

ンステムを対象 に加 えた。

フアジイシステムの普及見通 しについては、図

45

表H-1-38に 示 す とお り、試験的使用 を現在 し

ている との回答が35事 業所(10.7%)あ り、3年

以内 とするものが62事 業所(18.9%)と 一番 多い。

本格的使用 については5年 以内 との回答が59事 業

所(18.0%)で 一 番多 く、次 いで3年 以内 とする

ものが49事 業所(14.9%)で あ る。

産業別にみる と生活関連産業(57.1%)、 公 共

サー ビス関連(55.9%)、 情 報処理産業(55.3%)、

加 工組立産業(54.8%)な ど となっている。普及

しない とす るものは29事 業所(8.996)で あ った。

3.9ニ ュー ロシステム

ニュー ロシステムの普及見通 しについては、図

表H-1-39に 示 す とお り、5年 以内 に試験 的 に

使用 する との回答が53事 業所(16.2%)で 最 も多

く、次 いで3年 以内が49事 業所(14.9%)と な っ

ている。現在試験的 に使用 中 との回答 も18事 業所

(5.5%)あ っ た。本格 的使用 につ いては、3年

以内(10.4%)、5年 以内(14.3%)、10年 以 内

(15.5%)、10年 以 上(22.9%)と 実 用に時間 を

要す るとの見方が段 々高い割合 を占めている。 ま

た、5年 後 の普及見通 しについては、普及す ると

す る ものが115事 業 所(35.1%)で あ り、 これ を

産業別 にみてみ ると、商業金融関連(46.4%)、

情 報処理産業(42.1%)、 加工組立産業(41.9%)

な どで ある。普及 しない とす る もの は49事 業所

(15.0%)で あ った。

■ 第4章 未… 業所の… 向
4.1今 後 のAlシ ス テム導入意向

コンピュータユーザ ーに対 する第1次 調査の結

果 、図表H-1-1に 示 す ようにAIを 導入 してい

る事 業所 の割合 は、26.2%(379事 業 所)で 、残

り73.8%(1070事 業 所)が 未導入である。

この未導入事業所 に対 し、今後 のAIシ ステム導
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入意向 につい て調査 した。図表9-1-40に 示 す

ように、導入時期が異 なる もののAIシ ステムの

導入意向 を有 する事 業所の割合が30%～51%と

か な り高い。最 も導 入意向の高いのは、自動 プロ

グラ ミングシステムで51.0%と 導 入 しない との回

答 を上回ってい る。次 にエキスパー トシステムが

46.9%で あ り、 このためエキスパー トツールの導

入意向 を持 っている ものが42.0%と な ってお り、

関心の高 さを示 している。以下、音声理解 システ

ムが39.6%、 画 像理解 システムが38.4%、AI向 き

言語 が38.2%、 自然言語理解 システムが35.3%、

図表11-1-40

機 械翻訳 システムが31.2%、 そ の他AIシ ステムが

30.0%、 知 能 ロボ ッ トが29.9%の 割 合 で導 入意 向

を持ってい る。

4.2導 入 しない理由

現在 まった く導入する気はない との回答 を した

事業所が自動 プログラ ミングシステム を除いて半

数 を越えている。

これらの事業所の導入 しない理 由は、以下 のと

お りである。

・公的機関なので、特 にAIシ ステムを利用 した業

務 などはない

Alシ ステムに対する今後の導入意向

(1989年)

AIシ ステムの種類 件数

に
導
入

1
～
3
年
以
内

導
入
1
年
以
内

に

気

は
な

い

導

入
す
る

導
入
5
年
以
降

に

導
入
5
年
以
内

に

AI向 き言語 1121

エ キ ス パ ー ト用1109

ツ ー ル

82

無
回
答

〃

エ キ ス パ ー ト

シ ス テ ム
1143

腿
"輔

11217079

12217078

機 械 翻 訳 シ ス テ ム1233 60」

'

132'19279

'＼

、'＼ 、

776.3

ut

16081

知能ロボット 1270

'

§鶏 グラミング1234
8

画 像 理 解 シ ス テ ム1256

音声理解システム1287

自然 言 語 理 解1301
シ ス テ ム

134!602067。8

＼ `

その他のAI
システム

1243

・真のAIと い う点では、既存のエキス

パー トシステムは、 コス トパ フォー

マ ンス的に有効 なものがない(電 線

メーカー)

・まだAIシ ステムの導入 を検討す る段

階 に至 ってお らず、認 識度 も浅 い

(薬 品業)

・開発 コス トお よび応用が どこまで可

能か をあ らか じめ理解 し得ていない

部分が多々あ り、 目下、情報収集 中

(繊維)

・業務形態 が客先 にシステムを納 品す

る業務のため、 自社 内システムは考

えていない(電 気工事業)

・全般的にAIシ ステムは話題 にはなる

が、具体的内容 については、今後 の

検討課題(部 品製造業)

・パ ソコンの導入台数 も少な く、(調

査票の設問 と比較す ると)レ ベ ルが

随分 と違 う(工 業高校)

・販売会社 であ るため、コンピュータ

は事務処理 の能力ア ップのみに使用

してお り、AIシ ステムまで考 えたこ

とはない

・プログラム開発は外注 してお り、AI

46
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システムのような高度なこ とは考 えていない

これ らを総合 して考 えると、AIシ ステム未導入

の背景 として、 まずAIシ ステム利用の必 要性が低

い。次に、必要性 は認 めているが、効果が見込み

得る分野を発見 し得 ていない。AIシ ステム導 入体

制が不備 である、な どが主たる要因 といえよう。

1

47
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第2部Alシ ステムの市場規模予測

■ 第一 シス… 市場規模推定
1.1現 状 のA1市 場 規模

AI市 場 規模 を把握 するため、第1部 で説明 した

アンケー ト調査におけるAI関 連投資額の集計結果

に基づい てAIシ ステ ムの市場規模 を推定 した。

(推計方法 については、49ペ ージの解説 を参照)

ア ンケー ト調査では、これ までのAI関 連の投資

額 と、今後の投資意向 を尋 ねてい る。 そこで、回

収標本 を基礎 に、コンピュータ(ワ ークステーショ

ンレベル以上)導 入事業所すべ てか ら回答が得 ら

れたと仮定 した場合 の投資額を以下 に試算 してみ

た。試算結果 は、図表H--2-1お よび図表H-2-

2に 示 す とお りである。

これ に よれ ば 、現

在 まで(1989年 末)の

わ が 国 のAI市 場 全 体

への投資額 は6837億 円

と推定 される。現在 の

年間市場規模 を2㎜ 億

円弱 と見込 む と、 これ まで年率平均46%程 度 の高

い成長 を示 して きている。

これまで の投資 の30%に あ たる2116億 円 がハー

ドウェアへの投資 であ り、次 いで内部人件費1933

億 円 、外注費1193億 円 、AI要 員 人材育成費885億

円 、 ツール ・言語714億 円 とな っている。人材教

育の市場 に支出 される人材育成費の比率が小 さく

ないこと、外注費が内部人件費の62%の 割 合 に達

してい ることが注 目される(図 表fi-2-1)。

システム別には、 これ までの投資額の63%が エ

キスパ ー トシステムに当てられている。他 のシス

テムは揺盛期 にあるが、画像理解 システムの投資

額が1424億 円 と比較的多 くなっている。

1.2Alシ ステムの市場規模予測

次 に、5年 間のAI投 資 額意向に対する回答 をも

とに、今後のAI市 場規模 を試算 した。その結果 は、

図表H-2-3に 示 す とお りである。

今後のAI市 場 は、1990～1994年 の5年 間で3兆

4000億 円程度 と見込 まれる。 これは年率42%程 度

の成 長 に相 当 し、5年 後 の年 間市場 規模 は1兆

2375億 円 と予想 され る。(図 表II-2-3の ケ ー

スA)

投 資額 の内訳別 に最 も伸 びるの はツール、言語

な どソフ トウェアの購入費で7.8倍 、 次 いでバー

図表lI-2-tAl全 体 の投資額(4989年)

現在まで(億 円) 今後の5年 間合計 5年 間の伸び(倍)

1,ハ ー ド ウ エ ア 2,116 ll,421 5.4

2.ソ フ トウ ェ ア a,ツ ー ル ・言語 などの購 入費 714 5,590 7.8

b.内 部 人件費 1,933 6,607 3.4

c外 注費 IJ93 6,277 5.3

3.人 材育 成 AIシ ステム開発要 員 885 3,990 45

1う ち知 識エ ンジニ ア 722 3266 4.5

合 計 6,837億 円 33,885億 円 4.9倍

図表11-2-2 現在までのシステム別投資額

(単位:億 円)

金額 %

エキスパー トシステム

機械翻訳システム

画像理解システム

音声理解システム

知能ロボット

自然言語理解システム

その他のAIシ ステム

4277

305

1424

83

178

42

527

%

%

%

%

%

%

%

3

4

1

1

3

1
'
8

6

2

合 計 6837 100%
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第2部Alシ ステムの市場規模予測

「
「

解説Al市 場の推計方法

(目 的)

1989年 度 の試み として、AI関 連市場規模 について、 コンピュータユーザ の支出を もとに して推

計 することとした。

調査 は1989年 現 在 でホス トコンピュー タを設置 している事業所 を母集団 とした。

(調査の概要)

ド

第1次 調査(母 集団)

(抽出台帳)

(抽出方法)

(標本数)

(調査方法)

(回‖又標本数)

(調査時期)
L

「

1989年 現 在で ホス トコン ピュー タを設置 してい る事業所

(全国で18076事 業所)

コ ンピュー タユーザ調査年報1989年 版

層化無作為抽 出法(業 種別 に層化)

6238

郵送 法

1458(う ち有効回収1449回 収 率23.2%)

1989年12月
」

第2次 調査 上記調査で何 らかのAIシ ステムを導入 している事業所に対 し、詳細な内容調査を

行なった。

「

(調査対象)

(調査方法)

(調査時期)

(回収標本数)

第1次 調査の回収標本の中で、何 らかの組 システムを導 入

している事業所(379事 業 所)

郵送法

1990年1月

回収数168(う ち有効回収146、 回収率38.5%)

「

1

1

1

1

1

」

(集 計)

18・76事業所を類 別に区分・・各業種別に回収標本数・母集団の比を求め・その値を回i

収標本 に乗 じてウェイ トバ ック集計 を行なった。1
」

この処理により、特定の産業分野におけるAI投資の偏 りが全体の推計値に影響することは回避で

きる。

投資額の大きいところ、投資意欲の高いところが(あ るいは、その逆が)回 答率が高いというよ

うな標本誤差の問題は、通常の郵送法と同じく回避できていない。

L 」
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図表ll-2-3今 後のA市 場の伸び(1989年)
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ドウェア購入費5.4倍、外注費5.3倍の順になって

いる。今後、人材育成に力を入れつつ も外注を増

し内部人件費の伸びは低めにしたいという意向が

うかがえる。

図表II-2-3の ケースAは 、AIシ ステム別の投

資額を集計 したもので、これまでの数年間の需要

の伸び(年 率46%)と ほぼ同程度の成長率が、今

後数年間は持続するという数字に相当する。

これに対 し、図表ll-2-3の ケースBは 、AI投

資額の総額を尋ねた回答額から業種ごとに日本全

体へ敷桁化して、それを積算 して日本の産業界全

体として集計すると、5年 間で1兆9000億 円程度

と見込まれる。総額では内部人件費等が含まれに

くいという問題以外にも、総額ではなるべ く投資

を抑えたいという意向があると考えられる。この

場合、年率22.7%成 長に相当し、エキスパートシ

ステム以外で実用システム化の展望が不透明な現

段階においては、これまでと同様の急成長は難 し
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図 表ll-2-4 ソフ トウェア開発要員の伸び

(1989年)

(単位:100人)

現 在 .2-3年 後

ソフ トウェア開発要員計 8,009 10,231

うちAIシ ステム開発要員計 424 1,053

うち知識エンジニア(専 任) 57 204

知識エ ンジニア(SEと 兼任) 294 586

その他(プ ログラマ等) 66 261

い とい う見通 しである。

1.3開 発 要員の伸 び

現在、 コンピュータ導 入事業所 のソフ トウェア

開発 要員 は図表n-2-4に 示 す とお り、80万 人 と

推定 され、その5%がAIシ ス テム開発 に携 わって

いる。エキスパー トシステム開発で必要 な知識 エ

ンジニアにつ いては専任 と兼任 の比率が16:84で

あ る。AIシ ス テム開発 は兼任者を中心 に進 められ

ている。
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図 表ll-2-5Alシ ス テ ム男1樽入 ・導 入 意 向 事 業 所 割 合(1989年)

導入済5年 以内導 入意向

AI言 語

ESツ ール

ES

機械翻訳

知能ロボ ット

自動 プログラミング

画像理解

音声理解

自然言語理解

その他AI

合計

(注)コ ンピュー タユーザー18,076事 業所 にウェイバ ック集計

した後の割合(%)を 示す。

図 表ll-2-6エ キ ス パ ー トシス テ ム現 在導 入 率 と5年 以 内 導 入 意 向(1989年)
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今後2～3年 後には、AIシ ステム開発 要員 は倍

増 し約105,300人 とな り、 ソフ トウェア開発要員

の1割 を上回 る見込みで ある。特 に専任知識エ ン

ジニアは20,391人 と増 え、専任 ・兼任比率は26:

74ま で 上昇する。今後2～3年 以内に知識エ ンジ

ニ アだけで4.4万 人増加 す ることにな り、人材育

成、教育面で大 きな課題 となろう。

1.4今 後 のA1の 広 が り

AIシ ス テムの導入状況の回答 をもとにウェイ ト

バ ック した。 その結果 は図表 図表II-2-5お よ

び図表H-2-6に 示 す とお りである。

現在、 コンピュータ利用 の18,076事 業所 の23.6

%が 何 らかのAIシ ステムを導入 している。エキス

パ ー トシステム を導入 している ところは9.9%で

あ る。

業種別エキスパー トシステムの導入状況 を図表

II-2-6に 示 す。業 種 によってバ ラつ きが大 き

い。導入率に比 して、5年 以内導入意向割合が高

いのは、輸送用機器、 ガラス ・土石、石油 ・ゴム、

化学 など、アセ ンブ リ産業 とプロセ ス産業である。

未導入事業所で も5年 後 には4分 の1の 事業所

がエキスパー トシステムを導入す るもの と考え ら

れ る。特 に注 目され るのは自動 プログラ ミングで、

5年 以内に3分 の1の 事業所が導入 したいと考 え

てい る。
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第3部 産業界のAl利 用

■ 第1章 概観

産業界のAI技 術は、企業のグローバル化や社

会的な環境問題、労働人口の高齢化、消費者動

向の変化など社会構造の複雑化によって起こる

問題を解決する新 しい情報技術 の1つ として期

待されている。このためAIに ついて各業界では、

社内業務への活用、顧客サービスへの活用、商

品にAI技術の組み込み、などの努力が行 なわれ

ている。

ここでは、産業界が 「どのようにAI技 術の利

用を行っている化」 を紹介するにあた り、プラ

ントエ ンジニアリング業、金融業、電力業、宇

宙産業の4つ の業界を取 りあげた。

第2章 プラン トエ ンジニア リング

業界 にお けるAl利 用

2.1プ ラン トエンジニア リング業界の特徴

石油精製 ・石油化学を中心 としたプラント設

備を世界各国に建設 しているプラントエ ンジニ

アリング業界にとって、その活動範囲は非常に

広 く、そのサービス体制が重要になっている。

設備投資が巨大で、 リスクの多い石油精製 ・石

油化学のプラント建設プロジェクトでは、統一

したコンセプ トの もとにプロジェクトを遂行す

るために各種の専門技術 を有機的に結集 しなけ

ればならない。特に、発展途上国の深刻 な資金

不足や石油価格、為替問題 などの厳 しい経済環

境の中で、時代 に応 じたプロジェク ト遂行方法
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を学 んで きた。発展途上国のエ ンジニアの育成、

技術移転、環境保全への対応 などの技術面、機材

の国際調達、建設工事 への現地要員 の活用 などグ

ローバルなオペ レーションの実施である。 このこと

が、プラントエンジニアリング業界にとって、情報

化への投資を推 し進める大 きな要因になっている。

一方
、 プラントエンジニアリング企業 に とって

の合理化、能率向上が不可欠 となっている。

(1)業 務 の特徴

プラ ン トエ ンジニア リング企業 の役割 は、エ

ンジニアリングコン トラクター として 「顧客の立

場 に立 って」 の事業化計画の フィージビリテ ィ ・

ス タデ ィか らプロジェク トの基本計画、設計、機

材 の調達、工場 の建設、オペ レーシ ョンに至 る一

連のプラン トエ ンジニア リング業務 とこれを管理

す るプロジェク ト管理、更 に トレーニングサービ

ス、保守 ・アフ ターケア まで にわたっている。

コ ンピュー タはエ ンジニ ア リング業務 のあ ら

ゆ る分野で活用 されている。エ ンジニアリング企

業 にとって コンピュー タが、貴重な設備であ り、

企業のインフラス トラクチ ャと してな くてはなら

ない ものになっている。

(2)AI技 術 の利用 と必要性

プラ ン トエ ンジニ ア リング企業 におけるAI技

術 の利用 について見る と、

・設計、機材 の調達、工場 の建設、トレーニ ング

サ ー ビス、保 守 の業務 遂行 とプ ロジェク ト

管理 などの業務の合理化への活用

・プラ ン ト設備 等 の設備 に組み込 む プラ ン ト

制御 、故障診 断 とスペアパーツ管理 な どへ の

活用

な どがある。
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労働集約型で、かつ知識集約型のエ ンジニアリ

ング企業 にとって、業務遂行時 に多 くの実績に基

づ く経 験 ・ノウハウが必 要 であ るに もかか わ ら

ず、すべ てのエンジニアが実務 を経験 す るチ ャン

スはない。 このため、エ ンジニア リング業務 にお

いて論理的 に解析 で きない部分 での判断にAI技 術

の活用 を期待 している。 また、顧客か らは、 プラ

ントの建設 やオペレーションの経験に基づいたプラ

ン トの運転 にかかわる知識ベースの適用が求め ら

れて きてい る。

そのポ イン トは、

・エ ンジニアの多機能化(エ ンジニアの質の平

準化)

・他 の専門エ ンジニアの助力な しで も、ある程

度 まで1人 のエ ンジニアが品質の高いプロダ

ク トを作 れる。

・短期間でのフィージビリテ ィ ・スタデ ィ、基

本計画の作成、 など技術 的に非常 に手間のか

かる もの を容易 にする。

・工数の節減 とコス ト削減

・技術 の高度化

などがあげられる。

2.2適 用分野

プラントエンジニアリング業界において、AI技

術の適用が考えられる主な適用業務は、以下のと

おりである。

(1)業 務の合理化への活用

AI技術 を業務の合理化へ活用する分野は、プロ

ジェクト管理 と設計段階、機材の調達段階、現場

の建設工事段階であるが、多くは設計段階への活

用が盛んである。構造解析や設計計算の支援、

CADシ ステムへの利用と材料選定、建設法規、

建設工法などのコンサルテーションに使われてい

る。その内容は、プロジェクトを遂行するために

必要な技術情報であり、専門エンジニア支援と共

に他の専門エンジニアへのコンサルテーションッー
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ル として も使用 されつつある。

① プロジェ ク ト管理業務

・プロジェク ト計画 ・管理への支援

プ ロジェク トのスケジュー リング、予算、要

員 ・建機 などの資源計 画、また、管理段階で

の プロジェク トリスクに対す るノウハウや経

験 を事例 として活用で きる ようにする。

・プロジェク トマ ネジャー、プロジェク トエ ン

ジニアの教育

・プロジェク トリスクに対 す る教育 シ ミュ レー

ション、意志決定支援 ゲーム

②設計業務

・設計 ・積算支援

設計計算、 コス トや資材 の積算 などの計算や

シ ミュレーションにおけるモデリングや解析

の支援

・知的CADシ ステム

エキスパー トシステムの分野 だけで な く図面

自動 入力の ような画像理解 システムが必要

・材料 ・機器の選定支援

・建築法規 ・法令 のコンサルテーシ ョン

建築 工事 に伴 う各種 の法規 ・法令 の適用 事

例、官庁申請書類の作成

③調達業務

・材料 ・機器 メー カーの選定支援

技 術 的、 コ ス ト面 の実 績 だ け で な くプ ロ

ジェク トの環境 に合 った効果的な国内外の材

料機 器メーカーの選定

・建設工事業者の選定支援

技術的、 コス ト面 の実績だけでな くプロジェ

クトの環境 に合 った効果 的な国内外 の建設工

事業者の選定

・コス ト積算 とその解析へ の支援

実績デー タを基に現状 に合った見積 りのため

のコス ト積算 とその解析、予測 も行 な う

・材料 ・機器の納期管理支援

材料 ・機器の製作期 間をそのメーカーの環境
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に基づいてリスク解析 ・予測

・材料 ・機器の検査業務支援

④建設業務

・建設工法の選定

山留、杭工法などの建設工法の選定

・建設工事計画の作成支援

建設機械や現場要員の動員計画の作成支援

・知能ロボット

建設の作業機械 として壁面 ロボット、極限

ロボットなどが具体化 しているが、この工

事分野 と検査のためのロボット

・運転要員の教育

プラント設備の運転シミュレータによる教育

⑤保守業務

・プラントの故障診断

プロセスシミュレータと組み合わせた故障

診断、設備診断

・材料 ・機器の保守 ・検査記録解析支援

材料 ・機器の劣化 による故障の履歴、オイ

ルなどの交換 タイミングなどの知識ベース

(2)プ ラント設備等の設備に組み込む

AI技術の利用

プラント設備は、従来から大型コンピュータに

よる集中制御、プロセスコンピュータなどによる

分散制御という形態で自動化が進められてきた。

大規模なプラント設備の運転制御を的確に状況判

断して行なうためには、制御方式を組み込んだ

コンピュータだけでは解決できない問題があり、

運転に関係する人達の経験から得 られた判断力や

専門知識に依存するところが大きい。

これは、従来の運用方法や制御方法が限界 に

なってきつつあることを示 している。また、運用

の中枢を担う熟練技術者が老齢化 しリタイアする

傾向にある。さらには、新 しい技術を採用 し高度

化 した設備 により運用するプラントシステムで

は、事故に会う機会 も少なく十分な経験を積む

チャンスがない。このため、事故や故障が起こっ
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た と きに即応で きる熟練 の要員 を確保す るこ とが

非常に難 しくなってい る。

この ような背景 の もとに、プ ラン ト設備 の運

転支援 、故障診断 ・異常診断、 スペ アパーツの寿

命管理業務 支援 、 な どでAI技 術 をプラ ン トに組

み込 んで活用することが考 えられている。

2.3将 来 の展望 と課題

プラン トエ ンジニアリング業界では、エキスパー

トシステムを中心 にAI技 術 を広 く、開発 ・試用 を

行 なっているが、今後 は、 さらに対象業務 の範囲

の拡大 と内容 の充実が図られる ことであろう。

知的 な活動 で あるエ ンジニア リング業務 が ま

す ます高度化す る方向に向い、その活動の支援 ・

強化 にAI技 術 が大 きな役割 を果 たす もの と思 わ

れる。エキスパー トシステムだけでな く画像認識、

音声理 解、知能 ロボ ッ ト、知 的CADな どへ の期

待 は大 きい。

また、顧客 か らは、事 故や故障 の ない高性能

化 した プラント設備 の設計 ・建設 を求 め られ、業

界 の技 術的 な対 応 はます ます厳 しくな り、AI技

術 はこの解決手段 の1つ と して有効であると思 わ

れる。

プ ラン トエ ンジニ ア リング業界 におけるAI利

用上の課題 は以下の とお りである。

(1)AI技 術 の蓄積

多 くのエ ンジニ アが エキスパ ー トシステ ムに

触 れて、 自分 自身の業務 に活用 してい くことが

AI技 術 の蓄積 になる。 このため には、AI技 術 を

活用する熟練エ ンジニア(ド メインエキスパー ト)

が 容易に利用で きるツールを用意 して、開発経験

を蓄積する必要がある。

(2)マ ン ・マシ ン ・インタフェースの開発

マ ン ・マ シン ・イ ンタフェース と して、図形

表示 など絵 で表示する とともに、プラン ト設備の

運転支援 システムの ように、プラ ン トの制御機器

か らダイレク トにデー タを入力 して人手を介 さな

r
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いような方法 を考 える必要がある。

(3)リ ア ルタイム処理型エキスパ ー トシステム

の開発

プラ ン ト設備の運転支援 のように、制御系の機

器 か らダイレク トにデー タを入力 して処理す るシ

ステムにおいては、 リアル タイム処理が不可欠で

あ る。 このバ ックグラウン ドにはダイナ ミックな

プロセスシ ミュレーシ ョン機能が介在 してお り、

同時に多 くの異 なった処理 を実行す ることが要求

される。

(4)シ ス テムの検証問題

AI技 術 によって作 られたシステ ムの検証、保証

についての公的な判断基準 が必要である。 自社開

発 したシステムで、単 なる社 内業務への利用 であ

れば、企業の責任範囲で処理す ることがで きるが、

提供 されたシステムに よって社会的 な損害 を与え

られ た場合 どうなるか。 開発者の責任か、販売者

か、購入者かの判断が必要 になる。

このため、エキスパー トシステムの評価基準や

方法 につ いて公的な立場か らのガイ ドラインを確

立 してお く必要がある。

2.4Alシ ス テム事例

2.4.1プ ロ セスプラン トにおけるオンライ ン

リアル タイムエキスパー トシステム

(1)概 要

N社 は、石油精製 プラン トをは じめ とす る多 く

の プロセ スプ ラン トを設計 し、建設 して きてお

り、その運転監視 のため、革新的、先進的 な技術

を取 り込 み実装置 に適用す るよう努力 してきた。

特 に近年では、製品ニーズの多様化等 により、 よ

り柔軟で変動 の多い運転方式が求め られている。

一方、 コンピュー タ技術 の進歩 に対応 して、従来

の計装 システムに比べ一層合理的で ヒューマ ンイ

ンタフェースの よいシステムが求め られている。

この ようなニーズに対応す るために、N社 で もAI

技 術 、特 にエ キスパー トシステム技術 の導入 に努
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力 してお り、すでにい くつかの導入実績があ る。

ここではその中のい くつかについて紹介する。

プラン トのエ キスパー トシステムの適用 におい

ては、主 として対象 となるプロセスの異常診断や

運転状況に応 じたオペ レーションガイ ド等の運転

支援等が対 象 となる。これらは、オフラインの対

話 システム として利用 されることもあるが、多 く

は、温度、圧力 、流量、等 のプロセスデータをオ

ンライ ンで取 り込み即時処理 によ り診断 して作業

指示を出力する。 これは、オ ンラインリアルタイ

ムエキスパ ー トシステムと呼ばれ、比較 的、実用

化が進 んでい る分野である。

このエキスパー トシステムの効果 は、次 の とお

りであ る。

①常時監視

コンピュー タによる監視 であるか ら24時 間 フル

タイムの監視 がで きる。 しか も単 なる監視 シス

テ ムと異 な り異常 の原因 まで求め、提示す るこ

とがで きる。

②客観 的監視

プラン トの異常 には、大事故 とならない まで も

多数の アラームが発生 し、 どの ような対策を と

るべ きか分か らない ということも少 な くない。

このようなとき、エキスパ ー トシステムによる

異常診断 は、人間による判断 に比べ て、常に客

観的に行 なわれる。

③知識の共有 と伝承

プラン トの運転 においては、オペ レー タ個人や

グ ルー プに よる経験 や技 能 にバ ラツキがあ る

が、経験豊富 なオペ レータの知識 を知識 ベース

化 することによ り、均 質なオペ レーシ ョンが行
'

なわれる。 さらに次世代 に対す る知識の伝承 が

行 なわれることが期待 される。

(2)開 発 事例

①石油精製 プロセス向けエキスパー トシステム

石油精製プラン トは、原油 を加熱 し軽質分 と重

質分 に分離する常圧蒸留装置 をは じめ各種 の蒸留
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図表ll-3-2診 断 結果の例
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図表ll-3-3シ ス テム構成

回
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(DC1・5V)

32チ ャンネル
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(㏄24V)
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装 置 や重 質油 を分 解す る各種

分 解装 置 、お よび各種 タ ンク

群 、 ポ ンプ、 バ ルブ、計 装 シ

ステム等か らなる。

本事 例 は、 その 中の重 質油

を触媒 を用いて分解す るFCCプ

ロ セスの異 常検 知 とそ の原 因

を求 め るため の ルー ル とそ の

推 論 システ ムに関 す る もの で

あ る。 エ キ スパー トシステ ム

シェル としては、BRAINSを 使

用 し、 トラ ンス レー タに よりC

言 語 に変換 し、PC9801上 で 稼

働 する ように した ものである。

本 システ ムで は、推論 と各種

数 値計 算 を同時 処理 す るため

図 表H-3-1の よ うにPC9801

を2台 、DMAに よ り接続 した。

本 シス テムで は、 主 として

計 器 や制御機 器 の異常 にかか

わ る監 視 と診断 を行 なお うと

す る もの であ る。診 断の ベー

ス と して は、各種 の計 測値 の

み な らず、物 質収支、熱収支 、

温 度関係 を計 算評 価 した結 果

等 に基づいている。

診断結果 の例 を図表ll-3・-

2に 示 す。

② ユーテ ィリティ管理 システム

本 シ ステム は、食 品 プ ラ ン

トにお いて主 と して冷却水 供

給 系 にお け る冷水 塔 や冷 凍器

等 の運 転/停 止 をオペ レー タ

に指示 す る もので あ る。 プラ

ン トの運転状 態 や その状 態変

化 、各機 器 の運転 台数 お よび

電 力 の消費状 況等 に応 じて適
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リ ン酸

プ ラ ン ト

DCS

(横河 －
CENTUM)

GATE

WAY

切な運転機器の組み合せを求めるものである。エ

キスパー トシステムシェルとしては、GURUを 用

いている。

プラントの運転状況については、常時CRT画 面

上にプロセスフローおよび各種計測値が表示され

る。計測値は、冷却水の温度、圧力、流量やバル

ブ、ポンプ等のステータス等で、一定周期で計測

し画面表示を更新する。この部分は、手続 き型言

語で作られているが、この状態で何等かの状況変

化があれば、GURUに 制御が渡される。状況判断

とそれに対応する対策表示については、GURUの

ルール記述により知識ベースが構築されておりそ

れに基づいて操作指示が出力される。また、各機

器の運転状況が、データベースに記録され随時運

転記録として表示される。
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本 システムでは、ハー ドウェア としてPC9801

を使 用 してお り、図表fi-3-3の よ うなシステム

構成 となっている。

③ リン酸 プラン ト運転支援 システム

本プラ ントは、図表ll-3-4に 示 すようにリン

鉱石 と硫酸 を反応 させて リン酸 を製造す るもので

ある。反応 によ りリン酸 とともに石膏 を副生す る。

石膏は、固形分 なのでフィル ターによ り分離す る。

石膏 と分離 された リン酸 は、 さらに不純物の分離

と濃度 の調整の後、製品 として貯蓄 され る。

本 システムでは、反応状態 の管理、監視のため

にリン酸、硫酸 の濃度、反応 の温度、圧力等 を測

定 し異常 の有無 を判定す る。 また、フ ィルター部

での リン酸濃度や圧力損失等 を監視 し、フィルタ

ーの洗浄や交換 に関す る作業指示 を出力す る
。 こ
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れらの知識 ベー スは、エ キスパ ー トシステム シ

ェルG2で 構築 されている。プラン トの計測値 は、

G2イ ン タフェー スであ るGSI(G2Standard

Interface)に よ り、計装 システムを通 してG2に

取 り込 まれ る。 なお、本 プラ ン トの計装 システ

ムにはCENTUM(横 河 電機製)が 使用 され てい

る。

本事例での システム構成 を図表E-3-5に 示 す。

2.4.2手 書 き図面 自動 入力システム(ARES)

画 像 理解 に関す る研 究 開発 は、取 り扱 う対象

により2次 元画像か3次 元画像 なのか、あるいは

静止画像 か動画像 なの か、 また カラーや濃淡画

像か2値 画像 なのか を明確 に してお く必 要があ

る。 ここでは、2次 元 の静止画 の画像理解 の応

用例 として設計 図面で あるP&ID(プ ラ ン ト装置

系統 図)の 自動 入力 システ ムを開発 し、業務 に

活用 しているので、以下 にその概要 を紹介す る。

図表ll-3-6ARESシ ステ ム構成

P&IDは 、AOサ イズの大 きな図面で非常 に複

雑な論理図面である。 このような図面の 自動 入力

システムの実用化 は難 しいとされていた。本 シス

テムは、7年 の歳月 を経 て実用化 された ものであ

る。

(1)図 面 自動入力 システムへ の期待

CAD利 用 の普及 に伴 いマン ・マシンインタフェー

ス(MMI)の 改 善が大 きな課題 に なってい る。

CADの ハ ー ド/ソ フ トの著 しい進歩 に も係 わ ら

ず、相変 わ らずCADへ の 初期入力 に多 くの時間

がかか り、かつCADオ ペ レー シ ョン習得 に時間

がかか り、MMIが あ まり改 善 され ていない。 こ

のため設計者が先ず設計図面 を手書 き し、その図

面 を専 任の オペ レー タがCADへ 入 力す る とい っ

た作業パ ターンは変 わっていない。本来 、設計者

自 らCADに 向 って直接 設計 図面 を作 成す るこ と

が望 まれているが前述の理 由によ り現状では難 し

いo

そこで、手書 きの図面をOCRや

手書き
P&ID

繭

・ベ ク トル化

・文 字 認 識

専 用 機

(ハ ー ドウエ ア)

汎用機一(] (ソ フ トウ ェ ア)
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FAXで 読 ませ るよ うに手軽 にCAD

に 入 力 で きれ ば どんな に楽 にな る

だろ うか と考 え られ て きた。 また

長 い間画像 処理 の世界 で は文字 や

図形 のパ ター ン認 識の研 究が行 な

わ れて きた。そ して この分 野 でめ

研 究 では多 くの成果 が報告 され て

い る。 一方 、 これ らの個 々の成果

を統 合 し設計 図面 の内容 を解釈 し

よ うとす る研 究 も多 く行 なわれて

きた。そ の中 には実用化 され てい

るもの もあ る。 しか し、P&IDの よ

うな複雑 な設計 図面 に適用 で きる

システムは、 これ まで なかった。

エ ンジニア リ ング企業 で は、年

間1千 枚以上 のP&IDを 作 成 してい

る。 このた めCADへ の初 期入力 に

多 くの時間 を要 してい ることか ら、
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図表|1-3-7 P&ID入 力原稿
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何 とか自動入力 したい との要望が強 く望 まれてい

た。 このためエ ンジニア リング3社(千 代 田化工、

東洋エ ンジニア リング、 日揮)は 、富士通 と協力

してIPA(情 報処 理振 興事業協 会)で 「装置系統

図の 自動入力技術 に関す る開発」 をlg82年 ～1985

年 にわた って行 なった。以下 に紹介す るシステム

は、これ らの成果 をベースに日揮 と富士通が協力

して1986年 か ら3年 間をかけて本格的な実用化 シ

ステムとして開発 した ものである。

(2)シ ス テムの概要

ARESの シ ステム構成 は、図表ll-3-6に 示 す

ようにスキャナに より図面の読み取 り部 、図面認

識装置によるベ ク トル化 と文字認識、 ソフ トウェ

アによるシンボル認識部、図面認識確認修正部、

図面解釈 部、お よびCADシ ス テム部 か ら構成 さ

れる。以下 にその概要 を示す。

① 図面読み取 り

図表H-3-7に 示 す よ うな フリーハ ン ドで書

かれた手書 きのP&IDを 入 力 原稿 と して、AO

サ イズ対応 の イメー ジスキ ャナで読 み取 り、

イ メー ジデ ー タを作 成 す る。 こ の イメ ー ジ

デー タは、適当 な しきい値 に よ り2値 デー タ

に変換 され る。 イメー ジスキ ャナの読 み取 り

精度は400、240、200、120DPIの4種 類で ある

が、P&IDで は120DPIで 十分 であ る。AO図 面

を45秒 程 度で読み取 れる。

②ベ ク トル化、文字認識

2値 の画像 デー タを基 に先ず細線 化処理 を行

ない、 同時 に塗 りつ ぶ し部分 の検 出 と線幅 の

判定 も行 な う。細線化後 に折 れ線 近似 に よ り

ベ ク トル化 され る。 この際、細線 化 と折線化

の誤差 や歪 みが発生す る ため 、それ らの整形

処理 を行 なってい る。文 字認識 は、図面 の中

の任意 の場所 に書か れた英数字 と特殊 文字 で

水平、垂直方 向 に書 かれた文字 を対 象 と して

いる。

③ シンボル認識
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P&IDに 書 かれるシ ンボルは図表H-3-8に 示

す ような ものが対象 であ る。 これ らの シ ンボ

ルは、図表il-3-7か ら判 るようにラインと接

続 して いる もの浮い ている もの 、 シンボ ル と

シ ンボ ルの組 み合わせ 、 シンボ ル と文字 の組

み合 わ さった もの等が ある。認識 は、 シ ンボ

ルの切 り出 しと特徴 分類 とパ ター ンマ ッチ ン

グに よ り行 な う。利用 される シ ンボルは、 ジ

ョブに よ り異 な るため シ ンボル認識辞書 が容

易 に登録 できるようになってい る。

④ 確認修正

上記 の文字 認識結 果 とシ ンボル認識結果 の確

認修正 を行 なう ものであ り、如何 に効率 よ く

行 なえ るかが重要である。 こ こでは、1つ の画

面上で入力 イメージ と認識結果 を同時 に表示

して確認修 正が行 な えるよ うにな っている。

図表ll-3-9に 文字 とシンボルの確認修正画面

の例 を示す。

⑤ 図面解釈

前 述 した文字 認識、 シンボル認識 は ある程度

汎用 的 な処 理 に限定 され て い る。 こ のた め

P&H)の 中の全てのシ ンボルの認識 はで きない。

一方
、 図面 解 釈 で は前 の処 理 で認 識 で きな

かった シンボルの認識、 線種 の判定(配 管 ラ

イ ン、計装 ライ ン)ま たP&IDの 知 識 を用 いて

各 図面の 中の要素間 の論 理的 な対応 、接続関

係 の解釈、文字 列の意味 づけ も行 な う。 この

よ うに して解釈 され た情報 に よ り文字 列や シ

ンボルの大 きさや位 置が決 ま り図面全体 が清

書 される。 この清書 されたデー タがCADに 渡

される。

⑥CADシ ス テム

CADシ ス テムでは、最終的 な修正作業 とP&ID

の論 理情報 を利用 して機 器 リス トやパ ルプ リ

ス ト、計器 リス トが作成で きる。

(3)ARES活 用 状況

N社 では、ARESをP&IDのCADへ の 初期 入力 に
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全面 的に活用 して行 く方向 で作業を進 めている。

すで に数百枚のP&IDに 適 用 し、 コス ト削減 と入

力時間の大幅 な削減効果が出 てい る。図表H-3

-7に 入 力原稿 と してのP&IDとARESに よ る自動

処理 された清書結果 を図表n-3-10に 示 す。図

表H-3-10の デ ー タをCADAMに 渡 して最終的

な仕上 げを行 な ってCADに よ る清書 図面が完成

する。人力原稿 の善 し悪 しにもよるが、概ね従来

のCADの み での清書作業 に比べ て50～70%の 入 力

時間の削減 につなが る。

図表ll-3-9図 面認識確認修正画面
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(4)今 後 の展開

N社 では、P&IDのCADへ の初期 入力に全面的

に活用 して行 くとともに、 さらに機能、性能の改

善 を図ってい くとの ことである。 また オンスケー

ル図面の清書機能や配管 アイソメ図の 自動 入力 に

まで適用 を拡大する予定である。

<参 考文献>

1)加 瀬 、白鳥 、高橋:装 置系統 図の 自動 入力 シ

ステムの実用化 、FUJITSU、Vol40、No.5(198g)

2)加 瀬 、白鳥:プ ラ ン ト装置系統図 にお ける図

面入力の活用 、PIXEL、No.84(1989)

■ 第3章 金融¥gec・6・Ct6AlilJ用

3.1金 融業界の特徴

AI技術の利用は、ここ数年、工業や医療の分

野において着実に進んできている。銀行、生保 ・

損保、証券等の金融業界でもこのところシステム

の大規模化、高度化が進む中でAI技 術 の活用の

意義は大きいとの認識が高 まりつつある。AIは

今後の研究や技術の進歩に伴い、将来、金融機関

等における多 くの専門的な業務に活用 される可能

性があり、今後の金融機関の機械化の方向に大き

な影響を及ぼすのではないかという観点から関係

者の関心 も高まっている。そのため、当分の間は

その開発環境 ・技術面等の課題を解決 しながら成

長を遂げていくものと期待されている。

(1)業 務の特徴

近年の金融 をめ ぐる新たな潮流 として金融の

自由化、国際化、証券化、機械化等が挙げられる。

金融環境の変化が急速に進展する中で、企業 ・個

人等の金融に対するニーズは多様化 ・高度化し、

これらに対応するため極めて広範な専門的な知

識'ノ ウハウを駆使 した金融サービスの提供が要

求されるようになった。また、これと同時に、業
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務分野の自由化も急速に進展 しており、業態 ・業

際間の相互乗 り入れと金融機関の同質化が進み、

業務内容は複雑化 ・高度化 ・多様化している。

金融機関では、このような諸情勢の変化に対

応するため、一層の事務効率化の推進、新商品 ・

新業務の提供、収益構造の変化に伴 う新たな管理

手法の確立、金融 リスクの増大に対処するための

リスク管理技法の強化などの対応に直面 してお

り、これらの新たなシステムニーズが高まってい

る。

(2)AI技 術の利用と必要性

金融機関の機械化は、第1次 ・第2次 オンラ

インシステムのステップを踏んで、現在、一般

に"第3次 オンラインシステム"と いわれている

新システムの構築 ・稼働の段階に入りつつある。

このような機械化の流れの中で、日常業務の機械

化やネットワーク化が進められ大量定型業務につ

いてはオンライン化により事務処理の省力化 ・効

率化が可能となった。 しかし、一方では知識集約

的な業務や非定型的な多種少量の個別対応の必要

な専門的業務分野のシステム化はあまり進んでい

ないともいわれており、金融環境の大幅な変化へ

対応するため、これらのサポートの必要性が高ま

りつつある。

このように、金融機関の機械化 は、預金や為

替などの主要勘定業務および勘定系ネットワーク

の構築等のシステムの整備がほぼ完了した今、こ

れまではサポートの対象となり得なかった専門性

の高い知識集約的な業務に対 しても、これをコン

ピュータ処理の対象 とすることで対処 しようとの

気運が高まってきてお り、そのための具体的な

ツールの1つ としてAI技 術の応用に期待を寄せ

始めているようである。

3.2適 用 分野

(1)AI技 術 の応用

AIの 応用分野 は、エキスパーートシステム(以 下、
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ES)、 自然言語理解、画像 ・音声理解、知能 ロ

ボット等多種に及んでいるが、その中でも金融機

関等では、現在ESを 中心 にAIの 各種業務分野へ

の応用についての研究 ・開発が進められており、

一部の金融機関ではすでに試行的段階から実用化

の段階に移行 しつつある。ESは 、ある業務分野

の専門家の判断、問題解決の一部をコンピュータ

に支援 ・代行させることを目的として開発 された

システムである。

銀行では、比較的に専門家の少ない証券や国際

業務、あるいは相談業務 といった分野における知

識やノウハウをESに 蓄え、システム化すること

により企業で組織的に利用できるようにし、本部

業務の事務省力化や営業店での相談業務や判断業

務の効率化を図るとともに、若手スタッフへの専

門知識等の継承の容易化、複雑化する新商品 ・

サービス開発力の強化、システム開発の効率化等

の効果を期待 し、これまでの研究開発 ・試行の段

階からさらに一歩踏み込んだアプローチを行なっ

ているものとみられる。

(2)ESの 適用分野

ESの 適用分野は、本来、幅広いはずであ り金

融機関の専門的な判断 ・問題解決を必要とする業

務の多 くはES適 用の可能性があると考えられる。

しか しなが ら、ESを 開発するためにメーカー

等が提供するES関 連製品は、ES実 現面で未だ機

能的あるいは能力的な制約があること、また、金

融機関におけるES開 発経験や開発 ノウハウが十

分とはいえないこと等の理由から、費用対効果の

点でES導 入効果に優れた適用領域が見いだしに

くいことが指摘 されている。銀行業務分野におけ

る現状考えられるESの 適用可能性のある分野を

対象業務の観点から分類 ・整理すると以下のとお

りとなる。

①相談業務

資金運用、ローン、相続、事業継承、株式売買

支援、経営診断等の営業拠点における窓口相談
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業務への適用

②判断業務

個人ローン、住宅ローン、各種カー ド発行、リ

スク診断、契約査定、企業融資審査等の融資や

査定のための判断業務への適用

③事務 ・教育支援業務

商品案内、事務手続き、通達案内、テレソクス

電文解析等の事務 ・教育支援業務への適用

④管理業務

金利予測、ALM、 ポートフォリオ分析、チャー

ト分析、デ ィーリング支援等の資金や証券の管

理業務への適用

⑤企画業務

市場 ・顧客分析、店舗立地判断、店舗 レイアウ

ト設計、人事計画等の営業戦略に関する企画業

務への適用

⑥システム管理業務

コンピュータ自動運転、障害分析対策、オペレー

ションガイド、システム設計管理、プロジェク ト

管理、システム監査等のシステム管理業務への

適用

(3)ESの 開発状況

金融機関におけるESの 導入は、大手金融機関

を中心に調査 ・検討の段階から試行 ・実用の段階

へと着実に進みつつある。現時点で公表されてい

る範囲では実用化 レベルに達 しているシステムも

一部あるが、本格的な業務への導入はこれからの

段階であるといわれている。ESの 取組み動向と

開発状況について、一般に公表 されている範囲内

で整理すると、以下のようにまとめることができ

る。

①取 り組み状況

・適用分野は、知識やノウハウのルール化が容

易で、システム構築が比較的やりやすい窓口相

談等の提案 ・相談型業務や契約査定等の診断 ・

判断型業務が多い。

・システムの運用形態は、既存システムとの連
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携が不要な独立完結型システムとして開発を

進めている機関が多い。

・ESに取 り組んでいる金融機関は、銀行、生

保 ・損保、証券の大手機関を中心に50社前後と

見込まれる。

・アプリケーションの延べ本数は90前後で、シ

ステム規模はルール数500以 下の中規模システ

ムが多い。

・開発体制は、特定のベ ンダーとの共同開発

体制を取っている機関が大部分で、自機関の

みで開発に取 り組んでいる機関は少ない。

②開発導入状況

・銀行では、事務処理の効率化や顧客サー ビ

スの向上を目的 とした資金運用相談、融資審

査等の提案 ・相談業務へのESの 導入事例が目

立っている。また、このほかでは経営管理情

報の提供や営業支援機能の充実 を目的 とした

ALM支 援のための金利予測や企業診断、財務

分析等への導入も検討されている。

・証券会社では、大手 を中心に顧客の投資相

談ニーズの高度化等に対応するためにコンサ

ルティングカの強化 を目的としたポー トフォ

リオ作成支援、株式売買支援 システム等の窓

口相談業務への導入事例が目立っている。

・生保 ・損保では、営業支援システムの充実

を目的 としたリスク診断等のコンサルティン

グ業務や、契約査定業務、保険金 ・給付金支

払いの審査業務、企業貸付の融資判断業務等

を中心 とした診断 ・判断型の業務への開発が

進んでいる。

・この他では、 コンピュータ運用支援関係へ

の応用など内部業務への利用、テレックス、

電文解析などの内部事務処理への導入事例が

見られる。

3.3将 来の展望と課題

(1)ES適 用分野の展望
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このように、金融機関においてこれまでに開

発 ・公表されているESは 、営業店における相談

業務支援や融資 ・査定のための判断支援を対象と

するものが多 く、この分野ではESは すでに実用

化ないし試行の段階にあるといわれている。今後、

AI技 術の進展や開発 ノウハウが蓄積 されるのに

ともない、より高度な判断業務や企画業務への応

用が検討され、ES適 用分野は多岐にわたること

が想定 される。今後のESの 適用分野を展望する

と以下のようにまとめられる。

対象業務の観点からは事務 ・教育支援業務、

資金や証券の管理業務、営業に関する企画業務、

システム管理業務等への取 り組みが期待 される。

また、対象ユーザ層の観点からは、現状は営業推

進要員を対象とするESが 主流 を占めているが、

今後は事務処理要員を対象とするESも 増加 して

いくことが考 えられる。さらに、ESの 機能の観

点からは、現状は相談支援、診断支援等の分析型

のESが 主流 となっているが、今後は計画策定や

設計を行なう合成型ESの 機能 もより多く取 り組

まれてい くものと期待 される。さらに、システム

の形態の観点からは、独立完結型システムという

よりもトータルなシステムの一部分として、ある

いは既存のシステムの一部として開発 されるケー

スが増加していくものと期待 される。

近年の金融の自由化、国際化、証券化、機械

化等の金融革新の潮流は、高度情報化社会の進展

と相まって金融機関を取 り巻 く環境に大 きな影響

を及ぼしている。

金融の自由化は、昭和59年 の日米円 ドル委員会

を1つ の契機に、預金金利の自由化 と業務の自由

化を中心 として本格的に進展 しており、金融の国

際化は、昭和55年 の外為法改正に伴 う資本取引

の自由化以降、相次 ぐ各種の規制緩和措置がとら

れ、ユーロ円市場の拡大やオフショア市場の創設

といった形で本格化 してきている。また、金融の

証券化は、昭和50年代からの国債発行残高の累積
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を背景に、金融機関の窓販 ・ディー リング解禁等

により国債流通市場が急拡大するという形で着実

に進展 してきている。 さらに、金融の機械化 もこ

れらの流れと軌を一にし、多様化する金融機関業

務の技術的基盤として急速に発展してきている。

(2)今 後の課題

以上のとおり、金融機関では、大手金融機関を

中心にES開 発に強い関心をもって取 り組み始め

てお り一部の金融機関では、これまでの試行的シ

ステム開発の段階から本格的実用化を目指 したア

プローチを行ない始めている。しかしながら、本

格的にESを 開発 してい くには、現状ではまだ解

決を要する課題 も多いといわれている。今後の課

題として指摘 されている主なものの概要は以下の

とおりである。

①既存 システムとの統合技術の整備

金融機関では、現在、ES化 に小規模かつ独立

完結型の業務から着手 している機関が多いが、

今後はESを 既存システムと有機的に結合する

システムとして利用することによって、より効

果を発揮するのではないか という期待が高い。

このため、今後、ESの 本格的実用化 を図るた

め、既存 システム、データベースとESを より

有機的に統合 し、 より大規模かつ実用的なES

を実現するための効率的な統合技術等の整備の

必要性が指摘されている。

②知識獲得機能の強化

ESの 開発 フェーズで最 も重要な工程が知識の

獲得 ・整理 ・体系化であり、これに開発工数の

大半を要しているという指摘もある。これは、

専門知識が必ず しもドキュメント等の形で体系

的に整理されているわけではなく、多 くの機関

で採用 しているインタビュー方式等では必要な

知識の獲得が難 しいこと、また、現行のES開

発支援ツールの知識表現は、知識獲得機能が必

ず しも十分 とはいえないこと等から知識獲得や

チューニングに時間を要 し、専門家の負荷が高
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いことが課題となっている。このため、知識獲

得支援ツールのより一層の強化の必要性が指摘

されている。

③システム評価技術の向上

システムの評価手法が確立されていないため、

ESが 専門家の判断にどこまで近付いているの

か判断が難しいという獲得知識の検証の問題 も

指摘 されている。また、ESは 、従来のシステ

ムと異なりアルゴリズムが複雑なため、信頼性

を向上させるのに多 くの時間を要するともいわ

れている。このため、獲得知識の検証が容易に

できるような知識ベース評価技術の向上が望ま

れている。

④適用業務選定の困難性

適用業務の選定の課題 としては、投資効果 ・生

産性の点で導入効果のありそうなテーマを見つ

けるのが難しいことが指摘されている。これは、

ES構 築 に当たってユーザがやや過大な高次元

の機能を期待するが、開発支援ツールの機能の

制約等からユーザの要望に応えられず、規模の

縮小等をせざるを得ないこと等も1つ の要因と

思われる。

⑤知識エンジニアの育成

専門家が直接、知識エ ンジニアを開発する場合

を除いて、ESを 開発するのに不可欠なのが知

識エンジニアの存在である。現在、金融機関で

はESの 開発はメーカー等との共同開発体制を

とっている機関が多 く、知識ベースの構築等は

外部の知識エンジニアに頼る傾向が強い。この

ため、自社の知識エンジニアが十分に育成され

・ていない機関が多く、今後の課題として社内開

発体制の整備を図る上で実践を通 じての知識エ

ンジニア育成の必要性が指摘 されている。

3.4A1シ ス テム事例

3.4.1AIに よ る個人向 け総合相談 サービス

(1)全 体 概要
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①システム構築のねらい

近年金融の自由化が急速に進展 している。 こ

の自由化は、業務分野 と金利の両面から進ん

でお り、これに伴い顧客のニーズが多様化す

図表ll-3-11個 人 向 け総合相談サ ービス

ると共 に金利選好 が高 ま り、銀 行 に対 して総

合的金融情 報サ ービスが要求 されている。

この ような背景 を踏 まえ、D銀 行で は、AIに よ

る 「個 人向け総合相談 サー ビス」 を構築 する

こと と した。 そ の 目的 は、個 人顧

客の 多様 なニー ズに本 システ ムで

独 身

就 職

ね ん き ん 博 士

退職後や、万一の場合の

年金受給ア ドバイス

相 続相 談 サ ー ビス

相続・事業継承時の

資金計画アドバイス

ロ ー ン ・エ キ ス パ ー ト

最適な資金調達 ・返済計画ア ドバイス

マ 不 一 フ フ ン ・エ キ ス パ ー ト

手元余裕資金の最適運用プランア ドバ イス

家庭形成期

結 婚

出 産

家庭成長期 家庭成熟期 老 齢 期

住宅取得 子供の就職 定年 ・再就職

子供の進学 子供の結婚 年金生活

対 応 し、 リテ ィル戦 略の有 力 な武

器 と して活用 の上、他 行 との差別

化 を図ろ うとす るものである。

② システムの概 要

本 シ ステムは 、次 の4つ のサ ブシ

ステ ムか ら成 り立つ。(図 表H-3

-II参 照)

資 金 運 用 相 談 サ ー ビス を行 な う

「マネープラン ・エキスパー トシステ

ム」、資金調達相 談サー ビスを行 な

う 「ロー ン ・エ キスパー トシステ

ム」、 年金 相 談 サ ー ビス を行 な う

「ねん きん博 士」 、 そ して相続 時

対 策 ア ドバ イ スを行 な う 「相続相

談サ ー ビス」 で ある。 これ らのサ

ブ システ ムが、生 涯生活 の各 ステ

図表11-3-12「 マ ネープラン ・エキスパー トシステム」 の処理概要

資金運用
条件入力

運用プラン

提 示

<機 能>

1,運用 目的、期間、税区分等によ

る最適商品の選択 と金額配分

2標 準ポートフォリオの作成 と、

特殊事情による修正

3.利息、税金、税引後受取額、

平均利回 りの計算

4.運用プラン資料の作成

5.商品選択理由と、運用ポイント

の説明

注 ・銀行商品

・信託商品

・証券商品

・興 長 銀

・郵 貯

〈知識ベース〉

・目的別運用方法ルール

⇔ ・運用期間別
、税区分別商品テーブル

・商品属性テーブル

銀行商品中心に、信託、証券、

興長銀、郵貯を含む
・最適商品選択ルール など

⇔

期 日指定定期、普通定期、MMC、NCD、 外貨貯金、国債定期、

利付国債、割引国債、抵当証券、金投資口座、大口定期、スーパーMMC

貸付信託、金銭信託、ビッグ

公社債投信、中期国債ファンド

利付金融債、割引金融債、ワイド

定額貯金
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図表ll-3-13「 ロ ーン ・エキスパー トシステム」の概要

〈出力計表〉

「住 宅 ロ ー ン
ご 返 済 計 画 」

(お 客 様 向 け)

「住 宅 ロ ー ン

チェノクリスト」

(担 当 者 向 け)

「進 捗 管 理 表 ・

必 要 書 類 一 覧 」

(管 理 者 ・

担 当 者 向 け)

磯∵ ↑)↑ ↑
〈ローン相談ア ドバイス〉 〈ローン審査サポー ト〉 〈ローン事務処理サポー ト〉
・登記費用、火災保険料、 ・融資条件適合チェック ・ローン種類別事務処理手

手数料、保険料など必要 ・条件不適合項 目の説明 順、留意事項のサポー ト

経費の案内 と対応案アドバイス ・お客様か らの徴求書類、
・資金計画の妥当性、問題 ・審査書類の自動作成 関係セクションへの送付

点のアドバイス 書類ア ドバイス
・返済計画概要の案内 ・進捗管理業務サポー ト

.知識べ.ス>t‡t
・所要資金算定ルール ・ローン制度概要 ・ローン別事務処理手順

・返済計画作成ルール ・基本融資条件判定ルール ・事務処理チェックポイント

・不適合案件取扱ルール ・徴求書類、送付書類一覧

.入 力画面>t

顧客情報の
借入申込条件の 入力
修正条件の

図表ll-3-14「 ねん きん博士 」の処理概 要

〈入力画面〉 〈機 能〉 〈出力画面〉 〈出力計算〉

年 金

相続シー ト

▼

＼
条 件
判 断
ノ

,

,

→

1.受給資格の判定

2.受給開始時期、年金額メド

の計算
・新、旧制度の振 り分け
・特例、経過措置の活用
・平均標準報酬月額推定

L有 効な受取方法のア ドバイス

2.受取方法シミュレーション
・受給の繰上げ、繰下げ

・併袷時の選択'

・任意加入、在職老齢年金

1.年金受給手続 きの案内
・受給開始時の書類、提出先

・受給変更時の書類、提出先

・受給年金名

・受給開始時期

・受給金額メド

・有利な受取方法

・金額等の推移

・必要書類

・書類提出先

顧客向け

提案資料
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一ジ と主要 イベ ン トに応 じて、単独 で、 ある

いは有機 的 に結 合 して、個 人の相談 ニー ズに

総合的な対応を行 なう。 これらは、昭和63年4

月 を皮切 りに順次サー ビスを開始 し、平成2年7

月を もってフルメニ ューが完成 した。

(2)サ ブ システムの概要

① 「マ ネープラン ・エキスパー トシステム」

aこ のシステムの目的は、近年の税制改正後の

新 しい運用 ノ ウハ ウ ・商品知識、最 新 の金利

情 報 を組 み 込 み 、 顧 客 の多 様 な資 金 運 用

ニーズに、営業店 で ス ピーデ ィーに対 応す る

ことである。 これ によ り、本 部の専 門ス タ ッ

フに相談 する こ とな く、営業 店の誰 で も簡単

に最適 な資金 運用 プ ランが作成 で き、提案 型

セールスが可能 となる。

bこ の システムの主要機能は、次の とお りであ

る。

・運用 目的
、 金額、期 間 によ り最適 な商 品 を

組み合わせた標準運用 プランの作成

・顧 客の要望
、営 業店 の取 り引 き方 針 を追加

しシ ミュレーシ ョンを繰 り返 しなが らプラ

ンを修正

・受取利息 の年度別展 開
、 商品選択理 由、 プ

ランのポ イン トを説明 した提案資料の作成

・取扱商 品の金利
、預 入単位 、取扱上 の留 意

点、必要書類 等 を担 当者向 けに案内す る金

融商品 ガイ ド

c処 理概要 につ いては、図表il-3-12の とお

りである。

② 「ロー ン ・エキスパー トシステム」

aこ のシステムの 目的 は、(a)顧 客 の資金調

達 に関す る相談 サー ビスの提供 と提案 を行 な

うことは勿論 、(b)営 業 店 の行員向 けに、 ロ

ー ン審査業務 のサポー トと(c)ロ ー ン事務処

理の正確性 向上 ・効率化 を図ることである。

この3つ の 目的 を満足 す るこ とに よ り、営業

店 にお ける渉外 業務 か ら事 務処理 まで、一貫
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してサポー トすることが可能となる。

bこ のシステムの主要機能は、以下のとおり顧

客向け機能 と営業店担当者向け機能とに分か

れる。

(i)顧 客向け機能

・顧客が計画中の資金計画の妥当性や問題点を検

討 して、住宅ローンをはじめとする資金調達、返

済計画づ くりをア ドバイス

(ii)営業店担当者向け機能

・当該申込みローン取扱の判断、問題点及び

対応策ア ドバイス、審査書類の自動作成等

審査業務のサポー ト

・個別のローン申込み内容に対応 した取扱処

理手順及び必要書類のア ドバイスと進捗管

理のサポー ト

c本 システムの処理概要については、図H-3

-13の とお りである
。

③ 「ねんきん博士」

a昭 和61年4月 の制度改正以来、年金制度が非

常に複雑化 している。また高齢化社会の進展

に伴いシルバーマーケット層が拡大 し、老後の

生活設計相談ニーズがますます高まっている。

こうしたシルバーマーケッ ト層へのサービス

拡充をこのシステムは目的とする。

bこ のシステムは、新制度、旧制度及び国民年

金、厚生年金、共済年金の全ての公的年金を

カバーしており、その主要機能は以下のとお

りである。

・年金受給資格の判定、受給開始時期 と年金

額の計算

・併袷時の年金組み合わせ、任意加入等有利

な受取方法のアドバイスとシミュレーション

サービス

・受給可能な年金種類 に応 じた受給手続 き案

内

cこ のシステムの処理概要は、図il-3-14の

とおりである。
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④ 「相続相談サービス」

a本 システムの目的は、顧客の相続に関する相

談に単に受け身で対応するだけではなく、顧客

の財産概要により、相続時の税負担のメドを示

して、相続対策の必要性を積極的にアピール、

提案することにある。これにより顧客の潜在的

ニーズを掘 り起 し、個人取 り引きの増強を図ろ

うとするものである。

b本 システムは、以下の主要機能を有する。

・被相続人の財産概要、予定相続人の情報から

相続税評価額を推定 し、相続税の概算を算定

する。

・財産構成から有効と判断される個別対策案の

選定、例示とその中で最も効果的と思われる

対策案 を組み合 わせ、 「おすすめプラ ン」 と

して提示す る。

・対策案実施計画 のシ ミュ レーション

・顧客向け提案資料 の作成

c処 理概 要については、図ll-3-15の とお りで

ある。

③ システム構成

「個人向け総合相談サー ビス」 は、営業店全店

における利 用 と金利や制度変更 に対す るメンテナ

ンスの容易性 を考慮 し、ホス ト集中型 のシステム

構成 を とっている。

詳細 は図H-3-16の とお りである。

④ むすび

D銀 行 は、 ポス ト三次 オ ンライ ンシステムにAI

図 表ll-3-15「 相 続相談サ ービス」処理概要

〈 パ ソ コ ン 〉 〈 ホ ス ト〉

相続 人 ・被相続人

情報入力

財産項 目入力

(簡便法 デー タ)

同(非 上場株

詳細 デー タ)

提案資料
作成

→

4
相続税評価額 ・

相続税額表示

↓
対策区分選択

1.評価下げ

2,分 散

3.両 方

↓
対策選定情報入力1
(酬 下げ・分散対策り

評価額計算

(簡便法)&(詳 細評価)

評価額計算

(総額)&(相 続人別)

有効対策案例示

おすすめ プラ ン提示

個別対策案

計画デー タ入力

(評価下げ)

個別対策の効果表示

(評価額 ・税額の

増減)

左

散

同

分

有効対策選定
おすすめプラン作成

(評価下げ)&(分 散)

一

同左
一

提案資料
作成

十

複数対策実施前後の
評価額・税額表示

個別対策の効果算定

複数対策実施後の

累積効果算定

(評価額)&(税 額)

(評価下げ)&(分 散)
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図表ll-3-16シ ステム構成

(ハ ー ドウェアの構成)

〈東 京事 務セ ンター 〉 〈アクセスポイント〉

ホ ス ト ・

コ ン ピ ュ ー タ

FACOMM-380S

『

－

C

C

P

一

一

盲
信
装
置
一

SUCCESS
盲
信
装

置

〈営業店〉
一

パ ソ コ ン

F9450

/

基幹回線
/ M-

一

公衆網

〉トス

劇

ホ

構

く

のアエ
ウトフソ(

OSIV/F4MAP

V

<
TSS/UTILISP

ESHELL

`

一

ブ ラック

ボー ド

` ,論

,機

,構

(
: `

T

A

M

G

レ

=
●

フレーム型

知識ベ ース

一

兀

言

璽

璽

●

`

4

プロダクション型

知識 ベース
<

4■

一

1

技術 を積極 的に取 り込 む方針 とのこ とである。

この ため、先 に述べ たエキスパー トシステムの

みな らず、 以下の とお りフ ァジー推論 、 ニュー

ロコ ンピュー タ、 自動翻訳 とい った最 新技術 を

応用 したシステムの開発、導入 を図 っている。

亀ファジー推論技術 の応用

顧 客要望 に基づ き、 フ ァジー推論技術 を利用

し、ス ワップ、オプ シ ョン、先物等 の技 法 を

組 み合 わせた新商 品の開発支援 を行 な う 「天

才 くん」の開発

b・ニュー ロコンピュータの応用

債券先物利 回 り予測 に応用 し、実 用 システム

を開発

c,自動翻訳技術の応用

金融専門用語辞 書 を開発 し、 日英 自動 翻訳 シ

ステムを導入

急速 な金融環境の変化 にダイナ ミックに対応す
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〈 パ ソ コ ン 〉

条件入力
結果出力

専門知識
入力

るため、今後 ともAIに積極的に取 り組む所存で

ある。

3.4.2工 場防災診断エキスパー トシステム

(1)背 景

損害保険業はあらゆる産業活動.市民活動に伴

うリスクの引き受けという基本的な役割を担って

いる。保険の引き受け(リ スクと料率の算定)、

損害査定(保 険金の査定と支払い)の 基本業務に

は、極めて広範な専門性の高い業務知識が必要で

ある。更に、近年の自由化の進展に伴い、業務分

野が急速に拡大している。このような状況の下で、

T損 害保険ではAIに 次のような期待をし、導入 を

図っている。

1)準 専門家の早期育成とより質の高いサービス

の提供

①優れた専門家のノウハウ、知識の共同利用

②業務遂行の平準化
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③質の高い業務の提供

2)専 門家業務の機械化による業務効率化の推進

①営業、査定、内部事務の効率化とコス ト削減

② より高度な業務に取 り組む時間の確保

③専門性の高い業務での社外要員の活用

以下では工場火災の危険性や防災状況の調査、

診断業務の支援システムである 「工場防災診断エ

キスパー トシステム」の概要について紹介する。

(2)対 象業務と目的

防災診断業務は顧客企業の工場の火災等に関す

るリスクを診断 し、防災のためのア ドバイス等を

行なうサービス業務であ り、他の金融機関にはな

い損害保険独自のノウハウを利用 した業務であ

る。具体的には、対象となる施設の現場調査を実

施 し、災害危険度や防災状況を評価 し診断結果を

防災報告書の形にまとめ、顧客に提出する。現場

調査で、何に注意を払い、危険度をどう診断し、

どのように診断結果を顧客に分か り易い報告書に

まとめるかが専門家のノウハウである。

本システムは、防災診断業務に関する専門家の

リスク診断の判断基準や、診断結果のまとめ方の

ノウハウを蓄積 した知識ベースを中心に構成した

ものである。システムの目的は、専門家のノウハ

ウの蓄積と伝承、専門家の業務の効率化や均質化、

および専門家の早期育成である。

(3)主 要機能

本システムは、工場での調査結果を入力するこ

とにより防災状況を得点形式で評価する機能、防

災能力を高めるための改善コメントを生成する機

能、および生成 した文書をワープロにより編集す

る機能で構成されている。システムには評価診断

のための各種チェックリストが蓄えられてお り、

チェック項目には評価点が予め設定されている。

リスク評価はこの評価点を用いた得点形式で行な

う。リスク評価 と評価点の集計、報告書作成の部

分に知識処理を用いている。

図表H-3-17は システム構成のイメージの概
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要 で あ る。図表1-3-18は 評 価結果 を レー ダー

チ ャー トと して表示 した総 合評価 の画面例 であ

る。また、評価報告書 として総合 コメン トと場所

別 コメン トが出力 され、図表ll-3-19と 図表H

-3-20が そ の見本 である。各文 章は評価 点や入

力デー タの値に基づ く、キーワー ドの埋 め込みな

どの操作 をへて生成 される。担 当者の判断で評価

点 を修正す ることも、総合 コメ ン トの文章 を追加

変更することも可能である。

(4)使 用 ツール

本 システムはワー クステーション2050/32の ス

タンドアロ ンで稼働す る。 ソフ トウエ アは、知識

処理 にエ キスパ ー トシステム構築支援 ツールES

/KERNEL、 画 面入力処理 にC言 語 、文書編集 に

OHS/REPORTを 用 いてい る。

(5)開 発 規模

1)開 発規模

104ル ー ル、58フ レーム、画面 イ ンタフェース

のC言 語 によるプログラムは約19Kス テ ップの

システム規模 となっている。

2)開 発工数

開発期 間は87年8月 ～88年2月 、開発工数 は32人

月(メ ーカー24人 月、ユーザ部6人 月、システ

ム部 門2人 月)で あった。

(6)シ ス テムの評価

知識処理 ツールで文書 を作成 し、 ワープロで編

集 す る方式 を とった点 が本 システ ムの特徴 であ

る。 このため、担当者 は知識処理 の結果 を必要 に

応 じて修正で き、融通性 の高い実用的 なシステム

が完成 した と評価 している。

本 システムの利用 によ り、従来4～5時 間かか

った作業が1～2時 間に短縮 され、また非専 門家

に対す る教育効果 も大 きく、当初の目的 を達成 し

たといえる。その後、 リスク診断対 象範囲の拡大

と簡易診断機能の追加 を行 ない、活用 の範囲 を広

げている。
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図表ll-3-17シ ステムの イメー ジ
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工場概要データ
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別

④ 調査チェック結果

プ リ ン タ

① 総合評価② 総合診
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③ 場所別コメント
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■ 第4一 力#gec・tS・t6AlilJ用

情報化社会の進展、社会構造の複雑化に伴い、

エネルギーとしての電力に対する社会的要請はま

すます高まってお り、良質で高い信頼性を持った

電力への要求は今後さらに厳 しいものになってく

るもの と思われる。一方、電力システムは、火

力 ・原子力 ・水力等の発電所から送電線 ・変電所

を通 じて配電線網に至るというように電力供給設

備は広域な広がりを持っており、原子力に代表さ

れるような高機能な機器で構成されているため、

その計画 ・運用 ・保守においては複雑でさまざま

な問題を多 く含んでいる。

このような電力システムを今後とも効率よく信

頼度を持って運用していくには設備計画や運用者

の支援 となるシステムが必要であり、系統 ・設備

の複雑化やそれに伴 う業務の高度化に対応 して多

種多量の要因を考慮 した判断のための支援技術 と

してAIは電力業務におけるさまざまな分野への適

用が考えられる。

4.1電 力業務の特色とAlの必要性

4.1.1電 力業務の特色

電気事業の役割は、時々刻々変化する需要に対

し、良質で低廉な電力を24時間絶え間なく供給す

ることであり、貯蔵できない電力を必要なとき必

要なだけ供給するには将来性を持った設備計画や

設備運用の的確化が必要である。

電力業務の主な特徴を以下に示す。

(1)生 産部門(発 電部門)→ 輸送部門(送 変電

部門)→ 分配営業部門(配 電営業部門)と1つ

のシステムの中に生産、輸送、分配営業という

産業界における全ての部門を含んでおり、・供給

範囲は面的広がりを持っている。

(2)生 産と消費が直結 しており、運転制御は一

瞬たりとも休むことができず、操作はリアルタ
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イム性を要求される。

(3)情 報化社会の進展に伴い、コンピュータが

あらゆる分野に導入され周波数、電圧の維持 ・

変動に対する要求が厳 しくなっている。

(4)電 気料金の低価格維持のために、設備建

設 ・運用の低コス ト化、設備の長寿命化、業務

の効率化に関する技術が要求される。

(5)電 力系統の計画 ・運用など電力固有の技術

蓄積がある。

(6)電 気に関する知識だけでなく自然現象や環

境に関する知識等も必要である。

4.1.2電 力におけるAlの必要性

従来から電力供給のために働 く人を支援するシ

ステムとしてコンピュータを幅広 く利用 してきて

いるが、以下に、電力設備の計画 ・運用 ・保守に

関しての問題点を挙げてみる。

(1)将 来計画では、経済予測ほか考慮する要因

がいろいろあり需要などの推定が難 しい。

(2)技 術の進歩に伴い、設備の自動化 ・高機能

化が進み機器の構造が複雑化 ・ブラックボック

ス化 している。

(3)系 統が大規模化し情報量が増大する中で、

設備の状態を的確 に把握する必要がある。特

に、事故時は社会的な影響 も大きく迅速 ・的確

な行動をしなくてはならない。

(4)設 備信頼度の向上により事故そのものが減

少 してきてお り実際に事故の操作 ・復旧をする

機会が減ってきていると同時にそれらの経験を

持つ者が退職などにより少なくなってきている。

このように業務の複雑化や設備規模の増大が進

む中、限られた人員で膨大な業務を処理 して行 く

にはコンピュータは不可欠なものであるが、今後

ますます大規模 ・複雑化 してい く電力系統 を運

用 ・保守 していくうえで、今述べたような問題を

解決する手段 としてAI技術の応用が期待 される。

電力においてAI技術の応用が有効 と思われる理

由は、次のようなものである。

遣
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(1)従 来 のコンピュー タで は取 り扱 えない定性

的 な判 断や曖昧 さを含 んだ表現 等 を用 いな く

ては解決で きない問題 が残 されている。

(2)機 器 の高機能化 ・ブラックボックス化 に対

応 して保守 要員等 を支援 す るシステ ムが必 要

となっている。

(3)設 備 の運転 ・運用 上の情報量 が増大 して

いるので、必 要な情報 の抽 出 ・整理 を支援 す

るシステムが必 要 となっている。また、逆 に不足

している情 報等 を推 測 ・補完 で きる機 能が必

要 となっている。

(4)今 まで蓄積 して きたベ テランのノウハウや

知識 を若 い世代 に引 き継 いだ り残 した りす る

必要がある。

4.2適 用分野

電力システムにおいてAI技 術の適用が考 えら

れる業務について分類 ・整理 したうえ、主な適用

業務の内容について概略を以下に紹介する。

(1)設 備計画 ・設計業務

設備計画 ・設計に関連する各種データや過去の

経緯、理論的ルールなどを用いて業務を支援する。

・長期需要予測

経済予測ほかいろいろな要因をもとに将来

の需要を予測する。

・系統計画、設備計画支援(拡 充、改修計画)

予想される需給条件において、供給信頼度

の高い系統 ・設備の計画を行なう。

・機器配置設計支援(発 電所
、変電所など)

変電所の新増設時に、機器間距離、経済性、

景観 など種々の要因を考慮 して最適な機器

配置を決定する。

・電力系統解析支援

電力潮流計算、過渡安定度計算など、電力

系統解析 において計算条件の設定および計

算結果の評価を支援する。

(2)運 用計画業務
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系統や設備 の状況 ・特性 な どに関する知識

ベースをもとに、各種制約条件を満たしながらど

のようにすれば効率的に運用できるか総合判断す

る業務を支援する。

・需要予測

気候、気象状況、祭 日、高校野球などイベ

ント、その他種々の要因を考慮 して電力需

要の予測を行なう。

・出水予測

降雨、融雪状況など出水への種々の影響要

因を考慮 して出水予測を行なう。

・電力系統停止調整支援

系統の停止 に関するさまざまな制約条件 を

考慮 して流通設備の最適な停止計画を作成

する。

(3)運 転 ・保守業務

設備の構成やその機能、保護システムの守備

範囲などの知識をもとに、センサやアラーム情報

などから平常時の運転監視、事故時の状況分析 ・

様相判断、設備の診断および事故復旧操作などの

業務を支援する。

・運転ガイダンス

運転マニュアルに基づき不具合箇所や原因

に応 じた運転方法のガイダンスを行なう。

・運転支援(発 変電所や発電プラントの監視)

大量の計測値、警報類 を総合的に判断 し、

設備の運転状態を監視する。

・機器故障予測 ・診断支援

GIS(ガ ス絶縁開閉装置)や 変圧器などの設

備を予防保全の観点から故障を予測 したり、

故障発生時に故障原因の診断を行なう。

・系統事故判定

系統事故発生時に、事故の起 きた区間や事

故の様相、機器 ・リレーの誤不動作 を判定

する。

・事故復旧操作支援

系統事故発生時、事故区間を除去 した停電

1
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系統に対 し、制約条件等を考慮 しながら復旧

操作の支援を行なう。

・巡視、点検支援

巡視、点検を効果的に行なうため、過去の履

歴や経験的な知識を用いて運転員の支援を行

なう。

(4)教 育 ・訓練

学習者のレベルや進度に応 じて効果的に知識

を吸収 させた り、熟練者のノウハウをシミュ

レーションにより技能継承することを支援す

る。

・訓練用シミュレータ

実際の運転環境 と同 じシミュレー タにおい

て、 トレーナーが設定 した想定事故に対 して

復旧操作や復旧手順を体験的に習得する支援

を行なう。

・機器保守教育支援

機器の保守手順や方法を習得する支援を行な

う。

(5)そ の他

・各種相談支援

お客様等からの相談に対 して迅速 ・的確に対

応で きるよう、過去の相談データやマニュア

ル等を知識ベース化して相談員を支援する。

4.3AIシ ステム事例

前節の適用分野で述べた業務の中からT電 力会

社で実用化されているシステムの事例を紹介する。

4.3.t変 電所レイアウ ト設計支援システム

(1)シ ステムのねらい

変電所の設計仕様、建設予定地の状況など前提

として与えられる条件の下で、母線、変圧器、開

閉装置、調相設備などの各種機器 ・設備をレイア

ウトする設計業務を対話的に支援する。

(2)シ ステムの概要

システムの主要部は、知識ベース、作業領域、

推論 プログラム、およびグラフィックインタフェー
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スの4つ より構成されている。このシステムによ

る設計結果は、ファイルを介して、既存の土量計

算プログラムなどに渡され利用される。

システムの基本的な機能を以下に示す。処理の

流れはこの機能に沿った形で実行される。

・初期入力、機器領域組立

電圧構成、容量などについてシステムが出力

するメッセージに従い値を入力する。初期入

力に従い、知識ベースを用いて必要な機器サ

イズを検索 し機器の構成を推論する。

・機器領域の配置

組み立てた機器領域を敷地内に配置する。初

めに配置する基準 となる領域については使用

者が位置を指定 し、その後は知識ベースに基

づき電気的な接続関係や作業領域の確保等を

考慮 して配置する。

・ケーブル、道路のルート決定

配置が決った後、機器間のケーブルルー トと

構内道路を設定する。設定ルー トが機器と干

渉を起こした場合は迂回ルー トを自動生成す

る。

・配置の評価

レイアウ ト結果を入力として、騒音、コス ト、

緑化率の数値的評価を行なう。

このシステムの特徴 として、レイアウト自動生

成のための前向き推論機能のほかにレイアウト修

正を支援するための推論機能を利用 している点で

ある。この機能は、一度決定 した機器の位置を修

正する場合に二次的な矛盾が生 じないように

デー タの依 存 関係 を利 用 した後 戻 り処理

(DependencyDirectedBacktracking)に より無効

データの削除をするとともにデーモン*}に よって

データの再構成を行なうことである。

4.3.2最 大需要予測支援システム

(1)シ ステムのねらい

祷)デ ーモン とは、一 定の条件 が満た された とき自動 的に起

動 される手続 きをい う。
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毎 日の需給運用では、翌 日および当日の電力

需要を的確に予測 し、適正予備力の確保、供給力

の経済配分ならびに的確な系統運用を行なう必要

がある。そこで、需要変動要因の詳細な分析を行

なうことにより需要予測モデルを作成 し、気象予

報をベースとして1日 の最大需要を予測する。

(2)シ ステムの概要

システムの主要部は、知識処理部 と統計処理

部がある。知識処理部は知識ベースに記述 された

知識に基づき入力された各気象予報値と実測デー

タに対するさまざまな判断を行なう。知識処理の

結果得られた予測モデルに従い統計処理部が実績

データに対する統計処理を行なって予測値を計算

する。

システムの処理の流れを以下に示す。

・データ入力

気象予報データ(最 高気温、最低気温、湿

度、天候)な どを入力する。

・予測モデル決定

入力された気象予報データや最近の実績デー

タから、知識処理により予測モデルを決定す

る。

モデルの決定では、土 日祝祭日、特異期間

(年末年始、ゴールデンウィーク、盆)な

どを考慮する。 また、本 システムは至近の

実績データに基づ く重回帰処理 を基本とし、

予測が困難な状況 においては実績データを

利用 して補正や重み付けを行なう。

・予測値計算

知識処理により決定された予測モデルに従っ

て必要な統計処理を行 ない予測値を算出す

る。

データ解析支援環境は、さまざまな統計処理

機能を持ち、その結果をグラフ表示することがで

きる。また、重回帰解析を行なう際に、解析期間、

説明変数の組み合せ、気象条件、サンプルデータ

数、データに対する重み付けを任意に設定するこ
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とができる。

さらに、リアルタイム性、柔軟性および耐故

障性 も考慮したシステムである。

4.3.3火 力発電プラン ト起動時運転支援システム

(1)シ ステムのねらい

火力発電プラントは、負荷調整用としての役

割が高 く起動停止が頻繁になるにつれ、電力供給

の安定性 ・経済性の面から起動時間の短縮起動完

了時間の高精度化が望まれている。そこで、運転

員の負担 を軽減するため知識処理を用いて起動時

の運転支援を行なう。

(2)シ ステムの概要

システムの主要部は、スケジュール最適化機能

とスケジュール部分修正機能から成る。スケジュー

ル最適化機能は、中央給電指令所から負荷要求指

令と並列時刻を指令として受け、タービン速度お

よび出力の定値保持時間をパラメータ とし、運転

制約条件が許す範囲で、並列時刻を守 りながら起

動時間の最短化を図る機能である。スケジュール

部分修正は、最適化機能で作成されたスケジュー

ルに従ってプラントを起動中に、予期せぬ原因で

タービン速度や出力保持に異常が発生 し、当初の

スケジュールを見直す必要が生 じたとき適切な修

正について運転員を支援する機能である。

このシステムの特徴は、運転 ノウハウの反映

を容易にするため動特性モデルを用いて調節パラ

メータの最適値を求めるルールを知識ベース化

し、最適値探索の処理性を高めるためファジィ推

論を応用している点にある。

4.3.4送 電線故障区間標定エキスパー トシステム

(1)シ ステムのねらい

送電線の故障区間の標定は、運用方法や気象

条件 に依存するため正確に予想することが難 しく

うまく標定できない場合がある。そこで、系統が

複雑に組み合わされた場合でも故障点の早期発見

ができるように知識工学を適用 して故障区間を判

定する。

」
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(2)シ ステムの概要

このシステムは、送電線の架空地線にセンサー

を設置 し、その出力(電 流の大きさ、位相)を 光

ファイバ複合架空地線を用いてコンピュータに伝

送 し、電流分布、位相分布からファジィ集合の概

念やルールを用いて知識工学的に故障区間を判定

するものである。

システムの主要部は、故障時に特徴量を抽出し

事実を作成する特徴抽出プログラム、事実 と推論

の途中経過を記録するワークエリア、知識ベース、

故障区間を標定する推論プログラムで構成 され

る。

特徴は、標定が難 しい故障でも故障区間の範囲

を広げる等の大ざっぱな判断ができ、また、セン

サー自体が故障しても数個であれば標定ができる

ことである。 さらに、経験則の定量化 にフ ァ

ジィ集合を用いているので、標定に必要なルール

数を大幅に少なくすることができパソコン上でも

高速に標定できる。

4.3.5基 幹系統事故復旧支援システム

(1)シ ステムのねらい

電力の基幹系統は、たくさんの発電機やループ

状の大容量送電線網から構成されているため、そ

の運用は複雑であり高度な運用技術が要求され、

万一事故が発生 した場合には多 くの情報を処理 し

ながら運用則や経験に基づいた判断で迅速に復旧

手順を決定する必要がある。このシステムは、こ

のような緊急時に運用者の適切な判断、処理の支

援を行なう。

(2)シ ステムの概要

基幹系統に万一事故が発生した場合、その復旧

方針、復旧手順を自動作成し、運用者へのガイダ

ンスを行なうことにより停電負荷を迅速かつ安全

な操作で復旧させるシステムである。系統状態の

変化に応じて、復旧方針 ・操作手順表の見直しや

運用者の意志を自由に受け入れるなどの柔軟性を

実現 している。電力系統の要素は、階層的にフレー
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ム表現 されている。最上位 に電力系統、次 に運用

則な どの知識 をグループ化で きる変電所、送電線、

電源 、負荷な どをひな型 としたフレーム、その下

に個 々の変電所 、送電線 、電源、負荷 とい う構成

になっている。 このフレーム表現 によるオブジェ

ク ト指 向 プログラ ミング手法 によ り開発 してい

る。

また、マンマシンインタフェースは、 シミュレー

ションモー ドと支援モー ドに分かれている。 シミュ

レーションモー ドは、運用者 の介在 な しに システ

ムが 自動作成 した復 旧手順や復 旧状況 を運用者 に

通知する もの、支援 モー ドは、運用者か らの入力

に基づ く復 旧操作の実行可能性 チェ ックお よびそ

れ以降の復旧過程 を提示する ものである。

4.3.6機 器 保守教育支援 システム

(1)シ ス テムのね らい

各種設備 を高信頼度で維持 ・運用す るには、機

器その ものの高信頼度化を図 るとともに、運転 ・

保守に携 わる要員 の教育 ・訓練が重要である。そ

こで、電力設備 に携 わる保守員 の教育支援 を題材

に、 メデ ィアテ クノロジー、知識工学 ・認知科学

の成果を取 り入れたシステムに より保守教育の支

援 を行 な う。

(2)シ ス テムの概要

このシステムは、電力設備の保守作業手順 を対

象にネットワーク状 に展開 した学習空間 を構築 し、

学習者が 自由に学習空間を探索 した りシステムに

質問 しなが ら、保守 に関す るさまざまな知識 を概

念的かつ具体 的に習得 することを支援 している。

・ハー ドウエア

2つ のシステムか ら構成 され、 ビデオディス

ク、 タ ッチセ ンサ等 の周辺機器 を制御す る

パーソナルコンピュータ(PC)と パ ーソナルコ

ンピュータを制御す るワークステーション(WS)

が あ る。

・ビジュアル ・インタフェース

PC側 のTV画 面 上で は、保守作業 の各 ステ ッ
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プ内容(ど こを どの ように保守するか といっ

た情報)が 実感 のある"実 映像十 テキス ト"と

い う形 で示 され 、 さ らに、TV画 面上 には

タッチセンサが装着 され画面上のテキス トと

ソフ トキ ーに触 れ るこ とで、 テキス ト内の

疑問点 への質 問や次 のステ ップへ の移動制

御が行 なえる。

WS側 には、学 習空 間 を視 覚化 した ネ ッ ト

ワー ク図 を示 す ウ ィン ドウ、各保 守作 業 ス

テップの進行 状況 や残 りの保 守作業範 囲 ・

可能性 のあ る故障原 因 の絞 り込み過程 を示

すウ ィン ドウ等がある。

・知的支援機能(複 合故障の因果 関係理解)

PCデ ィス プ レイ上 で学 習者が故障状況 の設

定(点 灯 アラー ムの設 定)を 行 な う とシス

テムはWSデ ィスプレイ上 にそのアラームが点

灯 す る理 由を因果 ネ ッ トワー ク図(点 灯 ア

ラーム間の 因果関係 を ツリー状 に表 した も

の)で 表示す る。 この ネッ トワー ク図 の構

築手法 は、すべ ての ツ リー構造 を用 意 して

お くので はな く、各 アラー ムに関す る個 々

の因果 モデ ルを知 識ベ ース と して シス テム

が 自動 的 に生成 し、根 本原 因 を導 き出す と

ころに特徴 がある。

4.3.7お 客様相談 システム

(1)シ ス テムのね らい

お客様相談室 な どに寄せ られ るさま ざまな相

談に迅速かつ的確 に応 えることがサ ービスの向上

につながるのであるが、ベテ ラン相談員が転勤 し

てしまうと、共用のデータベースが存在 しないた

めにす ぐに応 えられない場合がある。そ こで、相

談のや りとりに合わせ て関連す る情報を連続 して

検索で きるシステ ムに よ り相談員 の支援 を行 な

う。 ・

(2)シ ス テムの概要

この シス テムは、相談内容 に関す るキー ワー

ドを入力す るとそのキー ワー ドと関連のある 「関
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連 キーワー ド」、 関連 す る話題 を示 す 「連想 キー

ワー ド」が表示 され、相談内容 に応 じた回答 を話

題の発展 に対応 して迅速に連続 して検索す ること

がで きる。検索 は、入力 され たキーワー ドの同意

語群 とシソーラス辞書 によ り漏れ なく効率的 に行

なうこ とがで き、さらに、連想 ネットワークを張

ることによ り関連情報の連続 的な検索 を可能 に し

ている。

知識 ベー スは、相談 ノウハ ウをQ&Aデ ー タの

形 で蓄積 してお り、必要 に応 じて追加、修正が容

易 にで きる。

4.4将 来 の展望 と課題

電力技術 の分野で は、すでに、エキスパー トシス

テムを中心 としたAI技 術 は、か な り広 い範囲で開

発 ・試行 されて きているが、今後は さらに範 囲の

拡大、内容の充実、高性能化が図 られ るであろう。

将来の電力系統 は、エ ネルギープロセス機器 およ

びエネルギープロセスの計装 ・保護 ・制御のシス

テム化か ら電力系統の運用 、計画、保守 にかかわ

る人間の知的活動 を支援 ・強化するこ とを目的 と

したコ ンピュー タ統合 システム化の方向 に向かう

ことが予想 され、AI技 術 は こう したシステム に

おいて中心 的な役割 を果たす もの と期待 される。

この よ うに電 力 系統 や プ ラ ン トの設 計 ・運

転 ・保守全般 にわ たって今 後 さ らに広 くAIが 普

及す ることによって、平常時 ・異常時にかかわ り

な く運転点 が迅速かつ的確 に判断するのを助ける

こ とがで き、人間の勘違いや緊迫 した状況の もと

での間違 いなどいわゆるヒューマ ンエ ラーを減 ら

す ことができる と考 えられる。 また、現在 のよう

に個別 に存在 している給電所や発 ・変電所 のさま

ざまなシステムは、有機的 な連携や統合化が行 な

われ、必要に応 じてい くつ もの発 ・変電所 のシス

テムが相互 に助け合って、一層高度で大局的判断

が行 なわれる ようになる と思 われる。 さ らに、

AI技 術 を用 い た知能 ロボ ッ トの普 及等 によ り、
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特に危険な環境下での作業などを人間の代 りにあ

るいは人間と協調して効率的に行なうことになる

ことが考えられる。

現在のところ、電気事業におけるAIの応用は、

そのほとんどが技術分野に限られているが、将来

は広 く業務面や経営そのものにも取 り入れられ、

これらの分野は、経験や知識をうまく集約するこ

とが大変重要であり、N技 術は、その手段の1つ

として極めて有効であると考えられる。

以上のように、電気事業におけるAI利用はます

ます広がって行 くことが予想 されるが、今後解決

すべきあるいは改良向上を図るべき課題は少なく

ない。

まず、優れたシステムを作成するには、優れた

能力を持つ専門家の知識をうまく整理 した知識ベ

ースを作 らなくてはならないが、専門家の持って

いる知識は、直感的であったり断片的でしかも曖

昧にしか表現できないことが多い。このような知

識をうまく引 き出 し、整理体系化 して適切な知識

ベースを作 り出してくれるような知識獲得 ・整理

支援機能の開発が望 まれる。

さらに、エキスパー トシステムにしても開発の

初期段階から完全に近いものはなく、継続的に新

しいデータや知識をシステムに付け加えると同時

に、そのシステムを使って得た知識を、さらに知

識ベースに蓄えて充実を図る機能すなわち学習機

能の開発 ・導入が極めて重要である。

また、電力系統などの多量の情報をいかに有効

に処理活用するかも難しい問題である。

一方、AIシ ステムを利用する立場からみれば、

現在のシステムは使いやすいものとはいえず、電

気事業でAIを 普及させ真の実用化を図るには人間

と機械 との間の障壁をなくすことが大切である。

つまり、使いやすいインタフェース、誰でもが使

えるインタフェースにする必要がある。そのため

には、認知科学的な視点から考察したり、神経回

路網の研究や心理学、言語学などさまざまな分野
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からのアプローチが必要であると思われる。

今後AIは 、電気事業のさまざまな分野(電 力技

術はもちろん、事務から経営に至るあらゆる分野)

で広 く活用されるようになることが考えられる。

現在の運用自動化システムや業務機械化システム

が高度にかつ総合的に開発され、21世紀に向けて

情報通信化が一層進むことは間違いない。高度に

情報化されたコンピュータ統合の電力システムへ

と進化して行 くことが予測されるが、AIは このよ

うなコンピュータ統合システムの中心的役割を果

たすものと期待 される。
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■ 第5章
5.1は じ め に

宇宙開発におけるAl利用

現在、宇宙開発技術は年々その規模、質を向

上 しつつ、その内容 も開発から宇宙環境実利用

へ と様相が変化 しつつある。この流れに対応 し

て、NASA(米 国航空宇宙局) 、ESA(ヨ ーロッ

パ宇宙機構) 、宇宙開発事業団等の宇宙開発機

関では、システムの自律性要求の観点からAI技

術に対する期待を持つようになってきている。

特に有人による宇宙環境利用においては、宇

宙飛行士のよきパー トナーとしてAI技 術はなく

てはならないものとして位置づけられ、その検

討/開 発が進められている。ここでは宇宙実利

用時代へのアプローチとしてAIの 利用動向につ
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いて、宇宙 ステーシ ョン計画 を中心 に述べる。

5.2宇 宙 ステ ーション計画 にお けるA1利 用

宇宙 ステーシ ョン計 画 とは、90年 代 中期 に初期

運用開始 を目標 に、米国、 日本 、ヨー ロッパ、カ

ナダの国際協力によ り、恒 久的 な宇宙空間の有人

施設の開発 を進めている計 画で ある。 この計画の

中では、技術 的に可能 な範 囲において、段階的に

自動化、 自律化 を促進することとい う基本的要求

が、国際間で合意 され、それに基づ いて各国で開

発が進め られてい る。

さらにNASAは 、この宇宙 ステー ション計画 を、

将来 にお ける宇 宙AI開 発構想 の中の一連 のデモ

ンス トレーションの中に位置づ け、総 合的 な適用

を計 画 してい る。

5.2.1Alに 対 する要求

現 在宇宙 ステー シ ョン開発 において、AIに 対

し以下の ような要求が設定 されている。

(1)エ キ スパー トシステム標準化要求

宇 宙 ステー シ ョン計画 は、多数 の開発組織 に

よる並行 開発か ら成 り、各組織 のサブシステムご

とに、固有 のエキスパ ー トシステムが計画 され、

かつそれ らは運用段階 において段階的に拡張 され

るため、それらの統合管理お よび効率 的な開発 ・

運用が大 きな課題 となっている。'

現 在NASAの 宇 宙 ステーションの レベルnオ フィ

ス*)に て、エ キスパ ー トシステ ムの標準化 が進

行 中である。

標準項 目としては、

・各種呼称 の標準

・通信の標準

・サー ビス内容の標準

・ユーザ インタフェース標準

・言語標準

・開発 ツールの標準

紛 レベルllオ フィス:宇 宙ステーション計画全体のテクニカ

ルインテグ レーションの責任 を持 つ。
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等 を提案 している。

(2)発 展性要求

宇宙 ステー ション計画は、打 ち上げ後運用期 間

30年 を予定 してお り、 したがってその間に新たに

開発 されるAI新 技術 に柔軟 に対応す るため、現 シ

ステム設計 に対 し、以下の要求を設定 してい る。

す なわち、"宇 宙 ステー シ ョンの設計 において、

将来の段 階的自律化に対応で きるよう、十分 な余

裕(す なわち十分 なセ ンサー、アクチ ュエイター、

ソフ トウェアモニタ リング機能等)を 当初か ら組

み入れてお くこ と。"

5.2.2Al適 用検 討ステー タス

宇宙 ステーションに適用が検討 されているAI技

術 について、その検討ステー タスを以下に述べる。

(1)エ キ スパー トシステム

・スケジュー リングエキスパー トシステム

軌道上の作業計画 は、電力等の リソー ス制約、

クルーの活動時間等、数多 くの制約 を考慮 しな

が ら立案 される。 この作業 は、いままでマ ンパ

ワーで1日 の計画 を立てるのに1週 間程度 を要

していたが、今後宇宙 ステーシ ョンのような恒

久的な設備 の場合、エキスパー トシステムの利用

は必 至であ る。現在NASA、ESA、 宇 宙開発事

業団で個別 にプロトタイプに よる検討 が進 め ら

れている。

・故障診断エ キスパー トシステム

宇宙 ステーシ ョンの構成機器は、多種多様 、数

万種 に及び、軌道上の宇宙飛行士 による故障診

断 は極めて困難 と想定 で き、エキスパー トシス

テムの導入につい て検討が進め られ ている。

・クルー支援 エキスパー トシステム

宇宙 ステー ションではライフサ イエ ンス、材料

実験等多種多様 の実験が基本的 に一 人の宇宙飛

行士(ク ルー)に よって同時期 に並行 して行な

われる予定である。 それ ら実験の操作 の準備、

監視、結果判断に対 し、エキスパートシステムに

よる支援が必要 である。現在検討が進 め られ、
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プロトタイプによる評価が行なわれている。

(2)音 声理解技術の応用

宇宙ステーションにおけるクルーとコンピュー

タのインタフェースとして音声理解技術の応用に

ついて検討中である。基本的に、クルーのマニ

ピュレータ操作時における両腕拘束時、システム

メンテナンス時におけるワークステーションへの

コマンド入力に利用を考慮中。クルーは特定され

ているため技術的には、現存技術で応用可能であ

るが、さらに機器のコンパクト化を期待する。

(3)自 然言語理解

地上運用管制、および宇宙ステーション利用者

へのデータベースアクセスに対 し、応用を検討中

である。当面この機能の軌道上機器への搭載は、

考慮されていない。

(4)機 械翻訳

地上コンピュータにおいてNASAと の文書交換

等に対 し、和英/英 和自動翻訳システムを試使用

中である。現在の出力は、完壁なものではないが、

翻訳者の支援ツールとして一部活用中である。今

後 も地上においては辞書、性能、各種データの互

換性等の機能拡張が期待される。当面この機能の

軌道上機器への搭載は考慮されていない。

5.2.3今 後の技術的課題

宇宙ステーションでのAI適用検討において摘出

された、今後技術的に成熟を期待 されるキーテク

ノロジーを以下に示す。 これら課題は、宇宙ス

テーションのみならず、今後宇宙開発全般におい

ても、同様に成熟が期待 されるものである。

(1)安 全性/信 頼性保証方法の確立

有人宇宙機器において、その安全性/信 頼性は

すべて保証されなければならず、エキスパート

システム等AI技 術 もその例外ではない。安全性に

ついては、特に人間を介さないリアルタイムエキ

スパー トシステムについてはその推論結果が正 し

いか どうかの完全なる検証方法の確立が必要で

ある。
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(2)設 計 段階 における知識獲得方法

宇宙環境 におけ る知識 、経験 は、現在蓄積 中

であ り、未知 な要素が多 く、 したが って特 に故障

診断エキスパー トシステムの知識獲得 は、機器の

設計 ・製作 に並行 して実施 されることとな り、そ

のモデ リング手法 の確立、あるいは経験知識 とモ

デ リング知識 との結合手法の確立 が必要である。

(3)エ キスパ ー トシステムのポータビリテ ィ

現状の エキスパ ー トシステムは、ハ ー ドウェ

アに依存 してい るが、宇宙ステーションにおいて

は、コンピュータは標準化 された ものが搭載 され、

かつ将来的 には順次拡張 してい く予定である。 し

たがって地上で実証 されたエ キスパー トシステム

を軌道上 に置 き換 える際にそのポータ ビリテ ィが

強 く要求 される。

5.3宇 宙 開発にお けるAlの 要素技術

今後宇宙開発 におい てAIを 適用 して い くうえ

で、各分野 ごとに どのような要素技術 が期待 され

ているかは図表ll-3-21に 示 す とお りである。
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図表ll-3-21宇 宙 用人工知能における要素技術 開発項目 その1(◎:重 要項 目、 ○:必 要項 目、 △:オ プション)

A腰 素技術 開発環境 システム構築法 問題解決システム 言語情報処理 視覚情報処理 ロボティクス 状態推定用情報処理 その他

キーテクノロジ

宇宙用A1利 用分野
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1
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通
信

う
ト

7
ク

7

《

T

ζ
ン

知
的
C
A
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1
追跡

・

管
制

1.1追 跡における応用 ○ △ ◎ ○ ◎ △ △ ○ ○ ○ ○ ○

1.2追 跡管制用エキスパート

システム

△ ◎ ○ ○ ○ ◎ △ △ ○ ○ ○ ○ ○

1.3衛 星追跡管制への応用 ◎ ○ ○ ◎ ○ ○

1.4ミ ニシャ トルの航空管制への応用 ○ ○ ◎ ◎ ○ C

1.5衛 星 トランスファー ・

マヌーバーへの 応 用

○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

2
誘導

・

制
御
・

軌
道

2.1自 動軌道変換機能 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ △ ○ ○

2.2自 動軌道制御機能 △ ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ △ △ △ △ ○ △ ○

2.3自 動姿勢制御 ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ △ △ △ ○ ○ ○

2.4自 動指向制御 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ ◎ ○

2。5宇 宙飛行の最適探索 ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ △ △ ○ ○

2.6ラ ンデ ブ ドッキ ン グ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ △ △ △ △ ○ △ ○ ○ ○

3
運
用

3.1宇 宙機の自律化 ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

3.2ス テー シ ョン ・マ ネ ー ジ ャー
○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ △ △ ○ ◎ ○ ○ ○
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宇宙局人工知能 における要素技術開発項 目 その2(◎:重 要項 目、 ○:必 要項 目、 △:オ プション)
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4.1衛 星通信管制 への応用 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎

5
デ
ー
タ
処
理

5.1資 源探査データ分析への応用 ◎ ○ ◎ ○

6
ロ
ボ
ッ

ト
組立

6.1マ ニ ピュ レ ータ 、 ロボ ッ トの 応 用 △ △ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ △ ◎ ○ ○ △

6.2自 動製造 、自動組立技術 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ △ ◎ ○ ○

7
深
宇宙

7.1深 宇宙 における有効性 ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

8
信
頼
性
・

安
全

8.1飛 行安全管制への応用 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ △

8.2人 工衛星の故障診断 ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

8.3故 障診断 ・処理 システム ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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宇宙用人工知能における要素技術開発項目 その3(◎:重 要項目、 ○:必 要項目、 △:オ プション)

A腰 素技術 開発環境 システム構築法 問題解決 システム 言語情報処理 視覚情報処理 ロボティクス 状態推定用情報処理 その他
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設計

解
析

9.1宇 宙構造物の最適設計 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○

10
そ
の
他

10.1ソ フ トウ ェア ラ イ ブラ リ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○

10.2宇 宙技術者用辞書の整備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○

○

11
宇
宙
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

関連

11.1通信制御への応用 ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ △ △ △ △ △ △ ○ ○

11.2マ ニ ピ ュ レー タへ の 応用 ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ △ ○ △ △ ○ ○ ◎ ○ ○ ○

11.3設 計立案への応用 ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○

11.4保 守 、修繕作業支援 ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ △ △ △ △ ○ △

11.5実 験 支 援 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ △ ○ ○ △
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第1部Al技 術全体の動 き

■ … 一 全体像
AIという語によって指される領域は、きわめて

広 くまた多様である。そもそも 「人工的(Artifi-

cial)」に扱 うべき対象の 「知能(lntelligence)」ほ

ど、多様で豊富なものは存在しないといってもい

いであろう。 もし、人間のあらゆる知能活動がAI

の対象領域 となりうるのだとすると、およそあら

ゆる学問分野が含まれてしまうことになる。

研究 としてのAIは30年 以上の歴史を持つ と

いっても、既存の科学分野 と異なりまだまだ発展

途上である。その上に、この10年の間にその応用

が脚光を浴びるにいたり、AIの多様さをさらに広

げたが、これはある意味ではAIを さらに混沌とし

た状況に追いやったともいえる。

このようなAIの全体像を総括的に捉えようとす

ることは、あまりに野心的な試みであ り、無謀と

すらいえるかも知れない。 しかし、混沌としてい

るからこそ全体的な見取図が必要であることも、

確かである。図表皿一1-1で 示すAIの 全体像の

マップは、この必要に応えるためのささやかな最

初の試みである。

このマップの目的は、AI全体の見取図を与える

ことであると共に、この後で示す学習、協調型活

動支援機能、AIシ ステム化技術、お よび知的

CADと いう個別のマップの位置づけを与えるも

のである。ただし、ここでは品を構成する多様な

層の間の空間的な関係を図示することを目的とし

ており、個別マップと違って時間軸方向への変化

は表示 していない。全体マップでは、時間の経過

に対 してなるべ く不変な全体像の構築を試みてい
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るからである。

マ ップでは、知能、基礎科学、AI基 礎分野、

AI工学分野、対象分野、AI応用、という6つ の領

域を、4階 層に位置づけて表した。このうち、AI

基礎分野、AI工 学分野、AI応 用の3領 域がAIの

核を構成する中心部であり、他の3領 域(知 能、

基礎科学、対象分野)はAIに 関連する周辺領域で

ある。これらの間には、形式的に次のような相似

の関係がある。

① 「AI基礎分野」は、 「知能」を対象に 「基礎科

学」をベースとして用いて成立している。

② 「AI応用」は、「対象分野」を対象に 「AI工学

分野」をベースとして用いて成立している。

そして、もちろんAI工学分野はその科学的基盤

をAI基礎分野に負っているという関係がある。以

下でこの各領域について簡単に説明する。

1.1知 能

人工知能の根底には、当然のことながら自然知

能がある。自然知能とは主として人間の持つ知能

のことであるが、動物にも知能があるか、あると

したらそれは人間の知能とどのように類似 し、ま

た異なるか、という問題は、知能を考える上で1

つの重要な課題である。

それに対 し、機械による知能が可能か否か。AI

はそれが可能であることを前提としているともい

えようが、この問題 自身大きな哲学上のテーマで

ある。

マップでは、知能を構成する要素として、知覚、

記憶、認知、推論、学習、および行動をあげてい

る。ここでは、"人間の"とか"機械の"という修飾

を取 り去って、抽象化された対象 として知能が議
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Al応 用事例

↓
エキスパー トシステム 機械翻訳 知能ロボッ ト 自動プログラミング

CASE意 思決定支援 プラン ト制御 音声ワーープロ

自動翻訳電話 自動抄録DB意 味検索 知的CAD知 的CAI

グループウェア 知的ハ イパーテキス トX線 診断

自動走行車/船/航空機 プログラムディーリング ゲーム
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論できることを、暗に仮定 している。これらの項

目はまた、AI基礎分野の部分領域とほぼ対応する

ともいえる。

1.2基 礎 科学

ここで は、AIの科学的な基礎 を形成する諸科学、

あるいはAIに 深い関連 を有す る諸科学をあげてい

る。(JIPDEC-All989,P.57)

論 理

数

学:推 論の科学としてAIの重要な基礎を

構成する。

学:数 学基礎論は論理学と同様な意味で

AIの基礎となる。他の数学ジャンル

も種々の場面でAIに 関連 してくる

が、特に例えば確率統計は、不確実

な知識の取扱いや機械学習との関連

が深い。

計算機科学:AIは コンピュータ上に知能を実現す

るというアプローチをとるものであ

るから、計算機科学との結び付きば

本来的なものである。ある場合に

は、AIは計算機科学の一分野と見な

されることもあるが、また計算機科

学をアルゴリズムが明確な計算を扱

うものと狭 く解釈 し、AIをそれと対

照させる見方がされることもある。

哲 学:知 能についての分析やその機械化の

可能性についての考察は、歴史的に、

哲学者が取 り上げて きた問題であ

る。現在でも、機械に知能が可能か

どうかという議論に関して、多 くの

哲学者が関心を寄せまた発言 してい

る。AI自 身の否定につながる議論を

も含めて、AIは哲学の過去の遺産か

らなんらかの恩恵を受けているのと

同時に、現在のAIが哲学に刺激を与

えていることも確かである。
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言 語 学:チ ョムスキー流の言語理論はコン

ピュータ関連ではプログラミング言

語の設計や分析にも大きな影響を与

えたが、AIの主要な対象分野である

自然言語の理解については、当然の

ことながら従来の言語学と計算言語

学との相互交流が不可欠である。

心 理 学:知 能の中の項目としてあげた認知や

学習などのすべてのテーマは、まさ

に心理学の対象でもある。心理学の

持つ実験科学的な側面からも、コン

ピュータによるモデルで認知を研究

するというアプローチとは親和性が

高い。

神経生理学:特 に脳の神経回路網 と重みづけのメ

カニズムに学ぼうとするコネクショニ

ストの立場からは、関連が深い。

物 理 学:AIが 物理学と接点を持つ1つ の局面

は、AIが画像や音声認識、知能ロボ

ットといった分野に適用 される際

に、光学、音響学、力学、などを始

めとする物理学の諸分野に係わりを

もってくるという、自明のものであ

る。

しかし、さらに本質的な概念レベ

ルでの関係を持つ例 もい くつかあ

る。例えば、定性推論は、物理現象

を表現する数式モデルを、定性的、

記号的に解釈 しようとする発想であ

る。また、コネクショニスト・モデ

ルではスウピングラス ・モデルが活

用されている。

1.3Al基 礎分野

AIの 基礎理論や方法を、AI基 礎分野 としてあ

げている。いわば、AIの科学といえる。しかし、

前節の基礎科学の領域であげたような既成の諸科
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学 と比べ れば、その科学 としての基盤 は未 だ堅牢

な もの とはい えない。

ここにあげた諸項 目は、知 能の項 であげた よ

うなさまざまな知的能力の種類(例 えば、推論、

発想、学習な ど)に 対応 しているが、そのアプロ

ーチには大 きく分ける と記号主義(シ ンボリズム)

に基づ くもの とコネ クシ ョニ ズムの系統 の もの

との2種 類が認 め られ る(JIPDEC-AI1989,P.

58)。 探 索、演繹、非単調推論、 などが典型 的な

前者の例であ り、コネクシ ョニス トモデル という

名で総括的にあげたのが後者である。

また、 こ こにあ げた認知科学 は、1つ の項 目

とい うよ りも1つ のかな り大 きな領域 を指 してい

る。認知科学の 目指す ところは知能の理解 にある

が、AIに とって は関連す る諸科学 の1つ とい う

よりは、やは り直接 的に基礎分野 を構成す るもの

と考えられるので、 あえてここにあげている。

この中での新 しい動 きとして は、協調 問題解

決(本 部 第3章 では特 にその技術面 を論 じている

が、例 えばT.Winogradの 考 察にみ られ るような理

論的な論議 も盛 んにな りつつあ る)、 お よび、昨

年の調査(JIPDEC-AI1989)で も特 集テーマ とし

て取 り上げ、本部 第2章 で もマ ップを与 えて いる

学習、の2つ のテーマの研究の活発化が注 目され

よう。

1.4Al工 学 分野

AIの 実用的側面 は、 コンピュータ上に人間に近

い 知 的 能 力 を 実 現 す る こ と に よ り、コ ン

ピュータをより高度 で有効 なもの とし、かつ 人間

によ り融和 して役立つ ものにすることである
。 こ

の目的に沿って進め られている技術や ツール開発

を、ここではAI工 学分野 と規定 している。

1977年 にEFeigenbaumに よって提唱 されその後

産業界 に大 きなインパ ク トを与 えた知識工学 の概

念が、ここでの1つ の核 になるこ とは明 らか であ

ろう。
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また、AIに 基 づ く応 用開発のベースとして不可

欠なハー ドウェア としてのAIマ シンやソフ トウェ

ア としてのAI言 語(JIPDEC-AI1989,P.75-78)も 、

この領域における重要な項 目である。 さらに、比

較的新 しい話題 としては、ニューロチ ップやファジ

ィチップをあげることがで きる。

第4章 で述べ るAIシ ステム化技術 は、 これ ら

の工学的 な技術 やツールの統合化技術であ り、そ

の重要性 は高い。 また、第3章 の協調型活動支援

機能 も主 としてその技術 およびツールとい う面 を

取 り上げている。

1.5対 象分野

AIの 工学的側面の特徴の1つ は、その特性が

他の多くの工学(例 えば、電気、機械、土木、な

ど)の ように主として扱 う対象によって定められ

るのではなく、不特定な対象に対する手法の形態

として定められる点にある(そ の意味で、類似の

工学を探すとすれば、例えば制御工学などが近い

といえよう)。 したがって、AIの 具体的な応用

を考える際には、その対象分野があらためて重要

なファクターとなる。

AIの場合、可能性のある対象分野が特に広い。

典型的なものに、画像処理、音声処理、自然言

語処理、ロボティックス、などがある。これらは

古 くからAIの 基礎分野や工学分野 とそれぞれ結

び付いて、AIの 柱を構成 してきた。計画、診断、

制御、教育、などという対象のあげ方は、エキス

パー トシステムの分類上よく使われるようになっ

てきたが、広 くAI応用の対象 として同列に考え

ることができる。また、ソフ トウェア開発 という

対象分野がAIと 結び付いた結果としては、自動

プログラミングというこれも比較的古 くからある

ジャンルが存在する。

設計という対象分野は、特に今回の特集テー

マである知的CAD/CAMに つながるものである。

新 しい傾向を示す もの として、ヒューマンイン

づ
」]
パ
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タフエース、マルチメデ ィア、データベース、協調

作業、な どがあげ られるが、 これ らは第3章 で取

り上げる協調型活動支援機能 との関連が深い。

t.6Al応 用

前節 の対象分野で は応用 のクラスをあげたの に

対 し、ここでは具体的な応用事例 をあげている。

すなわち、各対象分野にAIの 工学的手法 を適用 し

た結果 と して生 まれ るのが、 ここにあげた個 々の

事例で あるといえる し、 また逆 にこの事例 を分類

する と対象分野 のそれぞれの領域にまとめ られる

ともいえる。

第llWtに おいて分析 されているアンケー ト調査

においては、エキスパー トシステム、機械翻訳 シ

ステム、知能 ロボ ッ ト、画像理解 システム、音声

理解 システム、 自然言語理解 システム という分類

の もとに、産業界に導入 されてい るシステムが集

計 されているが、それ らはすべて この応用の領域

に含め られるものである。

また、 「JIPDEC-AI1989」 のpp.156-214に は14の

事 例が紹介されている。

〈参考文献 〉

[JIPDEC-AI1989]ICOT'JIPDECAIセ ン ター編:

人 工知能の技術 と利用 －AI白 書一、日本情報処理

開発協 会,1989.

■ 第2章 学習
2.1学 習研 究のパ ラダイム

コンビュー一夕による学習研究は、図表 皿一1-2に

見 られるように、① ニューラルネットワークPteural

Network:NN)、 ② 記号学 習(SymbOlicLearriing:

SL)、 ③ 知 識依 存学 習(Knowledge-dependent

Ienning:XX)と い う3つ のパラダイム[Michalski

86]を 経 て発展 して きた。
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① ニューラルネッ トワー クは神経モデル とも呼ば

れ、初期知識 を小 さ くして、汎用の学習 システム

を結合係数 の学習 をもとに構築 してい く。パーセ

プ トロン[Rosenblatt58]、 パ ンデモニウム[SelfUdge

59]、 判 別関数[Nilsson65]を 用 いる方法等があ

り、パ ター ン認識 における決定理論手法や適応制

御 システム[Tsypkin72]へ と発展 した。進化的

学習[Fogel66]、 遺伝 的アル ゴリズム[Holland

75]の 研 究 もこの分野 に含める。 このパ ラダイム

は、最近、 コネクシ ョニス トモデル(Connectionist

Model)[McClelland87]と 呼 ばれるようにな り、

雑音のある例か らもロバス トに学習 し得 るところ

に特徴 があ る。

②記号学習では、ある概念集合 の記号表現 を、そ

の概念 を満足する正の例やその概念 を満足 しない

負 の例 によって学 習 してい く、帰納推論[Gold

67,Blum75]を 基本原理 とする。決定木の学習、

プロダクシ ョンルールの学習[Quinlan79]、 有 限

オー トマ トンの学習、意味 ネ ッ トワークの学習等

が代表的である。 このパ ラダイムで は、雑音 を含

む例 を許容す るか どうか[Angluin88,Laird8g]

で 、アルゴリズムが大幅 に異なって くる。

③ 知識依存 学習で は、事前 に定 義 した多 くの概

念、知識構造、制約、ヒューリスティクス等 を、シス

テムが対象 とす る領 域 固有 の知 識 と して保有 し

て、その学習 システムの問題解 決のプロセスで利

用 してい く。説明 に基づ く学習[Michell86]、

類似性 に基づ く学習、観測 による学習、発見的学

習が代表的 なものである。AM,EURISKO[Lenat

82,83]やCYCプ ロジェク ト[Lenat86]も 、 この

パラダイム を最大限に利用 しようとい う立場であ

る。'

以上 から明 らかなように、図表皿一1-2の 右 半

分(特 に、②)は 推論 中心の学習で あ り、同図の

左半分(特 に、③)は 知識中心 の学習である。推

論 のコス トに比べて、メモリのコス トが どん どん

安 くなっているので、従来の推論 中心の学習研究
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から豊富な知識を利用 した学習研究へのある種

のパラダイムシフトが起こりつつあるといえる。

今後の動向 として、コネクショニス トモデル

を中心とする並列分散処理モデルの研究が米国

や日本で流行 してお り、再び②や③から①への

パラダイムシフ トが見られる。すなわち、コネ

クションマシン上のコネクショニス トモデルの

図表IH-t-2学 習 研究のパ ラダイム シフ ト

知識依存学習

(KL)

事例 に モデルに
基づ く 基づ く
推論 推論

記号学習
(SL)

ノ

実験に典型的に見られるように、新たな技術によ

る学習研究の再構成、再構築が行なわれている。

さらに、図表M-1-2の 中心部に見られるように、

①～③それぞれの長短を見極めて、それぞれの長

所のみをうまく融合するハイブリッドリーズニング

の方式研究が盛んになりつつある。具体的には、

②と③を組み合せてシステム統合する研究が重点

的に行なわれているが、③ と①のハイ

ブリッド研究である事例に基づ く学習

[DARPA88]や 、① と②のハイブリ

図表111-1-3

演繹 ・帰納 ・発想推論 の機械化

類似性に
基づく学習

学習

(推論)

融合原理
の逆原理

説明に基
づく学習

モデル

推論

ッ ド研究 であるモデルに基づ く学習 に

も多大の関心が払われている。 この よ

うなハイブ リッド方式 を含めて、新たな

研究 シーズの発見が学習研究戦略全体

の見 直 しを迫 り、そ の中で学習研 究 の

実 り豊かな収穫 が期待 されている。学

習研究 の新た な展 開に ともない 、知識

情報処理 システムの3つ のボ トルネ ッ

ク(問 題定式 化ボ トルネック、知識表

現 ボ トルネック、知 識獲得 ボ トル ネッ

ク)の ブレークスルー技術 として、学習

研 究に対 してホ ッ トな視線[Cohen84,

Furukawa86,UAI89]が 注 がれている。

2.2シ ンボリズムとコネクショニズム

人工知能における学習研究を特徴づ

ける一大論争にシンボリズム対コネク

ショニズム論争がある。前節のパラダ

イム②や③はシンボリズムに、パラダ

イム①はコネクショニズムに属する。そ

こで本節では、この論争の含意すると

ころを考えてみよう。

シンボリズムとは、しばしばコネク

ショニズムとの対比において使用され

る。人間が心の中で行う知的な情報処

理の本質はすべて形式的操作の対象た

る記号概念で把握することができる、
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という主義で ある。 シンボ リズムは、人工知能研

究 を支えるパ ラダイムの1つ で、人間の知性の本

質である問題解決 ・推論能力はすべ て記号処理過

程 として表現 し、かつ操作で きる という主張で も

ある。 したがって、その ような記号処理過程 はコ

ンピュータの中で実現で きる とする立場 とつなが

る。コ ンピュー タが取 り扱 う情報は、符号情報、

手続 き情報、論理情報、パ ターン情報 、感性情報

と着実に人工知能の方向に進展 しつつある。人工

知能はシンボ リズムの記号処理 アーキテクチャへ

の適用であ り、 シンボ リズムはこの ような多種多

様 な情報 もシンボルで表現、獲得、利用で きる と

す る。 実際 、 演繹 的 な推 論 の み な らず、帰 納

[Shapiro81,82]や 類 推[Winston80,Haraguchi86]

とい った従来 は人間に しかで きない と思われてい

た高次推論[Jinkou87,Furu-kawa88]が 、最近で

は記号処理言語 を用いて、種々の問題解決 ・推論

システムにおいて実現 されつつある。

しか しなが ら、最近では、シンボ リズムの限界

が明らか にな りつつあ る。帰納、類推や仮説推論

[Poole85]と い った高次推論 をシンボル として

処理で きる ことが次々 に実証 されて きたが、新 た

に計算量 の壁 とい うバ リヤー[Laird89]が 派 生

した。現在、知識表現の クラスと計算量 との関連

が 各種 学習 アルゴリズムを素材 に調べ られている

が、残念 なが ら効率的 アル ゴリズムが適用可能な

知識表現の クラス[Valiant84]は 驚 くべ きほ ど小

さい。 そこで、 このような計算量の壁 を破る方策

が、並列推論 との関連[Miyao88,Mayr88]や コ

ネクシ ョニズムとのハイブリッドリーズニングとの

関連で研究 されている。

これ に対 して、コネクショニズム[McClelland87]

は 、 単純 な情 報 処理 ユニットが 高密 度 の コネク

ションをな し、特定の中枢情報処理ユニ ッ トな し

で、興奮性 ・抑制性の コネクシ ョン経 由の相互作

用 を行 ない、全体 として複雑 な知的情報処理を実

現する機構の研究 であ る。認知科学、神経科学 と
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人 工知能 との接点 から生 まれつつある新 しいパ ラ

ダイムで、伝統 的人工知 能の領域 に、あ る種 の

パラダイムシフ ト現象 を起 こ しつ つある といわれ

る。 コネクショニズムのフォーマルなモデルが コネ

クショニス トモデルで、ネットワークに よる知識表

現、記憶事例 に基づ く推論、学習 による知識獲得 、

神経回路網の ような興奮 ・抑 制の伝播 、超並列 ・

超密結合可能性、故障や ノイズに対す るロバ ス ト

ネスで注 目されている。

巡 回セ ールスマ ン問題 というNP完 全 な問題 を、

コネクショニス トモデルに基づ く学習 アルゴリズム

の一種で あるホップフィール ド・モデル[Hopfield

86]で 、 多項式時間で準最適解が得 られる ことが

分 か り、コネクシ ョニズムが 一躍 注 目され るよ う

になった。コネクショニス トアーキテクチ ャは知

識 を分散表現す ることも可能な並列処理アーキテ

クチャである。その学習 アルゴリズムと して最 も

多用 されるのは誤差逆伝播 学習[Rumelhart86]

で あ り、 ロボ ッ トの制御や文字や音声 の認識 ・合

成等 の分野に、多 くの応用例が続出 しつつある。

三次元空間の認識 ・理解、認知情 報処理モデルへ

の適用 のような新 しい分野への適用には、競合学

習の一種であるネオコグニ トロン[FUkushima75]

等 の 問題 に応 じたよ り適切 なモデル選択が必要で

ある。あるいは準最適解か らの脱出に も、相互結

合 型 ネッ トワー ク学習 であ るボ ルツマ ンマ シ ン

[Ackley85]等 の 新 しい学習アルゴリズムの利用

が必要である。 しか しなが ら、コネクシ ョニズム

も 『どうい う知識表現 のクラスに対 して、 どうい

う学習 アルゴリズムを適用 した ら、 どういう計算

量 になったのか」 を明 らか にす る姿勢を貫か ない

と;パ ーセプ トロンの悲劇[Minsky69]の 二 の

舞 を演 じる可能性 がある。

2.3演 繹 ・帰納 ・発想

現在の人工知能研究はほとんどシンボリズムの

立場で、かつフォンノイマンマシン上で実現され
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てい る。 したが って、上記2.1節 ② の研 究動 向 を

詳述 してみよう。

推論 を行 な う主体が、人 間であれ機械であれ、

「どの ような前提 から、 どのような推論規則を適

用 し、どのような帰結が得 られるか」 により、一

般に推論は演繹推論、帰納推論 と発想推論のタイ

プに分類[Popper59,Yonemori81,Furukawa86]

され る。 ここに演繹推論 は、それににより得 られ

た帰結は必ず正 しいが、与え られ た知識 の枠 を超

えない分析的 な推論 の一種である。これに対 して、

帰納推論や発想推論 は、それによ り得 られた帰結

は必ず しも正 しいとは限 らないが、時 に有用であ

り、与 えられた知識の枠 を超える拡張的な推論の

一種である
。

演繹推論で は、与 え られ た前提 に対 して、前

もって決め られた推論規則 を適用 し、帰結 を導 き

だそうとす る。数学の証明等で は一階述語論理 と

いう古典的演繹論理が仮定 され、一個以上の真 と

見なされる公理集合か ら、帰結の一種である定理

が真であることが、融合手続 き[Robinson65]を

経 て、証明 されてい く。帰納推論 では、与え られ

た真 と見なせ る経験的事実の集合か ら、その底 に

横たわる一般的知識である推論規則 を推 測 してい

く。帰納推論は、例題 と して与 えられた観測事実

を説明する一般的知識 を、仮説 として推測 してい

く過 程 と と らえ る こ と もで き る。 発 想 推 論

[popper5g,Yonemori81]で は、経験的知識であ

る観測事 実 と一般 的知識で ある既知 の公 理 とか

ら、未知の知識である仮説(理 論)そ の ものを推

測 してい く。 そこでは、与 えられた観測事実の集

合を説明する適切 な仮説 を、 どのように生成 して

い くかが根本問題 となる
。

演繹推論 ・帰納 推論 ・発想推論 をシンボリック

処理 しようとする とき、図表 皿一1-3に 見 られる

ように、融合 原理[Robinson65]
、 モ デル推 論

[Shapiro81,82]、 類 似性 に基づ く学習[Winston

80,Haraguchi86]が 推 論エ ンジ ン実現のキー概念

95

で ある。何故 なら、それ らは演繹 ・帰納 ・発想 に

基づ く推論エ ンジ ンを実現す る際 の基本的なアル

ゴリズムを、既存 のコンピュータの中で実現可能 な

形式 で明確に提示 しているか らである。融合原理、

モデル推論 、類似性 に基づ く学習 の相対概念が、

それぞれ融合原理の逆原理[Muggleton88]、 仮

説推論[Poole85]、 説 明 に基づ く学習[Mitchel

86]で あ る。 これ らは既 存のコンピュータの中で

明確に実現可能であ るが、図表m-1-3に 見 られ

る ように、それぞれ帰納 と発想、発想 と演繹 、演

繹 と帰納 をリンクするハ イブリッ ドな推論エ ンジ

ン実現のキー概念 となっているこ とも興味深い。

なお、 ここに出現する概念の説明は昨年 の報告書

[IJAI89]や 参 考文献[Muggleton88,Poole85,

Mitchel86]に 詳 しいので、参照 されたい。

2.4将 来動向

学習研究のパラダイムシフ ト、シンボリズム

とコネクショニズムの論争、演繹 ・帰納 ・発想推

論の機械化 という学習研究を見据える3つ の視点

を通 して、さまざまの学習研究が生まれたことを

概観 してきた。 より専門的に原典にあた りたい

人々のために、本当の意味でオリジナルといえる

基礎研究を、マップ形式で出典を示 したのが図表

皿一1-4で ある。同図で引用されている原典はす

べて参考文献に参照されている。図表IH－ ト4の

1990年代以降の展開は学習研究の潮流の1つ の予

測であ り、新 しい技術の独創にともない、全く新

しいオリジナル研究が生まれるかも知れない。そ

こで、ここではよりマクロに将来世代コンピュー

タの予想 を打ち立て、学習研究技術マップのまと

めとしたい。

コンピュータと人間の能力比較 をすると、記憶

のメカニズムは人間の方が複雑で高級であり、記

憶の正確さはコンピュータの方が優れてお り、処

理能力はコンピュータの方が単純かつ明確なもの

に対 して高速で正確である。また、判断のメカニ

'
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演練推論

帰納推論

発想推論

学習研究支援環境

1950年代以前

パ ー セプ トロ ン

(Rosenblatt58)
パ ンデモ ニ ウム(Selthdge59)

アリストテレス形而上学

三段論法

ポパ ー の推測 と反 証

(Popper59)

パー スの アブ ダ クシ ョン

(Peii℃e1839-1914)

Lisp

1960年 代

ミンスキ ー批判(Minsky69)

判 別関 数(Nilsson65)

進 化的 学習(Fogel66)

融合 原理(Robinson65)

極限 としての 同定(Gold67)

1970年 代

適 応制 御 シス テム(Tsypkin72}

神経 回路 網 モデ ル(Arnari78)

ネオコグニ トロン(Fukushima75)

遺伝的 アルゴリズム(Holland75)

Meta-DENDRAL(Buchanan78)

AQVALプ ログラ ム

(Michalski75)

ID3(Quinlan79)

閉世 界仮 説(Reiter78)

帰納推論の数学理論(Blum75)

一般 イヒ(Plotkin70)

ARCHプ ロ グラム(Winston75)

Prolog

部 分計 算

関係 デー タベ ース

1980年 代

PDP(McClelland87)

ホ ップ フ ィー ル ド ・モ デ ル

(Hopfield86)

誤差 逆伝 播学 習(Rumelhart86)

ボ ル ツマ ンマ シン(Ackley85)

AM(Lena【82)

EURISKO(Lenat83)

CYCプ ロ ジェ ク ト(Lenat86)

構 成的 帰納 法(Langley80)

暗黙 推論 、 非単 調推論

常 識推 論(McCarthy80,

LifschitZ85}

定性 理論(Bobrow84)

モデル推論 アルゴリズム

(Shapiro81,82)

説明 に基づ く学 習(Mitchell86)

融合 原理 の逆 原理

(Muggleton88)

帰納 推論 と計 算量(Valiant84)

学習 プ ロ トコル(Laird89)

雑音 の あ る世界 での学 習

(Angluin88)

仮 説推 論(Poole85)

ア プ ダク ション と して の解釈

(Stickel88,Hobbs89)

類推(Winston80)

構 造写 像(Genmer80)

類推 システ ム(Haraguti86)

事例 に基 づ く学 習

(DARPA88)

CP,PARLOG,GHC

Prologの 部分 計算

ハイパーメディア

オブジェク ト指 向

1990年代以降の展開

視聴覚情報処理、ロボ ット、

制御への応用

ハイプリッ ドリーズニ ング

ヒューリステ ィックスの学習

電 子化知 識 ベー ス

記号学習と知識依存学習の融合

自動 クラスタリング

高次推論への適用

暗黙知(Polarlyi80)の機械化

常識推論の知識コンパイル

深い知識 と浅い知識の融合

アルゴリズ ミック ・デバッガ

例からのエデ ィタ ・デバ ッガ

各種推論能力の形式的統合

説明に基づ く学習 と類似性に

基づ く学習の融合

多項式時間アルゴリズム

(実時間処理)
オラクルの改良

雑音下での自動クラスタリング
ニューラルネットとの結合

発想推論への展開

発見システム

自然言語の解釈生成

類推検索
アイディアプロセッサ

構造写像エンジン

不完全情報への適用(不完全問題
の解決)

事例に基づく学習研究の応用

並列推論マシン

高速メタプログラ ミング

コンパイラコンパイラ

リフレクション

協調型エージェン ト指向
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ズムは人 間の方が複雑 で高級 であ り、判断 の ス

ピー ドはコンピュータの方が高速 とい った特徴が

ある。情報伝達、機能 回復力、創造性 において も、

それぞれ長短がある。 コンピュー タの歴史 は真 空

管、 トランジスタ、IC、LSI、VLSIと い った素子 の

進化で特徴づ けられ、それぞれ第1世 代、第2世

代、第3世 代 、第35世 代、第4世 代 コンピュー

タといわれる。その基本原理はすべて プログラム

内蔵、線形番 地記憶 、逐次処理 に基づ くフォンノ

イマン方式 である。電子の移動速度 の限界 とい う

素子技術の壁が見 え始めた現在、新たに並列分散

処理アーキテ クチャを基本 とす る非 フォンノイマ

ン方式 に基づ く第五世代 コンピュー タを研究開発

することは極 めて有意義 なことと認識 され、実際、

1982年 以 降各種 プロジェ ク トが推進 されて きた。

コンピュータの世代 の急速 な進化のなかで、 コ

ンピュータが取 り扱 う情報処理媒体は、符号情報、

手続 き情報 、論理情報 、ファジ ィ情報、パ ターン

情報、感性情報 と着実 に知識情報処理指向の方向

に進展 しつつある。す なわち、よ り柔 らか く、 よ

り協調的、 よ り創造的 な知識情報処理がで きるよ

うに、コンピュータは進化 しつつある。 その よう

な研究開発の流 れの なかで、 シンボ リズムに基づ

くシンボリックコンピュータとコネクシ ョニズム

に基づ くニューロコンピュータについてそれぞれ

の長短が、現在、次第に分か りつつあ る。人間の

頭脳 とい う存在証明をモデル とす るバ イオコンピ

ュー タの実現 に向けて、人間はあ りとあ らゆる叡

知 を結集 し、今後 と もさ まざまなアーキテクチャ

のニューロコンピュータ、ファジィコンピュータ、シン

ボリックコンピュータを実現 し続 けるであろ う。将

来世代知識 システムは、最終的には ヒューマ ンイ

ンタフェースの優れた コンピュー タをフロン トエ

ン ドと し、個 々の専用機能は問題向 きのバ ックエ

ン ドコンピュー タが処理する最適機能分散 システ

ムと して実現 されるであ ろう。 しか しなが ら、当

面 の 研 究 開 発 課 題 と して 、 図 表 皿 一1-5

[Kunifuji87]に 示 され たコネクシ ョニズム とシ

ンボ リズムのハイブリッ ドアーキテ クチャを検討

することは、極 めて有意義 なことであ り、実際そ

のような研究戦略 も、現在、各方面か ら提案 され

つつある。
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庄 章
3.1は じ め に

協調型活動支援機能(CSCW)

コンピュータと通信技術の融合によって、豊か

な可能性を持った新 しい情報処理メカニズムが生

まれつつある。そのインパクトは非常に大きく、

1990年代の経済 ・社会的な組織のあ り方は、これ

により決定的な影響を受けるものと考えられる。

すでに、1980年代の後半からLANやISDNの 普及

によって、コンピュータ・システムのネットワーク化

が急速に発展 してきたが、そこでのネットワークの

役割は、ファイルを共有 したり、プリンタなどの周

辺機器を共有 したりするためのものであるか、あ

るいは、中央の大型コンピュータと各所に分散さ

れた小型機とを結んでデータをやりとりするため

のものであるとしか考えられていなかった。

しかし、技術革新、高度情報化、国際化、生活の

高度化などに基づ く、経済的 ・社会的構造の変化

と、半導体技術の進歩によってもたらされた高性

能のパソコンやワークステーションの普及によっ

て、ネットワークの存在意義は飛躍的に高まり、

まった く新 しい視点から見直されなくてはならな

い状況になっている。その見直しの核になる概念

は、高い自律性をもって行動する主体(エ ージェ

ント)が 相互に作用 しあいながら、集団で創造的

な活動にあたる協調型活動とその支援技術(コ テ

tOO

クノロジー)で ある。

ここでいう主体、すなわちエージェントと、そ

の集団にはさまざまな規模、さまざまな機能のも

のが考えられる。最もミクロなものとしては、M

ミンスキーの"TheSocietyofMind"に 述べられてい

るような、知能を含めた心的機能を具現化する

エージェントの集団があり、逆に最もマクロなも

のとしては、現在その構築が進行中の企業間ネッ

トワー クで 連 結 され た 企業 集 団 が あ る。

しかし、最も典型的なものとしては、暫定的なタ

スクフォースとして編成される専門家の集団、す

なわちワークグループがある。

こうした集団におけるネットワーク化の意味を

明らかにするため、企業間ネットワークの場合を

例にとって見てみよう。`'企業間ネットワークは、

企業と企業、企業 と市場といった異なる主体の間

の相互作用を通 じて互いに影響を及ぼしあう。参

加する主体の数や種類が増えれば、それだけネッ

トワークが獲得する情報は量的にも質的にも増加

する。また、いったん獲得された情報は多重利用

が可能であるばかりではなく、多様な結合関連が

可能である。異なる主体が同一の情報の集合を同

時に利用する場合、そこからどのような意味を引

き出すかは必ず しも同じではない。ネットワーク

に参加するメンバーが多ければ多いほど、それだ

け多様な意味や価値が創出される可能性が増大す

る。そ して次 に、それらの意味や価値はネッ ト

ワークを通 じて再び還流し共有化される。このよ

うなダイナ ミックなプロセスを通 して、企業間

ネットワークは単独の企業よりもはるかに多 くの

シナジー(相 乗効果)を 生み出す機会に恵まれる

ことになる。"[寺本90]こ のように、ネットワー

クが多種多様な情報や知識を結合 ・連関させるこ

とによって、新たな意味や価値 を創造することを

ネットワーク・シナジーと呼ぶ。[同 上]

ここで注意 しなければならないことは、ネット

ワーク ・シナジーが効果的に形成されうるために
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は、ネットワークの構造がそれに適 したものでな

ければならないことである。これを企業内の組織

形態のあ り方として考えてみると、従来の典型で

あるピラミッド型の組織では不十分で、以下に見

るような、新しい意味でのネットワーク型の組織

にならなければならない、ということである。ピ

ラミッド型組織は上意下達で、均質的な製品を大

量生産、大量販売するのに適 した構造であるが、

市場などの細かい変化をとらえて、多品種小量生

産のような分散的な活動を行なのには適 していな

い。"新 しいネットワーク型組織の特徴は<1>

指令にしたがって動 くだけではない、自ら判断す

る知的労働者で構成される、<2>複 数本社制な

どをとり、意見決定なども一元的ではなくなる、

<3>組 織は暫定的な 「タスクフォース」型とな

る、などである。"[日 経産業88]こ れら2つ の組

織を比較すると図表IH-1-6の ようになる。

図表lll-'1-6「 ピラミッ ド型」組織 と 「ネッ トワーク型」組織の比較

3.2CSCW/グ ル ー プウェア

ネ ッ トワー ク型組織 にお ける タスクフ ォー ス

的な活動単位 をグループ とい うが、この グループ

におけるコンピュータの役割 に焦点 を当てた新 し

い研 究分野が、CSCW(Computer-SupportedCoop

erativeWork)で あ る。CSCW研 究 の動機 となって

いるのは、一方 では、前節で述べ たような、経済

的 ・社会的な傾 向に基づ く、グループ内相互作用

に対する関心で あ り、他方では分散処理 、ネット

ワーク ・ファイル ・システム、電子 メール、高帯域

通信 回線な どの技術進歩である。

グループウェアは、CSCW研 究 の成果 を利用 し

た、グループ作業支援用の ソフ トウェア(場 合に

よってはハー ドウェアを含める)の ことである。

グルー プウェアとい う概念が生 まれたのは70年 代

であるが、それが一般的 になったのは80年 代 の後

半か らである。特 に、1986年 と88年 にACM(米

国計 算機学会)の 主催で

CSCWの コ ンフ ァラ ンス

が 開催 されたこ とに よっ

同質性が強い

階層的

効率追及

固定的

半永久的

定量評価

構成員

構成員の関係

ねらい

組織の境界

組織の寿命

評価基準

異質

同士的

変革の実現

柔軟

短期的

定性評価

て、情報処理の先端的な

課題の1つ として広 く注

目を集めるようになって

いる。

グループウェアのあ り

方を考える上で見落とせ

ないのは、これか らのグ

ループ作業が素手の個人

が複数集 まって行なわれ

るものではなく、それぞ

れが固有のワークステー

ションないしパ ソコンと

不可分的に組み合わされ

た人々の集まりになると

いう事実である。この事

実は、グループウェアの

可能性 を広げるものであ
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ると同時 に、その制約 ともな りうるものである。

例 えば、可能性の1つ として、 そのWSあ るいは

PCを 本人の代 理 として作業 に参加 させ ることも、

場合 によっては考 えて よいか も知れない。 また、

制約 となるか も知 れない場合 と しては、そのWS

が利用 したい グループウェアに対 して互換性 を持

っていないケースなどが考え られ る。いずれにせ

よ、 コンピュータによって能力 を拡張 した個人の

集 まりが 、グループウェアによって、 さらに集 団

と しての力を高める可能性があることには間違 い

が ない。

現在、 グループウェアの主な適用分野 とみ られ

ているのは、プログラムな どの製品の共同開発、

グループ意思決定 、文書の共同執筆や共同編集 ・

校正 、作業者 間のや りとりのコーデ ィネーシ ョン、

会議 システムなどである。 これ らのそれぞれにつ

いて、すでにい くつかの具体化例が存在 してお り、

商品化 されている もの も少な くない。

グループウェアに対するCSCWの 関係 は、ソフト

ウェアに対す るソフ トウェア工学な らびにAIと の

関係 に等 しい ものとみ ることがで きる。すなわち、

CSCWは グループウェアの基盤技術 ならびに基盤

科学であ るとい うことがで きる。 グループウェア

の基盤技術 としてみ たCSCWの 主 な要素技術 をあ

げ ると、グループワーク ・モデル化技術、メッセー

ジ構造化技術 、データ(デ ータベース)共 用化技術、

ハ イパーテキス ト技術 、共同ウ ィン ドウ制御技術 、

高速マルチメデ ィア技術 な どが ある[石 井90]。

グ ルー プワーク ・モデル化技術 は、 グループ作業

における人対 人の相互作用のあ り方 をモデル化 し

た枠組 に従 って、仕事上のや りとりが順調に進行

するよう誘導す るための技術である。 この場合、

人対 人の関係 をモデル化する研究は、基盤科学 と

してのCSCWが 扱 うもので、AIに おける協調型問

題 解決 の研 究 と密接 につなが るものである。

この例に もみ られ るように、CSCWの 研 究 はAI

と完全 に重 なる部分が多 く、AIに 新 しい応用の可
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能性を拓 くものとみることができる。 しかし、AI

にとってのCSCWの 意味は、単に応用の面にのみ

留まるものではなく、新しく研究の視野を広げる

ための案内者としての面も期待される。この視野

の拡大には、2つ の方向が示唆されている。その

1つ は、個の知能から集団の知能へという研究対

象の拡大であり、もう1つ は、マンマシン・インタ

フェースを独立の人間と独立のマ シンの間の関係

としてみるのではなく、人対人の関係を媒介する

役割 をもつマシンと、その支援 を受ける人間 と

の間の関係 として見直す という研究視点の転換

である。

従来のコンピュータ支援技術が個人単位での生

産性向上を目標にしていたもの とすれば、CSCW

はグループ単位での生産性向上を目標にするもの

といえる。個人の知的活動のメカニズムを扱う学

問は心理学であ り、従来のAIは心理学から多 くの

知見を得てその活力源 としてきた。これに対 して、

人間集団の活動メカニズムを扱 う学問は社会科学

であり、CSCWは グループ活動の性質を理解する

ために社会科学を利用する必要がある。これは、

'88年の第2回CSCW国 際会議での結論として、特

に強調されたところである。このような、個人の

枠内の現象から人と人との相互作用にみられる現

象への関心の移動は、従来型のAIの域内にもみら

れるもので、自然言語理解における構文解析 ・意

味理解から言語行為へ という興味の推移はその一

例である。

次に、マンマシン ・インタフェース(MMI)

についてみると、従来のMMIで 扱 う表現の範囲

は、マシンが扱う世界に対応するものであ り、し

たがって適当に制限を設けることが許された。そ

れに対 して、CSCWの ためのMMIで は、そうした

制限をお くことは、そのまま人対人のコミュニ

ケーションにおける制約となるため、できるだけ

なくすようにする必要がある。 しか し、この場合

には、人間が表現したものすべてをマシンが理解
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する必要はなく、その意味が損なわれないかたち

で、別の相手に渡されればよい。ここに、新しい

MMIが 成立する可能性がある。

3.3CSCW技 術 の概要

3.3.1シ ス テム ・モデル

グループウェアが実行 される システムの基本型

は通信 ネッ トワー クで接続 された個人専用 ワー ク

ステー ション群である。各 ワークステーションは、

当面のオペ レーシ ョンに関係す るデータの うちの

かなりの部分 を保有 して各自の処理を行ない、必

要に応 じてその内容 をさまざまなイ ンタフェース

とさまざまな ビューを介 して表示 できるようにな

ってい る。グループの メンバーは、それぞれ1台

のワークステーシ ョンを専有するもの とす る。

グループ作業が実現 で きるための基本条件 は、

そのメンバ ー間でのコ ミュニケーションが可能 に

なっていることである。 ワークステーシ ョンの も

つ記憶機能 とデ ィスプレイ機能、それ らを結ぶ通

信ネッ トワー クは、時 と場所 を同 じくしなければ

ならないとい う、面談 によるコミュニケーションの

制約 を大幅 に軽減 した、新 しい コミュニケーショ

ン手段 を提供す るものであ り、 また、その計算機

能 とあい まって、面談の場合 にもそれ を補 強す る

効果 をもた らしている。 これ らの手段 や効果 を具

体化す る手法 を示す と、次 のようになる[Bair89]。

・面談の補強:

a.ワ ー クステーシ ョン機能の活用

・場所の分散化:

a.端 末 の接続

b.ス クリー ンの共用

c.テ レビ会議

・時間の非同期化:

a.メ ッセージ交換

b.フ ァイルの共用

c.コ ンピュー タ会議方式

これ らの手法 は、そ れぞれ実現 で きる相互作
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用 の密度に差がある。 したがって、必 要 とする協

調 関係の レベ ルに応 じて、適用す る手法を選ぶ こ

とが必要である。この協調 関係の レベ ルとしては、

次の4段 階がある。

A.告 知 レベ ル:

一 方的 に情報 を送 るだけの 関係 で
、送 り手

と受 け手の直接的 な接触 を必要 とせず、 コ

ミュニケー シ ョンはブロー ドキャス ト的 な

方法 で非同期 であって もよい。

B.調 整 レベル:

話 し合いに よって物事 の順 番や関係 を適 正

な もの に し合 う関係 で、両者 間に面識が あ

り、情報 や資源 を共有す るため直接 の接触

があ るこ とが必要。 目標 は別 に して、利害

や帰属 が一致 していることが前提。

C.協 働 レベ ル:

同 じグルー プで対話的 な接触 を もって、共

通 目標 の達成 を目指す関係。両者間 に上下

関係 があって もよ く、 コ ミュニ ケー シ ョン

にある程度 の偏 りがあって もよい。

メ ンバ ーは、複数 のグループに所 属 してい

てもよい。

D.協 調 レベル:

グ ループ全員が個 人の利害 を超越 して、平

等 の立場で緊密 な連携 プ レイをす る関係。

成果 はグループ全体 と して評価 され、意思

決定は グループのコンセンサスに基づいて な

され る。高密度の コ ミュニケー シ ョンが必

要。

明 らかに、Dレ ベ ルの作 業には、対面的な接触

が必要である。現在 のグループウェアの多 くは、

Cレ ベルの作業 を支援する ものである。

3.3.2実 現 化技術

(1)グ ル ープワーク ・モデル化技術

複雑 な議論 をす る場 合、話の筋 道が見失 われ

て迷路 に落ち込 むことが少な くない。 また、電子

メールで断続的 なや'りと りをしてい ると、い くつ

、
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かの話が混線 してしまうことがある。グループ作

業を順調に進めるためには、こうした事態は極力

避けなければならない。そのため、やりとりの流

れをモデル化 し、それに基づいてコンピュータに話

の道案内をさせる方法が提案されている。

このためのモデルは、人間のある局面での行動

様式から導かれているものが多い。例えば、電子

メールによる対話の制御には、言語行為の構造に

ついての理論から得 られるものが用いられてい

る。また、議論の制御には、組織内の原則として

培われた討論ルールが応用されたりしている。

(2)メ ッセージ構造化技術

ワークステーションを使いこなすためには、か

なりのコンピュータ知識が必要である。これはグ

ループウェアの普及の障害になるものである。そ

こでコンピュータの使い方を制限して定型化 し、

少 しの知識で楽に使えるようにすることが望まれ

る。 しかし、利用者の工夫である程度自由にいろ

いろなことがで きる余地を残すことも大切であ

る。このために、半構造化されたメッセージを用

いる方法などが提案されている。

(3)デ ータ(デ ータベース)共 有化技術

ファイルの共有は、メッセージ交換 と並んで重

要なコミュニケーション手段である。ファイルは、

普通データベース ・システムによって管理 されて

いるが、従来のDBシ ステムは事務処理向きに作

られているため、CSCWの 用途には必ず しも適さ

ない。例 えば、設計作業で扱 うデータは各要素が

込 み 入 っ た 関 係 で結 ば れ 、複 雑 な 構 造 を

持っている。こうしたデータについて、その一部

を切 り出 して共用する機能は通常のDBシ ステム

には見当たらない。グループ作業の内容は多種多

様であるので、DB機 能もそれに合わせてできる

だけフレキシブルである必要がある。

データ共用の観点か ら特に重要なDB機 能とし

ては、アクセス制御と並行性制御のものがある。

しかし、これらについては協調作業の観点から十
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分 な検討 がなされた例が少 なく、今後の大 きな課

題 となっている。 この他、共用上の ポイン トとな

る項 目 としては次 のようなものがある[Greif87]。

デ ータの粒度(フ ァイルの読み書 きにおける最小

デ ー タ単位)、 機 能の拡張性 、一過 的な操 作機

能、インヘ リタンス、オブジェクト・リンキング、

連想 アクセス、ビュー、ヒス トリー管理、 トリガー

などである。 これらの機能が網羅的にサ ポー トさ

れているシステムは、 まだ見当たらないようであ

る。

(4)ハ イパーテキス ト技術

知的作業 の過程で生 まれた り、使 われた りする

多数 の情報(テ キス ト、音声、画像 など)を 、そ

れ らを必要 とす る状況 の都合に合 わせて多重の構

造 を与 えて管理す るように した ものを、ハイパー

メデ ィアとよび、その情報がテキス トのみに限定

された もの を、特 に、ハイパーテキス トとい う。

ハイパーメディアは、ディスプレイの1つ の ウイン ド

ウで表 示で きる大 きさの情報 を単位(ノ ー ド)と

し、必要に応 じて ノー ド間にポインタ(リ ンク)を

張 って構成 され る。 ノー ドや リンクは、目的別に

自由に付けた り、外 した りで きる。 リンクによっ

てで きるネッ トワークの構造は、 ブラウザ とい う

機能 によって ディスプレイ上 に映 して見 るこ とが

で きる。情報 内容 を見 るためには、このネットワー

ク表示 を使 って指示 した り、キーワー ドや属性値

で指定 した り、 リンクをた どった りしてみ る。

ハイパー メデ ィアは必ず しもグループ作業 を意

識 したものではないが、それ に好適の ものである

ことは明 らかである。問題 は共用のための条件が

満た されているか どうかである。

(5)共 用 ウィンドウ制御技術

対面式 の会議 では、黒板 などの表示 は全員が同

じもの を見 られ る よ うにな っ てい る。 これ を

ディスプ レイで代用す る場合 にも、同 じ原則が守

られ るのが望 ましい。 この場合、複数の参加者が

同時 に操作 を掛ける と問題が起 きるので、それを
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制御するための工夫が必要になる。

(6)高 速マルチメディア通信技術

自然で高度なコ ミュニケーションを行 なうた

めには、音声や動画像が必要になる。このために

は、大容量 ・高速の通信回線や情報圧縮などの技

術が前提になる。

3.4グ ル ープウェアの現状

3.4.t概 況

CSCW'86へ の参加者が約300名 で あったの に対

して、CSCW'88に は467名 が 参加 したこ とか らみ

て も、その関心の高 まりぶ りが うかがわれる。 し

か し、国別 の参加者数 をみる と、'88で 米 国が392

名 と完全 に一極集中の状況 にある。 ちなみに、わ

が国か らは2名 であ った。

研究 開発 レベ ルでの現状 を知 るためには、図

表In-1-7が 便 利である[Crowston88]。 ここに

取 り上 げ られ ている もので は、いずれ も、AI応

用が試み られている点が注 目される。最初の3つ

では、 グループ内でのインタラクションのや り方

について、エキスパ ー ト・システムが支援する よ

うになっている。

次 に、実用化 の状況 につい てみる と、す でに

市販されているものだけで も下記の ような例 を上

げることがで きる[日 経 コンピュータ89]。

*会 議 自動 スケジュー リング ・システム

例:Higgins(ConeticSystems,lnc.),

OfficeWorks(DaraAccessCorp.),

TheCoordinator(ActionTechnologies),

PerfectTiming(lmagineSoftware),

WordPerfectOffice(WordPe㎡fectCorp),

Alis(ア プ リックス社)

*グ ループ文書添削 ・推敲 システム

例:ForComment(BroderbundSoftwaie,lnc.),

MakeUp(メ イ ンステイ社)

*電 子会議運営 システム

例:Caucus(MetasystemsDesignGroup,lnc.
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日本 語版:JCAUCUS),

QuickMai1(CESoftwaie,Inc.),

Timbuktu(フ ァラロン・コンピューティング社)

*対 話行動管理 システム

例:TheC∞rdinator(ActionT㏄hnologies)

*(グ ループウェア開発支援 システム)

例:LotusNote(LotusDevelopmentCoq).)

*(グ ループ編成支援 システム)

例:SYZYGY(lnformationResearchlnc.),

SuperSync(SwixT㏄hUSA)

こ れ ら6種 類 の システ ムの うち、最初 の4種

類が本来の グループウェアであ り、残 りの2種 類

はグループウェアが成立するための環境 を用意す

る ものである。 これ らのうち早 いものは1985年 か

ら出荷 されてい るが、売行 きが伸 び始めたのは88

年 頃か ら とい うことで ある。LANの 普 及 と関係

が あるようであ る。

3.42具 体 例

(1)'rheCoordenato「

自然言語処理で有名なT.Winogradら に よって開

発 され たシステムである。 この システムは、電子

メールのや りとりをチェ ックするこ とによって協

同作業 の進行 を管理するための ものであ り、その

ための主要機能 として電子 メール と、それによる

対話の進行 を管理す る機能を持 っている。 また、

典型的な協 同作業 として、会議の設定 を組み込み

的にサポー トしてお り、 グループ ・カ レンダ機能

も備 えている。

その特徴 は作 業の進行 を対 話の流 れ として と

らえ、ある 「要求」 があればそれ に対す る「拒絶」

な り、 「逆提案」 な りといった対応行動が正 しく

とられているか どうか を管理す るところにある。

言 語行為理論 に基 づい て、対話 文 を 「要求」 、

「約束」 、 「拒 否」、 「提案」、 「取 り下げ」な

ど7種 類 に分 け、それ らの間の状態遷移図式 を規

定 して管理 している。 これが厳格過 ぎて、押 しつ

けがましい とい う声が多いようである。
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(2)COLAB

XeroxPARC研 究 所で開発 されている実験 的な

電子会議 システムで、い くつかの会議用 ツールの

集 ま りであ る。ハ ー ド的 なツールにはBoardnoter

が あ り、大型共用ス クリーンとそれに連動す る複

数 の ワークステーシ ョンで構成 されてい る。 ソフ

ト的ツールには、CognoterやArgnoterな どがある。

Cognoterは プ レゼ ンテーシ ョンの仕方 につ いて

のアイデ ィアをまとめ るためのツールで、議論の

段 階をブ レインス トー ミング、構成化、評価 の3

段 階に区分 して、発言内容や黒板への操作 などが

段階 ごとの目的 に沿った ものになるようガイ ドす

る機能 を持 ってい る。 また、Argnoterは 議 論での

対案 を考えた り、評価 した りするためのツールで

ある。誤解や偏見 などに よって議論が歪め られな

い ようにガイ ドする機能 を持ってい る。

3.5補 足

(1)マ ップの主旨

CSCWは 、技術者の思いつきが偶然、時代の波

に乗って脚光を浴びるようになったアイディア技

術ではなく、情報と通信を中心にした技術の流れ

と、流動化に向かう社会の動きの重なりから生ま

れつつある収束現象の1つ ということができる。

図表皿一1-8は 、この収束現象を具体的に説明す

るためのものであり、社会におけるあらゆる知的

生産活動の現場であるオフィスに焦点を当てて、

収束の流れの微分係数を表示 している。行き先が

明示されていない矢印があるのはその意味からで

ある。

図表Hl-1-7実 験 的 グループウ ェア ・システ ム 〈Crowston88に よ る〉

システム名 開発者 用途 使用言語 ・システムAl技 術

System

Development

Supporl

Environment

BeverlyKedzicrski;

UniversityofSouthwestem

Louisiana

ソフ トウェア開発 CHIとV フ レー ム 、 ル ー ル

Callisto ArvindSathi,ThomasE,Monon

StevenF.Roth;DEC

プロジェ ク ト管理 SRL;KnowledgeCraft

シ ェ ルの 新 版

プラ ンニ ング

CarietonO栢ce

KnowledgeExpe直

System(COKES)

A.RogerKaye,GeraldM.Kamm;

Ca亘etonUniversity

オ フィス作 業 Prolo9 フ レー ム 、 ルー ル

Omega GeraldBarber;MIT オ フィス作業
、 、

Lisp'MIT.Lispマ ン ン 非単調推論

Polymer W.B.Croft,L.S,Lefkowitz;

Unive5ityofMassachuse"s

atAmherst

オ フィス作業 KEEエ キ スパ ー ト

シ ス テ ム ・シ ェ ル

プランニング

Argnoter MarkStefik,G【eggFoster,

DanielG.Bobrow,KennethKahn,

St釦L輌ng,LucySuc㎞ ㎝;

XeroxPARC

グルー プ意思決定 Interlisp-D,LOOPS

Xeroxll32WS

非単調推論

InfomaUonLens ThomasMalone,KenG㎜t,F㎜klyn

Turb⑲k,Kum・YewL垣,RamanaRao,

KevinCrowston,DavidRosenblitt;

Mrr,SloanSchoolofManagement

電子 メール InterUsp-D,LOOPS

XeroxllOOWS

フ レー ム 、 ル ー ル

0旬ectLens Kum-YewLai,ThomasMalone,Keh-

ChiangYao;

MrrSloanSchoolofManagement

オフ ィス作業 Imerlis卜D.L∞PS

Xerox1100WS

フ レー ム、 ルー ル
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'

' 一般知的作業

知的活動 ソフ トウェア
く

支援技術 開発

事務処理
s

意思決定支援

高水準言語

構造化設計

事務処理自動化

会社システム

(汎用機)

診断 ・設計支援

CG:電 子化文書作成

CSCW
/

グループ意思決定支援

グループ対話型CG

共同文書作成支援

対話 ・行動調整管理

電子会議運営

協調型CASE

仮想対面処理

グループシステム

(ワークステーション)

、

(電 子 メール) ●

ノ

(対 話型グラフィクス) ●

(テ レビ会議) ・(コ ンピ ュ ー タ会 議) ,

第四世代言語

システム開発技法

オンライン処理

部門システム

(ミニコン)

(並 列処理言語) ,

伝動 ●

(対 話型処理) ,

/、

個 人 シス テ ム

(パ ソ コ ン)＼ ノ

●

ノ 4

人工知能技術

推論中心

形式的接近

トイ問題

浅い知識中心

意味的接近

試行的ES

/

梁 知識利用∠
ノ

/、

推論 ・知識統合化

融合的接近

新パラダイム
＼ ノ

(行 為論的接近 ●

実用的ES

(分 散AI>一
,

情 報 メデ イ ア

イ ン フ ラス トラ クチ ャ

コ ン ピ ュー テ イ ン グ

イ ン フ ラス トラ クチ ャ

通 信 メデ ィア

イ ン フ ラス トラ クチ ャ

CODASYLDB

磁気 ・半導体 メディア

逐次処理

ノ(ハ ・・← テキ・・μデ・項 醐 ・… ・デ・ア…之 こ
関係DB

光メディア∠
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「時代基調」の欄に時 間軸が示 してあるが、そ

れ と各項 目の対応付けは、主 としてわが国におけ

る大勢 と しての状況に基づいて判断 した ものであ

る。 したがって、進んだ環境内にある人に とって

は、やや保守的に映るか もしれない。

全体的 にみた主要な流れについては、本文 中に

説明があ るのでここには繰 り返 さない。

(2)特 殊 用語 の説明

*CASE:

ComputerAidedSoftwareEngineeringの 略 称

で、ソフ トウェア開発のためのCADと い っ

て よい。

*リ ゾーム:

根 茎 と訳 されるこ ともあるが哲学用語で、

木構造 を持 った組織体 の中に、図表 皿一1

-9の よ うな上層 ・下層の区別 を超 えた動

きがあ って、動的 に構造 を変えてい くよ

うになっている もの。

*UICN:

UniversalIntelligentCommunicationNetWork

の略 で、郵政省が構想 しているもの。

*仮 想対面処理:

離 れた場所 にい る相手 の容 貌や声 を、情

報 処理的 な手段で 目前 に現 出 させ て、同

席 してい る場 合 と同 じ効果 を出す ように

す るもの。

図 表III-1-一 一9リ ゾ ー ム の イ メ ー ジ
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4.1は じめに

コンピュー タの黎明期 に起源 を持つ人工知能研

究の成果が、エキスパー トシステムを中心 とす る

AI応 用 システムの成功へつなが り出 してか ら十数

年が経過 した[Schorr1989]。 この間に開発 され

たシステムは数多 く、問題解決 システムの機能 の

向上には、 うまく整理 された専門知識が有用なこ

とが実証 されるようになってきている。その一方

で、AI応 用 システムはプロ トタイプレベ ルまでは

開発 が容易であるが、それを実用化す るのは非常

に 困難 な こ とが 指 摘 さ れ て い る[JIPDEC-

AIlg8g]。 これ まで、AI応 用 システムはご く狭 い
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図表111-1-10Alシ ス テム化技術の全 体像

知識定式化手法

(知識収集 → 知識獲得 → 自己学 習)

(manual→automatic)

扱 う知識

(浅い知識 → 深い知識)

(少量の知識 → 大量の知識)

開発方法論
の発展

AIシ ステ ム化

技術

システ ム工学 デー タベース ソフ トウェア工学

分野の問題 を経験則 レベルで処理することで効

果を上げてきたが、現実の問題ではその範囲で

扱えるものは少ない。 さらに、最近の事例を調

査すると、システムとしての成功のキーポイン

トは、基礎 となるAI理 論 ・技術 もさることなが

ら、AI技 術を問題解決システムのどの部分に適

用 し成果を上げるか というシステム化技術にあ

ることが分かる。

AIシ ステム化技術は、まず、さまざまなAI理

論に基づいてツールを開発 し、これによってシ

ステム開発の効率を改善 しようという試みから

始まった。次いで、ツールをシステム開発にど

のように生かすか という立場から、システム開

発方法論の研究が開始 された。現在では、この

両者がお互いに影響 しあって発展を続けている。

また、システムの利用者の立場からは、プロ ト

タイプシステムか ら実用 システムへの発展が切'

実な要求となる。プロ トタイプレベルのシステ

ムを実用化するには、個別のシステムの機能を
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高度化させて利用者の高度な要求に応える方向

と、従来型システム ・知識システムを問わず複数

のシステムを統合化して全体の性能向上を図る方

向の2つ がある。

本節では、まず、AIシ ステム化技術の全体像

をこのような立場から考察 し、次いで、開発方法

論の発展、ツールの発展、システム高機能化 ・統

合化の動向という3つ の視点から論ずる。

4.2AIシ ス テム化技術の全体像

AIシ ステム化技術の全体像 は、図表M-1-10

の よ うにまとめ られ る。基本的には、利用者が望

むシステム化 要請 とAI理 論 の発展 とに支 え られ

て、現在 のAIシ ステム化技術 は成 立 してい る。

上に も述べ たように、これには、開発方法論 の発

展 とツールの発展 とが車の両輪 と して存在する。

さらに、これは、メディア技術 、CS㎝(Computer

SupportedCooperativeWork)な どの最近の コ ン

ピュー タ技術 の影 響 を受 け、また 、システムエ
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学、データベース、ソフトウェア工学などの従来か

ら存在する問題解決技術、コンピュータ利用技術

との関連性 も深い。以下では、図表田一1-10の

内容を個別に紹介する。

初期のAIシ ステムに対する要請には、新 しい

システムに対する実験や研究開発を重視する面、

もしくは、AIの研究開発を実施 しているという宣

伝を目的とする面が強 く見られた。最近では、AI

も一時の表面的ブームを終え、システム化要請も

実際に役立つシステムの実現へと変化 してきてい

る。より具体的には、システム化要請は、ごく狭

い範囲の問題を扱 う単機能システムから広い範囲

の問題を対象とする複合機能システムへ、また、

単純な診断問題から複雑な設計 ・計画問題へと対

象とする問題の範囲も拡大 してきている。大規模

な制御問題などでは、従来型システムにAI応用シ

ステムを取 り入れる組込型システムへの要求も強

い。また、小規模な問題については、OA化 の延

長として、誰でも開発でき、人工知能に関する前

提知識なしで使える簡易システムへの要求も強 く

なっている。

AI理論については、他の章でも論 じているが、

次のような発展が見られる。まず、推論手法とし

て、従来の演繹推論の研究開発に加えて、帰納的

な推論方式、さらには、発想推論など、より高度

な手法の研究が進んでいる。その結果、システム

化の対象 として も、分類 問題(classification

problem)の 形式に問題を定式化することが有用

な、単純な解析型問題から、もともと組合せ的な

性質をもつ合成型問題へと研究の中心が移ってき

ている。問題解決に必要な情報、すなわち、知識

の定式化手法 も、手作業を中心とする(マ ニュア

ルな)方 法から次第に、これを自動化する方向へ

と発展 してきた。専門家 と知識技術者 との間で

インタビューを中心 として行なわれる知識収集の

作業 も、特定の問題については知識獲得支援ツー

ルを用いて効率的に行なうことが可能となり、自

"o

己学習可能なシステムの実現性も考察 されてい

る。それに伴って、システムの扱い得る知識も、

経験則を記号で記述 しただけの浅い知識から、シ

ステムの構成 ・機能に基づ くいわゆる深い知識

へ、少量の知識から大量の知識を扱えるシステム

へ と変わってきている。

開発方法論については、次第で詳 しく論ずるが、

開発者個人の能力に依存する面が強い探査型の開

発から2つ の方向へ と発展 してきている。その第

1は 、ソフトウェア工学的なプロトタイピング手法、

さらには、システムのライフサイクル全般を支援

す る方 法論 で あ り、例 え ば 、戦 略 的 情 報

システム開発 をAIの面か らサポー トするような大

規模かつ統合的なものである。それに対 し、第2

の方向は、個々のシステムを容易に知識技術者な

しで開発できるような簡易化の方法論の確立を目

指すものである。

開発方法論の発展はAIツ ールの発展 も促す。

AIツールについても、開発方法論の2つ の方向と

同様の傾向が見られる。これを分類すると、機能

の高度化 ・利用目的の専用化 ・知識獲得支援の3

つの傾向に分けることができる。すでに、1980年

代初めには、単一の知識表現をサポートする単機

能ツールから複数の知識表現をサポートするハイ

ブリッドツールが商品化され、最近では、特定の

タスクや領域を対象とする専用ツールや知識獲得

支援ツールが研究開発の中心 となっている。

4.3A1ツ ールの発展

AIツ ール とは、一般 に、知識ベ ース システム を

開発するためのプログラム言語、 もしくは、その

プログラム言語に適 した開発環境 をも含 む統合シ

ステムを意味する。(以 下では単 にツールと呼ぶ

ことがある。)こ こで、知識ベースシステム とは、

知識ベースと推論機構の存在 を明確 に意識 したソ

フ トウェアシステムのことである[ICOT-JIPDEC

1989]。
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ツールの発展の経緯 は図表In-1-11の よ うに

ま とめ られ る。 ツール には、 その前身 として、

特定のエキスパー トシステムを持つ ものが多 い。

第1世 代 の ツールは、単一の知識 表現 ・推論手

法 をサ ポー トした。 ルール型 ツールに は、医療

診断システムMYCIN[Shortliffe1976]の 推 論機

構が もとになったEMYCIN、 な らびに、それを発

展 させ たS1が あ る。 これ らは後 向 き推 論 をサ

ポー トす る典型 的なル ール型 ツールで ある。前

向 き推論 をサ ポー トす るツール と して は、 プ ロ

ダクシ ョン ・システム にお ける認 知一照合サ イ

クルの概念 を素直 に実現 したOPS5[Brownston

l986]が 知 られている。 フレーム型 ツールとして

は、遺伝子工学実験 のためのエキスパー トシステム

MOLGENに 基 づ くUNITS[Stefikl981a,1981b]、 な

らびに、カーネギーメロン大学で開発 され、制約

指 向 の計 画型 シス テ ム に よ く利 用 され るSRL

[Wright1983]な どが知 られている。ブラックボー

ド型ツール としては、音声理解 システムHearsay-

II[Ermanl980]が も とに なって発 展 したAGE

MYCIN■ ・一◆

[Nii1979]が 有名である。

これ ら第1世 代ツールに対 し、1980年 代 に入る

と、複数の知識表現 をサポー トす る第2世 代 ツール

が開発 されるようになった。 これ らはハイブリッ

ドツールと呼ばれる。 これ らの特徴 としては、当

初か ら商品 として設計 開発 されてい るこ と、高価

なLISPマ シ ンや ワー クステー ション上で稼働 する

こと、利用者 インタフェース、特 に開発者 インタ

フェースが充実 していることなどがあげられる。

ハイブリッドツールの構造 と しては、第1世 代 ツー

ルの諸概念 のうち、特定の基本的なコンポーネン

トを定 め、 これに種々の機能 を付 け加えて作 られ

た もの と、第1世 代 ツールの諸概念 をそのまま組

み合せて作 られた ものとがある。前者の例 と して

は、UNITSを もとに全体 をオブジェク ト指向の概

念で まとめ たKEE[Fikes1985]や 、OPS5風 の前

向 きプロダクション ・システムを中心 に、 フレー

ム(Schemaと 呼 ぶ)、ATMSな どの機能 を取 り込

んだART[Clayton1985]が 知 られてい る。後者

の例 として は、フレーム型 ツールSRLを 中心 に、 こ

図表 川一1-11Alツ ールの発展

知識獲得
支援ツール

ブ ラック
ボー ド型

AGEExpertEaseGURUNexpert/Object

-一 一
(第1世代ツール)(第2世 代ツール)(第3世 代ツール)
単能ツール ハイブリッドツール 専用ツール

0

▲

卯 5

▲

97 0

▲

98 5

▲

98
▲
蜘
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れ に、前向 き推論機能 と してのOPS5、 後 向 き推

論機能 と してのPrologを 組 み合せ たKnowledge

Craft[Popper1986]な どがあ る。

さらに、1985年 以後 は、AIツ ールはさらに分化

し、対象分野や対象 タスク、利用者 レベルなど、

さまざまな面からの専用化が進んでいる。 これ ら

の専用 ツール を総称 して第3世 代 ツール と呼ぼ

う。それ らは、従来型 システムに組み込 んで利用

す ることを前提 とし、推論の高速実行 を特徴 とす

る組込型 ツール、対 象 とす る業務 に対 する知識 を

あ らか じめ保持 し、特定分野の問題解決の効率化

を図 る 領域 特 化 型 ツール、ジェ ネ リック タス ク

(generictasks)[Chandrasekarun1986]の 概 念 をサ

ポー トする タスク指向型ツール、人工 知能 の概念

について詳 しくないユーザを対象 とす る機能の限

られた簡易型 ツール、などに分類することがで き

る。組込型 ツールの例 と して は、OPS5を 発 展 さ

せ 、通 常 の 手続 き型 言語 との融 合 を容 易 化 し

たoPs83[Forgyl984]な どがあ る。領域特化 型

ツール としては、制御分野の問題向けにプラン ト

記 述 機 能 や オ ン ラ イ ン機 能 を充 実 させ たG2

[Ma"hewsl988]、 な らびに、原子力分野 の問題

向けに、プラン トの基本モデルやプラン ト解析機

能 を基本 的な知識ベースと して充実 させたPlexsys

[Hashemi1989]な どがある。

タスク指 向ツールと しては、ジェネリックタスク

と して、階層的 な分類 タスクを対象 とす るCSRL

や 、 プラン選択 に よって定型的 な設計 タスクをサ

ポー トするDSPL、 さ らには、ジェネリックタスク

と して表現で きるい くつかの概念 をサポー トする

ツール群SAKASな どがあ る。簡易 ツール として

は、パ ソコン上で稼働 するルール型 ツールExpert

Ease、 デs-.タベ ース、スプレッ ドシー トなどと組合

せ て 意思 決 定 分野 で の 利用 を 目指 したGURU

[Holsaple1986]、 な らびに、 オブジェク ト指 向

で利 用 者 イ ン タフェー ス を充 実 させ たNexpert

Objectな どが存在する。
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エ キスパー トシステムの開発作業は、一般 に問

題の同定 ・概念化 ・定式化 ・実現 ・テス トの5つ

のプロセスか ら構 成される。このプロセスには、

知識獲得 のための3つ の作業一知識の抽 出 ・知識

の変換 ・知識の管理 一が不可欠であ る。知識獲得

支援 ツールは、 この知識獲得の作業 をで きるだけ

機械 で支援す る ことを狙 った ソフ トウェアシステ

ムである[AI1990]。

知 識管理 の ツール と して は、MYCIN用 の 知識

獲得支援 ツールTEIRESIAS[Davislg82]が あ げ

られる。 この システ ムは、MYCINに お いて初期

の知識ベースの存在 を前提 とした上で、後向 き推

論 メカニズムとHOW,WHYの 説 明機能 を用 いて、

ルール間の矛盾 の発見 ・修正 を効率化す るように

コ ンサ ルテー シ ョンを行 う。 その後 に作 られた

ONC㏄IN[Shortliffe1981]で は 、実行結果 によ

らず に知識ベ ース内の無矛盾性 をチェックす る機

能を実現 している。 さらに、専門家 と知識技術者

とのコ ミュニケーシ ョンを助け、知識ベースを分

か りやす く提 示す る機能 を持 つ。SEEK,SEEK2

[Ginsbergl988]で は、知識ベ ース全体 の診断性

能 を向上 させる とい う観点か ら、ルールの一般化

と特殊化 とい う2つ の操作 によって知識ベースの

強化 ・洗練が半 自動的に行なわれる。

知識変換の ツールには、心理学 的な手法 を適用

する もの、領域モデル を用いる もの、専門家向 け

の利用者 インタフェース を充 実 させ た ものがあ

る。心理学 的 な手法 に基づ くツール としては、

PersonalConstructTheory[Kelleyl955]を 利 用 し

たETS[Boose1986]や そ の発展 型 として、知識

獲得 ので きるだけ広い範囲 をサポー トしようとす

るAQulNAs[Boosel987]な どが有名 である。領

域モデルに基づ いて利用者 との インタビューを行

な うツー ル と して は 、診 断 問題 向 け のMORE

[Ka㎞1985]、MOLE[Eshellmanl986]や 、 単

純な設計 問題 を扱 うSALT[Marcus1987]が 知 ら

れてい る。専門家 インタフェースを重視 した ツー
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ルと しては、医療診断知識の収集 を容易化す るた

めに専用 のテーブル形式の書式 を準備 したOPAL

[Musenl987]が 存 在す る。また、この後、OpAL

風 の知識獲得支援ツールの開発 を支援す るツール

としてProtage[Musen1989]が 作 られている。

知識抽出の ツー ルは現在の ところ数が少ない。

その うち、COLAB[Stefikl987]は 、 知的な電子

黒板 として開発 された システムであ り、少人数で

行なわれ る会議 を生産的 ・協調的にガイ ドす る機

能 を持 ち、CSCW、 グループウェアのツールの1つ

である。CONSIST[篠 原1986]は 、 知識獲得 の

初期段階に必要 な漠然 と した知識の整理作業 を支

援す ることを目的 としている。 この システムは、

ボ トムア ップな知識整 理法であ るKJ法[川 喜多

1967]に 関係 の階層 とい う考 え方を取 り入れて実

現されている。EPSILON/ONE[滝1990]は 専 門

家の問題解決過程 をプリ ・ポス ト法 とい う形で整

理 して利 用者 との インタビューをサポー トす る

ツールである。

た だ し、現 在発 表 され て い る知 識獲 得 支援

ツールのほ とん どは、研究段 階にあ り、商品には

なっていない。 また、エキスパ ー トシステム開発

の対象分野 と しては、分析型問題、それ も、特 に、

単純 な分 類型 の診 断問題 を対 象 と してい る。設

計 ・計画 などの合成型問題 に適用可能 な知識獲得

支援ツールについては、現在の ところ、必 要な機

能や方法論が明確 になっていない。

今後 は、第3世 代 ツールと知識獲得 支援 ツール

が一体化す る方 向で発展が続 くと考 え られ るが、

そのための課題 と しては以下の点 が上げ られ よ

う。

①組込型 ツール:

実 行性 能の向上 と従来型 システ ムへ の組み

込みの容易 さ。

② 領域特化型ツール:

対 象分野 におけ る、常識的 かつ多量 な知 識

の収集 と使 いやすいインタフェースの確立。
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③ タス ク指向型 ツール:

タス ク(generictask)と 問題解決機能の同定。

④ 簡易型 ツール:

機 能 の単 純化 と、専門 家 自らの利用 を可能

にするインタフェースの充実。

⑤知識獲得支援 ツール:

現 実の知識 システム開発へ の適 用 と対 象問

題 の拡大。

4.4開 発 方法論の発展

AIシ ス テムの開発方法論 の発 展は、AIツ ー ル

の進歩 と表裏一体の関係にあるが、それ をまとめ

ると、図表 田一1-12の よ うになる。 ここで見 ら

れる大 きな トレン ドは4.1で も述べ たよ うな、統

合化AIシ ステムの方向 と簡易化AIシ ステムの2つ

で ある。統合化AIシ ステム は、例 えば、全社 的

な戦略 的知識 システムを目指す ものであ り、 この

開発 には、従来型 システムの開発、既存 コンピュー

タ利用技術、 さらには、意思決定支援 システムに

対 する知識 ・経験 を持 つ知識技術者 、も しくは、

情報管理部門の存在が不可欠である。それに対 し、

簡易化AIシ ステムは、高度 な個 別 システム を効

率 的に開発す る技術 を提供する方向であ り、知識

技術者 なしで専門家 と利用者のみで システム開発

を可 能 とす る こ とを 目指 す 。 そ こで は、 簡易
　

ツールや汎用知識ベース、高度 インタフェースな

どが重要な課題 となる。

これ らの開発 方法論の発展 に関連す る技術 と

しては、ソフ トウェア工学、 システム工学、人工

知能理論、データベース技術 があげられる。

ソフ トウェア工学 では、基本的 な開発 方法論

として、 まず ウォーターフォールモデルが提案 さ

れ、その後 に、徐 々に発展的 な開発 を進めてい く

手法 としてスパイラルモデルが提案 された。 この

方法は、いわゆるプロ トタイピング手法 と関連性

が深 く、AIシ ステムの ライフサ イ クル支援 の考

え方 につ なが ってい く[Birrel1985]。 そ して、
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図表lll-1-12開 発 方法論の発展

ウ オー ター フ ォー ル

モ デ ル

人Il知 能

デ ー タベ ー ス

一
関連技術
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→
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デー タモ デ ル

スパイラル

モデル

プロ トタイピング

探査型

実験型

発展型

ライフサ イクル

支援

」

統合化

AIシ ステム

「」

大規模

知識ベース

簡易化

AIシ ステム一
19701980

これが、統合化AIシ ステム実現のための開発方法

論の重要な柱 となろう。

AIシ ステムのプロ トタイピングは、従来型ソフ

トウェアの開発と比較すると、特に、①問題解決

に必要な情報(知 識)と それに必要なアルゴリズ

ムの性質が開発初期には明確になっていない点、

② システムが成功 をおさめるほど、継続的な保

守 ・拡張の作業が不可欠となる可能性が強い点の

2つ が特徴的である。そこで、最近、プロトタイ

プを探査型、実験型、発展型の3つ に分けて考察

することが多い[寺 野1988]。 この3つ は、研究

フェーズ、試行 フェーズ、実用システム開発フェー

ズの3つ に対応するプロ トタイピングの概念であ

る。探査型プロトタイピングとは、特に、研究的

な要素が強いシステム開発において、要求仕様が

定まるまでの試行的なプロトタイピングを指す。

実験型プロトタイピングとは、システム実現上、

技術的に核になる知識 ・推論機能などの性能を確

認するために作成される実験的なプロトタイピン
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グで、必ず しも実用システムにつなげる必要はな

い作業を指す。それに対 し、発展型プロトタイピ

ングでは、実用システム開発を前提にシステムの

要求仕様を厳密に定め、徐々にシステム機能を充

実させながら開発を進めてい く作業を指す。

システム工学は、これまで、人間の問題解決作

業を支援する、あるいは、合理化するための技術

を提供 してきた[寺 野1985]。 その成果は、インタ

ビュー技術をはじめとして、AIシ ステムの開発時

のボ トルネックである知識獲得作業を支援するた

めに利用される。そして、さらにプロトタイピン

グ方法論 ・知識獲得支援を経由して、AIシ ステム

の2つ の トレンドに関連を持つ。

特に、前節で述べたように、知識獲得支援の3

つの側面一知識管理、知識変換、知識抽出一にお

いて使われるツールでもシステム工学的なアプロー

チを行 なっている もの も多い[ICOT-JIPDEC

1989]。 その中でも、特に、システム開発初期に、

専門家でも自覚 していないような知識 を抽出す
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る作 業 にお いて、 システム工学の果 たす役割が

大きい。

分散 人工知能 の概 念 は、個 々の比較的小 さな

AIシ ステムを互い に協調 させる ことによって、

単独 のシステ ムで は解 決の難 しい問題 を解 いた

り、問題解 決効率 の向上 を図 った りす るこ とを

目標 とす る。 新 しいアル ゴリズムの開発 とい う

点か らは 人工 知能理論 か らの、新 しいアーキテ

クチ ャ、モ デル化 技法 の開発 とい う点 か らはデ

ータベース技術 か らの影響 を受 ける
。

人工知 能理論 は、 当然なが ら、AIシ ステム開

発方法論 の要 となる[JIPDECAIlg8g]、[Guida

lg8g]。 システム化技術 とい う面か らは特 に知識

獲得支援 と分 散人工知 能の研究 開発 において 、

人工知能理論の役割は大 きい。

デー タベ ース技術 は、デー タベ ース管理技 術

やデー タモ デルな どを通 じて、分散人工知 能 に

関連す る。 また、最近、注 目を集めてい る大規

模知識ベース開発 において も、基本的 な部分で、

デー タベース技術の役割は大 きいといえよう。

4.5シ ス テム統 合化 ・高機 能化 の動 向

前節 で述べた、統合化AIシ ステム と簡 易化AI

システムとい う2つ の トレン ドを、統合化 ・大規

模 化 と問題解決機能の高度化 とい う2つ の軸で整

理 して、具 体的 なAIシ ステムの動向 を取 りまと

めたのが図表皿一1-13で あ る。全体的な傾 向 と

しては、これまでのエキスパー トシステムは、狭 い

範 囲の問題 を扱 い、記述 された経験 的知識 の利点

を生か して単純な推論機能 を使 って問題解決を行

なって きたといえる。 これは、図の左下の部分で

あ る。 この ような性 質を持 つAIシ ステムに、コン

ピュー タのハ ー ドウェ ア構 成 作 業 を支 援 す る

Rl/XCON[Barker1989]が あ る。それ に対 して、

システムの能力 と範囲が次第に拡張 して、上、右、

ならびに右上の方向に発展 しつつあるのが現在 の

状況である。 また、図 中、領域で囲った部分はそ

の範 囲のシステムがどの ような目的で使われるか

図表111-1-13問 題解決機能高度化の方向と統合化 ・大規模化の方向
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、
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を表し、矢印で示 した曲線は個々のAIシ ステムの

発展の経過を表 している。以下では、それぞれに

ついて具体的に述べる。

まず、AIシ ステムといえどもソフトウェアであ

る以上、利用者の特定のタスクを代替 ・支援する

ための機能を持たなくてはならない。利用者を専

門家/非 専門家に分けると、AIシステムの役割は、

専門家/非 専門家の作業を代替 ・支援することに

なる。

非専門家の支援 ・代替を目的とする細システム

は、場合によっては、多 くの問題を扱 う必要があ

るという意味で、非常に幅の広いものでなければ

ならない。ただし、専門家の(経 験的)知 識が十

分に蓄えられていて、かつ使い勝手のよいもので

あれば、分類問題などで用いる単純な推論機構の

みで、一応の解を出すことが可能である。したが

って、このような種類のAIシ ステムは、図中の下

の部分、左から右の範囲にかけて存在する。この

例としては、機械翻訳システムがあげられよう。

実用に供することを目的とした機械翻訳 システム

は、通常、単純な推論機能を備え、翻訳辞書 と文

法 とに含まれる知識の数を増やして充実させるこ

とによって性能を維持している。機械翻訳システ

ムは将来的には図中右上の方向に進むべきもので

あるが、現在の状況では、このような位置づけと

なる。

専門家のタスクを支援するAIシ ステムの目的

は、合成型問題の場合と分析型問題の場合で2つ

に分かれる。

設計 ・計画などの合成型問題では、特定問題に

おける専門家の一連のタスクのうち一部の作業だ

けでも支援できれば実用化は可能である。しかし、

この種の問題は、本質的に組み合せの爆発を起こ

すため、実用システム化するには高度な問題解決

機能が備わっていなければならない。したがって、

このようなAIシステムは、図中、左上の領域に存

在することとなる。この典型的な例は、人工知能
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研究初期から研究が続けられているゲームプログ

ラムに見 られる。例えば、チェスプログラムは特

定の問題を解 くものであるが、最近のHitechのよ

うなシステムを見ると、非常に高度かつ高速なゲ

ーム木探索機能を備えている。また、油圧回路設

計 システムOHCS[Schorrl989],[JIPDEC

AI1989]も 、特定のタスクを扱 うのに定性推論、

ATMSな ど高度な問題解決機能を利用したという

点で典型的と考えられる。

一方、解釈 ・診断などの問題で専門家のタスク

を支援する場合には、対象 となるタスクの範囲を

すべてカバーしなければならない。例えば、エン

ジニアリング分野のシステムを対象とする診断問

題では、異常の原因は原則的には設計段階で取り

除かれているのが通常の姿であり、実際に生 じた

故障の原因は、経験的知識では予想もつかなかっ

た事象によるものが多い。 したがって、このよう

なAIシ ステムは、図中では、右側の領域に存在す

ることとなる。このような典型例 としては医療診

断 システムONCOCINが ある。ONCOCINは 、

MYCINの 流れをくむシステムであるが、大量の

データ ・知識を利用することで、はじめて実用に

供することができるシステムとなった。 しかし、

そこで使われている推論方法はMYCINの ものと

比較 して格段の進歩があったわけではない。それ

に対 して、対象範囲と問題解決機能の両方の充実

が必要な例 としては、現在、わが国の各鉄鋼会社

で開発運用 されている各種の高炉操業支援システ

ムがある。このようなシステムでは、最初の小規

模かつ狭い範囲のシステムが徐々に発展 して、図

中、右上に位置するものとなっている。

専門家のタスクを代替するAIシステムでは、当

然 なが ら、広い範囲の問題 を高度な問題解決機能

を使 って扱 う必 要がある。これ は、図中、右上の

領域に属す る。 この例 としては、 ウェスティング

ハ ウス社の ター ビン発電機診断用のオ ンラインシ

ステム[(IOnzalez1986]や 、一部の鉄鋼会社 にお
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ける高炉診断システム[湯 井1987]が あげ られ

る。 これ らの シス テムは、 ご く小規模 なものか

ら開発 を開始 し、問題解決 機能 を高 度化 し、適

用範 囲 を徐 々に拡 大す るこ とで実用 に至 ってい

る。

以上の具体例 の性 質 をまとめる と図表In-1-

14が 得 られる。

4.6お わ りに

本章 では、AIシ ステム化技術 の動向 につ いて論

じた。 システム化技術 とい うものは、 もと もと、

そのための要素技術 の発 展 に少 し遅れた形で整

備 されてい く傾 向が強 い[Fox1990]。 したが っ

て、AIシ ステ ム化技術 の今後 の発展 を予想す る

には、現在 の人工 知能理論研 究の 中にその種 を

探す ことも有用であ ろう。 この点か ら考 える と、

今後 、AIシ ステム化技術 として重要 となる課題

として、ニューラル ・コンピューティングやファジィ

理論 などの ように非記号 的 な情報 を システ ム的

にどの ように扱 ってい くか とい う問題[JIPDEC

AI1989]、 事 例ベース推論[ICOT-JIPDEC1989]

やCYCプ ロ ジェク ト[Lenat1990]な どのように

図表Ill-1-14実 用 的なAlシ ス テム例の特徴

単純な機能 ・狭い範囲で成功 した例:

(ほとんどシステムがこれにあたる)

GMAC:財 務分析支援

狭い範囲の問題を扱って高度システムを実現 した例:

Mtech:チ ェスプログラム

OHCS:油 圧回路設計CAD

問題範囲を拡大 しっつシステム高度化を実現 した例:

タービン発電機故障診断

高炉操業支援

問題範囲を拡大して実現にいたった例:

医療診断(MYON→ON()OCIN)

機械翻訳

t17

大 量 の知識 をシステム内外 に保持す るメモリー重

視型の推論 方法 のシステム化 の問題 、CSCWや グ

ループウェアの研究開発 に見 られる ようなAIシ ス

テム と人間 との協 調の問題 、 さらには、AIシ ス

テムを社 会的 に認知 させてい くための評価の問題

[Winograd1986]な どが考 えられる。
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第2部 ハイライ ト技術 一知的CAD－

章創1 設計活動の理論化と

自動化への道

急速に変化する市場の要求に対応して、付加価

値の高い適切な商品を迅速に市場に提供 してい く

ことが、製造会社に強 く求められている。製品の

多様化、高機能化、カスタム化、迅速で柔軟な生

産システムが、生産活動の新しいパラダイムとし

て認識されてきており、それに対応できるように

設計や生産の活動を合理化、効率化することが製

造企業の生き残 りの道として追及されている。

従来の少品種大量生産のパラダイムのもとで

は、長期間にわたる大量生産の過程で、製品やそ

の製造プロセスの不具合を改善 していけば良かっ

たが、上記のような状況ではそのようなことは不

可能になりつつある。そこで、強力な情報処理技

術を利用 して、実際の生産に入る前にできるだけ

精細に製品の機能やその生産性を評価して、不具

合を除去すると共に、迅速なプロトタイプ製作によ

り評価を確実にしてい く技術の確立が望まれる。

非常に少量生産の場合には、プロ トタイプ製作

をもって実生産に代えることもありうるが、通常

は生産工程や対応する生産設備の設計や整備が必

要となり、これらの作業を製品設計と並行 させて

効率良く進行させることが、新しい生産システム

の重要 な概 念 となって きてい る。 いわゆ る

SimultaneousEngineeringあ るいはConcurTentEngi-

neeringである。

上記のような概念を現実のものとするために

は、先進的な情報処理技術を導入 して、コンピュー

タ内に対象製品やその製造プロセスのモデルを構

築し、さらには、従来は技術者や技能者のノウハ

ウとされてきたような技術作業のコンピュータ化

を図ってい くことが望まれている。これらの生産

に関する技術をコンピュータ上の客観化された知

識として集積、継承、利用していける技術を確立

することにより、技術の発展がより促進される。

従来のいわゆるCAD/CAMシ ステム傘は、上記

のような要求には十分に応えることができず、新

しい技術の発展が望まれていた。革新の方向とし

ては、設計生産作業そのものの確実な理解なくし

ては良い設計生産支援システムや自動化システム

はで きないとの立場に立ち、設計や生産作業の理

論化に取 り組むことがある。一方、そのような基

礎に立ちながら、実際の情報システムの構築技術

を強化 しようとすることも重要である。そのよう

な立場から、近年人工知能(AI)技 術の導入が注目

を集め、AI-CAD、lntenigentCADあ るいは知的CAD

などの名のもとに多 くの研究がなされてきた。

技術知識の コンピュー タ化 をベースとした

CADシ ステムは、目的システムとしての意義の

みでなく、目的システム構築のための支援ツール

としての意義が大 きい。生産システムを構成する

基礎技術は日進月歩であ り、生産システムを取 り

巻 く社会的、経済的そ して技術的状況 も急速に変

化 していく。このような情勢の中で、製品やその

生産形態 とは独立に、生産システムの目指すべ き

一般的な理想像を描 くことは実際的に有効ではな

いし、またほとんど不可能でもある。むしろ、中

核的な生産技術の同定 とその研究開発に努め、個

別の先端的生産システムの開発を効率化するとい

*CAD/CAM■C◎mpUterAidedDesignandMunutactUring
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うアプローチが現実的であろう。このような立場

でのAI技術の導入は有効である。

以下、本章ではCAD技 術の現状 とその革新の

方向としての人工知能技術の導入意義について検

討する。第2章 では、設計システムの具体化に有

用なAIの要素技術を解説する。第3章 では、今ま

でに開発された種々の設計エキスパートシステムの

事例を分析 し、第4章 の具体例と併せ、現状の技

術 レベルを認識する。第5章 においては、特に重

要な技術要素である設計対象物の表現と処理につ

いて考察する。第6章 は、まとめであり、今後の

発展方向を概観する。

1.1設 計活動の特徴

設計作業は、一般的に解析的(Analytic)で な

く、総合的(Synthetic)で あると言われている。

近代科学は、対象世界の支配理論を解き明か して

行 くという、解析的な手法に基礎を置いてお り、

体系的な手法が分野ごとに詳細に展開されてい

る。工学は、既存の世界を解析する科学と異なり、

人間の欲求に応じた新 しい物を創造することが目

的である。このような目的指向の創造的な方法論

は、いわゆる科学的な方法 と馴染まず、科学的な

意味での体系的な設計理論は存在 していない。

もちろん、設計の場面により解析的手法による

総合という方法がとられることも多いが、解析と

総合の相違は表層的なものではなく、かなり根源

的なものである、というのが一般の認識である。

したがって、現在までのところ、設計技術の

本質的な部分は設計者から設計者へ と、技芸が伝

承されるように、伝承されてきたのが実態であ り、

個人の能力に大 きく依存 していた。その結果とし

て、機械、電機、電子、化学、材料、建築、土木

など、工業分野により、固有の伝統があり、必要

以上に設計技術が異なっているのが現状である。

現状のCADシ ステムは、上記のような現状技術

の上に作られており、基本的には同じような処理
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が必要であっても、表面的にかなり異なる形式で

システム化されていることが多く、基本技術の蓄

積や技術の共有化が困難であった。その結果、技

術の重複投資が多くなり、システムの統合が困難

になった。

この現状 を改善するためには、まず第一に設

計作業のより良い理解が必要となる。設計と一口

に言っても、自動車の外形形状の意匠設計やLSI

の配置設計などにみられるように、個々の設計に

は固有の問題点があり、分野や対象依存の明確な

設計手法が開発されているものもある。また、製

品企画、概念設計、基本設計、詳細設計、生産設

計 などの段階ごとに異なる設計活動が要求 され

る。あるものは人間の創造力に強 く依存 していて

方法の体系化が不可能であり、またほとんど解析

的であって、通常の問題解決に類するものもある。

一方
、データベースや形状処理、ヒューマンインタ

フェースなどには、分野共通の基礎技術 も多い。

以下では、実用CADの 現状を分析 しながら、分野

の固有性を認識 しつつ、共通技術の抽出に努める。

1.2実 用 的CADの 開 発

今 まで述べ て きた ように、本来CADの 開 発 に

際 し、対象 となる設計プ ロセスの十分 な理解が先

行すべ きであるが、実際はそ うではなか った。分

野 ごとに本来設計作業は どうあるべ きか、どの よ

うな部分 を如何 に して支援 し、自動化すれば、設

計者に有用な道具 となるか、 という点について明

確 に議論することな く、で きる所か らア ドホ ック

にコンピュータが導入 されてきた、 とい うのが実

態である と思われる。

その結果、個別分野 ごとに極 めてボ トムアップ

的な手法で、特定 システムが作 られてきた。これ

らのシステムは本来の設計作業 を直接的 に支援 し

ないとい う意味 において、CAD(ComputerAided

Design)の 名 に値 しない ものであ り、製図システ

ム(ComputerAidedD㎜ngSystem)や 各 種の設
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計計算 システムなどがある。これらはそれなりに

効果をあげたが、製作対象製品の情報を確定し、

製造情報を創生する、というCADが 本来持つべ

き機能をほとんど持っていなかった。

しかし、これらの実用システムの開発を通 じて、

共通に必要 とされる支援ツールのいくつかが明確

に意識 されるようになり、それらが個別に開発さ

れるようになってきた。ワイアフレームや、曲面、

立体などの形状モデリングシステム、種々の技術

情報をもきちんとモデル化しようとするプロダク

トモデリングなどである。

設計や生産準備のプロセス自身を問題 とするこ

とは依然として難 しく、現状の技術では個別の対

応に終始 しているが、結果として生成されたモデ

ルの記述については、対象指向方式や論理プログ

ラミング、制約解法や数式処理などの導入により、

強力な表現方式が確立されつつある。モデル表現

のみでは、所詮支援システムの段階に止まってい

るが、以前の専用プログラムに組み込まれた対象

表現では不可能であった対象の中立的な表現が可

能 となり、CADデ ータベースなどの構築におい

ても一般性 を確保できるようになった。

一般機械製品のように、製品そのものの表現や

機能記述、その設計活動や生産展開への手法など

が理論化されにくく、専門家のノウハウに強く依

存しているような場合には、上述のようなモデリ

ング支援ツールを活用 して、人中心のインタラク

ティブなシステムを構成することになる。自動車

のように、対象製品固有の設計手法が知られてい

る場合には、それを手続型言語で書 き下すことに

より、機能の高い専用システムを構築することが

できる。対象表現こそ共通化されているものの、

設計システムのプログラムは膨大で複雑となり、

それを維持 し、技術環境の変化により発展させて

い くことは困難な仕事となる。

一方、設計手法が理論化されているものについ

ては、理論モデルに基づいて人を排除した自動化
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システムが構成されることになる。

現状技術での先進システムとしては、自動車産

業などにその典型例をみることができる。高度な

技術支援が可能 となっている半面、設計方法など

が専用化されており、汎用性に欠けるきらいがあ

る。現在ではAI的要素はほとんど取り入れられて

いないが、技術的ノウハウを要 し、専門家が得難

くなっているような分野から、エキスパートシス

テムの導入などが試みられている。

いずれにしても、製品技術の高度化に伴い、設

計プロセスのコンピュータ上での実装はますます複

雑でア ドホックとなり、先の発展が見にくくなっ

てきた。これらの反省に立って、以下に述べるよ

うな新 しい方向が模索されるようになってきた。

1.3設 計活動の理論化

前述 してきたような困難 さを回避するために

は、基本的には設計活動そのものに対する深い理

解とその理論化が必要 となる。これは困難な課題

ではあるが、過去に多くの試みがある。しか し、

依然としてCADシ ステムを構築する際の具体的

なガイドラインとなっていないのが現状である。

設計論ないしは設計学 としては、コンピュータの

導入以前から試みられていた分類学的なアプロー

チがある。技術が安定 したものを中心として機械

設計を標準化 して、実務的に有用な設計パラメー

タにより体系的なカタログを構成 しようとする。

カタログの中身は、機能要素であったり、部品で

あったりする。このアプローチはある程度の成功

を収めたが、カタログの記述が表層的であるので、

技術や環境条件の変更に応 じて、カタログを適切

に保守維持 してい くことが困難であり、新しい機

械の構成に対応することができない、などの基本

的な欠点があり、専用的な実用システム以外には

有効に応用することが困難であった。

現在では、設計過程をトップダウン的にモデル

化しようとするアプローチと、ボ トムアップ的に



設計対象物やその製造環境をモデル化 しようとす

るアプローチとがある。

前者の例として、次第に述べられているように、

吉川は設計を4種 の類型に分類 して、その各々を

形式化しようと試みた。吉川の設計学は、いわば

言語における言語学のようなもので、実用会話に

おいては言語学は役に立たないが、翻訳 システム

の開発にあたっては不可欠の理論であるように、

設計を実務的に解明し支援 しようとするよりも、

CADシ ステムの理論的基礎 を与えようとするも

のであった。極めて抽象的な理論であるが、AI

の諸技術を導入することにより、具体化のための

研究が始まっている。このような研究を通 じて、

設計問題がAIの 目指す中心的課題に対 して良い

作業世界を提供することが認識 されつつある。

一方、極めて実務的なアプローチとして、人

間の設計過程の解明は二の次 として、設計対象物

やその製造環境の物理的制約条件を満たすモデル

を完全に構成しようとするアプローチがある。例

えば、形状モデルについては長い研究の歴史があ

り、実用的なシステムも多く世に現れてきている。

しかし、形状というように対象属性を限定 しても

問題は極めて難しく、未だに粘土や木 をいじるよ

うにして自由に形状を創成できるようには至って

いないのが現状である。最近話題 を集めている幾

何推論といわれるような、空間での諸性質を導出

できるような体系の開発など、従来の形状モデリ

ングを超えた柔軟な形状生成処理方式が必要とさ

れている。

現実の世界に存在する物理対象をモデル化す

るためには、形状のみでなく、多 くの基礎的な物

理現象をモデル化 し、さらにその上に工学的な技

術知識を体系的に表現 し処理 していける必要があ

る。AIの 基礎的話題 として追及されている定性

物理などが有用であるかもしれない。このような

モデリングを総称的にプロダク トモデリングと呼

ぶことも多い。

123

第2部 ハイライ ト技術一知的CAD－

上述のような工学の基礎概念を現実に計算機

的に表現 し操作 してい くことは容易ではないが、

そのような仮想の世界を用意 して、人間の設計行

為を適切な設計言語などで書き下し、蓄積 してい

くことにより、設計知識を客観化 していこう、と

いうのが実際的なアプローチである。

人間の設計行為は、いずれに しても極めて複

雑な知的作業であり、その体系的理解のためには、

通常の工学のみならず、基礎的な数理科学、心理

学、言語学など関連の学問的成果を十分に利用す

る必要があり、さらにそれらを計算機上に実現す

る技術としてAIが期待 されているのである。

1.4CAD実 装手段 としてのAl

上記のようにCAD/CAMの 機能が高度化 し、シ

ステムが複雑になってくると、ア ドホックな手法

では実現が困難になり、将来の発展を阻害するよ

うになってきた。正統的な大規模ソフトウェアの

開発手法を適用することも有効であるが、設計問

題の ように良 く体系化、整理が されていない

複雑な処理を扱 うには必ず しも適切な方法では

ない。

そのような問題に対 して、狭い意味での知識工

学的手法に基づいて、ルールベースのエキスパート

システムを利用 した事例は数多く知られており、

それがいわゆる知的CADの ように言われたこと

もあった。 しかし、現在ではこの方法の効用も限

界が良く知られており、もっと本格的にAI技 術

を導入することにより、画期的にシステム開発の

効率化を図ろうとする機運が盛 り上がってきた。

その期待にもかかわらず、現在までのところ実際

的な効果が十分に上がっているとはいえず、一種

の反省期にあるともいえる。

さて、高機能CADと いってもいろいろな側面が

考えられるが、以下のような基本機能が重要であ

ろう。

(1)設 計対象物の記述:
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対象定義のみでなく、対象の各種属性、環境で

の振舞いのシミュレーション、対象定義に至るまで

の経過や決定過程などの情報も表せる必要がある。

(2)設 計過程(シ ナリオ)の 記述:

設計過程は試行錯誤を含む複雑な過程である。

これを一般的な問題解決手法に委ねることは困難

であり、個別に解決のシナリオを記述 していく必

要がある。

(3)設 計知識データベース:

設計のためには膨大な数理的、技術的基礎知識

を必要とする。また、標準部品や技術データ、過

去の設計例など、雑多なデータも必要である。

(4)ユ ーザインタフェース:

設計システムは典型的な専門家 システムであ

り、一般ユーザに対するインタフェースとはかなり

異なったインタフェースが必要になる。ユーザに

対するカストマイズなどが一例である。

上記のような要求機能を実現するためには伝統

的な情報処理技術だけでは不足であり、AI技術の

導入が期待されている。その基本は、知識の扱い

とそれに支えられた高度な数理的問題解決法にあ

り、AI研究にとっても挑戦的課題を提供 している。

以上のような基本機能に基づ く知的CADシ ス

テムの機能構成を図表田一2-1に 示す。図のよう

なシステムをひな型 として、個別の要求に合致す

るようなシステムを生成 していけるような方法論

の確立が望まれている。

1.5知 的CADの 要素技術

図表In-2-2に 知的CAD要 素技術を中心 とし

て、関連するAI技術、その他の基礎的学術の関連

を大まかに示す。

知的CADの ためには、すでに述べたように設

計生産に関する基礎的理論の構築が先行するべ き

であるが、未だに十分確立していない。このよう

な一般論 と共に、知的CAD構 築のために対象分

野別の固有の工学が有効に利用されるのはいうま

でもない。電気回路などのシンセシス法がある程

度確立 している分野では自動化のレベルの高い

CADが 構築できる。

知的CADと いえども、従来のCADと 独立 して

存在するわけではなく、それらを補完し、統合 し

て使用されるので、情報処理一般の基礎技術はも

ちろん重要である。

AI技 術 とCAD技 術は、創造的な思考や知識の

解明といった極めて基礎的なレベルから、具体的

図表M-2-1知 的CADの 機能構成

辱 ⇔
ユ}ザ

インタフエース
⇔

‡

巳 ⇔⑳ ⇔

‡ ‡ ‡

⊂]⇔[設 計対象物]

設 計 知 識 ベ ー ス
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なシステム構築ツールに至るまで、広い範囲で係

わりを持っている。歴史的には、実際的に効用

のある技術 としてAIが 期待され、導入されたが、

次第に限界が明らかになると共に、基礎的な技術

に重点が移っていった、 といえるであろう。現

在では、技術は相互に影響 し合っており、設計問

題が興味あるAIの課題を提供 しつつある。

■ 第2章 設計シス」AtA1技 術

従来のCAD開 発は、設計活動の個別分野 ごと

にボ トムアップに進められてきた。このような

ア ドホックな対応では、設計活動 を総合的に支

援するには、さまざまな困難があることが明 ら

かになってきた。知的CADは 、これらの困難を

解決するコンピュータシステムとして期待され

図表lll-2-2

亟
コンピュータグラフ ィックス

データベ ース

計算幾何学

第2部 ハイライ ト技術一知的CAD－

ている。

この よ うな コン ピュー タシステムの実現 には

多 くのアプローチが考えられ る。つ まり、設計活

動 における人間 とコンピュー タの分担 を明確 にし

コンピュータに設計活動の補完 をさせる方法
、従

来の設計活動全般 をコンピュータによって代 替さ

せる方法、設計活動その もの をコンピュー タ向 き

に変化 させ る方法、 などであ る。いずれに して も、

現状 の設計活動 に対する理解が不可欠である。

こ こで は、 まず現在 の設計活動 の形態 につい

て考 える。 しか る後 に設計活動 のコンピュー タ支

援 にあた って、AI技 術 がい かに利 用で きるかに

ついて概説す る。

2.1設 計活動の形態

設計活動を大きくとらえると、要求仕様が与

えられ、これを満たす解を求める行為と見なすこ

とができる。このとき、

知的CADと 関連技術 設計は問題を詳細化しな

が ら、試行錯誤を繰 り返

ミ

1設計生産学基礎1
設計論、設計学

設計技術、生産技術

経験、論理

膓

1分野別工学基礎1
機械構成学 、電気回路

材料学 、.._

航空機設計 学

」

人工知能 ッール

ンステム開発 方法

1工学知識の形式化1

灘三線 〔
1設計対象モデリング1設 計過程論
論 理制約 設計記述言語

対 象指向 ユ ーザ イン タフェース

＼ /

/

V-_→ 設計。。テム事例

/

設計エ キスパ ー ト

構築 ツール

マ ンマ シンイ ンタフェース

↓
機械 、電気 、電子、建築、科学 、材料
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しつつ、逐次進められて

い く。つまり、問題の詳

細化を進めた結果、ある

段階で解決不能な状態に

陥った場合は、前段に戻

って問題 を再詳細化す

る。一般的な設計の過程

を図表皿一2-3に 示す。

まず、設計対象に関す

るさまざまな要求をまと

めた設計仕様が提示され

る。概念設計では、設計

仕様を充足するための設

計コンセプ トを明確にす

る。基本設計は、概念設

計をもとに、要求機能を

実現する概略の構造を決
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定する。基本設計では、機能計算によって機能の

実現性を評価する。ここで解決できない不都合が

生じた場合には、概念設計をやり直すことになる。

基本設計で定められた概略構造の詳細化や部品の

決定を行なうのが、詳細設計である。この段階で

は、設計対象は具体化 し、試作やシミュレーション

'による評価 ・修正が繰 り返される。詳細設計を経

て設計対象が決定されると、対象を実際に生産す

るための生産設計が行なわれる。生産設計の結果

として得られた加工情報をもとに対象は製造され

る。製造後、製品は検査され、検査結果は設計に

フィー ドバ ックされ、新たな設計の検討材料 とな

る。

図表皿一2-4、 図表M-2-5、 図表皿一2-6は 、

それぞれ機械、LSI、建築の各分野ごとの設計の流

れを示したものである。設計対象に応 じて内容に

細かな相違はあるが、設計仕様をもとに、設計問

題を詳細化し、情報をフィードバックしながら設計

解を得るという流れは共通している。

この ような設計活動形態の性質か ら、知的

CAD実 現のキーテクノロジーとして、AI技 術が

以下の点で注目されている。

①問題解決

要求仕様から解を得る過程は問題解決そのもの

であり、問題解決に関するAI技術の利用が図ら

れている。

②知識表現

設計 にあたってはさまざまな知識が利用され

る。また設計問題の詳細化の程度に応 じて、同

一の設計対象を多角的に取 り扱 う必要がある。

多様な知識の統合的管理にAI技術の知識表現の

利用が考えられる。

③知識獲得

設計初期の概念設計では、非常に抽象度が高 く、

不定形な知識が扱われる。このような知識の獲

得に、学習理論やファジィ理論の利用が考えら

れる。

④ システム開発

図表lll-2-3一 般 の設計 過程 図表lll-2-4設 計 過程(機 械設計)

設計ニーズ

設計 コンセプ トの明確化

基本構造 ・概略 レイアウト

詳細構造、部品決定、試作 ・評価

生産技術

構想 ・見積 り

全体図 ・外形図

部品図 ・組立図

金型 ・加工図
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AI研 究 の過程か らプログラム言語や開発環境な

どの副次的な成果が多数あが っている。 これ ら

は知的CADの 開 発 に有 効 なツールに なると思

われる。

⑤ユーザ ・インタフェース

AI技 術 の応用 と して、ユーザ ・インタフェースの

研究が盛 んである。人間 とコンピュータの高度

な協調性 を要す る知 的CADに お いてユーザ ・

インタフェースは避 けて通れない問題 であ る。

2.2問 題解決(探 索 ・推論)

設計に関する研究は、従来個別に進められてき

ており、設計一般を対象とした研究は比較的最近

になって始められた。そのなかで吉川の一般設計

学は大きなインパクトを与えた。一般設計学は、

設計過程一般の理論化を目的とし、設計を 「機能

空間から属性空間への写像」 として位置づけた。

さらに設計のモデルとして次のものを提示 した。

●対応型:機 能表現と属性表現が与えられている

第2部 ハイライト技術一知的CAD－

もの。

①全数対応モデル

機能空間/属 性空間がともに有限集合であ

り、設計仕様 と設計解に有限の対応関係が

存在するもの。検索問題に帰着する。

②計算モデル

設計仕様 と設計解を数値的に扱え、機能を

属性の関数 として表現できるもの。連立方

程式(不 等式)の 問題に帰着する。

③生成モデル

機能表現 に生成規則を適用 し、何段階かの

中間表現を介して属性表現を得るもの。

●収束型:実 体概念の集合上に、解に収束する有

効点列を与えるもの。

④範例モデル

仕様の一部を満たす範例を提案 し、満足 さ

れない部分 を解消すべ く範例を変更するも

の。提案/変 更が繰り返される。

対応型の設計特に全数対応モデルと計算モデル

図表lll-2-5設 計 過程(LSI設 計)

機 能ブロックの構成

図表lll-2-6設 計 過程(建 築設計)

企画検討(法 窺)、 平面設計

意匠 ・構造解析

換気、照明、配管、配線

施工計画
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は、比較的容易にコンピュータ化できることは明

らかである。生成モデルに関しては、設計知識を

「if前提then結論」形式のルールとして表現する手

法が対応する。これに対 して収束型の設計 を従来

の手続き型のコンピュータ技術によってコンピュー

タ化することは非常に難しい。この収束型の設計

にAI技術が適用できるのではないかと考えられて

いる。

設計活動の性質については前節で概説したが、

問題解決という観点から見ると、次のような特徴

を備えている。

●探索:設 計解は非常に多くの設計解候補から選

ばれるもので、設計解自体が多彩な可能性の中

の1つ にすぎない。つまり、要求機能を満たす

ための属性空間における探索 と位置づけること

ができる。以下に掲げる各項目はすべて広義の

探索問題 と見なせるが、適用可能なAI技術 との

対応から細分化したものである。

●問題の分解:設 計過程では、概念設計、機能設

計、詳細設計、生産設計、というように問題を

副問題に分解 し、ここの副問題を解決してい く

ことで最終的な設計解を得る。これは一般に問

題解決におけるグローバルな戦略 として位置づ

けられる。

●演繹推論:設 計仕様をもとに設計知識を用いて

設計解を得る。この設計過程の実現形式として

述語論理は非常に相性がよい。つまり、設計仕

様や設計知識を述語 として表現 し、公理系から

定理証明を行なう形式的手法を利用するという

ものである。演繹推論の手法としては、自然演

繹(naturaldeduction)や 融合原理(resolution

p血iciple)が知られている。

●非単調論理:設 計の初期の段階では、設計対象

に対する知識は不完全であり、設計の進行とと

もに変更{修 正、詳細化が行われる。一階述語

論理の枠組では、このような不完全な知識(公

理)を もとに推論を行なうことはできない。つ
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ま り、公理系が固定 されていることが前提 とな

ってい る。公理系の変化 を許容する論理体系は、

一般 に非単調論 理(non-monotoniclogic)と 呼

ばれ、 デフォル ト論理(defaultlogic)や 極 小限

定(circumscription)な どがあげられる。

●制約充足:設 計 に対する要求は、ある範囲で満

たせば充分 なものであ り、事象 というよ りは制

約条件 と考 える方が望 ましい。つ まり、複数の

制約条件 を充足する解 を求めるとい う制約充足

の問題 といえる。制約充足のAI技 術 としては述

語 論 理 を拡 張 した制 約 論 理 プ ロ グ ラ ミング

(constraintlogicprogramming)やATMS

(Assumption-basedTruthMaintenanceSystem)な

どが知 られている。

●曖昧性:設 計仕様や概念設計 においては、設計

情報 に曖昧性が含まれる。この暖昧 さは確率的

に表現 されることが多い。例 えば、A、B、Cす

べ てが満たされれば充足度100%で あ るが、Aだ

けな らば70%の 充 足度であ り、Aが 満 たされ な

くともBとCが 満た され れば充足度 は80%で あ

る、 という具合である。論理 においては、真偽

を二値 に限定せず 、確率的に拡張 した もの とし

て、確率 論理や ファジ ィ(fuzzy)理 論 な どが

ある。

2.3知 識表現1一 設計知識

前節では設計活動を問題解決の活動として位置

づけたが、この問題解決にあたってはさまざまな

知識が利用される。つまり、知識表現は問題解決

と密接に結びついている。設計に関する知識は大

きく3つ に分類しうる。[長 澤87]

①設計対象知識

設計対象に関する知識であ り、設計案の解析や

評価に用いられる。設計対象に関する数学公式

や、機能と構造の関係、性能や評価に関する知

識などである。

②設計操作知識



設計対象に対する操作の知識であり、設計案

の詳細化や修正に用いられる。設計案のカタ

ログや修正に関する規則などがある。

③設計制御知識

設計過程全体の制御 に関する知識であ り、設

計問題の分割に用いられる。設計者の経験的

知識、設計対象知識や設計操作知識を利用す

るためのメタ知識などからなる。

つまり、設計対象知識は設計案を評価するた

めの知識、設計操作知識は設計仕様や評価から設

計案を対応させるための知識、設計制御知識は設

計活動全般を分割制御するための知識となる。こ

れらの知識をコンピュータ上で利用するために

は、各知識をコンピュータ向きに定式化し表現 し

なくてはならない。従来の手続的表現では困難だ

った定式化が、以下のAI知 識表現技術によって

可能になると考えられている。

●論理ベースの表現:論 理を基礎 とした知識表

現の手法である。問題解決の手法として論理

ベースの推論 を利用するならば、知識表現 も

論理ベースの ものとなろう。述語論理 を基本

として、これを拡張 した様相論理(modellogic)

や時間論理(temporallogic)な どの利用も考え

られている。

●ルールによる表現:「if前 提then結論」形式の

ルールとして知識 を表現する手法である。設

計仕様や評価 をもとに、状態を部分的に変化

させて、設計案を提示 ・修正するアプローチ

に適合する。吉川の生成モデルは設計操作知

識がルール表現 された ものと位置づけること

ができる。ルール型の知識を用いた推論方法

は、プロダク ションシステム(production

system)と 呼ばれる。

●モジュール表現:多 量の知識を利用する場合

には・知識を分類 しておかなくてはならない
。

つまり、設計対象や設計過程の場面に応 じて

129

第2部 ハイライ ト技術一知的CAD－

知 識 を適切 に選択す るため には、知識の分類

管理 ・モ ジュール化が必 要であ る。特 に知識

をモジ ュー ル化 し、各モ ジュー ルを単位 と し

て知識 を階層 的に管理 する方法 が有効 である。

知識 をモジュール化す るためのAI技 術 と してセ

マンティックネット(semanticnetwork)や フ レーーー

ム理 論(frametheory) 、 オ ブジェ ク ト指向の

(objectoriented)概 念 などがある。

2.4知 識表現11一 設計対象データベース

CADを 用いた設計の結果得られるものは、設計

対象(製 品)の 情報とその生産情報のコンピュータ

内記述であり、これらをまとめて設計対象データ

と呼ぶ。つまり、CADを 用いた設計活動とは、設

計対象データの構築作業ということになる。設計

活動全般のコンピュータ化を実現するためには、

設計対象データを管理するデータベースは重要な

ポイントとなる。

設計活動の性質から考えると、設計対象デー

タベースは次のような条件を満たさなくてはなら

ない。

①統合性

設計活動の各段階で同一の設計対象 を扱 うの

であるから、設計対象に関する情報を統合的

に表現 ・管理できなくてはならない。設計の

任意の段階で入力された情報は、内容が損な

われることなく以降の段階で利用で きる必要

がある。

②多様性

同一の設計対象であっても設計活動の段階ご

とに異なった方法で表現される。例 としてLSI

設計 を考えてみる。機能設計の段階では、

「入力信号オンのときカウンタをインクリメ

ント」 というような機能動作で表現される。

論理設計や回路設計の段階では、ブロック線

図、論理ゲー ト網、回路図などの構造表現が

用いられる。実装設計の段階では、半導体 レ
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イアウトという物理的な表現 となる。LSIに 限

らず同一の設計対象が設計の局面に応 じて多様

な表現形式を持たねばならない。

③整合性

異なる形式で表現 された設計対象データ間の対

応関係さらには一貫性の管理が必要である。任

意の形式で表現されたデータが修正された場合

には、その修正に伴って他の形式のデータも変

更されな くてはならない。つまり、設計対象

データの全表現形式が整合性を保持 しなくては

ならない。

④動的管理

設計活動は、図表In-2-7の ように、詳細化、

解析、評価 ・検証、修正を繰り返 して進められ

る。つまり、設計対象データは非常に動的なも

のとなる。 しかもその過程で不定型なデータや

不完全なデータを扱わなくてはならない。前に

あげた整合性の問題 とも密接に関連する。

⑤階層性(構 造化)

CADシ ステムの拡張に伴い設計対象データベー

スは大規模化 し、データの多様性 も増大する。

設計者が設計対象を正確に把握するためには、

設計対象データを適切に階層化 ・構造化 しな く

てはならない。また、設計対象知識や設計操作

知識を有効に利用するためには、それら設計知

識 と設計対象データが有機的に結合される必要

がある。

図 表111--2-7設 計 ル ー プ

130

上記の要求を満たす設計対象データベースの実

現にも、AIの 知識表現技術が利用できる。多様性

や階層性を実現するためにはモジュール表現が、

整合性や動的管理を実現するためには非単調論理

をベースとした論理表現の利用が有効であろう。

個々の技術についてはすでに述べたので、ここで

はこれ以上の説明を省略する。

2.5知 識獲得

設計に関する知識の分類については前に述べた

が、これらの設計知識は一般に非常に抽象的であ

り、きちんとした体系化が難 しい。実際のところ

現場で設計に携わる設計者にとっても、設計知識

を明確に表現することは容易でない。このため、

熟練設計者の設計知識を初心者の設計者にいかに

継承するかという問題は古 くより難問とされてき

た。

AIの知識表現や知識獲得 ・学習は、設計知識獲

得の有効なツールとなるのではないかと期待 され

ている。知識獲得の技術は知識表現と密接に関連

しながら発展 してきている。ここでは、知識獲得

の観点から、知識表現について再度考察してみる。

●論理ベースの表現:こ のタイプの知識は、論理

という理論的な基盤を持ち、演繹推論などの処

理技術 も確立されている。 したがって論理形式

で知識を表現することにより、知識を明確化す

るとともに、整合性を管理することができる。

●ルールによる表現:ル ール形式の知識表現を用

いると、知識を断片的に取 り扱うことができる。

つまり、十分に体系化されていない知識を表現

するのに適 している。一見無秩序な知識 もルー

ルとして集積し整理することによって、きれい

に定式化されることも多い。

●モジュール表現:モ ジュール表現は知識の体系化

に有効である。とくに階層的な知識の表現に優

れており、主要概念を起点として関連知識を広げ

る形式で、知識を体系化するという戦略をとる。



2.6シ ステム開発

一般にAI研 究の副産物 として生まれてきたプ

ログラミング言語や開発環境 もAI技 術の1つ と

して位置づけられる。これらのプログラム技法あ

るいはシステム開発技術は、今後のCAD開 発に

不可欠なツールとなるであろう。

まず、これまでにあげたAI技 術の利用を考え

るのであれば、それらが実現されたシステム環境

の利用は当然といえよう。AI研 究の多くはLispや

PrologをはじめとするAI言語を用いて実現されて

いる。これらの言語は記号処理に向いたプログラ

ミング言語である。理論的にはFORTRANな どの

手続型言語でも同様の処理を実現できるが、シス

テム開発に伴う労力は非常に大きなものにならざ

るをえない。

またCADシ ステム開発の特質から、AI言 語や

開発環境の利用が有利になる点もある。設計活動

全般がコンピュータ向きに定式化されていること

はまずありえないし、新たに定式化することも容

易でない。 したがって、本質的に重要と思われる

部分を実現し、実際に使用 しつつ徐々に他の部分

を実現するという戦略がとられる。このような開

発形式の結果、開発環境には次のような性質が要

求される。

①ラピッドプロトタイピング

CADの プログラム開発が部分的かつ試行錯誤

的に進められる。そのため開発サイクルをで

きる限 り短縮する必要がある。プログラムの

ラピッドプロ トタイピング(rapidprototyping)

が望 まれる。例えば、記憶域の動的管理機能

やインタプリタを備 えたインクリメンタルな

プログラム開発環境は、ラピッドプロ トタイ

ピングに非常に有効である。

②モジュラリティ

CADシ ステムが拡張 されるに従って、内部の

データモデルや処理手続 も変更される。その

なかでシステム全体の整合性が保たれなくて
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はならない。データ構造やデータ操作 を抽象

化することによって、高いモジュラリティを実

現することができる。

このような背景から、以下にあげるAI言 語 と

そのプログラミング環境が知的CAD開 発のツー

ルとして有効であろう。

●関数型言語(Lisp):ラ ムダ算法という数学的

理論基盤 を持ち、データと操作(関 数)を 統

一的に扱 うことができる
。 リス トなどの記号

処理 に優れてお り、多 くのAIプ ログラミング

に利用 されてきた。また、動的な記憶域管理

やインタプリタ等、ラピッドプロ トタイピン

グにも適 した言語環境を提供する。

●論理型言語(Prolog):一 階述語論理という数

学的基盤を持 ち、手続的解釈 とともに宣言的

解釈が可能である。双方向のパターンマッチ

ングとバック トラックによって非決定的な処

理がなされる。最近は制約を指向 した拡張が

試みられたりしてお り、論理や制約 に基礎を

お く問題解決システムの実現に適 している。

●オブジェク ト指向言語:オ ブジェク ト指向言

語は、データ抽象を推 し進めたプログラミン

グ言語である。"オ ブジェク ト"と は、プロ

グラムの内部構造を隠蔽するために、データ

に作用する手続 き群をデータとともにまとめ

たもので、カプセル化 された内部状態 と内部

状態を操作するメソッ ドからなる。また関数

型言語(Lisp)と の融合を企図し、データ操作

の抽象化を進めた汎関数 を利用するものもあ

る。データ構造およびデータ操作の両面から

プログラムのモジュラリティは非常に高 く、

システムの拡張が容易になる。

2.7ユ ー ザ ・インタフェース

設計対象 の コン ピュー タ内表現 とともに、設

計対象 に関す る情報 を人間がコンピュータに対 し

ていか に伝 えるか、コンピュータが人 間に対 して



第lll編Al技 術 の動向

いかに示すか、というユーザ ・インタフェースの

問題も欠 くことのできない要点である。設計活動

の性質上、人間とコンピュータの間でやり取りさ

れる情報は非常に高度のものとなる。特に、人間

の意図をいかに伝えるか、設計者に一切の制限を

与えずいかに豊かな表現法を許すか、などの点が

問題となる。

AI研 究の成果から知的CADへ の利用が考えら

れる新 しいタイプのユーザ ・インタフェース技術

として次のものがあげられる。

●自然言語理解:AI技 術の代表的な応用例が自

然言語理解である。設計者(人 間)が 通常用い

る主たる情報伝達手段 も自然言語であ り、何の

制約もなく自然言語を利用できるのであれば、

設計者に余計な負担を与えずにコンピュータ内

に情報が入力できることになる。言語の表現対

象が設計問題に限定 されるという点で、日常一

般の言語理解より実現性が高いと考えることも

できる。

●音声理解:自 然言語を用いた対話の中でも設計

者にとって最も自然かつ容易な対話方法は音声

によるものである。単位時間当た りの情報伝達

量は文字入力よりも多 くなるし、ちょっとした

思いつきも気軽に入力できるようになろう。自

然言語理解を土台とした技術であるが、音響的

な面での音声の振れなどの問題を解決する必要

がある。その点でニューロコンピューティング

やファジィ理論の利用が図られている。

●画像理解:自 然言語理解とともにAI応 用例の

代表である。画像は音声以上に多 くの情報を表

現することが可能であるうえ、設計者にとって

も視覚的に表現 したほうが適当な場合も多い。

文字や音声などと組み合せたマルチメディアの

対話環境実現が理想であろう。
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■ 第3章… 一 一 分析
最近、製造分野でもより複雑な問題に対する高

機能なシステムへの要求が高まり、その中でAIに

期待が寄せられている。まだ本格的な実用化例は

少ないが、工程設計、生産管理、プロセス制御、

操業監視 ・運転支援、設備故障診断、製品検査な

どですでにエキスパートシステムが開発されてい

る。しかし、これらは生産流の下流に近い分野の

タスクであり、しかもプランニングや診断の分野

に属するものが大部分である。それらに比べて設

計の上流に近い部分では、プラントの配置、配管



設計やVLSIの 設計、その他定型設計の自動化な

どの例を見る程度にす ぎない[Gero85][IEEE

86]。

しか し熾烈な企業間競争に勝ち残 りをかけて、

製品の高品質化、生産リー ドタイムの減少など

を実現するために、特に設計の自動化をさらに

進めたいという要求は強い。 もし、AIの 技術 を

用いて、設計者の設計過程がコンピュータ上に記

述できれば、コンピュータは広範な範囲の設計案

を生成 し、検討 して くれるか も知れない し、ま

たAIに よって人間の持つ概念を操作することが

できれば、従来のCADが 対象とで きなかった概

念設計にもコンピュータが使えるようになるかも

しれない。このような期待に応えて、設計エキス

パー トシステムのための基盤技術が研究され、ま

たいくつかのシステムが開発 されている。

本章では、自動化が遅れている機械設計を中

心として、機械設計エキスパー ト構築のための

基礎技術に関する研究 を紹介する。 また、次章

では比較的自動化の進んでいる分野である回路

設計の分野からアナログLSIの 自動設計システム

LADWSに ついて述べる。

3.1定 型 設計 エキスパ ー ト

設計 には、新 規設計 の ように創造 的な もの も

あれば、類似設計 や再設計 な どの よ うに、あ る

程度設計手順が 決ってい る もの もあ る。 これ ら

の定型設計 を自動化 す るシステムが開発 されて

いる。例えば[Brown86]が 対 象 と している定型

設計 とは、 設計 対象 の構造 が決 ってお り、そ の

中に使 われ ている部品 な どの標準的 な設計 法が

既知であ る もの を再 設計す る(設 計条件 を変 え

た修正 な ど)。 実際 の設計で は この ような もの

が少な くない。

定型 的 な設 計過 程 を記述 す る言語 と して、

[B・・w・86]はDSPL(DesignSpeciali、ts、ndPl、ns

Language)を 提 案 している。図表 皿一2-8は 空気

第2部 ハイライト技術一知的CAD－

シ リンダーの設 計 を行 なった例で ある。 シリン

ダーの階層的 な構造 に沿って段階的に設計手続 き

が記述 される。システムの特徴 としては、

1)部 分 問題 へ の分割 に よる問題解 決(Least

Co㎜i血ent+(tenericTask)

2)design£valuate-redesignパ ラ ダイム(+failure

recoveryheuristics)

3)構 造 変化が少 ない設計対象 を扱 う

4)設 計対象の属性 が分類 され、記号化 されてい

る

などがあげられる。

図表M-2-9は 、DSPLと よ く似 た考 え方で

Xeroxで 開発 され た複写機の紙送 り機構 を設計す

るPRIDE[Mittal86]の 例 で、設計問題 を解いて

いる様子 を示 した ものであ る。 またPKRL[山 田

86]は パ ッケージ設計 の 自動化 を目指 した もので、

設計で定型的に行 なわれている機能 から形状への

展 開プロセスを記述す る言語 を開発 し、そ こに設

計知識 を表現 し、 さ らにパ ラメ トリックデザイン

システムと結合するこ とに よって設計の 自動化 を

図 ってい る。 さらに、図表 皿一2-10に 示 す よう

に商用の システムと してはlcAD[Phillips87]シ

ス テムがある。

図表lll-2-8DSPL/Airシ ス テム[Dixon86]
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3.2設 計計算の自動化

設計では多量の設計計算が行なわれるが、これ

は単に方程式を連立して解けば良いというのでは

なく、設計式の重要度が違っていたり、暗黙値や

推奨値などが必要だったり、カタログなどのよう

に離散的な変数があったりするので、設計計算の
'ための計算法が必要である

。

例えばDOMINIC[Howe86]は 反復による設計

計算の自動化を目指 したもので、設計対象の設計

変数の修正を効率 よく行ない、そのなるべ く最適

な解へ の収束 を早 め るシステムで ある。 また、

ADL/CRS[長 澤84]シ ス テムは論 理 プログラム

(Prologに 近 い もの)の 上 に作 られた拘 束条件解

法 を基礎 と した設計 システム記述言語 であ る。

ADL/CAS(ADesigner'sLanguage/Constraints

ReductionSystem)で 用 い られてい る拘束条件 リダ

クション法 は、パラメー タに対す るある拘束 条件

の組 を、リダクションルールによって よ りプリミテ

ィブな拘束条件 にリダクションしてい き、解 くこ

とがで きる ところか ら解 いてい くものである。最

図 表ll1-2-9PRIDEシ ス テ ム[Mittai96]
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後までリダクションされずに残 ったものは、そ

れを解 く専用の解法(例 えば非線形連立方程式

の解法プログラムなど)に 渡されて処理される。

これらは、後述の制約解法を基本 とした技術で

ある。

3.3設 計対象モデル

(1)設 計対象の表現

設計過程は、設計対象記述を操作する過程で

あるので、この意味では設計過程の記述と設計

対象の記述は強い関係 を持っている。一般的に

この記述は設計対象モデルと呼ばれるが、設計

対象を表現するモデルといっても、製品によっ

てもそれは異なる し、またそのモデルの利用さ

れる場面、目的などによってもさまざまなモデ

ルが考えられる。 また、形状や寸法、組立てな

第2部 ハイライ ト技術一知的CAD－

どの詳細な設計対象の情報を扱うほかに、概念設

計段階などで必要とされる、曖昧で、不完全な要

求仕様や機能的性質なども扱 う必要がある。また

それらが段階的に詳細化されたり、同一の対象に

対 してさまざまな見方の違ったモデルが作られた

り、巨視的あるいは微視的にモデルの精度が変わ

った りしながら、次第に完全な製品記述に変換さ

れていく過程を扱 う必要がある。

このような問題は、CAD/CAMデ ータベースー

般 の特質 としては、古 くから指摘 されていた

[Kimura83]が 、これに対 して知的CADの テー

マとして、知識表現 を用いる方法が提案 されてい

る。 しかし、設計対象モデルの概念、要求機能は

かなり明らかにされてきているのではあるが、そ

れらのすべてを扱える枠組を研究の射程とするこ

とは野心的にすぎる。そこで、それぞれの問題意

図 表111-2-101cADシ ス テ ム[Phillips87]
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識、立場でさまざまな研究が行なわれているのが

現状である[伊 藤86]。

前節の設計エキスパー トとの関連でいうと、設

計エキスパートシステムの推論や問題解決の中で

扱われる設計対象モデルは、設計に必要な属性を

設計対象から抽出して記号化したものである。例

えば、設計対象をいくつかの属性値パラメータの

集合としてモデル化する。その一方で、機械設計

の場合には、設計対象の持つ属性の多くはその幾

何形状と強い関連を持っている。したがって、こ

のような対象モデルでは、その幾何形状や構造情

報が捨象された形で、属性値だけでモデルが操作

されていることになる。

(2)形 状特徴モデリング

形状特徴については、最近多くの論文が発表さ

れている。形状特徴モデリングは、例えば穴や溝

といった名前で呼ばれる製品形状に部分的でしか

も特徴的な形状を、これらの言葉を用いて入力し、

形状 を生成して行 くものである。図表皿一2-11

は[Luby86]の 提案するDesignwithFeatureシ ス

テムの例で、このような形状をpartDfやis-aなどの

関連を持つ階層的な形状特徴で表現し、形状モデ

図 表|ll-2-11DesignWithFeatureシ ス テ ム

[Phillips87]

ルにまで展開している。図表皿一2-12は 特徴の

階層を示したものである。これらの形状特徴情報

もデータベース化されるので、下流の工程設計な

どに有効なツールとなる。また、形状特徴は形状

を記号化 した表現ともいえるので、前述のように

設計エキスパー トに対する設計対象モデルとして

も重要である。形状特徴機能を持つ商用システム

も利用され始めている。

図表111-2-12特 徴 モデルの階層[Luby86]
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3.4幾 何推論

幾何推論に共通する1つ の性質は、幾何学的

属性で記述されるもの、例えば物の形状や位置、

変位、経路などに関 して、何等かの推論機構を

図 表lll-2-13

第2部 ハイライ ト技術一知的CAD－

括って問題解決を行なうことである。代表的なも

のには幾何の定理証明や経路探索などがあるが、

CADや 設計 と関係するもの としては、以下で述

べるような形状生成、寸法 ・公差処理、形状特徴

抽出などがある。
繋ぎ手の生成[Welch89](1)形 状生成

図表lll-2-14CSpaceに よ る機構形状の設計[Joskowicz87]

従来の幾何モデルでは、設計

者が形状定義の大半を入力 して

いた。幾何属性推論では、対象

とする形状が満足すべ き拘束を

入力し、その拘束条件を満足す

るような形状を生成する。形状

拘束には、さまざまな設計上の

拘束を反映 したものがあり、例

えば図表ln-2-13は 梁の繋ぎ

手の形状 を梁の加重条件などか

ら生成 している[Welch89]。

形状拘束が形状を表すパラメー

タの上の代数的な制約条件で記

述できるような場合にはある程

度一般的な制約解決(constraint

soMng)の 手法が利用できる

が、多 くの設計制約による形状

拘束を解 くためには、それに依

存 したヒューリスティックスに

よる生成検証法による方式が採

られることが多い。他の例とし

ては、図表M-2-14に 示す機

構運動を設計仕様としてコンフ

ィギュレーションスペースによっ

て表し、そこから形状を設計す

る問題を扱った[Joskowicz8g]

などの研究がある。

(2)寸 法 ・公差問題

寸法や寸法を変更することに

よって設計対象の形状を変更す

る、いわゆるパラメ トリックデ
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ザ インは、前項 で述べた形状生成 と同様 に、寸法

を拘 束条件 と し、それを満足す る形状 を求める問

題 と考 えるこ とがで きる。 しか し、寸法 は曖 昧

だった り、不足 した り、過剰であ った りす るのが

一般的であ り
、さらにその背後には設計意図 とい

う単 なる幾何拘束以上の意味 を持 っているため、

多 くの研 究が なされている。例 えば図表IH-2-

15は 、寸法整 合問題 を寸法制約 と制約伝播 問題 と

して扱 い、上記のような問題 を依存関係処理 によ

って扱 ったシステムである[Suzukigo]。

さて、公差 は寸法 に比べて幾何 学的側面 よりも

機能的、製造的な側面が重要であ るし、また幾何

学 的 側 面 に 限 っ てみ て もそ の 実 形 状 の 持 つ

fuzzinessを 直 接 に扱 う必 要があ り、応用 と絡んで

最近研究が盛 んになってきた分野である。

[Requicha86]は 公 差問題 を

1)Representationoftolerance

2)Analysisandsynthesisoftolerancespecification

図 表lll-2-15寸 法 システム[SuzukigO]

・巾 ・↑
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β

λ

lnit・ialShape6

仇

4
8ρ

＼

3)Applicationsoftolerancinginformation

の3つ に分類 しているが、3次 元の幾何公差を

完全に処理できるものはまだない。

(3)形 状特徴抽出

前述の形状特徴モデリングに対 して、幾何モデ

ルからそれの持っている形状特徴を抽出するもの

である。特徴文法(Fea輌G㎜er)に よる抽出

ルールを用いた方法や、境界表現の立体モデルの

持つ面分などの接続グラフを解析するグラフマ ッ

チングによる方法などがある。図表 皿一2-16は

[sakurai89]の 例である。左上の形状に対 して、

下部のような特徴が抽出されている。 しか し形状

が、そのマクロ的な特徴には直接影響 しないよう

な微細な形状 を含んでいる場合、マッチングがそ

れに影響されてしまい、正確な特徴抽出ができな

いなどの問題がある。

また、前述の形状特徴モデリングが可能になれ

ば形状特徴抽出は不用であるという考え方 もあっ

たが、例えば設計 と加工などのよう

に観点が変ると、同一の形状に対 し

て異なった形状特徴が認識されるの

で、何 らかの特徴抽出が必要である

とされている。抽出された形状特徴

は、工程設計や生産性ア ドバイザー

(後述)な どに利用されることが多

Quafitati、?OODfiguratS。nspace・

θ

θ

.

いo

(4)生 産(容 易)性(Manufactura-

bility)解 析

機械 を設計 する ときには、その機

械が単 に要求機 能を実現す るばか り

で な く、加工や組み立 てなどに要す

る生産 コス トが小 さいこ となどの生

産性(ma皿facturability)や 、製品の

ラ イ フサ イ ク ル に お け る保 守 性

(servicabmaty,maintenancibMty)が 良

い ことな どが要求 され る。生産性 の

高い設計 を実現す るためには、利用
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可能な工作機械 の能力 ・容量 や加工法 、加工 コ

ス トな どの よ うな下流の生 産現 場 に蓄積 された

経験やノウハウなどのさまざまな知識が必要であ

る。 しか も新素材 や新 加工法 な どの開発 によっ

て生産性 は変化す るので、熟練 した設計者で あ

って もそれ らのすべてに精通することは難 しい。

そ こで、設計 の早い段 階で設計案 の生 産性 を

評価 し、 予測 す る生 産 性 ア ドバ イザ ー が知 的

CAD研 究 の1つ の方 向 となっている。 これ らは、

設計案 を生 産性 の観 点か ら評価 するエキ スパ ー

トシステムであ る。図表m-2-17は[Cutkosky

89]が 開発 中のFirstCutシ ス テムの例である。

第2部 ハイライ ト技術一知的CAD－

3.5定 性 推論

現在 、AIの もっ とも魅 力的 な分野 の1つ が定

性推論(QualitativeReasoning)で あ る。定性推論

の 目的 は物理系の挙動(運 動や熱 など)を 定性的

に解析する方法 を見つけることであ る。つま り、

AI研 究 の中で も、直接 的 に設計 に有用 な もの と

期待 される[Forbus88]。 例 えば、設計対象の粗

い挙動解析 シ ミュ レーションを行なった り、挙動

か らその仕組みを解析 した りするのに利用できる

であろう。 また、設計対象の挙動 を記号的に記述

することがで きるので、設計エキスパー トなどと

の結合が より容易になるであろ う。

図表lll-2-t6形 状 特徴抽出[Sakurai89]
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第4章 アナ ロ グLSI自 動 レイア ウ ト

システムLADIES

(日立 製作所)

アナログLSIの レイアウトでは、回路機能 を保

証するためのさまざまな制約を守る必要がある。

そのためには、守るべき制約の抽出と、制約を考

えた面積最小化 という2つ の課題を解決しなけれ

141

ば な らない。(株)日 立製作所では、知識処理の応

用 により、 この課題 を解決 できると考 え、アナロ

グLSIレ イ アウ トシステムLADIESを 開 発 した。

LADIESは 、知識 と回路の特徴 を照合 して制約条

件 を抽出す る処理 、クラスタリング配置 とリバール

ー タを用い た手続 き型の初期 レイアウ ト処理
、お

よび改善ルールを適用する ことによ り制約 を守 り

つつ改善処理 を行 なう処理 の3つ の部分 からなる。

71素 子の アナログブロックに適用 し、制約違反

な しで、対人手比面積108%の 結 果 を得た。

4ヨ 概要

デジ タルLSIの 自動 レイア ウ トでは、面積最小

化 を目的に、多 くのアルゴリズムが考案 され、人

手並 の面積 を実現す る実用 システムが開発 されて

きた[1]。 と ころが、アナログLSIに つ いては、

デ ジタルLSIに 比 べ 、 レイアウ トの自動化が遅れ

ている。近年 、い くつかのシステムが開発 されて

いるが、その適用範囲に制限があ り、多 くは人手

に頼 っているのが現状である。

アナログLSIレ イ ア ウ トの 自動化が難 しい理 由

は2つ ある。1つ は規格化の難 しさであ り、 もう

1つ が レイア ウ ト制約である。

まず、規格化 について説明 しよう。図表田一2

-18に デ ジタルLSIと アナ ログLSIと の レイアウ ト

モデル を示す。デ ジタルLSIで は構成要素のセル

は数種類 と少な く、大 きさもそろえやすい。また、

配線 はシ ョー トせずにつ ながっていれば良い。そ

こで、平面 を一定間隔の格子 で区切 り、セルを格

子点上に置 き配線 を格子線上 に通す とい う格子モ

デル を用いて、 レイアウ ト問題を簡単化 すること

がで きる。

一方
、アナ ログLSIで は 、構成 要素 となる トラ

ンジスタ、抵抗、容量 などが、それぞれの回路定

数 に応 じて、さまざまな形状 を取 り、デ ジタルの

場合 の ように同一形状 にそ ろえ ることが で きな

い。 また、配線幅 も流れる電流量 に応 じて変 える
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必要がある。 したが って、格子モデルを使 えず 、

セルや配線 を実際のパ ター ンの図形 としてそのま

ま扱 う必要があ り、処理が複雑になる。

次に、 レイアウ ト制約について説明 しよう。 ア

ナ ログLSIで は 、製造上 のば らつ きによる回路定

数の変動が、そのままチ ップ性能 にかかわって く

る。そこでば らつ きの影響 を最小限 にするため、

特定の素子 を近 くに置いた り、対称的に置 いた り

する必要が出て くる。 また、配線間の クロス トー

クを避 けるために近 くを通 ってはいけない配線 も

ある(図 表IH-2-19)。 これ ら、回路 の動作 、

性能 を保証するための、 レイアウ トの幾何学的条

件をレイアウ ト制約と呼ぶが、その設定には高度

の知識が必要である。また、レイアウト処理自身

も、複雑な条件を考慮する必要があり、アルゴリ

ズムの複雑化を招 く。

第1の 課題については、すでにデジタルの世界

でもある程度取 り扱われお り、その手法が応用で

きる。セル形状が一定でない問題は、チップ上に

論理ブロックを配置するフロアプランの分野で研

究されてきている。また、配線についても、セル

設計で可変幅配線が必要なことから研究が進んで

おり、その手法が応用できる。

第2の 課題のうち、まずレイアウト制約をどう

図表111-2-18デ ジ タルLSIの レイアウ トとアナログLSIの レイア ウ ト

(a)デ ジタルしSl

配

(b)ア ナログLSl

図表lll-2-19レ イ ア ウ ト制約例

回路特性 レイアウ ト制約 説明図

素子定数の一致

素子の近接配置

対称レイアウ ト

口韮
山

クロス トーク

対策

配線の

交差禁止
並走禁止

_ぐ4
一 d≧D

λ≦Lロ ↑
⊆ユ λ

↓

百
口

巴

動作タイミング
ー致

等長配線
冒 λ1=ゐ

百 λ

言
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与 えるか につ いて 、 これ まで発 表 され た もの

は、すべ てを入力 として設計者が与える形 になっ

ている[2]。 しか し、その 制約指 定個所 は 、

2000ト ラ ンジス タの チ ップで100ヵ 所 とか な りの

数 になる。 また、実際 の運用 を考 える と、 レイ

アウ ト結果 を見 て、制約 を設 定 し直す必 要がで

て くる。で きるだけ、制約 は自動 的 に設定 し、

人が与 えるのは、最小 限 にす る必 要があ る。 レ

イアウ ト設計 者 は、 どの ような回路 には どの よ

うな レイア ウ ト制約 を与 えるべ きか とい うこと

を 「知識」 として持 ってお り、 この知識 と回路

を対応 させ て レイア ウ ト制約 を設定 している と

考 えられる。 この知 識 には、 回路 の形か ら機械

的に 与える もの(い わゆ る浅 い知識)と 、 回路

の動作 を考えて与 える もの(い わゆ る深い知識)

と2つ が ある。 レイアウ ト制約の約9割 は、浅

い知識だ けで与 える こ とがで きる。そ こで、浅

い知識 をルール として組み込 み、 レイアウ ト制

約の多 くは、 自動 で与え、深 い知 識が必要 な指

定は人に任せることにした。

次 に、 レイア ウ ト制約 を満足す る レイア ウ ト

手法 について述べ る。 これ までのア プローチは、

アルゴ リズム を拡 張 して制 約 を取 り扱 える よう

にす るとい う ものであ った。 しか し、制約 の種

類が限 られて いる場 合 はこれで良いが、 アナロ

図表lll-2-20LADIESシ ステム構成

第2部 ハイライ ト技術一知的CAD－

グLSIの ように数十種類に及び、互いに関連 し合

っている場合には、それをすべて尽 くすように処

理を記述するのは困難である。

知識処理では、各々の制約条件を独立に記述

することができるので、実現は容易になるが、実

用的な処理時間で解が得られない恐れが大きい。

そこで、まず、初期レイアウ トをアルゴリズムを

用いて求め、その後知識処理を用いて改善すると

いうアプローチをとることにした。

4.2シ ス テム構 成

LADIESの シ ステム構 成 を図表m-2-20に 示

す。LAD肥Sは 、次 の3つ の処理か らなる。

(1)レ イアウ ト制約抽 出

回路 に対 し、必要な レイア ウ ト制約を知識ベー

スを参照 して付加する。

(2)初 期 配置配線

レイアウ ト制約 を遵守 しつつ初期 レイアウ トを

生成す る。

(3)レ イ アウ ト改善

改善ルールを適用 し、面積の縮小制約違反の除

去 を行な う。

回路

ファイル

レイアウ ト

制約抽出

協調推論機構

レイアウ ト

制約知識

置
線
配

配

レイアウ ト

制約

レイアウ ト

ファイル

4.3レ イ アウ ト制約

アル ゴ リズムで対応 で きるため には、 レイア
'

ウト制約は幾何学的な条件として記

述 される必要がある。また、レイア

ウ ト知識を十分反映できるように一

般性がなければならない。この点か

ら、レイアウト制約記述言語を次の

ように定めた(図表M-2-21参 照)。

レ ア

改善

レイアウト

改善知識

4.4レ イア ウ ト制約導出

レイアウ ト制約抽 出は、与 え られ

た回路 に対 して レイアウ ト制約 を与

えるものである。

(1)レ イ アウ ト制約知識
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レイアウ ト知識の例 を図表IH-2-22に 示 す。

この知識のTHEN部(一 一〉以降)は 、そのまま

レイアウ ト制約 となる。 しか し、条件部は このま

までは不十分である。通常 回路記述 に含 まれてい

るのは、素子 とその接続情報だけである。図のよ

うなルールを適用す るには、条件 をよ り詳細 に記

述する知識が必要である。

この例で言えば、differencial-ampと は 、 どうい

う回路か、どうい う回路が高周波 を出す回路かが、

わからなければ、対応する制約 を出す ことがで き

ない。 これ ら、 レイアウ トにその動作 が影響 を受

けやすい回路 を特徴 回路 と呼ぶ ことにす る。特徴

回路の典型的なものについては、テ ンプ レー トで

図表lll-2-2tレ イ ア ウ ト制約 とその表現

口口
(1)隣 接

[…□ 鴎
(2)近接(3)相 対

口口 呂
(5)対 称

<specification>::=

⑥等距離

闇
(7)離 反

(a)レ イアウ ト制約

持てば よい。 しか し、多種の変形のある ものにつ

いて は、その よ りマクロな構造 を知識 として持つ

必要がある。

(2)処 理 方式

図表ln-2-23に レイアウ ト制約抽出処理の概

要を示す。前節の考察 から、次の3つ の処理で行

な うようにした。

step1.特 徴 回路抽出

回路の結線情報 と特徴 回路の知識(素 子 間の結

合関係 と して記 述 したテ ンプレー ト)と のパタ

ーンマッチ ングによ り回路 中の特徴 回路 を抽 出

する。

step2.回 路 構造抽 出

回路構造ルールを適用 し、

i-一一囚

ii

(4)位置

囚lw冒

(CONCAT<elemθnt>_)

(NEAR[<distance>【<overlap>]]<element>_)

(RELATIVEVI卜{<element>_)

(POSITION<x><y><element>)

(SYMMETRICHIVIP<element><◎enter><element>)

(ISOMETORIC<centeトelement><element>...)

(APART【<dlstance>1<overlap>]1<element>_)

(SIMILAR<group><group>_)

<element>::=<component>1<group>1<specification>

<group>::=

<name>

(GROUP<name><element>…)

(GROUP<name><specification>)

<value-relation>::=

(RELATION〈pa㎜ 〉=;〉;<<param>【+一<delta>1)

(b)記 述 言 語

(8)類 似
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step3.レ イア ウ ト制約生成

上の2つ のステ ップ求 められた特

徴 回路 やグループに対す る制約 を

レイア ウ ト制約知識 との照合 によ

り導出す る。

4.5制 約考 慮配置方式

レイアウ ト制約 に従って配置配線

を行 なう方式 を述べる。配置手法 と

して、 クラス タリング配置手法 を拡

張 した方法 を使 う。 クラス タリング

配置手法は、標準セルのブロ ック内

配置 に用い られてい る手法であ り、

次 の2ス テ ップか らなる。

Stepl.ク ラスタリング

セル、 クラス タの数が1つ になる

まで、"結 合度が最 も大 きいセル、

クラス タ同士 をまとめ、1つ のク

ラス タにする"こ とを繰 り返す。

Step2.ト ップ ダウン配置決定

クラス タが な くなる まで、"ク ラ

ス タを2つ に分解 し、配線長が短

くなる ようにその隣接位置関係 を



決める"こ とを繰 り返す。

ここで 、結 合度 は2つ のセ ル、 クラ スタの 間

に定義 される評価 関数 で、2つ を結 ぶ結 線が他

と結ぶ結線 に比べて多い ほど、大 きい値 を とる。

この処理で、配置 制約 は次 の処 理 を行 な うこと

によって考慮 する ことがで きる。(図 表M-2-

24)

① 核 クラス タ作成:

連接 指定 されてい るセル同士 を優先 して クラ

第2部 ハイライ ト技術一知的CAD－

ス タ リングす る。離 反指定 されてい るセル同

士のクラスタリングを避 ける。

② クラス タリング:

近 接 指定 されてい るセル を結ぶ正 の重 みの 、

仮想 的な ネ ッ トを与 える。 また、離 反関係 に

あ るセル同士 に負 の重み の仮 想 ネ ッ トを与 え

る。等価 、類似関係 を指定 されてい る グルー

プ同士は、同 じクラス タリングを行な う。

③ トップダウン配置:

図 表lll-2-22レ イ ア ウ ト制 約知識

ifdifferential-Amp(tl,t2,rl ,r2)

一一>

PlaceContact(ti,t2)

PlaceContact(rl,r2)

ifAmp-lnput(sigl)

Hi-freq.-output(sig2)

一一>

RouteApart(sigt,sig2)

:韓:" 齢ピ 臥r1
～q==コ9'

r2

ぎ埠
図表111-2-23レ イア ウ ト制約抽 出処理

回路記述

↓

特徴回路

/
特徴回路抽出

＼
回路構造抽出

回路構造 レイアウ ト制約

(group

(Q501,Q502)

placenear))

⑳ place-near
"(trl,tr2)
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配置方向、位置を満足するように位置関係を決

める。

4.6配 線

図表 皿一2-25に 配線処理 を示す。配線領域 を

矩形 に分割 し、その矩形 をた どる順番 をネットご

と求め、詳細 配線 をRiverRouterを 使 って行 なう。

4.7改 善処理方式

図表 ‖1-2-24配 線 処理

ステップ 考慮制約 処理 説明図

核クラスタ

生成
隣接配置 核クラス

タにする 蹄 口
口 ロ

クラスタリング

近接配置

離反配置

ネッ ト重

み付け

Q

トップダウン

配置
相対位置 従 う 鎧b鵡

目口]日
}

(1)改 善 処理の概要

面積の縮小 とレイアウ ト制約の遵守の2つ の改

善処理 を行 な う。悪 レイアウ ト状態(制 約違反や

面積的 に損 な素子や配線 の組み合わせ)を 素子や

配線 の相対 関係 によ り記述 したテ ンプレー トによ

り表現 し、 レイアウ トとテンプレー トのパ ターン

照合 によ り改善すべ きレイア ウ ト部分 を抽 出す

る。次 に、各テ ンプレー トに対応す る レイア ウ ト

改善手続 きにより、抽出 した レイアウ ト部分 の改

善を行 な う。 テンプレー トをIF部 に、

改善手 続 きをTHEN部 に 記述 したIF-

THENル ー ルを複数用意 して、照合 ・

実行 を繰 り返す ことで改善 を進める。

(図表 皿一2-26)

(2)予 測推論機構

ルールを用 いて改善 を行 な う場 合、

単純 にマ ッチ したルールを実行す るの

では効果 的な改善 を行な うことはで き

ない。 これについ て図表 皿一2-27の

例 を用いて説明する。左 は初期 レイア

ウ ト状 態 を示す。 この状態 に対 して右

図表lll-2-25レ イ アウ ト制約知識

匝口[回]国

璽 回
(1)配 置

(4)配線領域結合

(2)配線領域抽出

(5)詳細配線

(3)概略配線

(6)ス ル ーホール配置
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上の状態への改善 と左下の状態への改善のどち

らかを選択することができる。面積の縮小率の

みを考えると左下の改善の方が効果的である。

ところが、配線WlとW2に 並走禁止の制約がある

場合は、制約を守るためにさらに右下の状態への

改善が行なわれ、結果的には右上の方が良い改

善であったことになる。

このような場合によりよい選択をするために

は、1つ のルールを適用 した結果、どのような

レイアウト状態になるのかを知る必要がある。

ルール間の優先度は決定的なものでなく、レイ

第2部 ハイライ ト技術一知的CAD－

アウト状態と組み合わせて始めて比較できるもの

であるために、あらかじめルールにプライオリテ

ィを付けることはできない。状況に応 じて最適な

ルールを選択するには、推論機構にルール適用後

の改善の効果を評価する機能を組み込む必要があ

る。 しか し、汎用の知識処理言語の推論機構では、

あらか じめ決定された優先順位によりルールを選

択することしかできない。そこで、上のような機

能を持つ推論機構 として、予測推論機構を考案 し

た。

図表m-2-28に 推論機構の概要を示す。推論

図表lll-2-26レ イア ウ ト改善ル ール例

⑫ 眠,
(a)面 積縮小ル ール

IF

S=space(T1,right)

S=space(T2,upPer)

THEN

rotate(T2,90)

w1へ 並麟 止

　　

/爾
哩

W1

OK

W2

/疏 、
　 　

＼、一旦 ノ

lF

constraint(d(Wl,W2)〉=D)

d(Wl,W2)<D

THEN

shift(W†D-d(Wt,W2))

図表lll-2-27ル ールの選択

Tl

選択1

rotate

デ

面積:70x40=2800

Rotate譲

T2

選択2

T1

面 積:60x40=2400

Flip

wire

→

W2

並走禁止違反

W1

_.1薄

w・口 口!
w2

遂 －ir勧

面積:50x40=2000

shift

wire り

T1

面 積:55x40=2200

Wl

面 積:50x50=2500
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は以下の ステ ップで行なう。

step1.レ イアウ トパター ンとルールベ ース を照合

して、マ'ッチするルールの集合 を作成する。

step2.マ ッチ したルールについて仮の実行 を行 な

う。ルール適用前 のデー タは保存 してお く。

step3.仮 実行結果の レイア ウ トパ ター ンとルール

ベ ースの照合 を行 ない、マ ッチするルールの集

合を作成す る。

step4.改 善 前のマ ッチするル ールの集合 とルー

ル仮実 行後のマ ッチするル ー ルの集合 を比 較

する。

step5.改 善 前 よりも、面積が増加す る場合や新 し

く制約違反が生 じる場合 は、そのルールの採用

をやめ、次の候補 に対 してstep2か ら繰 り返す。

逆 に、面積や制約 違反が減 少す る場合 、その

ルールを採用 して実行 し、steplか ら繰 り返す。

4.8評 価結果

各プログラムはすべてCommonLisp上 に作成し

た。71素子、51ネ ットの回路を対象として適用実

験を行なった。実験対象回路は、2つ の差動増幅

器 と定電流回路を主要素 とするほぼ同じ回路を3

つ並べた構造を持っている。

(1)レ イアウト制約導出結果

図表皿一2-29に 、評価結果を示す。以下の基

本的な機能を実現 した。

●回路特徴として、特徴回路、回路階層、繰返 し

の抽出。

●レイアウ ト制約 として、連接配置、近接配置、

相対配置、および類似配置指定の導出。

(2)レ イアウ ト改善結果

レイアウ ト改善処理により、初期 レイアウトの

面積を7%縮 小することができた。また、初期 レ

イアウトで満足しているレイアウト制約に違反す

ることなく、面積の縮小が行なえた。

図表m-2-30の(a)に 初期 レイアウト(b)

に改善結果を示す。

ここで提案 した手法は、レイアウト設計の工程

を3つ のフェーズに分け、それぞれのフェーズに

より、知識処理と手続 き処理を使い分けるもので

ある。

レイアウト制約導出処理では、回路情報をもと

に差動アンプや定電流回路等の特徴回路を抽出

し、回路構造を認識 してレイアウトを行なう上で

図表lll-2-28ル ー ルの選択

実実行 戸 向き推レ

1
ぐ 埠__

改善前レイアウ ト

現在 マ ッチ し

てい るルール

次 にマ ッチ

するル ール

面積縮小

ルール

制約遵守
ルール
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レイアウ ト制約抽出結果
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、

、、、、、

回路構造 レイアウ ト制約

構造種別 # 制約種別 #

差動 アンプ
6
隣接配置

12

拡張差動

アンプ
3
近接配置

3

定電流源 3
相対位置

3

抵抗群 3 近接配置 3

繰 り返 し

構造
1 類似レイ

アウト
1

表1.ベ ン チマーク諸元

1項 目 値1

素子合計 611

トランジスタ 051

抵抗 22

制約

図表 川一2-30 評価結果

表2.評 価結果

レイアウ ト 面積(mめ 対人手比 実効ルール

人手 レイア ウ ト
264120 tOO 一

初期自動レイアウ ト 305136 1.16 一

改善後
前向推論 292032 1」1 30

予測推論 286416 1.08 40

(a)初 期 レイアウ ト (b)レ イアウ ト改善後

=二 …‖
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の制約 を導いた。 この制約 を元 に自動 レイア ウ ト

を行なった結果、 レイアウ ト制約 を守 り、対人手

比面積116%の 結 果 を得た。 レイアウ ト改善処理

では、面積縮小 ルール と制約遵守ルール を用 いて、

レイア ウ ト制約 を守 りつつ面積の縮小 を行な うこ

とがで きた。実験結 果では初期 レイアウ トを7%
'

縮 小 で き、対人手比面積108%の 結 果を得 た。
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舷5章 設計対象物の表現と処理

設計対象物のモデリングに関する問題点を一般

的に分析 し、特に記号処理 と図形処理が混在して

高度な推論が要求される形状のモデリングについ

て技術の現状を詳述する。

5.1モ デ リングに対する要求

設計や生産準備の過程は、対象製品の機能に対

する要求条件や仕様を与えられて、それらを満た

す製品の構造を確定 し、それを製造するために必

要となる生産プロセスに対する制御情報や管理情

報を生成する過程である。情報処理的に言えば、

対象製品を記述するモデルを生成、処理、伝達、

蓄積してい くモデリングの問題 と考えられる。

設計生産作業がコンピュータ化される以前は、

人間がこれらの情報処理の主体であり、 「図面」

を媒体 として、作業を進めていた。作業に応じて

多種多様な図面が描かれ人間はそこから必要な情

報を必要な形式で読み取って、次の作業のための

図面を作成していった。

設計生産作業の全体を、あるいはその一部でも

コンピュータ化していくためには、従来の図面に

代るような記述の 「枠組」 としてのモデルが必要

になる。設計作業においては、すでにできあがっ

た製品をコンピュータのためにモデル化するので

はなく、最終製品のモデルを段々と作 り上げてい

くことが本質的なのである。最初は曖昧で不完全



な要求条件が与えられ、最終的には整合性のとれ

た詳細な製品定義情報が生成される。

上述のようなCAD/CAMの ためのモデリングに

とって重要なことは、統合性と多様性である。

統合性 とは、種々の設計生産作業の間で、必

要な情報を、内容を損なうことなく、表現 し、伝

達できることである。例えば、設計者が元々抱い

ていた製品に対する設計意図を生産準備段階へ正

確に伝えていくとか、製造法より派生する製品構

造の不都合な点を設計段階ヘフィー ドバ ックする

こと、などがある。従来は、作業ごとの自動化シ

ステムが個別に開発され、情報がうまく受渡 しで

きないために、全体としての自動化が効率良く達

成できなかった。

多様性とは、同 じ対象製品のモデルが種々の

異なった側面で扱われることで、例えば次のよう

な側面を考えることができる。

●詳細化:例 えば、構造解析 と機械加工では、

明らかに異なった精度のモデルを必要とす

る。 また、製品全体構造 と構成部品では、

記述の詳細度が異なる。

●多視点:例 えば、機構の力学的特性を調べ

るには集中質量系のモデルが適切であるし、

精密 に機構の衝突をチェックするには形状

の忠実な立体モデルが必要となる。 また、

概念設計 と詳細設計では、構造的に異なっ

たモデルを必要とする。

●階層化:穴 を考える場合に、作業に応 じて、

穴全体 を対象 としたり、その底面や側面を

個別に扱ったりする。

●系列化:内 容や構造が非常に類似 していて、

互いに関連 しているモデルが系統的に構成

されることがある。ある親機種からい くつ

かのファミリー機種を設計する場合などで

ある。

上記のようなモデリングに対する多様 な要求

に対応する方法を考えていく
。モデリングでは、
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モデル化されるものの意味やその表現形式、モデ

ルの生成処理方式などが問題となる。これらを、

各々モデルの対象記述、およびモデリングの過程

と呼ぶことにする。

5.2問 題点とその解決の方策

設計生産作業は、試行錯誤の過程であ り、上

記のようなモデルは、生成され、更新を繰り返さ

れて、その処理の間には、互いに不整合なデータ

も扱う必要がある。 しかし、最終的には、物理的

に製造 しうる製品モデルのモデルとなるべ く、意

味的に整合のとれたものになっていなければなら

ない。

このような問題は、CAD/CAMデ ータベースの

問題として、多 くの検討がなされてきたが、伝統

的なデータベース理論では扱いにくい問題として

認識 されていた。代表的な問題点は次のようなも

のである。

・新 しいモデルの生成(モ デルの動的取 り扱い)
。

・不定型データの扱い
。

・モデル間の整合性
。

・モデルの表現能力(複 雑な関係)
。

従来の有向グラフ的データ構造 を基礎とする

データモデルは、その構造の意味づけを手続 き的

にしか記述できず、モデルが複雑になると、その表

現や管理が困難となった。拡張の仕方がア ドホッ

クになり、全体が整合的に見えなくなる、という

ことである。関係モデルを拡張 して、上記の要求

を満たそうという研究も多 く見られたが、複雑な

モデルを自然に書ける、という意味において成功

したとは言えない。この問題の解決のために多く

の試みがなされてきたが、情報処理の立場からは、

知識情報処理技術の導入が最近注目されている。

知識表現言語により設計知識や対象物のモデルを

記述 し、処理 しよう、というわけである。オブ

ジェクト指向も、この観点から1つ のパラダイム

として有効であると考えられている。

、
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具体的にモデリングの問題を考えるためには、

前節でふれたように、モデルの対象記述とモデリ

ングの過程 に分けるのが便利である。例えば、

モータの詳細な記述とそれらを生成する各種の計

算手続 きなどである。この両者の情報をいかに統

合的、整合的に扱えるか、ということが前述の問

題解決のために重要である。設計生産自動化の問

題においては、対象製品により、また作業の進め

方により、どちらかの側面に重点が置かれてきた。

機械製品の場合には一般的には対象記述に重点が

あるが、定型化されたパラメトリック設計では、

ほとんど設計手続きだけしか用いない場合 もあ

る、という具合である。

モデルの対象記述とモデリング過程の問題は、

知識表現における宣言的表現と手続き的表現の問

題に似た所がある。その長短を論ずることは必要

であるが、表現 したい情報の性質や用い方により、

適切な表現形式が採れるようになっていることが

重要である。従来の表現形式はこの点において、

十分な柔軟性を持っていなかった。

現在知 られている知識表現形式のどれを採って

も、それだけでは十分ではないであろう。それら

を組み合せて用いるマルチパラダイムの考え方が

当面有効であろうと思われる。オブジェクト指向

方式は、対象も過程 もオブジェクトとして記述す

るという風に見ることができ、対象やその処理手

続きが、定型化、体系化されているときに有効で

ある。一般にはそれだけでは十分ではなく、他の

方式と組合せる必要がある。例えば、一つの有効

な考え方として、オブジェクト指向方式による対

象の属性の表現をもとに、述語論理を用いて対象

の関係 を記述 していく方法がある。

5.3形 状モデリングの問題点

2次 元や3次 元の図形や形状 をコンピュータで

処理することを、ここでは総括 して形状モデリン

グと呼ぶことにする。形状モデリングは、コン
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ピュータグラフィックスの立場から一般的に極め

て重要な技術であ り、またCAD/CAMの 中核技術

として、実用に必須の技術でもある。学術的な立

場からも、興味ある固有の情報処理技術を必要と

することから、多 くの研究が行なわれてきた。

実用システムとして、すでに自動車産業などを

中心に、大規模で進歩したシステムが日常的に利

用されてお り、形状モデリングは、一面ではかな

り成熟 した技術 となった、とも考えられる。しか

し、CAD/CAM技 術が進歩 し、より高度な形状処

理が要求されるにつれ、従来とは異なった形状処

理へのアプローチが必要になってきた。

従来の形状処理の方式を乱暴にまとめて言え

ば、形状に対する要求を幾何学的条件 として明確

にし、それらを満たす形状をきちんと生成できる

数学理論を発展させてきた、と言える。自動車に

代表されるような高品質曲面の生成や複雑な形状

を誤 りなく処理できる立体モデ リングの技術な

ど、実用的な技術として確立してきた。1}・2}より

複雑で、高精度な形状を扱 うためには、形状入力

手法、形状処理理論、コンピュータ上での実現技

術などについて、さらに研究が必要とされている。

しかし、CAD/CAMへ の応用の立場から、広く

形状処理の問題を考えてみると、従来はよく考察

されていなかった問題点があることが分かる。3)

それらは、大雑把にいえば、CAD/CAMシ ステム

で設計生産しようとする対象製品に対する要求条

件 を、いかにして対象製品の形状に対する条件に

帰着させていくか、ということである。

機械製品を代表として、多 くの工業製品は、最

終的に形状が確定 して、設計が終了する。形状を

確定させるまでの過程は、製品の種類や業種に

よってさまざまである。意匠形状を重視する製品

では、設計の早い段階から形状がきちんと考察さ

れる。このようなものに対 しては、従来の形状処

理技術を適用しやすい。機能製品では、機能設計

が主体 となり、形状設計に多くの工数をさく余裕



がない。このようなものでも、最終的にはきちん

とした形状を規定しなければ、物が作れない。そ

こで、従来の形状モデリングにより形状を生成す

るのであるが、いかにして形状定義データを生成

するのか、が問題となる。

以上の ようなことから問題 となる点をまとめ

てみる。

(1)形 状定義の不完全性

製品機能か らある制約が課せ られるが、形状

の詳細については、設計者は気にしないという場

合がある。このような場合でも、形状を細部まで

きちんと規定 しなければならないとすると、設計

者にとって大変面倒である。設計意図から不完全

情報を補い、形状モデリングへ引き渡す仕組みが

必要である。

(2)形 状精度の制御

意匠形状や機能的に重要な役割を果たす形状

などは、極めて高精度に設計 される必要がある。

これらに対 しては十分に工数をかけて形状入力 し

ても引合う。さほど重要でない所には、それほど

工数をかけられない。しか し、形状は作らねばな

らないので、 「ほどほどの」精度で形状を規定で

きると便利である。

(3)デ フォルト形状の利用

通常の製品であれば、形状の多 くの部分は、

既存形状の引用である。簡単な指定で、あるいは

無指定で、適切な既存形状を適合 させて、はめこ

んでくれると良い。

(4)形 状要素間の関係

形状を構成 している要素間には、さまざまな

関係がある。依存関係や拘束関係などがあるが、

形状生成や変更の折に、これらの関係を保持 して、

処理が進められると便利である。

(5)多 重モデル

設計過程では、同一物体 について、い くつか

の異なる形状モデルが構成されることがある
。概

略形状と詳細形状、組立品の全体形状とその部品
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形状などである。これらのモデルの間の関連を管

理 し、不整合を防ぐような仕組みがあると良いが、

難 しい。また、一方から他方を生成することも必

要となるであろう。

(6)頑 健性

人は、誤差の多い図面を書いていても、対象

を理解 しているので、必要な時には精度の良い図

面を書 くことができる。コンピュータ処理では、

一度精度が落ちると
、元へ戻すことは困難である。

形状定義情報に基づき、精度を回復 して、形状処

理をより頑健にしていくことが必要である。もち

ろん、計算幾何学の問題として頑健 な幾何処理

アルゴリズムを追及することが重要であること

は、いうまでもない。

(7)形 状特徴

形状特徴(formfeature)は 、最近極めて良く知

られるようになった概念である。設計や生産のい

ろいろな立場から、ひとまとまりとして把握でき

る形状を指す。この概念をうまく利用すると、形

状入力や処理を効率的にすることができる。これ

については、5.5節に詳 しく述べることとする。

以上にあげた形状モデ リングの問題点は従来

からの形状モデリングの研究開発 と対立するわけ

ではなく、それらを補完するものである。

従来の形状モデリングでは、基本的に、人が事細

かに形状を規定せねばならなかった。意匠形状の

ような場合には、形状そのものが設計者の重要な

意図を表 しているのであるから、当然のことであ

るが、上記のように、製品設計生産においては、そ

うでないような形状生成過程も沢山ある。そのよ

うな場合には、すべての形状を人が規定しなくて

も、人の設計意図やその他の制約条件から、形状

を楽に生成できるような、もう少 し高度な形状生

成法を導入することが望ましい、ということであ

る。

例えば、意匠面 を持つ射出成型品を考えてみ

よう。意匠面は、製品価値を決めるから、工数を

、
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かけて設計することができる。射出成型品として

成立させるためには、製品の肉厚を決め、内側形

状を作 り1内 部部品を固定するための台などを配

置 し、補強のためのリブを入れたりする。成形性

や強度などを考えると、これらは決 して単純な作

業ではないが、その結果の形状はかなり定型化 し

ている、と考えられる。その形状を1つ1つ 、人

手で入力 していたのでは、設計変更や、類似品の

製作なども考えると、とても現実的ではない。上

記の問題点に記 したような事柄を考慮に入れて、

意匠形状を決め、技術的条件を人が指示すれば、

細部形状を自動生成してくれるような機能が望ま

れる。

以上のような問題点を解決 しなければ、形状生

成に工数がかか りすぎることが障害となって、

CAD/CAMの ための完備 した形状モデリングが普

及することは難 しい。

上記のような点を背景に、最近新 しい形状モデ

リングの方法が見られるようになった。 「幾何推

論」(geomenicreasoning)に 基づく形状モデリン

グである。従来の形状モデリングが、形状生成や

変形の操作を主体に、形状を直接的に作 り出すの

に対 し、幾何推論では、形状の幾何的性質とそれ

に対する推論機構を主体にしている点が大きく異

なる。ここに、コンピュータグラフィックス技術

とAI技術の結合の典型を見ることができ、これが

上記の問題の解決に極めて有効であると期待 され

ている。

5.4幾 何推論と形状モデリング

幾何推論の話に入る前に、設計作業と形状モデ

リングの関係 を見直 して、幾何推論の役割を明確

にしておこう。4}製 品設計の実態は、製品によ

り大幅に異なっている。しかし、かなり多 くの場

合に、制約条件 を解いていく過程と見なすことが

できる。(設計過程 を形式化するための考え方は、

他にも多 くあ り、これが代表的なものではない。)
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種々の設計要求は、製品機能に対する制約条件に

翻訳 され、さらに具体的な製品にするために、製

品を直接的に規定するような属性に対する制約条

件に翻訳される。形状は最も重要な属性であ り、

形状に対する制約条件を解いて、製品形状が確定

することになる。この段階で、幾何推論が有効に

利用される。上記の過程で、制約条件の翻訳は決

して容易ではな く、また制約条件は一般に整合的

でもなく、完全でもないので、制約条件解法もま

た単純ではないことに注意されたい。幾何推論に

ついて、この点を以下に論ずる。

幾何推論の概念がいつ導入されたのか、明確で

はないが、形状モデリングの研究に従事 していた

人々の間では、その必要性は古 くから意識されて

いた。形状を構成的に記述していく操作主体の形

状モデリングがまず発展 してきたが、その過程で、

前節で述べたような問題点が指摘されるようにな

った。その解決の方向として、幾何推論的な機能

が必要なことは意識されてきたが、最近に至るま

で具体化の技術が追いつかなかった、というのが

実態であろう。

幾何推論の定義は、文献によりさまざまである

が、S)対象 とする要素の幾何学的性質 とそれらの

間の幾何学的関係を与えて、幾何学的な推論規則

により形状の性質を導出する、というのが一般的

な範囲である。特に、形状モデルに関連 して、幾

何学的関係を重視して、関連する幾何学的性質の

整合性を保つことや、必要な幾何要素を生成する

ことが重要であ り、このための仕組みが考案され

ている。具体化のための論理としては、特別なも

のは少なく、通常の述語論理の範囲で実現 してい

る。

対象 となる幾何要素としては、実体に対応する

線や面などだけでな く、それらを規定するために

必要 となるより抽象的な要素 も考える必要があ

る。中心線など、あるいは形状 を規定する構造的

な骨組形状などである。また、これらの要素の間



には、階層関係があり、性質の継承をきちんと表

現 してお く必要がある。 これらは後述するよう

に、より一般的に形状特徴 という概念でまとめら

れる。

関係情報としては・いわゆる幾何的(geomet-

rical)な情報のほかに、位相的(topological)な

情報も管理する必要がある。2次 元形状の処理の

ように、位相的情報をあまり扱わなくてもよい場

合には明確であるが、3次 元形状処理のように、

一般的には複雑な位相処理を必要とする場合は難

しい。従来は、面モデルとか立体モデルなどのよ

うに、位相構造のはっきりしたもののみを扱って

きたが、設計過程を一般的に考えると、もっと多

様な位相構造が必要となることが分かる。例えば

非多様体構造などである。5)従 来の形状モデリ

ングでは、これらの構造をポインタ形式のデータ

構造で表してきたが、幾何推論の対象としては不

便である。述語論理による構造記述をすればよい

が、処理効率の問題などがあ り、今後の多くの検

討が必要である。

幾何学的な推論規則の多 くは、基本的には単

純なプロダクションルールの形式で、書き下すこ

とができる。しかし、形状生成や変更に伴う状態

変化を管理するために、状態変数を導入 したり、

他の仕組みを考慮する必要がある。複雑な位相構

造の操作が必要な場合は難 しい。例えば、寸法を

変化させて、形状 を変更したとき、位相構造が変

化するようなときである。このような変化を操作

的ではなく、論理を用いて宣言的に効率よく記述

できるか否か、まだ分かっていない。現状では、

手続き的手法を呼び出して処理することが多いと

思われるが、そうすると、結果の形状の性質を追

跡することが困難になる。

形状の生成や変更は、通常次のような手順で

行なわれる。形状に対する制約条件に基づき、推

論規則を適用 して、形状を決定する手順を導出す

る。その手順に従って、具体的な形状構成操作を
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実行する。具体的な形状構成操作を一部実行 しな

いと手順が決らないとか、形状構成操作において、

複雑な計算を必要とするものは、うまく扱えない。

例えば、一方から他方へ計算が進むように整理で

きず、多変数の方程式を解 くような形式になる

と、一般に難しくなる。

論理操作で終始する幾何推論は良いのだが、

最終的に通常の形式の形状モデルに反映 しようと

すると、困難な問題がいろいろ起きてくる。現状

は、問題ごとにアドホックに規則を規定 している、

といってよい。今後の検討が望まれる。

実用的には、数式の形式の制約条件 を扱える

と便利なことが多い。ユークリッド幾何と解析幾

何を、場合によって使い分けるようなものである。

最近では制約論理プログラミング7)など、論理プ

ログラミングの中で制約式を扱えるようにし、制

約式の評価の制御 を柔軟に行なえるような道具も

一般化してきた
。数式処理や個別の問題解決ルー

チンを結合 して、強力な制約式評価を利用するこ

とは有用であろう。

また、制約条件を解 く際に、制約条件間の不

整合や不完全性を解決することは重要である。不

整合な場合には、制約の強さにより、妥協を図る

ことが必要であ り、不完全な場合には、デフォルト

条件を導入する必要がある。これらのための幾何
ク

情報 データベースを整 備す る こ とは重 要で ある

が、まだ何 も行なわれていない。

形状 生成 の際の条件の依存 関係 を管理 で きる

ことも必要である。依存関係 を管理するこ とで
、

形状変 更や生成 を効率 的 に実行す る ことが で き

る。 その 実現 の仕組 み と して は、 いろい ろ考 え

られ るが、ATMS(Assumption-basedTruthMainte-

nenceSystem)を 利 用す る方式 が実験 されてい

る。9)

幾 何推論 のため に、汎用の知識 表現や処理 の

手法が活用 されているが、幾何推論 固有の問題点 、

特 に具体的な形状データの生成 などに関連 して、

、
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より深い分析が必要とされている。

5.5形 状特徴

幾何推論で、処理の対象となる要素として形状

特徴は重要である。前述 したように、形状に対す

る拘束条件は、設計や生産上の何らかの意図を表

すものであると考えられ、その対象となる形状要

素は、単に線や面だけでなく、設計や生産の意図

に対応する意味あるまとまりであることが望まし

い。これを形状特徴 という。

形状特徴の定義は人によってさまざまなようで

ある。tO.tll2)一般的に言って、形状特徴とは、

ある目的のために有用な、形状の特徴的な性質を

持った部分を指す。これでは、ほとんど定義にな

っていないが、同一形状を見ても、何のために用

いるかにより、異なった形状特徴が把握されるの

で、これ以上の一般的定義は難 しいと言える。形

状特徴は、応用の観点から、形状モデルより一段

抽象的に見た形状要素の記述であると考えられ

る。

例えば、寸法や公差の規定においては、関連す

る要素は形状モデルの中の幾何要素である、と考

えると概念がうまく整理できない。平面性などの

一定の性質を持った形状特徴間の関係を規定す

る、と考えるべ きである。そのような形状特徴を

ノミナルに表現するものが、対応する形状モデル

内の幾何要素である。また、機械加工を中心に考

えると、図表M-2-31の ような形状特徴があげ

られる。各形状特徴は、対応する加工法より付与

される特有の性質を保持 している。

現状では、応用ごとに個別の形状特徴の体系が

考察されている。考察の観点としては、製品の概

念設計、詳細設計、工程設計、あるいは加工や組

立、検査など、さまざまであり、これらは強く関

連 している。例えば、製品の設計意図が工程設計

にいかに反映されるか、という問題は、設計形状

特徴と工程設計形状特徴との間の関連や変換を考
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察するという問題に帰着される。このような問題

を解 くのに、幾何推論は1つ の強力な枠組となる。

さて、形状特徴の表現法を考えてみよう。大別

して、従来の立体モデリングなどのような形状モ

デリングと関連を持たないものと、持つものとが

ある。前者は、工程設計などの特定の応用のため

に導入されてきたものが多く、形状特徴を、特定

の言語や論理記述などにより表現する。これでは、

形状特徴に対応する形状の詳細な評価ができない

ので、後述するような形状特徴の変換や組み合せ

などを扱うことが困難である。一般的には、形状

特徴記述 と形状モデリングを緊密に統合 し、一方

の変化が他方にきちんと反映するような仕組みを

考えておく必要がある。

基礎となる形状モデルの表現法としては、CSG

(ConstructiveSolidGeometry)表 現や境界表現な

どがあるがD、 形状特徴表現のためには境界表現

を用いることが多い。しか し、通常の閉殻に基づ

く立体表現のみでは不十分で、非多様体表現を用

図表lll-2-31機 械 加工の ために形状特
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いて、いろいろな位相構造を表現できるように

する必要がある。形状特徴は、これらの表現に

含まれる幾何要素の性質や関係 を、述語論理な

どの言語を用いて記述することにより、定義さ

れる。

設計生産などへの応用においては、形状特徴

の入力や処理について考えておく必要がある。

形状モデルを、通常の形状モデルが持 っている

ような基本形状の組合せとして入力することは、

製品の機能や生産性か らの要求との整合性が悪

く、入力の手 間が大変であることは、良く知ら

れている。そのために、形状特徴が導入 された

わけだが、実際の形状生成にあたっては、形状

特徴の組合せや干渉処理に注意を払 う必要があ

る。13)

例えば、図表皿一2-32(a)に おいては、1つ

の穴の側面に他の穴が開口部を持っている。ま

た、同図(b)に おいては、穴の上面の開口部に

対応する平面を削 って しまうことにより、開口

部の面が変わっている。このような場合に、形

状特徴記述か ら形状モデル表現へ、あるいはそ

の逆へ と、表現変化の記述をきちんと行なうこ

とは、一般的には面倒で困難な処理である。

形状特徴により、形状が記述される場合には、

詳細な形状に至るまで、記述が常に完全である

とはいえない。例えば、指定された形状特徴の

間を適切に結合するような形状要素を補完せね

ばならないようなことは多い。 このような処理

が完備して、はじめて人に優 しい形状入力が可

能となる。1例 として、3面 図入力からの立体

形状の再構成問題を考えてみる。現在の方式は、

幾何学的考察にのみ依存 しているため、図面が

不完全であると、全 く無力となる。 ところが、

通常の3面 図は、幾何学的には不完全であるこ

とのほうが普通である。これを解決するには、

3面 図の情報を形状特徴 として解釈 し、対象に

関する付加的な知識 も利用 して、形状を合成す

第2部 ハイライト技術一知的CAD－

る方式が考えられるが、まだよく研究されていな

いo

形状モデル記述から形状特徴を認識すること

も、また重要である。形状特徴は、その定義によ

り、応用や目的に依存 しているので、形状モデル

のみから形状特徴を認識 しようとすることは、ほ

とんど意味がない。むしろ、形状特徴の変換問題

図表111-2-32形 状 特徴 の干渉 と変化

throghl

(a)穴 形状特徴 の干渉

blindl

face3

(a)形 状特徴の変化

、
、遣
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図表llト2-33構 造材の断面形状生成手順

構造材 幾何的制約条件

1

位相的設計 パラメ トリック設計

図表lll-2-34寸 法 に より拘束 され た可変形状

としてとらえるほうが妥当である。例えば、設計

形状特徴により記述された製品モデルから、工程

設計で必要となる加工に対応する形状特徴を認識

することなどである。このような認識のためには、

形状要素間の局所的関係のみでなく、大域的な形

状認識や技術知識なども必要となり、困難な課題

となるが、未だによく考察されていない。

以上のような各種の形状特徴操作は、個々の応

用分野に従って、前節に述べた幾何推論の基本的

道具を用いて実現されてい くことになる。

5.6設 計生産問題への適用例

ここでは、設計生産自動化の問題そのものを取

りあげることはしない。 しかし、5.3節で述べた

ように、機械製品を考える場合、最終的には形状

が機能を発揮するという観点から、機能要求を、

何 らかの手段により形状拘束に帰着させること

は、かなり一般的な有効性を持つことが期待され

る。このことを前提として、以下では、幾何拘束

と幾何推論によるモデル生成や変換の例を示す。

(1)形 状生成

形状に関する制約条件を与えられて、それを満

足する形状を自動生成する問題を考える。一般に

必要十分な制約条件が与えられるわけではなく、

制約条件の矛盾の解消や、付加情報の導入が必要

となる。機能要求により、概略の構造や形状を決

定 し、生産上の制約などを考えて、形状の詳細を

決定するような方法が考えられている。打抜 きに

よる板金部品14)や、引抜 きによる構造材51な どの

形状設計 を扱 った例がある。図表HI-2-33に 、

構造材の断面形状生成手順の概要を示す。いずれ

も、2次 元形状を扱っているが、3次 元形状への

拡張は容易ではない。このような類の問題につい

ては、過去の設計例や標準部品の情報、生産技術

の知識などを体系的に整理 し、利用 しないと、高

度な形状設計はできない。

(2)可 変形状(Varia60nalGeometry)
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図 表lll-2-35工 程 設計 にお けるモデル形状変化

'

一

形状 を規定する拘束条件 として、寸法 ・公差 は

極めて重要である。古 くは、数理的手法 によるも

のがあ ったが、16・1フ)設計生 産問題 の要求 に十分応

えられなかった。最近では、論理記述によ り、寸法

や公差 の意味 を記述 し、幾何推論 を適用 して、寸

法変更や公差域の算出 などを可能 とするものが出

てきた。18・19・20}1例を図表皿一2-34に 示 す。tg'や

は り、2次 元形状が主体で、3次 元の扱い はこれ

からである。

(3)工 程 設計

機械加工の 自動工程設計 問題のために、製品の

形状特徴記述 とルールベースによる工程設計知識

の形式化の研 究が盛 んに行 なわれて きた
。2')し

か し、前節で述べた ような、形状 モデル と形状特

徴操作 との統合が十分ではなかった。最近では、

工程設計途上での対象製品や素材の変化 をきちん

とモデル化 し、正確なプラ ンニ ングを可能 とす る

ものがでて きた。… 図表 田一2-35に 、 モデ ル

変化の様子 を示す。現状では、加工手順 の自動決

定の レベルであるが、さらに取付 具の自動設定 や
、

加工精度評価な どを行 なうためには、よ り完全 な

形状特徴モデ リングが必要 とされている。刀)
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第6章 今後の発展の方向

知的CADの 概要を述べてきたが、狭い範囲を

対象とした設計エキスパートシステムなどの例を

除いて、実用 レベルからまだ遠いといわざるをえ

ない。現状の問題点と今後の発展への期待をまと

めてみよう。

知的CADで は、従来のCADに ない機能を目指

しているが、未だに トイワール ドを扱 っている傾

向がある。現実的な問題を扱っていくためには、

AIの実現環境の性能向上を追及すると共に、互い

に機能を補完すべ く既存のCADと の密接な結合

を達成する必要がある。比較的単純な大規模デー

タベース、複雑な形状や図形の処理、大規模な技

術計算、専用的なユーザインタフェースなど、い

わゆる知的処理とは補完的なもので、一般的には

これらをAIの枠組みでは扱わずに、個別の既存処

理にまかせたほうが良いことが多い。しかし、両

者の緊密で効率の良い統合化は容易ではなく、今

後の多くの研究を必要とする。例えば、3次 元図

形処理は、幾何学的性質の導出と絡めて重要であ

るが、Cな どの手続的言語で書かれた既存のモデ

リングシステムを呼び出すのか、記号的な知識処

理の中で全 く新たに作 り直すのか、は利害得失が

半ば してその決断が難 しい。

実用化 にあたっては、知的CADの 本当の有効
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性を改めて確認 しておく必要がある。複雑な処理

のプロトタイピングとしての意義が強く、実用化

にあたってはシステムを全面的に書き直 した方が

よい場合も多い。特に、推論や探索に依存する問

題は、効率の面から専用化への要求が強い。大量

の工学知識を扱い、新たな知識の導入に柔軟に対

処できる、などのように、知識指向の処理の場合

に知的CADの 本当の有効性が発揮 されるのかも

しれない。 しかし、それほどの大量の工学知識は

コンピュータ化されていないのが現状である。

利用者の観点からは、知的CADの 有効な利用

法を確立することが必要である。自動化可能な比

較的簡単な仕事を知的CADに 任せて、人は難 し

い仕事に専念するのか、設計全体をCADに 任せ

て人にとってブラックボ ックスに して しまうの

か、この間にいろいろなタイプがあ りうる。コン

ピュータの高度利用を前提 とすると、設計作業全

体の体系が変わ りうるが、実用化の観点からはこ

のような検討はほとんどなされていない。
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第1部 標準化

■ 第一 言語
1.1CommonLispの 動 向 とLispの 標 準化

(1)は じめに

Lispが どの程度 日本で使 われてい るか?こ れを

客観 的に述べ るこ とは難 しい。最 近のデ ー タと

しては、情報処理学会1989年 前期全国大会での発

表 でのLisp関 連 の ものの件数 をあげる ことがで き

る。 それに よれば、全件数1168件 の うち、82件 が

Lispそ の もの、 もしくはそれに直接関連す る発表

で ある。 これをパーセ ン トに直せ ば7%で あ り、

全体 は、ハ ー ドウェアか ら基本 ソフ ト、応用等

にわた ることを考えると小 さな数字ではない。

また、その全 国大 会での招待講演 は'℃ommon

LispObjectSystem"と 題 して、そもそ もの開発者で

あるG.Kiczales氏(XeroxPARC)に よ りCommon

Lisp用 の オブジェク ト指向標準案について講演が

行 なわれた。

Lispの 標 準 を議論す るにはここに至る道筋 を記

してお く必要がある。

1950年 代 初期 か らのLispの 歴 史 と現在 に至 る道

程を述べ るには、日本だけを見て も1974年 に情報

処理学会 に作 られた記号 処理研究委員 会の活動、

あるいは、学会 ・産業界におけるLisp処 理 系関連

の歴史をひもとく必要があるが、1980年 代 、特 に

その後半 に焦 点 を当て て述べ るのが この章 の 目

的である。

この期の動向は次の ようにまとめられる。

①JIS、ISO、ANSIい ず れ も標準 の制定 は進行 中

であ り完了 していない。

② 国際的 に も多数の処理系 が存在 し、 その上で
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多 数 の応 用が 開発 され、 また固 まった仕様 を

持つ のはANSIX3」13に お いて作 業が進行 中の

CommonLispで あ る。

③Co㎜onLispはdefactostan(㎞dと して機能 してい

る。 また、その仕様 の明確化 、改 良 に当 たっ

ては国際的な意見交流 が有効に機能 している。

④CommonLisp以 外 に もよく知 られているLisp処

理 系 としては、InterLisp(Xerox)、UtiLisp(東

大)、FranzLispな どがあるが、現実の処理系お

よび応用の流通実績か ら見て も、CommonLisp

の 占め る位置 は大 きい。

本節 では、 こうした点か らCommonLispに 関す

る動 向を中心にま とめる。

(2)CommonLisp

GuySteeleら に よる 「CommonLisp:the

Language」(CLtl.)が 、1984年 に 出版 されて以来、

CommonLisp処 理 系は多数の コンピュータの上に

用意 され、多 くのAIソ フ トウェアが その上 で開

発 された。

約30年 のLisp文 化 で培 われて きた道具 の多 く

が、その言語仕様 の中に組 み込 まれ、豊富な機能

を期待 す る多 くの人 々に歓迎 され、その結果、

ANSICommonLispを 制 定す るべ く米国において

は1986年 よ りX3Jl3作 業 グループが始 まった。

日本 において も1987年 よ りJlsLispwGが 設 け

られ、Lispのlso化 も1988年 よ り議論 が進め られ

る時代 となった。

このことは、Lispが 大 学/研 究機関だけの もの

ではな くな り、実験室 を出て、広 く産業界で受け

入れ 出 した とい う実際 の流れ を同時に表 してい

る。また、実験室で議論 されるテーマ と産業での

応用におけるテーマ とは必然的に異 なってお り、
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いわば、Lispの 産 業化 の側面 はそれ に必 要な標準

化への要求 を自然 に引 き起 こした ということがで

きる。

この結果、CommonLispは 、機能の豊富 さと、

多数の人の努力 の結集 と熱意 により、公式の標準

とはなっていない ものの中心的な役割 を果た して

きた。

これ らの流れ の中で、CLtLも 、ANSIX3Jl3で

の作業 を反映 して、1989年 に改訂 され、第2版

(CLtL2)が 出版 された。

現在では、図表IV-1-1の よ うな処理系が存在

する。大別する と、Lucid系 、Allegro系 、KCL系 、

そ してLispマ シ ン用、 メインフ レーム用、パ ソコ

ン用な どに類別す ることがで きる。

これ らの仕様の共通性 は高 く、現在予定 されて

いるX3」13に よ るANSICommonLisp原 案 の提出に

歩を合わせて、一層の仕様 の共通化が意図 されて

いる。

(3)CommonLisp成 立 と進展の背景となる底流

1984年 の時点において漠然 と考 えられていた実

現への動 きと しては、 カーネギーメロン大学で開

発されていたSpiceLispを 親 としてパ ブ リック ド

メインの ソー スコー ドを持 ち、同時 に、例 えば

SymbOlicsの よ うな既存商用Lisp処 理 系提供者達は

まず、CommonLisp互 換 パ ッケージからは じめ、

徐 々にCommonLisp化 す る とい うことであった。

これに よってLisp文 化 の連続的 な継承 と育成 を図

ることが意図されていた。

このベー ス となったCLtLは 、 その仕様 の大 き

さに驚 く人が多かったが、必ず しもすべ ての機 能

を完壁 に実現 しなければな らない とい う性格では

なかった。この ことは強調 しておかねばならない。

1つ の例 としては、豊富 なデー タ型 とい うもの

がCommonLispの 特 徴の1つ にあるが 、 「それ ら

の うちの これ とこれ を実現 していれ ばCommon

Lispで あ る」 という表記がCLtLに はあ る。CLtLに

書 かれている ような機 能を実現するなら、そこに

書 かれて いる仕 様 を満たせ とい う性格の もので

あ った。実際 に起 きたこ とは利用 者の要求 に従

が って、 多 くの処理系 はCLtLに 記 されたすべ て

の機能 を実現す るようになった。そ して、1989年

に出 されたCLtL第2版(CLtL2)で は 、一部の機

能の実現 だけ を認め るような表記はな くなった。

1984年 頃 よ り表面化 したCommonLispへ の動 き

は先立つ数年のワーキ ング ドキュメン トをめ ぐる

議論 を経 て、SpiceLispを 基 に した商用処理系の

開発 がDEC社 のVaxLispを は じめ と して順 に始

まった。国内で も図表IV-1-2の よ うに順 に処理

図表IV-1-1現 在 存在す る主 なComm◎nLisp処 理 系の例

ワークステーション上の処理系

1

9
匂

O
O

'4

5

Lispと そ の 系 統 に 属 す る 処 理 系:Sun
,SonyNews,ApOllo,_

AllegroCommonLispと そ の 系 統 に 属 す る 処 理 系:Sun
,NeXT,Cray,NECEWS,_

KCL(KyotoCommonLisp)と そ の 系 統 に属 す る 処 理 系:IBCL
,AKCL,Delphi,...

SpiceLisp:CMUCommonLisp ,VaxLisp

そ の 他:Herlequin

パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ ・Mac上 の 処 理 系:㏄Lisp
,Pr㏄yon,.,.

メ イ ン フ レ ー ム 上 の 処 理 系=Fujitsu
,Hitachi,NEC,...

Lispマ シ ン

1Symbolics

2Xerox

3N'IT
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系が導入 され た。 そのほ とん どはCLtL準 拠 をう

たっていた。

CommonLispの 機 能の豊富 さという特徴に対 し

て は、 もっ と小 さな仕様 を とい う要求、い いか

えれば、サ ブセ ッ トの制定が ご く自然の流 れ と

して求め られて きた。 これ らは、CLtLの フ ル機

能をパ ソコ ン上 で実現す るのは困難 と思 われて

いた こ と、主に教育上 の理由 などか ら全機 能は

必ず しも不 要 という主張 が根 強い こ と、公 式 に

2レ ベ ルあ った方が いい、等 に類別 で きる。そ

の中のい くつか を拾 うと、最初は1983年 頃 を中心

図表IV-1-2CommonLisp処 理 系の 日本への導入

にCLtL設 計 者達 自身か ら提起 された もの、次は、

1985,86年 頃 に、 日本の電子協Lisp技 術 委員 会よ

りX3J13に 提 起 されたCLICore、 そ の次は、1988年

頃 にフランスを中心 に検討 された案な どがあ る。

これ らはいずれ も処理 系 を生 む ようには成立

していない。その底流にある処理系製作者 の中に

ある考 え方は次 のような論点である。

サ ブセ ッ ト化 について いつ も同時 に出て くる

議論は、パ ソコン関連技術 の進歩、特 にメモ リ技

術の進歩があ り、サ ブセ ッ トを制定 したと しても

その頃 には フルセ ッ トのCommonLispが パ ソコ ン

程度 で も動 くであろうとい う

議論 であ る。

NihongoVAXLISP(DECJapan-C-)

KyotoCommonLisp(KyotoUniversity-RC-)

ESHELL/FM(FujitsuLtd.-A-)

KBMS(NTT-A-),EXCORE(NEC-A-)

GCLisp(CEC),KEE(CSK)

KS-300Series(NihonUnisysLtd.JapanizedTI-Explorerl,II

I-)

KEEA(S-300(NihonUnisysLtd.-1-)

VOS3LISP(HitachiLtd.-C-)

LispSystem(FujitsuLtd.-C-)

TAO(NTTIntelligentTech.Co.,Ltd.-C-)

Symb・li・ ・C・mm・nLi・p(Nih・nSymb・li・ ・1…-1-)

ABCL/1(TokyolnstituteofTechnology'RA-)

NihongoSanMarcoLispExplorer(CEC-A・)

Hi-UXLISP(HitachiLtd.-C)

LucidCommonLisp3.0/NEWS(CSKCorp.-1-)

VOS3LISPE2(HitachiLtd.-0-)

ELISCommonLisp(NTTIntelligentTech.Co.Ltd.-C-)

NihongoCommonWindows(CSKCorp.-A-)

YYonX(AoyamaGakuinUniversity.-RA-)

〈記号説明〉

コ

ぶ

ロ

ロ

ロ

A

I

C

O

R

.

一

テ

≡

－

CommonLisp上 のアプリケーション

輸入されジャパナイズされた処理系

国内で開発 された処理系

国内で開発された処理系(CLOS機 能含む)

研 究成果物

注:1.こ の リス トに は 、 国 内 に お い て再 加 工 され て い ない 処 理 系 等

は含 まれ て い な い 。(例:AllegroCL、ART)

2.パ ソ コ ン上 のCommonLispサ ブ セ ッ ト(と され る)処 理 系 は 含

まれ て い な い 。

3.こ の リス トは 、応 用 を含 め る こ と を主 眼 と して は な い。

166

こ う した点 は裏返 して言え

ば、Lispの 工 業化/産 業化 と

密接 な関係があ り、その結果

機能の豊富 さに欠ける と判断

されるサ ブセ ッ トが本質的に

有用 な場が認 め られていない

ことも多い。

また、京都大学のKCLの 開

発 はCommonLisp処 理 系の開

発者達に大 きなインパ ク トを

与 えた。

KCLは 、C言 語 を親 とす る

移植性の高い処理系であ り、

かつ、パ ブリック ドメインと

して利用可能である。所要メ

モ リも、例 えば、主記憶2M

バ イ トで もとりあえず動作で

きるなど、コンパ ク トであ り

かつ 実行 性能 も当時 の他 の

CommonLisp処 理 系 よりよい

デー タがあ った。KCLに よ り

Co㎜onLispの 普 及 と位置は

確実な もの となった。同時 に、

KCLはCLtLの 機 能 の ほとん
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どを実現 していたので、以後の商用処理系の仕様

はKCLを 意 識 して設定 されることになった。

このKCLの 登場 もCommonLisp仕 様 の高機能化

とい うその 後 の軌道 を促 した。 また、CLtLは

lg84年 の 出版以前 にも数 回の版があ り、それらの

作成 と議論 に費や した設計者達の努力は膨大 なも

のである。 これ らを短期間の うちにキ ャッチア ッ

プしたKCL製 作 者達の もた らした インパ ク トは大

きい。

総 じて 、これ らの事 実が指 してい る方向 は、

Lispの もつ幅広 い利用者の中核 となるべ きものは

最新の ソフ トウェアテクノロジーをLispの 中 で利

用 したい利用者達で、簡潔性 よ りも機能の豊富 さ

とその洗練化を求めた方 向の ように思われる。そ

れは、Lispの 中 にオブジェク ト指向を取入れ、各

種の細かなインタフェー スを整備 し、プログラ ミ

ング環境 との密接 な連携 を求め、現在 はさらに、

ネットワー ク/ワ ー クステーション環境 下での他

の世界 との共存/連 携 を求め、 また、並列化 を求

め、ランタイム版へ のカス トマイズ機能 を求めて

いる。それ は、プログラ ミング言語 としての発展

のみな らず 、OSあ るいは全体 的 なソフ トウェア

環境の発展 と密接 に関連 した着実 な流れである。

(4)X3J13に お けるCommonLispの 標 準化

1986年9月 には じまったX3J13委 員 会は、ANSI

に対 してCommonLispの 標 準仕様 原案 を作成す る

ために組織 された ものである
。 この委員会の当初

の目的はGuyL .Steeleに よるCLtLの 出版 当時か ら

予定 されていた 「委員会形式に よる仕様 の確立」

のための ものであった。同時 にCommonLispの 仕

様書の共有 を目指すための ものであった。

というのは、CLtl.は特 定の出版 社か ら出 され た

出版物であ るので各処理系 がマニュアルとして利

用する場合にい くつかの不都 合が生 じる懸念があ

り・これを共有物 として まとめ直す必要 があった

からである。

当初の線引 きでは1988年 初 頭に原案が まとめら
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れ る予定が、現在 ようや く原案作成の手順が動 き

だ し、"WotkingDraftAmericanNationalStan(lardfor

InformationSystem9・-PrDgmmmingLanguageCommon

Lisp"と い う ドラ フ トが委員 会内ではほぼ終了 し

ている。

この遅延は、

① 仕様 の明確化 の議論 に多大 な努 力 を払 った

こと、

② 同時 に新技術の取入れが行なわれそのために

も大 きなパ ワーが使 われたこ と、

③米国内におけるAI関 連産業の動向が必ず しも

はかばか しくない時期があ ったこ と、

④ISOに お け る標 準 化 作 業 に お け る 国論 の

対立、

⑤ 長期化 に ともな う各委員(ボ ランティア)の

疲 労

な どによる。

X3J13に は 、数人の米国人以外の メンバーが正

員 として加 わってい る。 日本か らは井田 昌之氏

(青 山学院大)、 英国か らはJeffDalton氏(エ ジ

ンバ ラ大)、 フ ランスか らはJeromeChailloux氏

(INRIA、88年 以 降はISOと の 関係で辞退)、 その

他である。

X3J13の 作 業の多 くは定期的 に開かれる会合 だ

けでな く、電子 メールによる日常 的な討論/会 話

が大 きな役割 を果た している。

日本か らの参加 にはWN㏄ セ ンタ、慶大 、東大、

東工大 、青学 大その他 を専用線接 続 したWideプ

ロジェク トに よるインターネッ ト接続が大 きく役

立っている。

(5)X3Jl3CommonLispの 仕 様上の特徴

CLtLで 定 義 され たCommonLispと 、X3Ji3で 現

在 まとめ られつつあるCommonLispと は 、必然 的

にい くつかの点で異なる。

1989年 の秋 にCLtLの 改 訂版 が出版 された。 こ

れをCLtL2と 呼 ぶ。CLtL2はANSIX3J13ド ラ フ ト

を包含 し、さらに、い くつかの新 しい仕様 をその

s
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中に入れている。Seriesが その大 きな ものである。

現在のCommonLisp処 理 系 はこのCLtL2に 完 全

準拠 しようとする ものはない。X3Jl3で 理 解 され

ている もの と比べてCLtL2で 一 部追加 されている

ものはまだ、パ ブリックアクセプ タンスが無いか

らである。

とはい え、CLtL2は 出 版 され、広 く参照が可能

な最初のX3Jl3仕 様 を定義 した文書であ り、かつ、

CommonLispの 生み の親が作成 したものであるの

でその影響 は大 きい。

X3Jl3仕 様 の特徴的 な事項 を以下 に示す。

まず第1に 、CLtLは 必 ず しも言語仕様 を定義

す る とい う書 き方が されていないため に、CLtL

準 拠 とい う考 え方には曖昧 さが残 るこ とをあげる

こ とがで きる。X3J13で はその当初か ら、この仕

様 の明確化 を第1の 目的と して取 り組み、数百 に

のぼる細かな点での仕様 の 「ツメ」 を行なった。

まず、この点が大 きく異なるところである。

第2に 、X3J13CommonLispで は、オブジェク

ト指向機 能をその必須 の機能 として位置づけた。

この結果、マニュアルの記述法 だけでな く、処理

系の作 り方に大 きな影響が生 じることとなった。

この点 は、重要なので後述す る。

第3に 、例外 処理機能が 加わ った。例外状 態

をなす要因をデー タ型 と して類別 し、それ らの出

現 による処理の起動、そ してそれに対す るユーザ

の応答(も しあれば)等 の共通化が可能 となった。

例外状態 をなす要 因と しては、例 えば、ゼ ロ除

算チェ ックなどのハー ドウェアに起 因す るシグナ

ル、メモリが無 い とい った、オペレーティングシス

テムに起 因す るシグナル、ソースプログラムにシンタ

クスエラーがあ る とい った言語仕様 に起 因す るシ

グナ ルな どを見 る見方 が整理 で きるようになっ

た。また、必要があればユーザに指示 を仰 ぎ、そ

れ に従 って、続行 、アボー ト、他の機能の実行 と

いったこ との選択がで きるようになった。

デバ ッガへ のエ ン トリが は っき りとし、共通
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化 されるようになった という側 面 もある。多 くの

Lispア プ リケーシ ョンではユ ーザ との会話や 、各

種 の環境 を背負 っているので、 こうしたことの定

義 の意味は大 きい。

第4に 、Loop機 能 の拡充があ る。Loopに 対 し

て 細 か な 繰 り返 し制 御 機 能 が 与 え ら れ た 。

CommonLispに は多 くの制御 コンス トラ ク トが用

意 されている。cond,ifな どの基礎的な条件分岐、

case,when,unlessな どの条件分岐、do,do*,dodmes,

dolistな どの繰 り返 しコンス トラク トその他 であ

る。Loopは お そ ら く繰 り返 しを行 なわせ るため

の コンス トラク ト概念 としては最 も上位に位置す

るべ きものであ った にもかか わ らず、Common

Lisp以 前 の方言の内での若干 の構文則の違いなど

か ら、CLtLに お いて はdo-forever的 な永久繰 り返

し機 能以上 の もの を定義 で きなか った もの であ

る。

(6)オ ブ ジ ェク ト指 向 との取 り組 み

CommonLispへ の オブ ジェ ク ト指向纐5の 組み

込み、いいかえれば、CommonLispの オブジェク

ト指 向言語化は、CommonLisp成 立 当初か らテー

マ となっていた。長い視点 を持 てば、いず れに し

て もオブジェク ト指向機能が重要な役割 を持つ と

い うことに異論 はない ものの、具体的 な仕様の新

規作成、 もしくは既存の仕様の流用のいずれの合

意 もされずにCommonLisp:iheLanguageeま1984#

夏 に 出 版 さ れ た 。 一方 、1984年 度 に お け る

CommonLispCommunityの 課 題はXen。xの 流 れとど

う取 り組むかであった。

周知の ようにXeroxのlnterLispはBBNLispを その

親 とし、図式 的にい って もLisp1.5以 降、世界 を

MacLispと 二 分 して きた一方の雄で あることに疑

いはない。 また、InterLispに は独 自の プログラ ミ

ング環境が構築 されてお り、その使いやすさには

定評があるところである。

XeroxがCommonLispと は一線 を画 して独 自の

道 を行 くの も1つ の選択である し、CornmonLiSP



第1部 標準化

と融合す る方向で行 くの も1つ の選択である。

ある意味で全米 のLispベ ー スのAI産 業 がXerox

が ど うす るか を見守 っていたのが1984年 で ある。

そ してその年 の夏、1つ の方向が技術的な側面で

検討 される。

「どの様 な鍵 を持 ってCommonLispの ドア を

あけるか?」

これが大 きなテーマであった。すでに円熟 した レ

ベルにあ るinterLisp文化 とそれを担 うユ ーザ達は、

単に、InterLispか らCommonLispに か わ りま した

と割 り切れない文化的蓄積 と誇 りがある。そ うし

た意味か らも、良い鍵、いいかえれば、良い貢献

をともなって迎 え入 れられるので なければ意味 が

無いことになる。その鍵がオブジェク ト指向機能

であった。い うまで もな く、 もしこれが意図的な

ものであってニーズの無い ものであるならどんな

によい提案 であ って も受 け入れ られ るはずが無

い。また、それは学術 的にも優れたもので無 けれ

ば意味が無 い。

この(1)必 要 性、(2)先 進 性、(3)汎 用 性 とい う

同時に達成す るのが大変困難なゴールの同時達成

を目指 して、CommonLisp用 オ ブジェク ト指向機

能案の検討 は始 まるのである。XeroxPARCは こ

のために、大変 な努力を してい く。

Xep。xは1985年 の8月 の ミーティングでCo㎜on-

Loopsを 標 準案 として提 出 し、LOOPSに こ だわら

ないことを示 し、そこから出発 した。

図表IV-1-3に 、 オブジェク ト指向機 能検討 を

中心とする流れ を示す。

一方
、MacLisp系 、 いいかえればMIT的 流 れの

1つ のかなめであるLispマ シ ンを製作販売する2

つの会社LMIとSymbolics
、特 に、SymbOlics社 で は

Ravorsに 基づ きオペレーティングシステム
、ユーザイ

ンタフェース
、そ して応 用 プログラムが開発 され

る体系が出来上が っている
。 オブジェク ト指向機
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能 は その意味でLispの 言語仕様 よ りももっ と深 い

ところでLispマ シ ン文化 とかかわ ってお り、これ

も、良い仕様 だか らといって簡単 にFlavorsを 捨 て

ることはで きない面を持 っている。事実、一番安

直であ り、かつ実現性が高い と当初多 くの人に信

じられていたのは、このFlavorsをCommonLisp用

オブジェク ト指 向機能の標準 とする案であった。

い ってみ れば、Symbolics社 の 選択 を他が見守

った とい う図 が次 にきた。Symbolicsの 答 えは、

Flavorsの 仕 様 を改訂 し、新 しいFlavorsを 登場 させ

た。 これは より共通性 の高い ものに しようという

表明であった。1985年12月 の ことである。

1986年2月 よ りXeroxPARCはPortableCommon-

Loops(PCL)と よぶCommon-LOopsの 処 理系の開

発 ・提供 とその メー リングリス トによる討論 を開

始 した。 また、ス ター トしたX3Jl3に 対 して、3

章 からなるCommonLispObjectSystem(CLOS)と

い う仕様 を提案 した。

そ してPCLを そ のパ イロ ッ ト処理系 とすべ く改

良作業が続 けられた。CLOS仕 様 の第1章 、第2

章 は、88年 の3月 に改版 され、それがX3J13の 仕

様 に入れられる ことが決め られた。第3章 メタオ

ブジェク トプロ トコルは標準文書の付録 と しての

扱いをす ることが決め られた。

CLOSWorkshopが1988年10月 をは.じめ として年

1回 開かれる ようになった。CLOSに 関 する書物

もい くつか出される ようになった。

1990年 に入 り、Lucid、Symbolicsを は じめ とし

て、多 くのCommonLisp処 理 系 は独 自のCLOSを

持 つ ようになった。パ イロ ッ ト処理系 として の

PCLはMayDayVersion(90rOsrO1版)と な り、その

役割 を終えつつある。

各社 のCLOS処 理系 の出現 を受 けて、MOPの 文

書 は1990年4月 よ りGregorKiczalesら を中心 として

改版作業が再 び進め られ、1990年5月 現在で は以

前の版 より緩やかな表現 を持 ってまとまりつつあ

る。
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図表IV-1-3CommonLisp用 オ ブジェク ト指向機 能検討 を中心 とする流 れ

オブジェク ト指向を議論する電子メールメーリングリス トの作成

↓(1984年8月CommonLispMeetl"ga'Aus``n)

核 仕様の 策定 かFlavorsを

標 準に するの か?

↓
(1984年 秋 電子 メール 討論の 中心 テーマ

コーデ ィネー タはK.Kahn)

Snyder案 、CommonLoops,ObjeCtLipsの3案 の検 奮

(HP)

/
CommonObl㏄t

、

、

、

、

(Xerox}LMI

(1985年8月CommonLispObjectOrientedsubcommitteeMeeingatUCLA)

Flavors

/
/

/
/

〆

PortableCoomonLoops処 理系newFiavors発 表

とその メー リング リス トに よる討論 の開 始(1985年12月

(1986年2月 より)CommonLispMeetingatBostonに て
/

/
/
/
/ANSIX3J13ス ター トOOPSLACommonLoops(1986年9月:
/

1(1986年9月:1/

_辿 ▲_㌫/

↓

(1978年3月X3Ji3meetingに て
Xerox、Symbolics、Luddよ り

St。PatrickPCL← レCommonLispObjeCtSystem仕 様第 二版

/
AAA|PCL(1988年8月:

↓
PCL88/12雌

寸
PassoverPCL(1989.3}

↓
ViCtoriaPCL(1989.6}

,訓,壌 メ 、、、_、}

↓
MayDayPCL(1990.5}

↓
(1988年3月;

CommonLipsObl㏄tSystem仕 様X田13原 案

＼
・X3J13CmmonLips仕 様書 入

・1988 .10第1回CLOSWorkshop

・メタ オブ ジェク トプロ トコル検 討の継続

J
各社CLOS処 理系

ANSIDraftCommonLisp¢

作 成作 業
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(7)(社)電 子工業振 興協 会での取 り組 み

電子協((社)電 子工業振興協会)で は、図表IV-

1-4に 示 す よ うに、 か な り早 い段 階か らこの

CommonLispを 中心 とす るLispの 産 業化の動 きに

対応 するため に委員会(委 員長:井 田昌之氏)を

組織 した。 この委員会で は、米国 において進行す

るCommonLisp仕 様 の明確 化 ・改良の動 きと歩調

を合わせ、各種原案の検討 とそれに基づ く意見交

換、処理系へ の反映 を行 なって きた。

参加 した組織数 は平均 で27社/年 であ る。また、

複数のワーキンググループによる重点的な調査や、

図表IV-1-4電 子 協CommonLisp委 員会 の活 動 経 緯

ア ンケー ト調査、 シンポジウムの開催 などの活動

を行 なって きた。活動の概要 を図表rv-1-4に 含

める。

参考 と して、1985年 と1987年 の アンケー ト調査

の一部か ら、使用 してい るLisp処 理 系 に関する部

分 を図表IV-1-5に ま とめる。

特に、文字処理機能拡張案 はこの委員会で原案

を作 りそれ をANSIX3J13に 送 り、それが もとに

なって米国案が作 られ、それ により改訂が進め ら

れるとい うプロセスが取 られた。 オブジェク ト指

向機能CLOSに つ いて も、その早期 か ら活発 な意

見交流 を行 ない、その成立 まで

の歩 みを共に して きた。

1984年 度 予 備 的 な ミー テ ィ ン グを行 な い、CommonLispの 進 展 に対 応 す

る委 員 会 の設 立 を準 備

1985年 度 マ イ コ ン技 術 委 員 会傘 下 にLisp技 術 動 向 専 門 委 員会 と して設 置

1.Co㎜onLisp仕 様 の 理 解

2.処 理 系 作 成技 術 に関 す る討 論

3.既 存 処 理 系 の調 査

4,米 国CommonLispcomunityと の 交流(訪 問調 査)

5.CommonLispの 応用 調 査(ア ンケー トの実 施)

6.サ ブセ ッ トWGに よる サ ブセ ッ ト作 成 の検 討

7.オ ブ ジェ ク トWGに よる オ ブ ジェ ク ト指 向機 能 の検 討

1986年 度 マ イ コ ン技術 委 員 会傘 下 にLisp技 術 委 員 会 と して 設置

1.サ ブ セ ッ ト案 と してCommonLisp/Coreの 仕掛 械

2.CommonLisp用 オブ ジェ ク ト指 向標 準 案 の比 較 検討 を経 て 、

Xerox社 のCommonLoopsに 注 目 し、アルコnJズムの検 討 、 応 用

の 検 討

3.漢 字 機 能 拡 張 に関 す る具体 的 検 討

4.Co㎜onLisp電 子 メー ル識 の 要 旨翻 訳

5.サ ブ セ ッ ト、 オ ブ ジ ェク ト、 漢字 、BBoardの 各WGを 設 置

1987年 度1.ANISX3J13と の意 見 交 換

2.エ ラー 処理 とschemeの 技 術 調 査

3.ア ン ケー トに よる利 用 動 向 調査

4.オ ブ ジェ ク ト指 向機 能 機 能 の調 査

5.loopマ ク ロ拡 張構 文

6.日 本 語拡 張 案 のX3J13へ の 提 案

7.技 術 動 向WG、 応 用技 術WG、 オ ブ ジ ェ ク トSGの 設 置

1988年 度1.CommonLisp漢 字 化 の 追跡 調 査

2,Lisp-C記 述性 の 比 較実 験

3.オ ブ ジ ェ ク ト指 向 シス テ ムの 調査

4.ヒ ア リン グ調査

5.(b㎜onLispシ ンポ ジ ウ ム

6。 米国 視 察 団 派遣

1989年 度 マ イコ ン技 術委 員 会 傘 下 にLisp技 術 研 究 会 と して 設 置

1.X3J13と の 意見 交 換

2.CommonLispフ ォー ラ ム、6月 、2月

3.CLOSの 記述 性 の 評価 、応 用 の調 査

4.RedT㎞e㏄ の調 査

5.X3J13ク リー ン ア ップ項 目の 調査

(8)今 後の課題

一口に言って現在のCommon

Lispの課題は次に挙げる項目で

ある。

①利用者層への一層の普及

②言語仕様の共通理解

①については、技術的な側面

としては使いやすさと性能に大

きな影響を及ぼす事項について

広 く利用者層の声を反映させた

機能を置 くという点がある。例

えば、現在の時点で話題 となっ

ているものでいえば、マルチウ

インドウインタフェースへの取

り組みなどである。もう1つ の

側面としては教育的な側面があ

る。エン ドユーザおよび応用ソ

フ トウェア開発者に対 して処理

系提供者は充分な情報を提供 し

なければならない し、また、利

用者側は、それらを要求するこ

とが求められて来る。

②については、自然発生的な

ニーズからX3J13に よる仕様の
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図表lv-1-5使 用 されているLisp処 理系

(電子協調査よ り)

FranzLisp(60)

VaxLisp(40)

InterLisp/-D(33)

UtiLisp(33)

Zetalisp(18)

KCI(17)

KCI(42)

FranzLisp(26)

CommonLisp(24)

VaxLisp(23)

UtiLisp(11)

Interlisp-D(11)

GCLisp(11)

Zetalisp(8)

TAO(7)

VOS3Lisp(7)

策定 の過程 でオブ ジェ ク ト指向機能 の共通 化が

取 りあげ られ、それがCLOSと い う形で決着 を見、

それ に対 して正 しい理 解 を持 つ とい うことが重

要 となっている。

現在の時点 は以上 に見て きた ように、Common

Lisp言 語 仕様の確定 をANSIに お いて迎 える とい

う段階である。

これが重要 なこ とは言 うまで もないが、い ま、

最 も議論が されているのは(グ ラフィック)ユ ー

ザ インタフェー ス、 あるい はマルチ ウ イン ドウ

システムとの取 り組みである。

例 えば、X-windowsと の 関わ りとい う点 をとっ

てみて も次の ような認識があ りうる。

(DCommonLispでXを 呼べ ればいV・。(CLX)

② そ れは オブジェ ク ト指 向化 され るべ きだ。

(CLUE)

③ 各種 のLookandFeel、 特 に現在UNIXの 世 界

で議論 されてい る もの、 との親和性 を持 ち

たい。

④Lispマ シ ンの操作性 を他のOS上 へ展 開 した

いo

⑤ ツールキッ トあるいはAPIを 決 めたい。

⑥(ツ ー ルキ ッ トで はな く)独 自の ウ イン ド

ウシステム としたい。
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⑦x以 外の世界への可搬性 を考えたい。

議論 されているCommonLisp用 の ポータブルウィ

ンドウッールキットとしては、CLIM(lnternational

LispAss㏄iateslnc.)、YY(青 山学院大学)、Express

Windows(LisztProgramminglnc.)な どがある。

もう1つ の大 きな問題 は並 列性 の問題 である。

実際的な世界では、複数のサ ブプロセスの起動 と

相互間の連携が話題である。基礎的な研究では、

さらに根本的な並列Lispと しての言語仕様 が話題

である。

また、中長期的 な展望 に立 った場合、Common

Lisp仕 様 の整理が課題 となって こよう。歴史 に学

んでみても、 自然発生的なニーズに対応 した機能

の拡充 は、その使用経験を経て、機能の取捨選択

が起 こり、それだけでな く、新 たなパ ラダイムを

得 て、再構築 される と思われる。 しか し、 まだそ

の段階 まで来てはいない ように思われる。

〈 参 考 文 献 〉-CommonLisp言 語 仕 様 関 連

[Guy1985]GuyL.SteeleJr.他:Co㎜onLisp:

theLanguage,DigitalPress,1984(邦 訳 は 後 藤 監

訳 ・井 田 訳 「CommonLisp」 共 立 出 版1985)

[Guy1989]GuyL.SteeleJr.他:Co㎜onLisp:

theLanguage2ndedition,DigitalPress,1989

[Bobrow1988]D.G.Bobrow,G.Kiczales他:

CommonLispObjectSystem,Chapt.1,2,X3J1388-

002R,Junel988(邦 訳 は 、 井 田 他 編 「Common

LispObjectSystemと そ の 周 辺 」 第 二 部 、 共 立 出版

1988)

[X3J131989]X3J13:WorkingDraftANSI

CommonLisp,1989(ド ラ フ トは 現 在 更 に 改 版 中)

1.2Probgの 標 準化

(1)ま えが き

人工知能へ の関心 の高 ま りを反映 して、Prolog

は予 想をはるかに上回る速 さで普及 した。現在で

はヨーロ ッパ、アメリカ、 日本で数多 くの処理系
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が販売 され、実際 に多 くの大規模な知識情報処理

システム開発 に使 われている。

この ような状 況を背景 に、1986年ISOの プ ログ

ラ ミング言語 の標 準 化の た めの委 員 会SC22の

AdvisoryGroup会 議 にお いて、これ までのFORT-

RAN、COBOL、PL/1、Pasca1、Ada、Cな どに加

えて、Prologの 標 準化 をworkitemと す ることが決

定 された。 この決定 に よ り、英 国のR.Scowen

(NationalPhysicalLaboratory)をconvenerと す る

ワーキング ・グループ(WG-17)が つ くられ、第1

回のPrologWG会 議 が1988年4月 に英国のオ クス

フォー ドで開催 された。実際 にはこの約3年 前 か

ら、英国の グループ(BSI)に フラ ンスのグルー

プ(AFNOR)が 加 わ って標準化の ためのパ ネル

討論 を重 ねてお り、これが このWGの 作業 の出発

点となっている。その後、次の ように毎年2同 ず

つこれまでに4回 のWG会 議 が開催 されてい る。

1988年:第1回 オクスフォー ド(英 国)

第2回 グラサ ウ(西 ドイツ)

1989年:第3回 パ リ(フ ランス)

第4回 オ タワ(カ ナダ)

1990年:第5回 ウィーン

主な参加国は参加者 の多い順 に、英国、フラン

ス、西 ドイツ、 日本 、カナ ダ、オース トリア、ス

イス、ベルギー、デ ンマー ク、スウェーデ ン、ア

メリカ、ハ ンガリーな どである。WG会 議 は毎 回

約25～30名 の 出席者 を集めて3～5日 間の会期 で

開催 され、期 間中は毎 日熱心な討議が続 けられる。

ISOSC22に 対 応する 日本の国内委員会、情報処

理学会情報規格調 査会のSC22委 員 会 において も

1988年 にPrologWG小 委 員会がつ くられた。 この

小委員 会 は大 学 、 コ ンピュ ー タ ・メ ー カー、

ICOTな どか らの委員15名 に よって構成 され、筆

者が主査 をつ とめてい る。 なお、Prolo9よ り少 し

早 くLispに つ いてのISOの 標 準化 も始 まっている。

本報告では、ISOSC221PrologWGに お いて現時

点までにまとまって きた標準案の概要 と議論 され
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た 点 、現在 の主 な論点、 日本のWGか らの主 な提

案などについて述べる。

(2)標 準Prolog案 の 主な内容

これ まで4回 のWG会 議 を経 て固 まって きた標

準Prolog案 の 全体の枠組みは、世界中の多 くの シ

ステムで採用 されているエデ ィンバ ラ版 に基づ く

もの となっている。(エ デ ィンバ ラ版 とは、DEC-

10PrologやC-Prologな どのエ デ ィンバ ラ大学で作

られた処理系の文法 を指 しているが、 より正確 に

はCl㏄ksinとMellishの 本[1]に 解 説 されている も

のが基礎 となってい る。)会 議 の全体 的な傾向 と

しては、新 しい考え方や機能 を取 り入れる よりも、

すでに広 く使 われている処理系の構文 や機能を基

礎 とす る傾 向が強い。

1)構 文

エ ディンバラ版の項 ベースの構文案の他 に、 フ

ラ ンス提案 の リス ト ・ベ ースの構 文案が提案 さ

れ、 この どちらを採用するかがWGの 最初の大 き

な論点であった。項ベ ースの構文では リス トは特

別 な項であるのに対 して、 リス ト・ベースの構文

では項は リス トに よって表 される。 リス ト・ベー

スの構文 はマルセーユ大 学で最初 につ くられ た

Prolog処 理 系 のほか、 イ ンペ リア ル ・カ レ ッジ

(英 国)で 開発 されたMicroPrologで も使 われ て

いる。このふたつの折衷案 も検討 ざれたが これに

は問題が あ り、結局、大多数の処理系が採用 して

いる項ベ ースの構文が採用 されることになった。

構文 は拡張BNF記 法 に、項の種別(abstractterrn)

と優 先順序(こ れは演算子 を用 いる記法で必要で

ある)を 与 える規則 を付加 した形式に よって記述

されている。最初の構文案には、論理演算のため

のif-then£lse規則 、および確定節文法(DCG)の

ための文法規則が含 まれていたが、文法 を簡潔に

したい という理由からこれ らは除外 されることに

なった。

2)意 味

第1、 第2回 の会議では、意味の正確 な記述の

●



第IV編 環境 ・基盤整備状況

ため、フランスの提案に基づ く形式的定義を採用

することになっていた。これは実際にはPrologプ

ログラムの動作(よ り正確には、計算木)を 、

Prologのサブセットで書かれた一種のインタプリタ

を示すことによって記述することである。これま

で作成されたWD案(DraftofWotkingDraft)で は、

この方式の説明に多くのページが割かれ、プログ

ラムと組み込み述語の働きがこのメタ言語によっ

て記述されている。 しか しその後の議論 におい

て、主に ドイツおよびカナダを中心に、この形式的

定義は極めて難解であり、一般のユーザーには理

解が困難であるとの強い批判がなされた。これに

ついての多くの議論の結果、英語による非形式的

記述を主とすべ きであるという意見が多数 とな

り、形式的定義は除外されるか、または補助的に

のみ使われる可能性が強 くなった。

3)組 み込み述語

多 くのシステムで共通に採用 されている組み

込み述語の多くが、一部変更されてWD案 に採用

されている。次にこれまでに議論された、または

現在議論されている、主な問題点を述べる。

①項の順序づけのための述語

ア トムおよび数だけでな く、一般の項のlll頁序

を与える組み込み述語(演 算子@<、@=<な ど

によって表 される)が 必要であることは意見

が一致 したが、変数 とこれを含む項の順序を

どのようにするかについてはWGの 最初からの

論点の1つ であった。(未 代入)変 数に対す

る順序を定義する一般的な方法はなく、しか

もその順序は変数が代入されると変化 して し

まうので、論理的な意味をもたない。 しかし、

例えば変数の集合を順序のあるリス トで扱う

ようなメタプログラミングにはこれは有益で

ある。最新の結論では、変数を含 まない項の

順序づけ用の組み込み述語を含めるが、変数

を含む一般の項の順序づけは除外する(変 数

を含む場合 には、エ ラーとする)こ とになっ
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て い る。 なお、異 なる型 につい ては次の順序

が与 えられている。

実数 く 整数 く 文字列 く ア トム く 複合項

② 入出力

入 出力 につい ては現 時点で は未 決定 の部 分が

大 きい。すで にある標準 お よび処理系 に基づ

い たものが よい とした とき、その基本 としてC

言 語の入出力 とQuintusPrologの もののどちらに

すべ きか議論 された。特 にC言 語 を取 りあげる

理 由は、 この言語 はISOの 標 準化がすでにDPの

段 階 まで進 んで いるこ と、Quintusな ど多 くの

システムのllOもCを か な りの程度基本 としてい

ることである。第4回 会議では、Cを 基本 とす

るべ きと した案 には、賛否相 半 ばで あった。

この他 、議論 されている問題点には、フォーマッ

ト付の入出力 を含め るか否か、入出力ス トリー

ムの名前 として ファイル名ではな くユーザーの定

義 した論理 名 を使 える ようにす る こと、 な ど

があ る。 また、入 出力 用述語 は標準 の主要部

でな くラ イブ ラ リにす るべ きだ、 とい う意 見

もある。

③ その他

組み込 み述語 に関 して 、これ まで に次 の よう

なことが らが議論 された。

・関数のユ ーザーによる定義 の方式。

・recordeddatabase用 述 言吾(record/2,recorded!2,

erase!2な ど)を 含めるか否か(現 時点では、含

めないことになっている)。

・プログラムの読み込み用述語consulti1お よび

IeconsuMを 通常 のyo用 の 組み込 み述語 の1つ

としておいて よいか。

(3)現 在 の主 な論点

以下の3項 目につい て、現在 、標準 に含め る

か どうか、または どのような形式 にす るかが議論

されている。特 にモジュール と文字列 の形式は文

法全体の基礎 となる ものであ り、これが決定 され

ない と他の項目 も決め られ ないため、非常 に重要
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である。

1)モ ジュール

エデ ィンバ ラ版Prologで は 、プログラムはホー

ン節の集合 または系列のみか らなる平板 なもので

ある。これに対 して、大規模 なシステム開発用 に

は何 らかのモ ジュール構造 を導入することが必 要

であることが認識 され、すで にい くつかの処理系

(た とえばQuintusProlo9な ど)に は、モ ジュ ー

ルが採用 され てい る。 これ までのWG会 議で はモ

ジュール化 を標準 に取 り入れることは多数意見 と

なってい るが、 まだWD案 には含 まれてお らず、

標準化の作業のなかで これが最 も不確定 な部分 と

なっている。

モジュール に関す る最大 の問題点 の1つ は 、

アトム(name)ベ ー ス とす るか、述語ベース とす

るかであ る。述語ベースの場合は、同一の名前 と

引数の個数を持つ述語 も定義 されたモ ジュールが

異なれば別の述語 とされるの に対 して、ア トム ・

ベースでは、モ ジュールが異なればア トムを含 む

すべての同一の名前が異 なる もの とみなされる。

これまでに、 フランス、 オース トリア、ドイツ、

アメリカのグループがモ ジュール化の提案 を行っ

た。初期の時点では、 オース トリア と ドイツも述

語ベースの案 を提出 し、ア トム ・ベースを主張す

るフランス と対立 していたが、その後 はア トム ・

ベースの案に変 わった。 この理由 として、特 に指

定 した場合のみ ア トム もモジュールごとに定義で

き、指定 しない場合は(デ ホール トとして)ア ト

ムは述語ベースの場合 と同様 にモ ジュールを境界

を越えて単一の名前 を持つので、 この両者の違い

は本質的で はない と説明 され た。

モジュールには特 に優れていると思われるモデ

ルやインプリメ ンテーシ ョンが まだないこと
、ま

たモジュールに よって文法の他の部分 も変更を要

することなどか ら、 これを含めることに対す る慎

重論 も強い。これか らモジュールの議論 を続 けて

いたのでは作業が遅れて しまうので
、Prolo9の 標
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準 化 を2段 階 に分割 し、まずモジュールを切 り離

した第1段 階の標準 を完成すべ きであるとの提案

もな された。 しか し、 このためには標準化 をSC

22の2つ のworkitemに 分 割 する ことが必要で あ

り、第2段 階の標準化はいつ になるか予想で きな

い ことか ら、最初か ら標準Prologは モ ジュールを

含めたもの とす るべ きであ るという意見が大勢 に

なっている。

2)文 字列

Prologの 扱 う処理 では、文字列(sning)の 操 作

が重要であることは明 らかである。初期のエデ ィ

ンバ ラ版Prologに は文字列 を文字の符号 の リス ト

として扱 う機能が含 まれていたが、文字符号 を直

接扱 うことは大 きな欠点であ った。 このため、文

字列 を独 立 したデー タ型 と して導入す るこ とが当

初か ら提案 されていた。 この場合 、文字列 はア ト

ムや リス トとは統合(unify)せ ず 、文字列用の組

み込み述語 によって操作 される。文字列 を独立 し

たデー タ型 とする理 由は、文字列 をリス トで扱 う

のは効率が悪いこ と、お よび文字列データはア ト

ムとは基本的性格が異なることである。

初めこの方式は支持 されていたが、最近の第4

回 の会議ではカナダと ドイツの グループか ら独立

したデー タ型 としての文字列 を除外する提案がな

され、議論 の結果 これが賛成多数 になって しまっ
ク

た。 この意見 は、文字列 をア トムまたは文字の リ

ス トで表せ ば充分であるとい うものであ る。 しか

し、 この場合 も文字 をどのように扱 うかの問題が

残っている。

3)統 合

多 くのProlog処 理 系 では、J.A.Robinsonに 基 づ

く統合(unification)の ア ルゴ リズム を採 用 して

い る が 、 処 理 時 間 の 高 速 化 の た め 出 現 検 査

(occurcheck、 た とえば、X=f(X)の よ うな代

入 を禁止す るためのテス ト)を 省略 している。 よ

く知 られてい る ように、この方式 は出現検査 に

よって統合 を失敗 とするべ きときに無限項 を生成

、
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して成功 して しまう欠点がある。第3回 の会議に

おいて、フランスからHuetのアルゴリズムを基本

として、無限項に対する扱いを再検討すべきであ

るとの提案がなされた。出現検査のコストが大き

いことや、実際の多 くの処理系の現状から、統合
へ

に出現検査を含めることは問題となっていない。

問題点は、無限項(cyclicterm)に 対する扱いを

どのようにするか、Huetの アルゴリズムに基づい

た無限項を許容 した統合を採用するか否か、また

は、無限項を発見 して失敗または誤 りとする機能

を含めるか、などである。

統合についてのもう1つ の問題は、項の統合

の際に引数の評価順序が処理系によって異なるた

めに、その結果が異なる場合があることである。

すなわち、同一の処理に対 してあるシステムでは

失敗となり、別のシステムでは無限ループに入る

ような場合がある。引数の評価順序をかえること

によってコンパイラの最適化が可能なため、引数

の評価順序を一定(例 えば、左から右)とするか、

処理系によって異なることを許すかの2つ の方法

には、一長一短がある。

(4)日 本の提案

日本は第五世代コンピュータプロジェクトの結

果、論理プログラミングについて数々の成果を持

っており、標準化に寄与することが期待されてい

る。また、ヨーロッパ系の言語とは基本的に異な

る言語を持つ国の代表 として、文字セットについ

てわれわれはい くつかの重要な提案を行なってき

た。

1)多 バイト文字を含む拡張文字セット

標eePrologは 、多バイト文字を必要とする日本、

中国、韓国などに不利益にならないようなもので

なければならない。これは他のプログラミング言

語の場合も同様であるが、自然言語の処理に多 く

用いられるPrologやLispの場合には、この問題は

特に重要である(漢 字などの多バイト文字の操作

に関する基本的問題とその解決法が文献[3]に
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述べ られている)。 この問題に対 して、すでに

SC22に おいても基本的な議論がなされている。

われわれは、次の2点 を骨子 とする拡張文字セッ

トを提案 している。

①基本の文字セ ットのほかにsingle-octetおよび

multi-octetの文字 を含む各種の拡張文字セッ

トを特別なコストを必要とせず自由に使用で

きるものでなければならない。拡張文字は

implementationdefinedとする。

② 日本語、中国語、韓国(朝 鮮)語 などの言語

用の文字セ ットはいずれ も基本文字セット

(ASCIIと 同じもの)を 含んでいるので、こ

れらの等価な文字の間の(全 角文字と半角文

字 との)変 換機能が必要である。われわれは

この変換を入力時にユーザが定義した特別な

述語を呼び出して行なう方式を考えている。

ヨーロッパお よびアメリカの出席者か らこの

ような機能の必要性を疑問視する意見もよく出さ

れるが、SC22に おいても多バイト文字について

の議論が行なわれているためもあって、われわれ

の主張も理解されるようになってきている。

なお、日本のWGに おいて検討 した結果、日本

語の処理には上述の独立したデータ型としての文

字列が適 していることが明らかになったので、多

バイトを含む文字セットを考慮 した文字列の扱い

についてわれわれは具体的な提案をする予定であ

る。(た だし、前述のように独立 したデータ型と

しての文字列は除外される可能性 もある。)

2)オ ブジェクト指向機能

第2回 の会議において、われわれはより進ん

だ形のモジュール化を与えるためにオブジェクト

指向機能を含めることを提案した。これは第五世

代 コンピュータプロジェクトの成果であるPSIマ

シンの言語であるESPに 採用されたものを基礎と

し、一般的なPrvlogとの互換性 を持つようにした

ものである。われわれは、古典的なモジュールよ

りもこのオブジェク ト指向機能を取 り入れるほう
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が優れている と主張 した。この提案 に対 しては、

オブジェク ト指向機能の導入 は時期 尚早である と

か、通常 のPrologか ら離れす ぎるな どの反対が多

く、残念 なが ら採用 されるには至 らなかった。 し

か し、この提案 はモ ジュール化に反映 されること

になっている。

3)マ クロ機能

われわれ は、ESPで 初 めて実現 され た入力時の

マクロ機 能について も、これ を標準 に含め るよう

に提案 した。 これはプ ログラムの入力時 にProlog

自身で書 かれ たユーザ ・プログラムに よってプ ロ

グラムを変換する機能であ り、簡単な機能の追加

によって大 きな変換能力 を実現で きる。 この提案

は好意的 に受け入れられ、マクロの実現 に関する

さらに具体的な提案が求めれている。

(5)結 び

SC22!PrologWGの 実 際の活動が始 まってか らこ

れまで約2年 間に、標準Prologの 骨 格は次 第に固

まって きた といえるであ ろ う。 しか し、 まだモ

ジュールのようにどの ような形式 になるか不明な

ものがあ り、 また文字列 の扱いの ように一度決定

された方針が否定 されて しまうこともあるので、

いつDP(DraftProposal)が 完 成するかを予想 する

ことは難 しい。現時点の標準 案の詳細 は、WD案

の最新の第3版[4]を 参 照 されたい。

他の言語 の標準 化 と異 な り、PrologのWG会 議

には ヨー ロッパ諸国か らの参加者が多 く米国か ら

の参加者がこれ まで非常 に少ない。い くつかの言

語の標準化 では、ISOと 米 国のANSIの 標 準化の関

係が問題 に なっ た例 が あ った よ うで あ るが 、

Prologの 標 準化の場合 にはこれまでその問題 はな

かった。 しか し、最近ANSIに お いて もPrologの 標

準化の作業が開始 された とのことである。

われわれ 日本のWGで は、標準化の作 業の進展

をPrologに 関心 を持つ多 くの人 々に知 っていただ

き、さまざまな立場か らのご意見 を反映 してい き

たいと考 えている。そ して、多 くの人々にとって
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有益 でかつ魅力のあるPrologの 標 準 にす るために

日本 もで きるだけ貢献 したい。ご支援 、ご協力を

お願いする次第である。
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■ 第2章Alre・rda)標 一 一

2.1は じめに

1987年4月 から1989年3月 の2年 間にわたって

わが国でAI技術の標準化に関する調査研究が行な

われ、89年 にその成果が報告書として出版 された

[1]。 これは通商産業省工業技術院が、AI技術

標準化のための研究調査の時期に来ているという

認識のもとに財団法人日本規格協会に委託 し、同

協会の情報技術標準化研究センター内に 「AI技術

標準化調査研究委員会」を作って作業を進めてい

たものであり、わが国だけでなく、国際的にもお

そらく最初の試みであり高く評価されてよいと思

われる活動である。なお、ここで行なわれた調査

の対象は、AI技術全般ではなく、エキスパー トシ

ステム関連のAI技 術 に限定されたものである。

また、調査活動はすでに終了し委員会は解散 して

●
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いるので、現在この種の公的な委員会は存在しな

いo

2.2委 員会の性格

まず第1に 指摘すべ きことは、この委員会は

AI技 術の標準化そのものを行なう作業委員会で

はなく、標準化の必要性と可能性についての現状

分析と提言を行なう調査研究委員会であったとい

う点である。AI技 術分野においてはISOやJISは未

だ存在 しないためにいろいろな混乱が生 じてお

り、これが産業の正常な発展を疎外 しているとい

う認識があった。特に用語の混乱が最も重大な問

題である。何となれば、あらゆる表現が専門用語

を用いてなされるわけであるから、もし使 う人に

よって用語の意味がまちまちであれば正確に意志

を伝えることができないからである。したがって、

工業標準において用語の標準はその根底 となるわ

けである。この ような理由から、AI用 語に関す

る調査研究が中心テーマとされた。

一方、技術の標準化については、現在急速な

発展途上にあるAI技 術を標準化することは未だ

困難であり、強行すれば技術の進歩を妨げること

にもなりかねないという理由から、現状調査 と

ニーズの分析に焦点が当てられた。ただし、調査

分析の結果、標準化されてもよいと思われる技術

レベルに達 しているもの もあることが明らかと

なっている。現状の把握として具体的に行なわれ

たことは、AI技 術の動向の把握、産業界とくに

ベ ンダー側の企業における標準化対策の現状の把

握、ユーザ企業からみた問題点に関する認識の把

握、および関連技術に関する問題点の把握、等で

ある。委員会は、いろいろな角度から検討する必

要があることから、大学、研究所、ベンダー、メー

カー、ユーザから協力を得て、研究者、ツール開

発者エキスパー トシステム開発者、エキスパー ト

システム利用者、管理責任者、弁護士等を含む20

数名の多彩な顔ぶれによって構成された。組織の
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壁 を越えてAI技 術の標準について調査研究がな

されたことはわが国ばか りでなく、国際的にも初

めてであるはずである。

2.3背 景

AIの 産業分野への波及は80年 代の初めに起こ

り、数年後にはいわゆるAIビ ジネスが発生 し、

AI技 術がビジネスの対象になったことは周知の

とお りである。実際には、AIツ ールとワークス

テーションからなるエキスパー トシステム開発環

境の販売、ツールや言語の使い方の教育、および

エキスパートシステム開発のコンサルテーション等

が初期の頃のビジネスの対象であった。これが第

1段 階であり、続いて第2段 階としてエキスパー

トシステムそのものの販売が一部始まった。しか

しながら第1段 階と第2段 階との間にはかなり大

きなギャップがあ り、なかなか本格的な展開が起

こっていない。これは第1段 階においては夢がビ

ジネスとなったが、第2段 階では実用性が求めら

れているからである。そしてこれまでたびたび指

摘 されているように、その原因はAIシ ステムの

実用化が当初予想 されたよりかなり困難であるこ

とである。人材の不足、経験の不足、AI技 術の

未成熟に加えて、人間の知的能力に関する理解が

未だ学問的にも明かになっていないことなどがそ

の理由として挙げられている。エキスパー トシス

テムの場合には、これに加えて、対象とする問題

に関する従来技術 自体が実用 レベルに達 していな

いことが障害となっている事実が指摘 されてい

る。このことは、AI技 術単独では実用システム

として存在 し得ないことを意味する。

一方AIに 関連する産業や商活動をみると、現

実の問題 として、すでにエキスパー トシステムを

中心 としたAIビ ジネスと呼ばれる市場が形成さ

れ、標準が無いための混乱が生 じている。混乱の

中身は、概念と技術 との関係が曖昧であること、

個々の技術に対する効用と評価が定まっていない
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こと、さらにはAI用語の意味や使われ方がまちま

ちであること、等である。これらは、いずれもAI

技術が未成熟のままで商活動の対象とされている

こと、研究の成果が実用性の評価がされないまま

に次々に開発ツールに取 り込 まれていること、等

に起因していると考えてよいであろう。さらにそ

の原因を考えてみると、AIと いう言葉が与える夢

と現実の技術 レベルとのギャップからきており、

本格的な実用システムの開発は未だ成功 していな

いといえる状態であるにもかかわらず、AIビ ジネ

スが先行 してしまっているという問題がある。

事実、委員会での討論を通 して明らかになった

ことは、例えば用語に関していえば、組織の枠を

越えてこの種の問題を議論するための場が存在 し

ないこと、そのために企業内で用語の使い方に関

する暫定的標準を決めているが技術の進歩との整

合性がとりにくく苦慮 していること、企業によっ

て使う用語や意味がまちまちであ りユーザが迷惑

していること、実績と規模によって企業内での対

策そのものもレベル差が大きいこと、などである。

AIは本来、人間が持つ知的能力の機構を解明 し、

これをさまざまな問題解決に応用 しようとするも

のであるが、現在広 く普及している経験則に基づ

くIFTHENル ールを主 としたや り方ではこの目的

の達成が困難であることはすでに明らかとなって

いる。この問題を解決するための学問的模索が行

なわれているが、その成果が実用 レベルに達する

には今 しばらくの時間が必要である。

以上のように、技術の成熟度からすれば標準化

の検討は早すぎるにもかかわらず、本委員会が発

足した背景には、このまま放置すれば混乱の方が

ますます増大し、技術の促進、ビジネスの成長そ

のものにも水 を差 し、正常な発展が妨げられるよ

つになるに違いないという判断があったからで

あった。

以上のような認識に基づいて、AI技術の中で特

にエキスパートシステム関連技術にまとを絞 り、そ
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の重要さから特に用語の標準に重点をおいて、関

連問題も含めて調査されたわけである。

2.4調 査概要

調査研究は、エキスパートシステム関連技術にま

とを絞って、フィロソフィ、用語、および関連技術

に関して、3つ の小委員会に分かれて作業が進め

られた。第1小 委員会では、AI技術における標準

が必要か否かも含めて、広い視点から標準化の

フィロソフィが検討 された。第2小 委員会では、

用語の標準化の必要性や可能性について、また第

3小 委員会では、AIと他の情報処理技術との関わ

りに関する標準化の必要性が調査された。

調査研究は2年 間にわたって行なわれたが、ま

ず1年 目は、各委員が持ち寄った資料に基づ く討

議を中心にしての現状分析が行なわれた。データ

としては、AIツ ールの概要、エキスパー トシステ

ム開発例の概要、AI関 係のマニュアルからの用語

のリストと定義例、専門書等からの用語のリスト

と定義例、等であった。企業間の技術レベルがあ

る程度あからさまになることもあり、かなりホッ

トな議論が行なわれた。これによって、企業によ

る考え方の違い、対策の違い、用語の使い方や意

味の違い、さらには個々の技術に対する評価の違

い、等がかなり大きいことが明らかとなった。例

えば、特に外資系企業やハイテクのソフ トハウス

などツールの開発や提供を先行 して行なった企業

は、用語や技術の標準についてかなり苦労 してき

たことがうかがえた。組織内での整合性を維持す

るために、新 しい技術 との間にいくぶん無理と思

われる解釈を与え、定義を行なっているという事

実 も見られた。また、学会活動を積極的に行なっ

ている組織については、用語の定義や技術の評価

に関して組織間の差異が比較的小 さいことも分か

り、新 しい技術の分野での学会活動の重要さが確

認された。研究会、講習会、大会等における質疑、

学術論文、解説論文における議論や考察、等が標

●
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準化を間接的に促進しているものと考えられる。

このように非公開の資料に基づいて検討されたこ

とと、考察が不十分であったために、1年 目の報

告書は一応作成され印刷されたが外部には公開し

ないこととなった。

2年 目は、アンケー ト調査を中心にして調査

研究が行なわれた。1年 目に委員会の中でお互い

持ち寄ったデータをもとにかなり具体的な分析 と

検討を行なったが、説得力ある提案を行なうため

には、企業の現場で何が行なわれ、どのような技

術が使われ、どの程度に実用化が進行 しており、

標準がないためにどのような混乱が生 じているか

を客観的データによって知る必要があり、かつ現

場の人々がそれをどのように考え、どう対処して

いるかを掴む必要があった。エキスパートシステ

ムの実用化動向や予測についてはAI関係の専門誌

紙ですでに取 り上げられており集計データが公表

されているが、相対的に基準が甘く、委員会での

調査研究の目的にはそのまま使 えなかったこと

や、委員会独自の調査項目やデータによってより

キメ細か く分析することが必要であった。アン

ケー トは1年 目の調査結果に基づいて、各小委員

会が別々に調査項目を設定 し、それらを1冊 にま

とめて郵送による調査が行なわれた。アンケート

の集計 と、その分析に考察を加えたものを委員会

の最終報告とし、調査研究を終了させた。なおこ

の報告書には平成元年度の日本規格協会標準化文

献賞奨励賞が与えられている。

2.5ア ンケー ト結果の概要 と考察

かな り詳細かつ広範にわたる調査であるが、

全般的な問題意識に関する質問部分について、以

下にその結果 と考察の一端を紹介する。

アンケー ト調査の結果、AI関 連用語 と知的所

有権は9割 以上の回答者が標準化が必要であると

答えてお り、AI言 語、ユーザインタフェース、既

存システムとのインタフェース等については、6

割以上が標準化の必要性を認めていることが明ら

かとなった。これとは逆に、構築ツール、知識表

現法、推論方式、等の技術項目については、現時

点では標準化が不必要もしくはやるべ きではない

という意見が5割 以上を占めている。AI技 術は

未だ十分なレベルに達していないから現時点での

標準化は技術進歩を疎外するおそれがあるという

理由からである。また、要求仕様、開発工数、知

識獲得法、システムの検証法と評価法の諸項目に

関 しては、標準化を必要とする解答も多いが、

不必要とするものも少なくない。これらは、エキス

パートシステムを開発 しようとするユーザにとっ

てはあると便利であろうが、実用システム開発運

用の実績がある程度の数になるまでは、事実上不

可能であることによる。いずれにしろ、これらの

結果は極めて納得できるものであり、進歩を疎外

する可能性のないものについては、標準の存在 し

ないことによる苦労を多 くの組織もしくは人が味

わっているという事実が明らかとなった。2～3

の重要な項目に関する考察は以下のようなもので

ある。

(1)用 語

標準化において用語は不可欠な項 目である。

用語の標準がなければ、性能、機能、品質、操作

等を正確に記述することができないからである。

つまり、標準の記述や審議が困難である。また現

実の問題として、システムの ドキュメント類の記

述が適切にできなくなるが、これは意図の伝達が

適正を欠 くことを意味する。事実、難解な表現、

まちまちな表現ばか りでなく、大げさな表現のド

キュメントが少なくないことが調査で明らかにさ

れた。

AI分 野では常に新 しい概念の提案がなされ、

そのために次々に新しい専門用語が考案され使わ

れる傾向が強い。

これらの用語は、新造語 よりも他の分野です

でに使われている用語を借用 した り、AI的 解釈
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を加えたものであることも特徴である。例えば、

AIの基本用語となっている知識、推論、問題解決、

学習、類推、常識等の用語は、心理学、論理学、

哲学等からの借用であるが、もともとの意味とは

必ずしも同 じではない。われわれの日常用語か ら

借用されている場合には本来の意味が極めて限定

されているのが普通である。研究者間でも大きく

食い違うことが少なくない。さらに、AIに対する

考え方も対立する場面がしばしば見受けられる。

同じことが、研究者と現場の技術者との間にも存

在する。商活動を行なっている人々の間には、

もっと大きなギャップが存在する可能性が強い。

限定された意味であるはずの用語に常識的な広い

意味を持たせ、これにさらに夢をのせていること

が少なくない。聞く側も同様である。これらが混

乱の原因として無視できないという点が指摘され

ている。

このように、AI用語は標準化は簡単には実現で

きない部分があるが、技術用語の中には意味が定

着してきたと見なしてよいものも少な くない。プ

ロダクション ・システム、ルール、知識ベース、

知識ベースシステム、フレーム、フレーム ・シス

テム、推論、前向き推論、後向き推論、ISA関 係、

PARTOF関 係、継承、事実、経験則、仮説、等は

その例である。このような用語を整理することは

可能であり、ガイドラインとしての暫定的標準を

設定することの効果 も大きいはずである。なお、

Nシ ステムは情報システムでもあるから、問題の

ないものは情報処理用語の中に組み入れることも

検討してよいと思われる。

(2)AI技 術

AI技術についても用語と同様なことがいえる。

アンケー トの結果とは必ずしも一致 してはいない

が・少なくともAI言語やAIツ ールとして市場を通

して提供されているものの中で使われている基本

的技術の大部分が70年代に研究開発されたもので

あり、これらの中には標準的手法 と呼べるように
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までに成熟 したものが少な くない。ルールや フ

レームの表現や操作に関する基本的手法がその例

である。この種のものに関しては、技法を洗い出

して整理 し、同様に暫定的標準のガイドラインを

設定できるものと思われる。現状では、この種の

情報がないために、ツールの適切な評価が困難で

あり、どのツールを選択することがユーザの目的

に最もかなうかを判断できにくくしている。提供

者側 も、違いや特徴を強調するために、新 しい表

現や異なった表現を使う傾向がある。例えば、原

理的に同一の技法に対 して異なった名称が与えら

れていたり、僅かな違いに対して高度な技術であ

ると錯覚させるような名称が使われていたりす

る。このことが商活動に無用な混乱を引き起こし

ている。これは、用語の標準がないこととも関係

がある。これと同様の混乱は情報 システムが普及

しはじめた70年前後に見 られたが、用語の標準が

JISやISOで制定され解消 した。

(3)知 的所有権

知的所有権の保護は最近国際摩擦の種にもなっ

ている重要な問題であるが、AIに 関しては、エキ

スパー トシステムの実用化が進むに従って、極め

て重要な課題 となることが考えられる。従来型ソ

フトウェアでは知識がプログラム ・コー ドの中に

埋め込まれてしまっているために、直接的なノウ

ハウのリークは避けられるが、知識ベースシステ

ムでは組織の最高機密に属する専門知識が容易に

判読できる形式で管理されるからそれだけ危険が

大 きいからである。すでに、専門知識のリークを

防 ぐために、知識ベースの内容を従来型のプログ

ラム ・コー ドへ変換 してしまう技術の開発も一部

で真剣に始まっている。法的保護を含めた対策が

必要であるという希望が強いのはこのためである

といえよう。これは知識ベース特有の新しい問題

である。

(4)イ ンタフェース

ヒューマン ・インタフェースや既存システムと

、
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のインタフェースの標準化 の問題 は、AI技 術 の領

域 の中だけで議論で きる問題ではなく、広 く一般

の情報 システムに共通の問題である。この ことは、

AIシ ステムが情報 システムのサブシステムである

との認識が重要であ ることを裏付けている ともい

える。 インタフェースの問題は、最近になって真

剣 に研 究 される ようになって きたので、AI技 術

側か らも積極的 に関与す ることが望 まれる。特 に、

その性格 か らデー タベース とエキスパー トシステ

ム との インタフェースの標準化のニーズが高い。

しか しこれはデー タベース ・システムに外部 シス

テム との標準 インタフェースが規定 されておれば

す む こ と で も あ る 。 ヒ ュ ー マ ン ・イ ン タ

フェースの問題 は、基本的 にAI技 術の応用 を必要

とす る。

(5)国 際活動

AI言 語 であ るLISPとPROLOGに 関 しては、情

報処理学会が中心 となって、国際標準の作業 に参

加 しているので、解決 は時間 の問題 であ る。AI

用語 につ いては、ISOIIEcrTCIで 標 準化の試みが

始 まってい るようであ る。 しか し入手 した資料 に

よると、未だ意見を打診するための叩 き台の叩 き

台を作ってみ たという段階のようである。 リス ト

ア ップされてい る用語が一人か二人の思い付 きで

や られた程度 のようであ り、そのうちの幾つかに

意味 の定義が書かれているが、かな りいい加減で

あ る。組織 化はこれか ら行 なわれることになろ う

か ら、わが国も何 らかの形で参加すべ きであろ う。

2.6Al用 語に関するアンケー トの結果

委員会の調査活動の一環 として、AI用 語の中

から30を選び、出現頻度、重要度、混乱度、およ

び標準化の必要性に関するアンケー ト調査が行な

われた。対象となった用語は以下のものである:

曖昧性/信 頼性、浅い知識/深 い知識、意味ネッ

トワーク、意味解析/意 味表現、インヘリタンス、

AI技 術、エキスパー トシステム、オブジェクト
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指 向 言語、仮説生成検証機構 、機械翻訳 、協調 的

問題解決、経験知識、構文解析 、黒板 モデル、診

断型/計 画型/制 御型、推論/推 論機構 、対象モ

デル、知識獲得 、知識工学者、知識表現言語、知

識ベース/知 識ベ ースシステム、定性推論、デモ

ン、パーザ、非単調推論、不可手続 き、 ヒューリ

スティック、フレーム ・システム、プロダクショ

ン ・システム、 メタ知識/メ タ推論。

(1)用 語 の出現頻度

用語の 出現 頻度 の1～5位 は、エキ スパ ー ト

システム、知識ベース/知 識ベースシステム、推

論/推 論機構、 プロダクション ・システム、AI技 術、

であ り、26～30位 は 、非単調推論 、協調的問題解

決、パーザ 、仮説生成検証機構、不可手続 き、で

あった。エキスパー トシステムの一般的 な用語 の出

現頻度が高 く、研究 の分野で用い られている専門

度の高い用語の頻度が低い ことが現れている。

(2)用 語 の重要度

用語 の重要度の1～5位 は、知 識獲得 、推論

/推 論機構、プロダクション ・システム、知識ベ

ース/知 識ベースシステム、 フレーム ・システム

であ り、26～30位 は、協調的問題解決、非単調推

論 、仮説生成検証機構、パーザ、不可手続 き、で

あった。 これは、出現頻度の高い ものをよ り重要

であると考えてい るこ とを示 している と考 えられ

る。

(3)用 語 の混乱度

用語 の混乱度の1～5位 は、AI技 術 、浅い知

識/深 い知識、メ タ知識/メ タ推論、診断型/計

画型/制 御型、エキスパー トシステム、であ り、

26～30位 は、 プロ ダクション ・システム、構文解

析 、パーザ、インヘ リタンス、機械翻訳、であっ

た。これは、一般的な用語ほ ど使 う人に よって意

味が異 なるということを多 くの人が感 じている事

実 を示 してい る。AIビ ジネスが 、AI技 術 の理解

に先行 したために生 じた現象である と考えてよい

であろ う。前節で述べたこの分野の特殊性 がまさ
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に現れている。

(4)用 語 標準化の必要性

用語の標準化の必要性の1～5位 は、メタ知識

/メ タ推論、知識ベース/知 識ベースシステム、

エキスパー ト ・システム、推論/推 論機構、オブ

ジェク ト指向言語、であ り、26～30位 は 、非単調

推論、仮説生成検証機構、不可手続 き、パーザ、

機械翻訳、であ った。 これは、エキスパ ー ト・シ

ステム開発 に関連す る基本的かつ一般的用語の標

準化の要望が強いことを示 している。一方、研究

の分野で使われている用語やエキスパー ト・シス

テム以外の用語 については標準化の要望が少 ない

ことが分 かる。

(5)経 験 の有無 による差違

なお、これ らの調査 に関 しては、実務経験 の有

無および開発経験の有無に よって どの程度異なる

かの分析 も行 なわれた。その結果は、頻度、重要

度、混乱度 については、これ らの有無 によらずほ

ぼ同様の意識であるこ とが明か となった。標準化

の必要性 に関 しては、開発経験の有無 によって、

幾つかの顕著な差異があることが判明 した。すな

わち、開発経験者が標準化が必要 と指摘 した用語

の1～5位 は、メタ知識/メ タ推論、知識ベース

/知 識ベースシステム、推論/推 論機構、フ レー

ム ・システム、エキスパ ー ト ・システム、であ る

が、開発経験 を持 たない ものの1～5位 は、AI技

術、知識ベース/知 識ベースシステム、オブジェ

クト指向言語、エキスパー ト・システム、 メタ知

識/メ タ推論、であった。

(6)AIシ ス テムの レベ ルと用語 の湿舌L

対 象 とす るAIシ ステムの レベ ルに よってAI用

語にどんな混乱が生 じているかについて も分析 さ

れたが、以下がその結果の概要である
。

一般にAIシ ステム と一言で総括 される工業製品

は・基本的には3つ の レベルの製 品に分類 できる
。

第1が 、システムの稼働環境 としてのハー ドウェ

ア・お よび基本 ソフ トウェア と してのOSお よび
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言語処理系 という基本システムレベルの製品であ

る。第2が 、AI技術を用いた応用システム開発支

援環境 またはエキスパー トシステムシェルと呼ば

れる中間的なソフ トウェア製品であり、第3が 、

個別分野のエキスパー トシステムや機械翻訳シス

テムなどの応用システムである。

これらの中で、特に応用システムに関連する記

述において、不適切あるいは混乱を招 くようなAI

用語の使用が他 と比較して相対的に多いことが判

明した。本来、応用レベルのシステムについて伝

達すべき情報は、実際のシステムの目的 ・機能や

有用性、あるいは導入に当たって必要とされる計

算機環境、マンパワーなどの条件などであるはず

であるが、実際にはシステムの説明書の中でこれ

らの項目は適切に記述されていないケースが多

い。つまり、単に知識ベースの応用であるとか、

エキスパー トシステムと呼ぶことですませている

例が少なくない。これは、個々の用語の正確な意

味を論 じる以前の問題であり、AIシ ステムの提供

者とユーザの間でどのような情報伝達が望まれて

いるかに関する理解が未だ存在 していないことを

示している。AI用 語の定義だけでなく、本来伝達

されるべき情報が何であり、AI技術に関連する概

念がそのような情報伝達の中でいかなる意義を持

つかを、検討することの必要性が明らかとされた。

これに対 して、システムの稼働環境 としての

ハードウェアや言語処理系を含む基本システムで

は、処理速度、言語仕様、ヒューマンインタフェー

スなどが問題となるが、基本的には他の情報処理

環境の評価と異なるところはない。特に言語仕様

については、詳細な国際標準が整えられており、

記述が不明確 となる恐れはほとんどなくなってき

ている。ただし、特定のシステムを指して 「AI向

き」という形容詞が用いられることがあるが、そ

の実態はしばしば曖昧である。このような記載に

ついては、システムのどのような特徴を指してAI

向きと称 しているかについて、より詳細な基準が

●
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必要であることが指摘 された。

知識ベースシステム開発支援環境ないしはエ

キスパー トシステムシェルのレベルのシステムに

関する記述では、いわゆるAI技 術が生の形で引

用 されることが多いだけに、AI用 語の標準化の

必要性が最も強く認識 されるレベルでもある。こ

こでは知識表現 と推論機構に関するさまざまな手

法が取 り扱われることとなるが、例えば同じプロ

ダクションシステムと呼ばれているものであって

も、その実装方式の相違により、さまざまに性格

を異にするものが含まれるところに1つ の問題が

あることが明らかとなった。この問題を解決する

方法 としては、結局のところ、1つ のアイデアの

実装にさまざまなバリエーションが存在すること

を認めたうえで、個々のシステムがどのような思

想のもとにどのような選択肢を選び、その結果ど

のような利点を得ているのかを、詳細に説明する

以外に方法はない。知識ベースシステム開発支援

環境の中での知識表現 と推論機構は、知識表現言

語とも呼ばれるように、プログラミング言語に匹

敵するほどの記述能力を持つ体系であ り、その内

容の正確な理解のためには、記述系と処理系のシ

ンタックスおよびセマンティックスの理解が不

可欠であることが判明 した。

(7)ア ンケー ト結果のまとめ

以上 をまとめると、以下のように要約 されよ

う。

AI用 語の標準化については、一般的な用語標

準化という意味での、用語辞典の編集という観点

が存在 しており、もちろん重要な視点ではあるが、

AI用 語そのものが、人間の知能、AI研 究、AI技

術 という、立場を異にする幾つかの視点から用い

られる以上、あまり厳密な定義づけを行なうこと

には困難がある。 とりわけ人間の知能と計算機と

の関係を取 り扱 うAI研究では、1つ には人間の

知能に関わる概念が十分精密に解明されていない

うえに、さまざまな問題と複雑な関わりを持つこ
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とからくる曖昧さから、また1つ にはさまざまな

モデル化の技法の有効性を幅広 く検討 していかな

ければならないところから、用語の意味を狭く限

定することには限界がある。AI技 術ないしはAI

技術 を利用 した応用システムの記述に当たって

も、このような用語を流用しなければならない面

は多々あるが、これらを用いるに当たっては、以

上のような用語の規定する概念に曖昧さのあるこ

とを十分注意したうえで、どのような立場から、

どのような情報を伝達するためにAI用 語 を用い

るのかを十分意識 したうえで注意深い利用を行な

うことが必要である。また、必要とされる場合に

は、煩さな表現となることを厭わず、正確な情報

が伝達できるように、十分な補足情報を与えるこ

とも重要であろう。また、情報を受け取る側につ

いても、現在どのような情報が必要であり、それ

に関 してAI用 語がどのような役割を果たしてい

るかについて、十分な注意を払う必要がある。当

面AI用 語がある程度概念の幅を持ったものとし

てしか定義 しきれないと予想される以上、月並み

ではあるが、情報の発信側 と受信側 とで、どのよ

うな情報のやり取りが期待 されているのかを再度

検討する必要がある。

2.7お わりに

AI技 術標準化委員会の活動経過および調査結

果の一端を紹介 した。AI技術、中でもエキスパー

トシステム技術は80年代におけるさまざまな試み

を経て、90年代には多 くの実用システムが実現さ

れるものと期待される。これまでは夢の部分が多

かったこともあ り表層的なフィーバー状態を呈し

た時期もあったが、これからは着実な進歩を見せ

るであろう。90年代半ばにはAI技術のかなりの部

分が定着すると予想できるので、そのときには具

体的な標準化の作業に着手できるものと思う。今

回のAI技 術標準化調査研究委員会の活動は、組

織の枠 を越えてAI技 術を標準化の観点から調査



第1部 標準化

研究 した初めての試みであった。これは参加者に

とっては貴重な経験であった。今回は現状の分析

と問題指摘に焦点が当てられたが、これを踏台に

して、将来の標準化までの間の暫定的なガイドラ

インの作成に着手 してもよいのではないかと思

う。

〈参考文献〉

[1]AI技 術標準化調査研究委員会、 「AI技術標

準化調査研究委員会報告書」、財団法人日本規格

協会情報技術標準化研究センター、平成元年3月
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第2部 人材育成(カ リキュラム試案)

■ 第… 識技一 一 指針
AIの 普及は、当然ながら、AI技 術 を習得 した

新 しい タイプの技術者の必要性を大 きくクロー

ズ ア ップ させ た。知 識技術 者 あ るい はKE

(KnowledgeEngin㏄L以 下KEと 言う)が 、それで

ある。

過去30余 年のコンピュータの発展過程で、新

しい技術や応用に対応する新 しい技術者の必要

性は、それぞれの時点でやは り発生 していたに

違いない。 しかしながら、AIに 対するKEと いう

ほど、その専門性が明確化 していたものは少な

い。とはいえ、KEの 位置づけはやや流動的であ

る。例 えばKEと いうものの需要は過渡的なもの

である、あるいは従来のSEの 中にいずれKEは 吸

収される、などの意見がないとは言えない。

ともあれ、現時点では、エキスパー ト・シス

テム(ES)やAIの 技術をマスター した技術者の

ニーズは極めて高いことは確かである。

このような背景のもとで、(財)日 本情報処

理開発協会の中央情報教育研究所(略 称CAIT)

においては、各種の高度情報処理技術者の育成

指針の作成業務の一環 として1989年 にKEの ため

の指針を作成 した。育成指針 とは、どのような

技術者を対象に何をどう教育するかのガイ ドラ

インである。以下にその概要を紹介する。

(注)雄 の定義

本指針では 「KEとは、ESを 構築するエンジニ

ア」 と定義 している。また 「ESとは、特定分

野の専門知識 に基づ き、問題解決を行うシス

テム」 とし、知識の中には、専門家の知識、
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原 理 ・原則 ・物理 的法則 、各種 ドキュ メン ト

に基づ く知識等 を含めている。

舷2章KE・)GZIＬ

KEの 役割を定めるには、まずESの 構築とはど

のような作業であるかを明確にせねばならない。

2.1ESの 構築作業

ES開 発の一般的手順を図表VI-2-1に 示す。

①問題の設定

まず、対象とする問題がESで 扱うのに適

したものであるか否かを評価する。ESに 適

した対象 とは、明確なアルゴリズムが存在

しない、あるいは条件の組み合わせが莫大

であり、逐一判断を行なうことが不可能で

あるなど、既存の手法では解決 しにくい問

題である。ES開 発が成功するか否かは、適

切な問題設定に負うところが大である。

②既存技術との分担の設定

実用指向のシステムでは、その一部に知

識処理技術が用い られ、既存のプログラム

(例えばデータベースやアプリケーション

等)と の連携が必要となる場合が多い。す

なわちシステム全体の中での両者の最適な

機能分担 を設定 し、そのインタフェースを

十分検討することが必要不可欠である。

③知識源の同定

問題解決に必要とされる知識の所在を明

らかにする。知識源は問題領域の専門家に

は限らない。設計仕様書、操作説明書など



を始めとする各種 ドキュメント、あるいは物

理的、工学的な原理 ・原則なども有力な知識

源である。各知識源に存在する知識の形態、

質と量、信頼性、および利用可能性を分析 ・

評価することが要請される。特に主要な知識

源が人間の専門家である場合、その知識の守

備範囲の分析や知識獲得の方法を十分検討せ

ねばならない。なお、必要に応 じ、知識獲得

支援ツールの利用の可否も併せて検討する。

④ユーザモデルの同定

ESの 利用目的は多様であるが、大まかに

専門家が業務の支援ツールとして用いる場合

と、非専門家が、システムを専門家の代替と

して用いる場合とに分けられる。システムと

しては、このような利用者の知識レベルに応

じた機能を実現することが必要である。また

対話型システムの場合は、システム制御や対

話の主導権をシステム側 と利用者側のどちら

にどの程度持たせるかを検討し、それに基づ

図表IV-2-tエ キスパー トシステムの開発手順

②既存技術との

分担設定

④ユーザモデル

の同定

⑤評価方法の

設定

⑥知識表現の選択
と

推論方式の決定

⑧知識ベースの

検証

⑨ システムの

評価
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き、適切なユーザインタフェースを設定せね

ばならない。

⑤評価方法の設定

ESの 対象は、明確なアルゴリズムが存在

しない、あるいは十分なテス トデータが得 ら

れない等のケースが多く、結果の妥当性や信

適性に対する評価が難 しい。特に知識ベース

の正当性の評価が重要であり、その方法や評

価基準 を明確に設定すべきである。またES

は、実運用後も知識ベースの更新が継続的に

行なわれることとなり、その更新を利用者が

行なえることが望ましい。そこで更新後の知

識ベースの評価手段についても併せて検討す

る必要がある。

⑥知識表現の選択 と推論方式の決定

③の分析結果に基づ き、対象に関する知

識や専門家の知識を表現するために、適切な

知識表現形式を選択し、または組み合わせを

行なうとともに、問題解決戦略 と推論制御方

式をも選択する。この際、使用可能なES構

築ツールの選定も行なう。

⑦知識の移植

専門家へのインタビューも含め、それぞ

れの知識源に存在する知識を実際に抽出し、

⑥で選択された知識表現形式に変換し、知識

ベースに移植する。

⑧知識ベースの検証

知識ベースが、対象 とする問題領域を遍

くカバーしているか、知識間に矛盾がなく整

合性が確保されているか、整合性がないとす

れば、それを推論によってカバーできるか等

について、検証を行なう。

⑨ システムの評価

⑤で設定 した評価方法や評価基準に基づ

き、テス トデータ等を用いて、実際にESを

動かすことによって、システムの妥当性や正

当性を評価する。

、
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ESは 、一般にまず プロ トタイピング手法 によっ

て作成 され、十分な評価の後、実運用 システムと

して グ レー ドア ップ また は再構 築 され る。 した

がって上記① ～⑨ の作業 は全面的ない しは一部の

フィー ドバ ックが行なわれつつ進行す ることとな

.る。

2.2KEの 業 務 と資格

KEの 業務 とは、当然なが ら2.1の ① ～⑨ の作業

を行 なうこ とである。 この うち、① は基本計画、

② ～⑤ は システム設計、⑥ ～⑧ はシステム開発、

⑨ は評価 と分 けることがで きるが、 これ らは従来

技術 でのか な り高度 なSEの 業務 に相 当す る。特

に既存技術 との最適の トレー ドオフの設定 やその

"

図表IV-2-2SEの 基礎 的知識 ・技術

基

礎

数理工学 統計解析 、多変量解析 、オペ レー ションズ ・リサ ーチ、

シ ミュレー シ ョン な ど

システム工学 問題解 決技 法、 システムズアプローチ、モデ リング、

創造工 学手 法 な ど

コ ミュニケーシ ョン技法 プレゼ ンテー シ ョン技法 、 ドチュ メンテニ ション技法 、

調査技 法、 インタビュー技法 な ど

情

報

処

理

技

術

ハ ー ド ウ ェ ア ・ア ー キ テ ク チ ャ ノイマ ン ・アー キテ クチ ャ、非 ノイマ ン ・アーキテ クチ ャ、

並列 アーキ テクチ ャ など

オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・シ ス テ ム OSの 機 能 、OSの 技 術動向、OSの 評価 、

システムイ ンタフェース など

ソフ トウェア工学 要求分析、構造化技法、言語、品質保証 ・検証、

コス トモデル など

ソフ トウェア開発技法 要求仕様化 、システム設計、 プログラ ミング、

テス ト ・検査 、保守 、開発環境 と支援 ツール など

システム構成技術と評価 システム ・アーキテ クチ ャ、分散処理 、実時 間処理 、

システム評価 など

通信 ネ ッ トワーク ネ ッ ト ワ ー ク技 術 、 ネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ャ 、LAN、

WAN、VAN、 ネ ッ ト ワ ー ク管 理 な ど

データベ ース デ ータモデル、デー タ構造 、DBMS、 マ ルチ メディア ・

データベー ス、分散デー タベース な ど

コ ン ピ ュ ー タ ・セ キ ュ リ テ ィ 物理的セ キュリテ ィ、論理的セキ ュリテ ィ、 リス ク分析 、

システム監査 な ど

プロジェク ト管理 品 質管理、工程管理、要員管理、コス ト管理

など

ヒ ュ ー マ ン ・イ ン タ フ ェ ー ス M-M-1、 人 間的要因、行動分析、認知過程分析、
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有機的 な統 合 を行 な う能力が必 要であ るこ とか

ら、KEと は、すで にSEと しての知識 ・技術 ・経

験 を持 つ技 術 者が 、 さら にES構 築 に必 要 な知

識 ・技術 を身につけて、KEと なる とい うアプロ

ーチが最 も望 ま しい
。 したが って、本育成指針で

の教育対象 は既存 のSEで あ るこ とを前提 として

いる。なお、図表IV-2-2はSEと してす でに有

しているはずの知識 ・技術 の一覧であ る。

■ 第3章 一 知識
以下に本指針に基づ く教育項目と簡単なそれぞ

第2部 人材育成(カ リキュラム試案)

れの目標を図表IV-2-3に 示す。併せて標準的な

研修時間も提示した。

なお、研修時間は全体で727時 間(約6ヵ 月)

となっているが、実務者教育の場合は言語や対象

を環境に則 して限定 し、一部をOJTに 移行するこ

とにより、以下のような3ヵ 月程度の期間に縮少

することも可能であろう。

項 目 標 準 短 縮

AIの基本知識

ESの 基本知識

実 習

27時 間

300

400

12時 間

180

200

図表IV-2-3(a)教 育 内容

項 目 教 育 目 標 標準的研修時間

【AIの基本知識 (27)

1.AIと は AIの定義は多様であるが、ここではAIを 実際に活用

するためのシステム化を行なう立場から、その本質

を理解させる。

3

2.AIの 歴 史 と動 向

「

AIの 初期から現在 までの代表的な例 を示 しAI研究の

流れをつかむ。そして、研究開発の今後の動向、将

来の展望について理解を深めさせる。

6

3.AIの 基 礎概念

一

AIの 基礎技術の概要と、従来技術 との違いを把握さ

せる。

6

4.AIの 応 用分 野 自然言語理解、音声理解 、画像理解、知能 ロボ ッ ト、

エキスパー ト ・システムな どをは じめ
、AIの 応用分

野 を概観 してAI技 術 の可能性 を把握 する。

6

5.AI言 語 の概要 主なAI言 語(知 識処理言語)と 従来の言語の相違点

を理解させる。

例①知識処理と情報処理のデータ構造の違い

②束縛の意味と必要性

③再帰的プログラミングの必要性 と効果

④ リス ト処理 とフレーム処理の特徴

⑤関数型言語,論 理型言語の特徴と適応性

6
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図表|V-2-3(b)教 育 内容

項 目 教 育 目 標 標準的研修時間

【BSの基本知識
(300)

1.ESと は ESの 定義.歴 史.技 術の現状 と動向などの概要の 6

把 握 と、従来 システム との違 いを理解 する。

2.ESの 基礎技術
102

2.1 ESの 概要
6

ESの 構造 エ キスパ ー ト・システムの基本的 な構造 につい て理

解 し、それによって実際のシステムの構造を分析で

きること、及びシステムの大まかな構想を立てるた

めの能力 を身につけることを目標 とす る。

基本動作原理 エ キスパ ー ト・システムの動 作の基本 を、以下の ポ

イン トを中心 に理解 させ る。 「エ キスパ ー ト・シス

テムは、宣言的に表現 された知識をモジュールとし

て多数蓄積 し、それらを推論機構によって組み合わ

せて使用す ることで、問題解決 にあ たる。」

開発方法 エ キスパ ー ト・システムの 開発方法 に関 して、以下

の諸点を理解させる。

①従来システムの開発 と比較 して、異なっている点

②従来システムと異なる開発方法をとる理由、及び

利点

190



第2部 人材育成(カ リキュラム試案)

図 表IV-2-3(b)教 育 内容(つ づ き)

項 目 教 育 目 標 標準的研修時間

2.2 知識表現の基礎
27

プ ロ ダ ク シ ョ ン ・ 以 下の諸側 面 を理解 させることによ り、プロダクショ

ル ー ル ン ・ルールを利 用 した初 歩 的 な推 論 シス テ ムの 設

計 ・評価がで きることを目標 とす る。

① プロダクシ ョン'シ ステムの構成要素 、及びその

役割 を理解する

②前向 き推論、及び後向き推論におけるシステムの

動作を理解する

③ システムの実行効率改善のための推論制御の方法

を理解する

意味 ネットワーク 以下の項目について理解 させる。

①意味ネットワークによる知識表現の方法と特徴

②意味ネッ トワークを用いた推論

フ レ ー ム 以下の項 目について理解させる。

① フレームの構造

②フレームの構成要素と、それが表現 している知識

内容との正確な対応

③ フレーム ・システムの持つ処理機構(属 性の継

承 ・付加手続 き等)の 機能

ロジ ック ①一階述語論理の表現方法を理解させる。

②簡単な日本語の文章を述語論理式で表現できること

③論理式の集合と式が与えられた時、その式が集合の

論理的帰結であることを例を用いて説明できること

④PROLOG言 語の理論的背景であるホー ン節 と導出

原理について理解すること

オブジェクト指向 (1)オ ブ ジェ ク ト指向 に関す る以 下の内容 につ いて

理解 し、オブジェク ト指向の観点か ら実際の問

題 の分析 ・整理 がで きる ことを目的 とする。

① オブ ジェク トの観念、お よびメ ッセージ伝達 に よ

る処理

②クラスの階層 と属性の継承

(2)知識表現 を中心にオブジェク ト指向がなぜAIの

要素技術 として重視 されるのかを理解 させる。
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図 表IV-一 一2--3(b)教 育 内 容(つ づ き)

項 目 教 育 目 標 標準的研修時間

2.3 推論技術
27

黒板モデルに (Dプ ロ ダクシ ョン ・システ ムに よる推 論で の問題

基づ く推論 点を認識 した上で、黒板モデルの一般的概念 と

その利点を理解させる

(2)黒 板 モデ ルを利 用 したエ キスパー ト ・システム

を設計開発できるようにさせる

メタ知識に 従 来の エキ スパー ト ・システ ムの問題 点 を理 解 さ

基づく推論 せ、これを打開する為の一つの方法 として出現 した
"メ タ推論"の 方法 について、以下の項 目を理解 さ

せ、その概要を習得 させる

① メタ知識 ② メタルール ③メタ推論

あいまいな知識 に 専門家から得られる知識はそれ自体、不完全であい

基づ く推論 まいであることが多い。特に予測や医療診断はこの

側面 を持 っている。 そこで この節では、代 表的 な4

つのあいまい性の測度を参考に人間の持っている不

完全であいまいな知識を如何 に表現 し、推論するか

を理解 させ る。

深い知識に 従来のエキスパー ト ・システムの問題点 を把握 し、

基づ く推論 これを打開するための一つの方法 として"深 い知

識"が 研究 されてい ることを理解 させ る。 とくに

①浅い知識 と深い知識の差異と関係

②定性推論の考え方
を理解させ、深い知識の概要を習得させる

時間に関する知識 (1)時間に関する推論の特徴を理解させる

基づ く推論 (2)時間に関する推論が どうして必要なのかを理解

させる

(3)時間に関する推論を適用すべ き対象が判断でき
る ようにす る

推論の高速化 (1)推論の高速化が必要な背景を理解させる

(2)プ ロ ダ クシ ョン ・シス テ ムの高 速 化技 術 と し

て、RETEア ル ゴ リズムを理解 させ る

(3)プ ロ ダ クシ ョン ・システム を並列処 理マ シン上

に実装するさいの並列化技法につき理解させる

高次推論 (1)高次推論 としてどの ようなものがあるかを理解

させる

(2)高次推論がでて きた背景 としての、通常の推論
の問題点を把握させる

(3)各々の推論が適用されるべ き問題の性格が判断
できるようにする
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図 表IV-2-3(b)教 育 内容(つ づ き)

項 目 教 育 目 標 標準的研修時間

ESの 型 エ キスパ ー ト ・システ ム(ES)の 適 用分野 は多様
12

であるため、一定の分類をしておくことが必要であ

る。分類 は、専 門分野 別の観 点で はな く、ESに 要

求される基本的なタスク、これを実現するための問

題解決機能の観点から行なう。このような観点で、

ESを い くつ かの 「型」 に分 け、 それぞれ の特 徴 を

理解 させ、KEが 専門家と共同でESを 構築するとき

に必要となる基本的知識を習得 させることが目標で

あ る 。

人間における (1)人 間 にお け る知識 ・推論 ・学 習な どの機能 の基 30

知識と推論 本的な性質を理解させる

(2)現在のAIで 実現 されている各種の知的処理 と人

間との違いを理解させる
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図表IV-2-3(b)教 育 内容(つ づ き)

項 目 教 育 目 標 標準的研修時間

3.ESの 開発環境
72

3.1 AIマ シ ン AI処理に適するマシンの特徴を示 し、共通する特徴 6

を理 解 させ る。

また、AIマ シ ンの動向 として、専 門のAIマ シ ンの普

及 と ともに、最近 は、 メイ ンフ レー ムやパ ー ソナ

ル ・コンピュータ等の汎用マ シンも用い られる傾 向

にあ ること、および環境の変化 に伴 う、AI技 術の分

散化、統合化、融合化の傾向を理解させる。

3.2 AI言 語
42

LISP 人工知能言語として最 も歴史の古いLISPに ついて習

得 させ る。ANSIのLISP標 準 化 に よってCOMMON

LISPと い う言語仕様が定め られてい る。その仕様 は

非常に大きい為、くわしい言語仕様 は参考文献に任

せ ることにし、 ここで は以下の ことの理解 を目標 に

してLISPを 習 得 させ る。

・リスト処理の基本的な考え方とその操作

・関数型の言語としての特徴

・LISPの デ ー タ処 理

・フォームの評価の方法

・変数の束縛 とスコープ

・再帰的な関数呼び出 し

PROLOG 人工知能言語としてLISPと 並んで代表的なものの1

つで あ るPROLOGを 習 得 させ る。本科 目の 目標 は

PROLOGプ ログラミングに必要な基礎知識を身に付

けることであり以下の項目に重点をお く。
・事実 と規則を使用 した簡単なプログラムが作成で

きること

・パタンマッチング(共 通化)の 機構 を把握す ること

・リス トの構造 と記法 を理解す ること

・再帰のプログラムを(作 ることはで きないに して

も)ト レースで きること

・assen ,1e仕act,カ ッ トの 機 能 を 理 解 す る こ と

・デバ ッガの簡単な使い方 をマス ターす ること

オブジェク ト指向 オブ ジェ ク ト指 向言語 の代表 としてSmalltalkを 取 り

言語 上げ、その特徴を理解させる。とくにAI言 語として

有効な機能やその理由につき重点をおき説明する。

3.3 ES構 築 用 ツー ル エキスパー ト・システムは、LISP,PROLOGの よ うなAI 24

言語を用いてすべてを構築するとかなりの手間と時

間が かかる。そこで多 くの場合、エキスパー ト・シス

テム構築用の ソフトウェア ・ツールが用い られる。

ここでは、ツールを選択す る前提 として、各種 ツー

ルの機能や特徴を理解させる。
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図 表IV-2-3(b)教 育 内容(つ づ き)

項 目 教 育 目 標 標準的研修時間

4.ESの 構 築技法 120

4.1 対象選択の基準 ES技 術を用いて問題解決を行 うに適 した対象の選択

は極めて重要であり、以下の内容に重点をおく。

①一般的な対象選択の基準を理解させること

②状況に応 じた対象選択の基準を設定できるように
すること

12

4.2 知識表現方法
の選択

対象問題 に適 した知識表現 を的確 に発想 で きる よう

にす るこ と。特 に、フレーム表現 、プロダクション ・

ルール表現の選択及び複合が できるようにす ること。

12

4.3 知識獲得方法 (1)知識獲得段階における問題点の発生、及びその解
決の過程でどのようなことが重要となるのかを把

握 させる

(2)知識抽出のアプローチにおける諸手法の長所 ・短
所を理解 し、それらの使い分けの原則を習得 させ

る

15

4.4 マ ン マ シ ン ・

イ ン タ フ ェ ー ス

以下の点について理解 させ ることを目標 とす る。

① エキスパ ー ト・システムにおけるマ ンマ シン ・イ

ンタフェースの位置づけ

②エ キスパ ー ト・システムはシステム開発時 に使用

する開発用 インタフェース と、 シス テム完成時 に

必 要 となるエ ン ドユーザ ・インタフェー スの2つ

の視点か ら考慮す る必要があること

③有効 なマ ンマ シン ・インタフェースの実現のため

にどの ような機能が必 要 とされ るか

15

4.5 ツ ー ルの選択 (1)各 ツ ー ルの特 性 を知 識表 現 、実 行性 能 、インタ

フェースな どの複数視点 か ら分析で きる ようにす

ること

(2)エ キ スパ ー ト・システムの対 象 とす る問題の性質

や 目的に応 じたツールの選択基準 を理解 させ るこ

と

12

4.6 ESの 構築手順 エキスパー ト・システムの 開発の各 フェーズでの作 業

内容 を理解 させる。 さらに各 フェーズにおける さま

ざまな手法 について理解 させ、プロ トタイプを構築す

るための能力 を身につけ させ ることを目標 とする。

18

4.7

一

ESの 構築方法 以下に示す型のエキスパー ト ・システムにつ いて構

築方法の特色 を理解 させる。 また、タイプ別エ キス

パー ト ・システムの具体 的な開発事例 について も把

握 させ る。

①診断型エキスパ ー ト・システム

②設計型エキスパ ー ト ・システム

③制御型エキスパ ー ト ・システム

24

4.8 ESの 評価 (1)ESの 本 質 ・特質 を理解 し、評価 ・保証すべ き項 目

を分析 ・抽 出できること

(2)ES評 価 手法 を理解 し、活用 できること

(3)ESの 評 価の事例 を調査 し、ケース ・スタディを実

施 して、実務能力 を高めること

(4)従 来 型 システムに対す る品質評価 について も、理

解 を深めること

12
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図表IV-2-3(c)教 育 内容

項 目 教 育 目 標 標準的研修時間

【 実 習 】 基本知識 の講義 と対応 した実習編である。講義 との

連係 をよくとりなが ら、実際 にマ シンや ツール を使

わせて、エキスパ ー ト・システム構築技術 を習得 さ

せる。

(400)

1.LISPプ ロ グ ラ ミ ン グ 従来 型 プロ グラ ミングの思考 法 に とらわれぬ よう

導 く。

主 な項 目を以下に示す。

①再帰

②パ タン ・マ ッチ ング

③探索

④ プロダクシ ョン ・システム

60

2.PROLOGプ ログラミング 従来 型 プロ グラ ミングの思考法 に とらわれぬ よう

導 く。

主 な項目を以下に示す。

① 再帰

② リス ト処理

③ユニ フィケー ション

④探索(含 バ ック トラッキ ング)

⑤ プロダクシ ョン ・システム

60

3.ヒ ア リ ン グ ・

イ ン タ ビ ュ ー 技 法

KEが 、 知識源である専門家から知識 を抽 き出す実習

である。

(1)ロ ー ル ・プ レイングに より、面接 の仕方、 メモの

取 り方のスキルア ップを図る

① メモの技法

②テープ レコー ダが使 える場合

③ メモの減 ら し方

(2)ヒ ア リング、 インタビューのための下準備 の重 要

性 、実施時のエチ ケッ トな どを含 め、留意すべ き

事項 を列記 した 「シー ト」上にチェ ックさせて、

理解度 を測る

60

百

4.ESの 構 築 (1)テ ー マを与えてプロ トタイプを作成 させる

(2)テ ー マを自由 に選択 させ、 プロ トタイプを作成 さ

せる

(3)(1)(2)と もに、プロ トタイプがで きた ら、システム

を動か してみて、使い勝手、機能 などを評価す る。

また、モデルシステムがあ る場 合はそれ と比較 し、

長所や短所 を把握 させ る。

220
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第3部 通商産業省のAl関 連施策の概要

■ 第一 関連… 推進
AIは 、高度情報化社会を実現す るための基盤

となる技術であるが、広 く社会の中で適用 され

るには、まだ多 くの研究課題、技術開発課題等

が存在する。 このため、通商産業省 として も、

基礎的な研究開発 プロジェクトの推進を中心と

して、多面的な施策 を展開 し、AI技 術の発展や

利用の促進を図っているところである。

本章においては、これらの施策のうち主要な

ものを紹介する。

研究開発の代表的なものが、 「第五世代コン

ピュータ ・プロジェクト」である。知識情報処

理を実現するために必要なコンピュータとして、

第五世代コンピュータを開発するものであ り、

昭和57年度から10年計画で進めている。また、こ

れに関連するものとして、「電子化辞書プロジェ

クト」および 「高機能AIシ ステム記述用言語プ

ロジェク ト」がある。両者はいずれ も、基盤技

術研究促進セ ンターか らの出資事業 として、株

式会社を設立し、研究開発を推進している。

また、平成元年には、言葉の意味に含まれる

ような 「あいまいさ」 を持つ情報を処理するも

のとして、ファジィに関する研究を行なう技術

研究組合が設立され、研究開発 を推進 している。

さらに、研究開発以外のもの として、AIに 関

する調査研究 ・普及啓蒙があるが、これについ

ては、(財)新 世代コンピュータ技術開発機構

と(財)日 本情報処理開発協会が共同で組織 し

た 「ICOT-JIPDECAIセ ンター」の活動 として実

施している。
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そのほか、通商産業省として、従来のコンピュー

タが不得意な、人間の脳が行なっているような高

度かつ多彩な情報処理技術の実現を目指した、新

情報処理技術に関する調査研究も実施 している。

それでは、以上の主要なプロジェク トについ

ては、具体的な内容の紹介に移る。

車輪1 第五世代 コン ピュータ ・

プロジェク ト

2.1第 五 世代 コン ピュータ

従来 の コン ピュー タは、 その使 用素子 に よっ

て世代分類(第1世 代:真 空管、第2世 代:ト ラ

ンジス タ、第3世 代:IC、 第3.5世 代:LSI、 第4

世代:VLSI)さ れ 、現在 の ものは第4世 代 に属 す

る といわれている。

しか し、 これ らはいずれ もハ ー ドウェア ・コ

ス トが高かった頃の設計思想 に基づいて作 られて

お り、比較的単純 なハ ー ドウェアの上で、複雑 な

ソフ トウェアにより処理 を行 なわせるアーキテク

チャになっている。 このため、処理 の複雑化、膨

大化に ともない、ソフ トウェアに かかる負担が増

大 し、システムの構築 に支障 をきたす状況 になり

つつある。

そ こで、人間 の思考 に近 い方法 で プログラ ミ

ングを行い(ロ ジック ・プログラ ミング)、 ソフ

トウェアの負担 を軽減す るとともに、複数の推論

を同時 に実行(並 列推論)す る、新 しい世代 のコ

ンピュー タが考 え出された。(図 表IV-3-1参 照)

第五世代 コンピュータは、推論 お よび知識ベ ー

ス機 能 による判 断能力 を有 する、革新的 な コン
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ビ ュ ー タ で あ る 。

2.2プ ロ ジ ェク トの概要

第五世代 コンピュー タ ・プロジェク トは、1990

年 代 の高度情報化社会のニーズに対応するため、

意 思決定 、設計 、計 画等 の人間の知的活動 を支

援 ・代行す るための情報処理で ある 「知識情報処

理」 に最適 な、革新的 コンピュータを世界に先駆

けて研究開発す るこ とを目的 として、ス ター トし

た ものである。

このプロジェク トは通商産業省 の情報化政策の

一環 として推進 されている ものであ り、昭和57年

4月 に民 間の共同出資 によ り設立 された(財)新

世代 コンピュータ技術開発機構(ICOT:Institution

forNewGenerationComputerTechnology)に 委託す

る形で実施 されている。

研究 開発 は、全体 で10年 の研 究期 間 を、前期

(昭和57～59年 度)、 中期(昭 和60～63年 度)、 後

期(平 成元～3年 度)に 分 けて進め られてお り、

現 在は後期計 画に突 入 している。(図 表IV-3-2

参 照)

前 期 では、世界初のパーソナル タイプ逐次形推

論 コ ン ピュー タPSIや 関 係 デ ー タベ ー スマ シ ン

Delta等 の ハー ドウェアと逐次型論理言語ESP、 世

界初 の論 理形言 語 による本格的 オペ レー テ ィン

グ ・システ ムであ る逐次推 論制御 ソフ トウェ ア

SMPOSを 研 究開発 した。

中期 で は、世 界初 の並 列型推論 コ ンピュー タ

Multi-PSI、 並 列論理型言語KL1、 並 列推論制御 ソ

フ トウェアPIMOS、 分 散知識ベ ース管理基本 ソフ

トウェアKappa、 簡 単な文章 ・談話 を理解す る談

話理解実験 システムDUALS等 が研究開発 された。

2.3プ ロ トタイプ ・システムの概要

後期 において はこれまでの研究成果 を統合 し、

第五世代 コンピュー タ ・プロ トタイプ ・システム

を開発する こととしている。以下、その概要 を説

明する。

①1,000台 程 度の並列度 を有 する、並列推論機

能お よび知識ベース機能 を持つ、プ ロ トタイプ ・

ハー ドウェア ・システム

②ハー ドウェアの並列推論制御 と知識ベー ス管

図表IV-3-1第 五 世代 コンピュータの位置 づけ

〈第 五世 代 コン ピュ ー タ〉

〈非ノイマン型〉
・並列制御演算

・連想的記憶

㍊ 処理 麹理方嚢

(21世 紀)

〈 ノイマ ン ・コン ピュー タ型 〉

第4世 代(VLSI)

第3.5世代(LSI)

第3世 代(ic)

第2世 代(ト ランジスタ)

第1世 代(真 空管)

プログラム
記憶方式

プログラム

による制御

(18世 紀)

・逐次変換演算

・ア ドレス式記憶

・数値計算

演算の
機械化
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理 を行 な う基本 ソフ トウェア(OS)並 び にその

ユーテ ィ リテ ィ群で ある知 識 プログ ラ ミング ・

システムか らなる、プロ トタイプ基礎 ソフ トウェ

ア ・システム

③ 第五世代 コ ンピュー タのア プリケーシ ョン

ともいうべ き、 プロ トタイプ基本応用 システム

図表IV-3-3に プ ロ トタイプ ・システ ムの概

念を示す。

研究 開発 は順調 に進捗 してお り、平成 元年度

に第五世代 コンピュータの プロ トタイプ ・ハー ド

ウェアであ る、PIM(ParallellnferenceMachine:

並 列推論 マ シン)、 プロ トタイプ基礎 ソフ トウェ

ア ・システム等 の設計 を行 ない、2年 度 か らそ

の試作に着手 している。

第3部 通商産業省のAI関連施策の概要

2.4国 際研究交流

本プロジェク トが対象とするような先端的基

礎研究分野では、広 く内外における研究交流を行

ない、国際的見地から研究を進めていく必要があ

る。そこで、当プロジェクトではかねてから国際

研究交流に重点を置き、研究員の受入れ、シンポ

ジウムの開催等幅広い施策を展開してきた。以下、

その主なものを紹介する。

①長期派遣研究員の受入れ

研究者受入れを通 じて、その成果を世界

に公表することにより、世界 レベルでの研

究開発の進展に寄与することを目的として、

海外研究機関等から研究員を受け入れてい

る。

現在、米国立科学財団(NSF)、 仏国立自

図表IV-3-2第 五 世代 コンピュータの開発 ステ ップ

推論サ ブ シス テム用

機械 メカニズム別 モ ジュール

並列型推論基本メカニズム

デ ー タ フ ロー ・メ カ ニ ズ ム
→

抽象 デー タ型 メ カニズ ム

動作 実験用 シミュ レー タ

超LSI化 技術

知識ベ ースサ ブシステム用

機能 メカニズ ム別 モ ジュール

知識ベ ース基本 メカニ ズム

並列型関係 ・知識演算メカニズム

関 係 デ ー タベー ス ・メ カニ ズ ム

動作 実験用 シミュ レー タ

超LSI化 技術

基本 ソ フ トウェア ・システム

(推論サブシステム)

知識 イ ン タフェー ス ・ソフ ト

問題解決 ・推論ソフト

[三]
知的プログラミングソフ ト

…→
知識インタフェース ・ソフ ト

知識ペース管理 ソフ ト

知識 ベース

機 構

知的プログラミングソフ ト

(知識ペース ・サブシステム)

推論 ・知識ベー ス

機 構

(超LSIに よ り実現)

基本 ソフ トウェア ・システム

基本応用システム

問題解決 ・推論ソフ ト・モジュール

知識ベース管理ソフト モジュール

知的インタフェースソフト・モジュール

知的プログラミングソフト・モジュール

ソ フ トウェア開発用

パ イロ ッ ト ・モデル

開発支援システム

逐次推論マシ ン ・ハー ドウェア

逐次推論マシ ン ・ソフ トウェア
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動化情報研究所(INRM)、 英国貿易産業省

(DTI)とICOTと の間で、研究員の受入れに

関する覚書が締結されている。

②国際会議の開催

プロジェクトの開始直前および、前期、中

期の最終年度の計3回 、第五世代 コンピュー

タ国際会議(FGCS)を 開催 してきた。これ

は、研究開発成果を広 く内外の研究者に披露

し、討議を行なうために開催 しているもので

ある。

③海外研究者の招へい

海外の第一線研究員を平均1ヵ 月ICOTに

招へい し、研究討議 による研究交流 を行

なっている。

④AIシ ンポジウムの開催

欧米のAI先 進国 と、最前線の研究状況に

図表IV-一一3-3第 五 世代 コンピュータ ・プロ ト

タイプ

〔 プ・ ・タイプ基本応用・・テム

、

∠

8
、

'

プ ロ トタイプ基 礎 ソフ トウ ェア ・システム

知識プログラミングシステム

、

'

、

端

イ ンタフェース

モ ジュール

'、

問題解決

プログラ ミング

モ ジュールー
'

知識ベ ース

構 築 ・利 用

モジュー ル

基本ソフトウェア(CS)
'、

推 論 制 御
モ ジ ュ ー ル

'

,、

知 識 ベ ー ス 管 理

モ ジ ュ ー ル

、

'

∠

8

ノ//
11"ll1

プロ トタイプ ・ハ ー ドウ ェア ・システム

、 、 、 ＼
'∫ ll、 、 ＼ ＼

//
ll

亡値、

1 ∫ll1 、 、 ＼ ＼
` llI lllll
ユ 「」_1'〔 」1⊥ 1≡L1十 、、■」、、」」、

幽 †L〕岨t 人

品

関す る情 報交換 を行 な うため、AIシ ンポ ジ

ウムを開催 している。過去、フランス、米 国、

スウェーデ ンの各国 と定期的に開催 して きて

お り、元年度 か らは新たに英国、イタリア と

もワー クシ ョップを設けた。

■ 第3一 子化辞Wqジ ・クト

3.1電 子化辞書

人工知能分野の応用技術の中で、人間が日常使

用する言葉をコンピュータに理解させ処理させる

自然言語処理技術の開発は必須のものとなってき

ている。このため、研究開発の共通基盤となる大

規模で高品質な自然言語処理用データベース、す

なわち電子化辞書が必要不可欠 となる。このよう

な背景 の下 、(株)日 本電 子化 辞書研 究 所

(EDR:JapanElectronicDictionaryResearch

InstitUte、Ltd.)が設立され、電子化辞書の研究開

発を推進 している。

EDR電 子化辞書は大きく4種 類の辞書から構成

される。文の構造を把握するために単語の文法的

特性 とその単語が表す概念を定義する 「単語辞

書」、単語が表す概念をコンピュータが理解でき

るように概念間に成 り立つ関係を記述する 「概念

辞書」、文を生成する時に適切な単語を選べるよ

うに単語間の共起関係を記述する 「共起辞書」、

日本語と英語の単語間の対応関係を記述した 「対

訳辞書」である。

200

3.2プ ロ ジ ェク トの概要 と現状

プロジェク トは昭和61年4月 にスター トした。

平成7年3月 までの予定 であ る。研究開発 テーマ

は、大 きく、単語辞書、概念辞書 、データ管理 シ

ステム、実証評価 システムの4つ に区分 されてい

る。(図 表IV-3-4、 図 表W-3-5、 図 表W-3

-6参 照)



単語辞書については、日常接する文書の範囲

をほぼ網羅すると考えられる日英各20万 語の辞

書開発を行なう計画である。現段階では、辞書

開発 に関する基礎研究 と出版社を通 じての辞書

データ作成が完了し、本格的な辞書開発に着手

している。辞書データとは、辞書開発の出発点

となる生データのことであ り、辞書 となる前段

階の ものである。日本語、英語それぞれ独立に

第3部 通商産業省のAl関連施策の概要

17万語の単語見出 しの選択を行ない、対訳付けを

行なう過程で双方の不足分を補いながらデータ作

成を行なった。現在、日本語、英語それぞれ20万

語強の規模 となっている。一方、多くの単語は複

数の意味を持つことから、単語が表す概念は単語

の数よりも多 く、日本語、英語それぞれ取 りあえ

ず50万弱の概念見出 しが得られている。この単語

辞書は、第1版 が完成し、試験的な利用が始めら

図表IV-3-4研 究 開発 スケジュール

昭和 平成

616263元 年 23 4 56

年
7度

;
:
:

:
1{単 語辞 書1

基本語辞書

専門用語辞書

(情報処理分野)

縮 デー・作成/縮 開発/ 改良搬1
1

:

1縮 デー・作・ ∠ 辞醐発/ 改良 ・拡張1

:

…

:

…1概 念 辞書1
概念体系

概念記述

・礎研∋ ・・テ ・作成 ∠ 辞蹴/き ・・拡張1
● 1

巳 ・研究レ ・・タイ/ 辞書開発 ∠ 改 良 ・拡張

ì :
:1データ管理システム;

弊誌21ム/作 成離 礁 灘 麺 鐡システム醗 ・改良1
:
:

:

11難 柵 システム}

1
プロトタイプ 実証評価 / システム開発'実 証評価

1 1 ●

図表IV--3-5電 子 化辞書の構成

電子化辞書

単語辞書{

(専門用語辞書情報処理分野)ご[罵 麟 灘 ㍑=翼

基本語辞書一[呈欝 欝(鴎;

蹴 書一ー一 一[蕊 熟 熟 麟:;

撒 書一 ー 一{誌 ∵霞il:鴎;

対訳辞書一一 一[呈 誉 霞 謬 蕊
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れるところである。

概念辞書については、概念の上位 ・下位関係を

記述する概念体系のデータ作成が本年中に完了す

る予定である。このデータは、約100万 の概念見

出しを約1000個 の概念分類項 目に分類 したもの

で、体系作 りの素データとなるものである。概念

の格関係、因果関係等による関係記述である概念

記述は、実験 ・試作が終わり、本格的な開発に着

手するところである。

EDR電 子化辞書の言語は、日本語 と英語、分野

は基本語 と情報処理専門用語 を対象 としている

が、辞書の仕様、開発の方法は、広 く他の言語に

も、また他の専門用語にも適用できる一般的なも

のである。

機能 を有 する論理型言語 として定評のあ るProlog

にオ ブジェク ト指向 プログラミング機能等 を付加

し、エキスパー ト・システムやシステムプログラム

の記述 に も適 した、AIシ ステム記述言語(AI言 語)

である。

しか し、ESPは この ような優 れた特徴 を有 しな

が ら、逐次型推論 マシ ンPSI(PersonalSequential

InferenceMachine)上 で しか動作 しない とい う制

約があった。

そ こで、 このESPを ベ ース としてさ らに高機能

化 を図 り、汎用 ワークステーション、ミニコンピュー

タ、 メイ ンフ レーム等 の上で も動作可能な高機能

鰭 語、CommonESPを 試験研究す ることとした。

図表N-3-7にCommonESPの 特 徴 を示す。

第4章 高機能Alシ ステム記述用言語

プロジェク ト

4.1高 機 能Alシ ス テ ム 記 述 用 言 語CommonESP

第 五 世 代 コ ン ピ ュ ー タ ・プ ロ ジ ェ ク トで 開 発 さ

れ たESP(ExtendedSelf-contaneedProlog)は 、 推 論

4.2プ ロ ジェク ト概要

本 プロジェ ク トは昭和63年3月 から4年1カ 月

かけて、以下 の各テーマ について試験研究 を行 な

うこ ととしてお り、(株)AI言 語 研究所(AIR:AI

LanguageResearchInstitute,Ltd.)に よって実施 され

ている。

①CommonESP言 語仕様 および言語処理系

図表IV-3-6EDR電 子化辞書の構成

概
念
体
系

一
概
念
記
述 ∴

・

?

:

㌧

;ゾ4

/　悪評
∠単:⇒ 警 出し// ∠ 食べる

.
w

殻 、、・1'

Pも⇔ 辿嬢
" 、F

烈 … か 二「:〉千ざ

,「㍉ 、

'

魂,誇
、

'蜜 当

ノ単願 出 齢 見出しρ

/飛 ぶ /α木/
{・"

' /単 語見出 輪 見出し瓦 ,

/鳥 /α舶/

202



第3部 通商産業省のAl関 連施策の概要

(A)Co㎜on6暗 語仕様

ESPを 参 考に しなが ら、新規パ ラダイムの導入、

ライブラ リの拡充等 により、ESPの 機 能 を包含 し

っっよ り高度化 したCommonESPの 言 語仕様 の作

成 を行 なう。

(B)CommonESP言 語 処理系

上記の言語仕様 に基づいた、CommonESPの 言

語処理系 を研究開発する。

②実証評価

評価用 ソフ トウェアを試作 し、評価 を行 なう。

評価結果 は、CommonBSP言 語 仕様 お よび言語

処理系 の改良、拡張 にフ ィー ドバ ックする。

③CommonESP最 適 処理系

CommonBSPの 一 層 の高機能化 、実行の高速化

のため、最適化アルゴリズムの研究 、知識 を表現

す る た め の よ り高 度 なパ ラ ダ イ ム の考 案 と

図表IV-3-7CommonESPの 特 徴

Prolog

十

オブジェク ト指向

プログラミング機能

(特徴)
・知識(事 実

,規則)の 宣言的な記述

内容が直感的で分か り易い

知識の変更、追加が容易
・推論機能を持つ

ユニフィケーション

バ ック トラック

(特徴)
・高度のプログラム ・モジュール化機能

プログラム生産性の大幅向上
・知識の構造化/階 層化 した記述

十

各計算機に共通に

使える機能

(特徴)
・言語処理系に機種共通の部分 と機種対応

の部分 を持つ

各種のワークステーション、ミニコン、

メインフレームに効率良 く対応できる

ESPと 他 の言語の記述能力の比較

項目

手続 き言語

FORTRAN,C

等

Usp Prob9
オブジェクト

指向言語
ESP

人
工

知

能

分

野

自然言語処理 × ○ ◎ X ◎

エキスパー ト

システム × ○ ○ ○ ◎

システムプログラム

(OS,コ ンパイラ)
○ ○ × ◎ ◎
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CommonESPへ の導 入、AIシ ステム向け次世代 ソ

フ トウェア統合 開発環境 の研究等 を行 なう。

図表IV-3-8に 各 テーマご との試験研究計 画を

示す。

4.3試 験研究の現状

昭和63年度には、移植性の高いエミュレータ方

式を採用 した暫定版を開発 した後、平成元年度は

実行速度の早い、マシン語方式による基本仕様版

の開発を完了し、順調に試験研究を遂行中である。

第5章 ファジィ理論の工学的応用

プロジェク ト

「あいまいさ」 を もつ情報 を処理する もの とし

て、ファジィ理論の応用が注 目されているが、そ

のフ ァジィ理論 の工学的応用 を図るために必要な

技術の確立 を目標 に、平成元年、技術研究組合 と

して国際 ファジィ工 学研 究所(LIFE:LabOratory

forlntemationalFuzzyEngineeringResearch)が 設 立

された。

この研究所の設立には、コンピュータ ・メーカー

はもちろん、自動車、鉄鋼等 のメーカーやソフトハ

ウス、証券会社等、幅広い業種から48社 もの企業

が参加 しており、このことからも、ファジィについ

ての関心の高さと、応用分野の広さがうかがえる

(平成元年度末時点では49社)。 研究期間は約6

年間、研究開発費総額は現時点で約50億 円が見込

まれており、ファジィ理論の制御システムへの応

用、ファジィ理論の知的情報処理分野への応用、

ファジィ理論の実行に適 したファジィ・コンピュー

タの研究 ・試作が、研究開発課題である。これら

の課題について、大学等 との連携や諸外国の研究

機関との研究交流を図りつつ、基礎から応用まで

の幅の広い研究を総合的に推進することとしてい

る。

LIFEの研究は、3研究室体制で行なわれている。

第1研 究室は、ファジィ制御の研究開発を担当

している。具体的には、ファジィ理論を機械系の

制御や、プロセスプラントなどの制御システムに

応用するため、これに必要な基本技術、開発支援

ツール等の研究開発と応用システムの試作 ・評価

を行なっている。

第2研 究室は、ファジィ知的情報処理の研究開

発を担当している。ファジィ理論を応用 し、知的

情報処理システムを構築するために、ファジィ意

思決定支援システム、ファジィパターン認識およ

図表IV--3-8試 験 研究結果

(テーマ名)Alシ ステム記述用言語の高度化に関 する試験研究

サブテーマ及び小項目 昭和62年 度 昭和63年度 平成元年度 平成2年度 平成3年度

1.CommonESP言 語仕様

及び言語処理系

(1)言語仕様

(2)言語処理系

2実 証評価

3.Co㎜ESP最 適処理系

l

l

●
一次試作

[暫定版】

)
二次試作

[基本仕様版]

)
三次試作

[フルセット仕様版]

)
改良・評価

[試作最終版】

)
一次試作

[暫定版]

)
二次試作

[基本仕様版]

●

一
三次試作

[フルセット仕様版]

)
改良・評価

[試作最終版]

)
一次試作 ・評価

一
二次試作 ・評価 三次試作・評価

オ

基本最適
)

凱一■系研究
)

　

劔



びファジィエキスパー トシステム構築ツールの研

究開発を通じて、所要の共通基盤技術の確立を目

指している。

第3研究室は、ファジィ ・コンピュータの研究

開発を担当している。人間と同じように定性的な

言葉の概念を理解 し、それに基づいて、ファジィ

制御や ファジィ知的情報処理における、多量の

ファジィ情報の処理とファジィ推論の実行を高速

に行なう人間との親和性に優れた汎用ファジィ・

コンピュータの基礎技術の研究を行なう。

章動1 新情報処理技術に関する総合

的な調査研究

通商産業省では、新情報処理技術に関する総

合的な調査研究を平成元年度から実施 している。

そのねらいは、 「従来のコンピュータが不得

意な、人間の脳が行なっているような高度かつ多

彩な情報処理技術の実現を目指して、技術シーズ

および新機能の動向、社会応用の観点から、総合

的な調査研究を行ない、21世紀に向けてわが国が

世界と共に取 り組むべき新しい情報処理技術体系

について提言する」ことにある。

平成元年度の検討項目は、以下の とお りであ

る。

①基礎理論 ・技術 に関する検討

新 しい情報処理の基礎 となる技術につい

て、研究開発の現状をレビューするととも

に、今後の技術動向を予測 し、技術 シーズ

の側から新 しい情報処理の目指すべ き方向

について提言する。このため、超並列 ・超

分散処理、学習、光技術 ・新デバイスの3

項目について検討する。

②新情報処理に求められる機能に関する検討

現在のコンピュータが不得意 とし、今後

の実現が期待 される新たな機能に関し、そ
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の具体的なイメージを明らかにするととも

に、取 り組むべ き課題を抽出することによ

り、機能の側から新 しい情報処理の 目指す

べ き方向について提言する。 このため、3

次元情報の処理、視覚 ・聴覚等の認識や理

解、生体が行動する際に見られるような自

律 ・協調機能の3項 目について検討する。

③応用分野お よび社会的インパク トに関ずる

検討

新 たな情報処理技術の応用分野を明確 に

するとともに、その社会的インパク トにつ

いて調査検討する。

平成元年9月 に第1回 委員会が開かれて以来、

3分 科会、6ワ ーキンググループにより、精力的

な検討が行なわれ、3月 に中間報告書がとりまと

められた。平成2年 度の検討 もスター トしており、

今後、さらに検討を深め、最終報告をまとめる予

定である。

■ 第7章AI・7)PtN啓 …

7.11COT-JIPDECAIセ ン ター

AIの 利 用の 中では、エ キスパ ー ト・システム

の分野が最 も進んでお り、試験 的なもの も含め盛

んに導入 されるようになって きたが、開発手法が

確立 していない等 の普及阻害要因 も多い。このた

め、昭和61年3月 、(財)新 世代 コ ンピュータ技

術 開発機構(ICOT)と(財)日 本情 報処理 開発

協 会(JIPDEC)に よ りICOT.∬PDECAIセ ン ター

が共同設置 され、AI技 術の調査研究 ・普及啓蒙

事業 を展 開 している。

7.2Alセ ンター事業の概要

①醍動向調査

わが国におけるAI市 場および技術の動向

について、経年的に調査研究 してお り、そ
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の一部を昭和62年 に 「AIビジョン」 として取

りまとめた。また、年度ごとの調査結果を分

析 し、「AI白書」として平成元年度から毎年

発行することとしている。

②AIオ ープンハウスの運営

内外の代表的AIツ ール(ハ ー ド、ソフト)

を集中展示する公共的な共同利用センターと

して 「仙オープンハウス」を昭和62年12月 に

開設 し、一般の利用に供 している。

③普及啓蒙事業

AIの 基礎技術やシステムについて、より

幅広い層から理解 してもらうため、技術講演

会や、AIツ ールの説明会等を開催 している。

④第五世代 コンピュータのアプリケーションに

関する調査研究

第五世代コンピュータ・プロジェクトで開

発 されたPSI(逐 次推論マシン)に ついて各

研究機関に委託し、機能評価を行なっている。

また、論理型プログラ ミングの利用 につ

いても委託調査研究を行なっている。

⑤機関誌の発行

AIの 利用動向を紹介する 「AIセンターだ

より」を発行している。
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第1部 米国

■ 第1一 要
米 国のAI技 術 は特 にソフ トウェ ア、 なか で も

エキスパー ト・システムの領域 で競争優位 に立 てる

というのが、1989年5月 に同国商務省情報貿易局

(lnformationTradeAdministration)か ら出 された

「日本の人工知能市場 一米国製品 にとっての傾向、

発展 、市 場機会1(JapaneseArtificialIntelligence

Mafket:TrendS,DevelopmentsandMarketOppotUni-

tiesforU.S.Pnoducts)と 題 する レポー トの結論であ

る。 同レポー トは、米国湿市場 を要旨次 のように

述べ てい る。

市場調査 会社DMデ ー タに よれば、1988年 にお

ける米国AI市 場規模は20億 ドルで、対前年比50%

の成 長 を示 した。 なかで もエ キスパー ト ・システ

ムのサ ブマー ケッ トは、78%以 上 成長 し4億 ドル

に達 し、1990年 には2倍 になると予測 される。

エキスパー ト・システムの最大ユーザ は国防部門

で、全体 の75%を 占 める と推 定 される。 アプ リケ

ーシ ョンは、国防省 のスター ・ウォーズ計 画から戦

闘管理計画 まで広範である。次いで大 きな需要部

門は製造業で、そのシェアは15%で あ り、アプ リ

ケーシ ョンは製 品仕様書作成、設計、計画、生産、

流通 、フィール ド・サービスなとで ある。ちなみに、

「フオーチュン誌500杜 」 の約80%が エキスパー ト・

システムを利用 してい る。

3番 目のユーザは銀行業 、保険業、クレジッ ト会

社 を主要ユーザ とする金融業 で、10%の シ ェテを

占める。

機械翻訳は引 き続 きス ピー ドと精度 を向上させ

つつあ り、政府機関、多国籍企業、なかで も製造
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業 に おいて広 く用い られてい る。

ニューラル ・ネットワークの商業市場 は、 い まだ

期待 されているほどには開けていない。現在 すす

め られているニューラル ・ネットワークの研究 開発

は、軍用が主流である。

従来、高価 なAI専 用マ シン上で稼働 していた各

種のAIツ ールが、いまでは比較的安 い汎用マ シン

上で稼働す るようになったことが、市場成長 の重

要な要因 になってい る。米国のAIソ フ トウェア ・

ベ ンダーは、ユ ーザがその上 に自分 の特定 アプ リ

ケーシ ョンに関す る ドメイ ン知識 を入れてエキス

パー ト ・システム を構 築 で きるアプ リケー シ ョ

ン ・スペ シフィックなツールを開発 している。

各種 の細 システムは金融分析か ら生産 ラインの

診断問題 など、 日常業務 のいろいろな意志決定へ

の応用が急速に開けつつあ り、近い将来、米国産

業の能力 と競争力 は、大 いに向上す るであろう。

米国連邦政府 のAI研 究開発費支出は、着実 に伸

びている。す なわち、1984年 の支出は4900万 ドル

であったが、1988年 には1億7200万 ドルに達 し、

過去4年 間の平均 伸 び率 は37%で あ る。技術評価

に関す る議 会事務 所(CongressionalOfficeof

Tec㎞ologyAssesment)に よれ ば、AI研 究資 金の

約90%はDARPA(DefenseAdvancedResearch

ProjectSAgency=国 防省高等研究計画局)と 空軍科

学研究局(AirForceOfficeofScientificResearch)、

海 軍研 究局(OfficeofNavalResearch)の 支 出で、

ほか にはNSF(NationalScienceFoundation=国 立科

学財団)とNIH(NationalInstitUteofHealth=国 立健

康研究所)の 支 出である。DARPAは1988年 にお

いて全体資金の52%を 支 出 している。

なお、ECの 推定 に よれば、1987年 に米 国で稼
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観 して いたエキ スパ ー ト ・システム は50シ ステ

ム、開発 中の同 システムは2500シ ス テムであ った

が、1988年 に は稼働 システムが1400シ ス テム、開

発中の システムが8500に は ねあがった。

■ 第2章A-・ ジエクト

本 章では、米 国にお ける代 表的 なAI関 連 プ ロ

ジェク トを取 りあげ、主 に1989年1年 間の研 究開

発の動 きを中心 に して紹 介す る。 ここで取 りあげ

るプロジェク トは、次 のものである。

①NSF(NationalScienceFoun(lation:国 立 科学

財 団)

②MCC(MicroelectoronicsandComputer

T㏄ ㎞ologyColpoladon)

③NASA(NationalAeronauticsandSpace

Administration:米 国航空宇宙局)

④DARPA(De飴nceAdvan㏄dRe蹴hP呵ec岱

Agency:国 防省高等研究計画局)

NSFに つ いては資金援助 に よる、 また、MCC,

NASA,DARPAに つ いては自主 または委託による
、

主要なAI関 連研究開発 を取 りあげる。

2.1NSF

(1)大 学 にお ける研 究成果

1989年 に報告書が提 出 されているNSFの 資 金援

助 による主な人工知能関連研 究は、以下の とお り

である。

◆知識に支援 された建築設計上 の問題解決(オ ハ

イオ大学:Yassios)1)

この プロジェク トの 目標 は
、建築分野の問題解

決指向 の知 識 を、 コ ン ピュー タ支 援 建築 設 計

(CAD)シ ス テムに統合 で きる ようにす る手 法

を研 究する ことである
。 これ は、既存 のCADシ

ステムが備 えているCADの 能 力 を保持 した まま
、

知識に基づ くエキスパー ト・システムに置 き換 え
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可 能 とい う仮説 を立証 することを目指 している。

まず最初 に、多 くの技術的な問題点への理論上の

解決策 を探求 し、次 にその理論上の解決策の有効

性 を試すためのプロ トタイ ピングによる実用 シス

テムを開発す ることによ り、それは立証 された。

このプ ロ トタイ ピングに よる実用 システ ムは
、

CKAAD－ コ ンピュータ と知識に支援 された建築設

計 エキスパー トと呼ばれるモ ジュールに統合 され

た。

◆ 地震 に対 す る抵抗 力 の あ る建 物 の構 造 設計

(N・ti・nalCent・ ・f・・B・・thquak・E・ginee,i。g

Research:Submmani ,M他)3)

耐 震 設計 は不確 実性 と対 象業務 知識 に依存 す

る。 この性格のために、耐震建築物 の設計技術者

にコンピュー タによる設計対する支援の必要性が

生 じてい る。 この 要 求 を満 たす た め に、CU-

STRAKEと い う名称 の知識ベース ・システムのプ

ロ トタイプが開発 された。この知識ベースの中に

は、建築法規の うちの地域 に関する項 目、設計 ガ

イ ドや技術文献か ら得 たその他 の既存情報 、お よ

び地震後 の被災地調査で得 られた教訓が含 まれて

い る。 建物 の総合 的 な評価 をす る ため に
、CU-

STRAKEシ ス テム は耐 震パ ラメー タを入手 した

り、建築法規 に照合 した りす る。耐震構 造設計 と

いったエ ンジニ アリング分野のアプ リケーシ ョン

で は、数値計算のための アルゴ リズム機能 を利用

で きることが重 要である。CU-STRAKEは 、数量

を推定するための アル ゴリズム機能 と、上述 した

知識 に基づ くルールを組み合わせ たものである。

この知識 に基づ くシステムは、設計プロセスを支

援するために、知識ベ ースのルール、 アルゴ リズ

ム 機 能 、 お よ び対 話 型 画 像 処 理 を組 み 合 わ

せた総合的 な設計環境 のモデ ルをかたちつ くっ

てい る。

◆矛盾 を内包するシステムの 自律制御 のための設

計手法(イ リノイ大学:H皿g,S.T.)4)

これ は、制御の指示 に矛盾 を内包するシステム
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のための、自律 制御 コン トローラの設計手法 を開

発す るための研 究である。制御の ために出された

指示上の矛盾 は、物理的 な異常現象 もしくは利用

者か らの指示 によって生 じるものである。提案 さ

れた設計手法は、比較的簡単 な構造 を持 ちオンラ

インによる処理要求が ほ とんどない コン トローラ

を開発するための ものであ り、設計 プロセスの中

にアプリオリな情報 を幅広 く収集 し、 これ をコン

ピュータか ら利用 で きる ようにす るものであ る。

複雑 な問題 に対 す るこの種 の単純 な解決策 は、

アプ リオリな情報 が不要 な場合 には軽視 され てお

り、これ まで に提案 されて きた数学的 にエレガン

トな自律制御 アルゴリズムの一部 では無視 されて

いる。

◆ マ イ クロ波分解 に よるサ ンプル作成 のため の

エキスパー ト・データベース ・システム(National

BureauofStandards:Settle,EA.他)s)

構 造 解 析用 のサ ンプル準備 を支援 す るための

ハイブ リッ ド型エキスパー ト・データベース ・シ

ステムが設計 された。サ ンプル準備の手順 を開発

す るために必要 な4つ の解析記述子(descriptor)

の識 別 を支援す るエキスパー ト・システムが構築

され た。 このシステムは、サ ンプルの分解 に関す

る情 報 を提供 す る。 この システムの今後 のバー

ジ ョンでは、解析 に先 だって必要 となるであろう

分離 についての助言 を提供する。 システムの開発

には、PC-ATコ ンピュー タと、商用で入手で きる

ソフ トウェアが用い られた。

(2)1990年 の 人工知能関連のNSF補 助 金6)

1990年 にNSFか ら研 究補助金 を交付 する予定の

人工知能関連テーマ を次に示す。

◆ ロボ ッ トお よび人工知能研究

システム設計 におい て何 らかの イ ンテ リ.ジェ

ンスの特性 を実用化す ることが可能な科学 ・工学

研究 を対象 とする。

◆ ニューロ ・エ ンジニアリング研究

脳 の構造 と生 理学 に関 してす でに得 られてい
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る知 見 に示唆 された設計手法を用いて、脳の持つ

能力 をコンピュータの上 に再現 する研究 を対象 と

する。

◆情報 ・ロボ ッ ト・知的 システム分野の研究

人間の インテ リジェ ンスが持 つ特性 を備 えた、

コンピュー タ利用 システムの開発 で、すでに着手

されている研究 を対象 とす る。

◆機械 システム ・構造 システム研究

工学分 野の機械 ・構 造 ・材料 に関す る工 学知

識ベースを拡張 ・改善する ような研究 を対象 とす

る。研究手法 としては、分析、 コンピュータ ・シ

ミュレーシ ョン、および実験 を組合わせ たもの と

す る。研究成果が最終的 に活用 され うることが最

大 の要件 である。

◆知識モデル と認知 システム研究

知 識の表現 お よび推論 や問題解決 の ための コ

ンピュー タ ・システム設計の基礎 となる ような研

究を対象 とする。

◆ データベースとエキスパー ト・システムの研究

データベースお よび知識 ベース ・システムの、設

計 ・開発 ・管理 ・利用において基礎 となるような

研究 を対象 とする。研究テーマ には、既存のデー

タベースや知識ベースの拡張、分散型 システムに

おけるデー タベー ス支援 、エキスパー ト・システ

ム、および情報 検索が含まれる。
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2.2MCC

(1)MCCの 組 織 の動 向

◆MCCの 会 員企業1)

米 国産業界の長期的視野 に立 った研究開発共同

体 と して1982年 に発足 したMCCは 、 当初 、10社

(AMD、CDC、DEC、Harri・ 、H・nneyw,11 、M。t。,。1、、

NationalSemiconductor ・NCR、RCA、Spery)の 大 企

業(株 主企業)を 会員 として いた。MCCの 研 究

成果を入手 し活用 するため には、年間25万 ドルの

会費に加 えて研究開発 費の一部 を負担 しなければ

ならず、会費 を払 えない小企業に とっては これま

図表V-1-1MCCの 管理機構
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で何 の役 に も立 たない と批判 されて きた
。MCC

は この ような批判 をうけて、1989年 よ りフォーチュ

ン500社 以外 の中小企業 に も門戸 を解放 し
、年 会

費2万5千 ドルのアソシエー ト・プログラムを発

足 させた。企業 はプログラムの中で関心のある対

象 を選択 し、応分の費用 を払 うことでMCCに 参

加で きるようになった。

MCCの この よ うな方針 に応 えて、1989年12月

よ り、Apple社 が 「人工 知能研究(Acr)プ ロ ジェ

ク ト」 と 「大規模知識ベース構築プロジェク ト」

に加わっている。

◆MCCの 管理機構2)

MCCに は、役 員会、技術顧 問会、 プログラム

技術顧問会、 およびプログラム技術パ ネルの4つ

の運営管理部門が設置 されている。 これ らの部門

は、方針、戦略、お よび技術の各側面 に関 して
、

MCCと 株 主間 の意思疎通 を図 る重要 な機 会 を提

供 している。MCCと こ れ ら運営 管理部門 の関係

は、図表V-1-1の とお りである。

◆MCCの 人材構成

MCCは 全 体 で440人 の ス タッフを擁 し
、その う

ちの約80%は 技 術 プ ログ ラム担 当で ある
。研 究

者 ・技術者 は全体の約70%を 占めてお り、その約

15%は 株 主企業の人材 で、残 る85%は 他 の企業 、

大学お よび政府機関の出身者である。株主企業の

人材 は、MCCの 研 究活動 に参加 し、MCCの 開発

した技術 を所属 の企業 に トラ ンスファーす るため

の重要な役割 を果た している。

◆研究領域

MCCに お けるすべ ての研究 プログラムの共通

目標 は、 コンピュー タお よびそのアプリケー ショ

ンと処理 を、 よ り高速で信頼性 の高い ものにする

と共に、 よ り複雑 な任務 が高品質 ・低価格 で実行

で きるようにす るための技術 を提供することであ

る。主な研究 プログラムは、以下の5つ に分かれ

ている。研 究組織 の構成 は図表V-1-2の とお り

である。
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①高度 コ ンピュー タ技術(Advancedcomputing

technology)

② ソフ トウェア技術(SoftWaietechnology)

③ コ ンピュー タ支援 デザ イ ン(Computer-aided

design)

④ パ ッケージ化/相 互接続(Packaging/interconnect)

⑤ 高 温超 電導 の電子 分野へ の応用(Electronic

applicationsofhigh-temperaturesuper-conductors)

(2)AI技 術 の応用

◆高度 コ ンピュー タ技術

高度 コンピュー タ技術(ACT)プ ロ グラムの

目標 は、情報 を重視 している組織 体で 「知 的助

手」 と して機 能す るコ ンピュータシステム実現

のための技術 を、MCCの 株 主企業が開発で きる

ようにす る ことである。 この プログ ラム は、対

象市場別 の10種 類 の研 究 プロジ ェク トで構成 さ

れ、株 主企業 は これ らの うちの少 な くと も1つ

の プロジェク トに参画する。

図表V--1-2MCCの 研 究組織
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Acrプ ログラムは、以下の3分 野 に焦点 を当て

ている。

・システムの実用性(systemfUnctionality):エ キス

パー トシステムの開発 と大規模知識ベ ース

・シ ステムの利便 性(systemusability):知 識

ベ ース を利用 した人 間 との イン タフ ェー ス ・

ツール

・システムのパフォーマンス(systempe㎡brman㏄):

高 度 言語(advancedlanguage)と オ ブジェク ト指

向データベース技術

1987年 、MCCの 役 員会 は、 関係政府機 関 との

話 し合 いを主導 す る役 割 をMCCに 与 え ることを

決定 した。それによって、米国内の産業競争力 を

高 めるに当た って、MCCの 果 たす役 割 は拡大 し

た。政府 とMCCの 最 初 の共 同 プロジェク トは、

DARPAの 委 託 による ものであった。 このプロジ

ェク トはExper㎞entalSyslemKitと 呼 ばれるACrプ

ログラムの1つ で、実験用の高パ フォーマ ンス計

算機 システ ムにお ける高

速 かつ低価 格 の プロ トタ

イ ピング を可 能 にす る技

術 の開発 を目指 している。

ACTプ ロ グラムで開発

され てい る技 術 は、半導

体関連 の研 究 と直接 的 に

関連す るものではないが、

そ の結 果得 られ るMCCの

開 発 成果 は い くつ かの半

導 体設計 問題 に適用 され

ている。例えば、Honeywe皿

で は、MCCが 開 発 した

Proteusと い う名の技術 を

採用 した社 内 の設 計用 ツ

ー ル を構 築 した。 ここで

は、知識 表現 の ための洗

練 された フ レー ム ワー ク

を備 え た 論 理 に基 づ く
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truthmaintenanceシ ス テムを採用 してい る。PLEX

とい う名称 で知 られるProteusのHoneywellに よ る

アプ リケー シ ョンは、多層 印刷 回路板(muhi-

layerprintedcircuitbOard)上 に部品 を配置す るよう

設計 されたエキスパー トシステムである。

MCCの 人 工知能技術 を応用 した もう1つ の事

例に、NCRDesignAdvisorが あ る。 これ は、エキ

スパー トの設計知識 に依拠 して設計過程 を管理 し

最適化す るためのコンピュー タ利用資源 を、未熟

練の集積回路設計者 に提供する ソフ トウェアシス

テムである。 このDesignAdvisorは 、 パ フォーマ

ンス、製造 ・試験適性、お よび全般 的設計品質 を

保持 しうる標準 セルを設計す るための助言 を提供

する。 これは、設計 を最適化 し、高価 な失敗 を防

ぎ、また、設計期 間を数週間か ら数か月短縮す る

ことによって、設計者 を支援す る。

株主企業 による上述の アプ リケー ションのほか

に、MCCプ ロ ジェク トは、推論 ・学 習機 能 を持

つ知識ベース利用の設計 システムを開発 した
。 こ

の最初のアプ リケー ションが、Argoの 名称 で知 ら

れるVLSIデ ジ タル回路 設計 のための システムで

ある。VLSIへ の ア プリケー シ ョンで あるArgo-V

は、複数 の回路 を基本デ ジタル部品 として一体化

したものである。

Arg(>Vは 、 アナログ方式 の推論 を用 いることに

よって、設計の経験 を知識 として蓄積 し、 しか も

その知識 を検索 ・評価 ・応用 することが可能 と し

りるまで機能が高 まっている。Argoを 単 純 なデ ジ

タル回路 に適用 し、全 く同 じ推論 を用 いて設計 を

行なうと、 これまでにない驚異的な高速化が実現

する。

1990年 に は、人工知能研 究所 を中心 に 「設計の

ための推 論 アーキテ クチ ャ(RAD)図 書 館」 と

呼ばれる新たなプロジェク トが開始 されたが、 こ

れは 「ニ ュー ラル ・ネッ ト」 と 「分散 型光 コ ン

ピユーディング」 とい う2つ のプ ロジェク トと協

同で実施 された。RADは 共 通の アーキテクチャを
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基 に 、伝 統的 なAIプ ログラムやニューラル ・ネッ

ト・プログラム間の情報 を共有化 する もので、分

散型による2つ のアプローチで構成 される。第1

の アプローチである問題解決 プログラムはルール

に基づ くモジュールを採用 してお り、問題 の解決

策 を さまざまな 「推論agents」 に分配 し、それ ら

の 「推論agents」 が 相互 に問題解決手法 を相談 し

合って、設計上のよ り大 きな問題 を管理で きるよ

うに してい る。第2の アプローチで あるハ イブ

リッド・プログラムは、従来型の関係 データベース

を採用することにより、広範囲のルールを利用で

きる ように した もので、ニューラル ・ネッ トをパ

ターン認識型 の問題解決手法 として組み込 んでい

る。

◆ ソフ トウェア技術

MCCの ソフ トウェア技術 プログラム(STP)の

目標は、ソフ トウェア開発工程 の生産性 とソフ ト

ウェア製品の品質を向上 させ ることである。 この

プログラムは、要求仕様が まだ明確 にならないソ

フ トウェア開発の初期段階 に焦点 を当てている。

研究その ものは、専 門家 との共 同作業 を伴 うチー

ムにより開発 される大規模 で複雑な システムを対

象 と してい る。STPは 、Leonardoと よばれる設計

システムを開発 している。 これは、大規模 ソフ ト

ウェアシステムの仕様作成 と設計 に関与する、マ

ネー ジャー、設計 者、顧客代理人 などが協力 し合

って仕事 をす ることを可能にする一連 の技術 であ

る。

MCCの ソ フ トウェア技 術 プログラムに よって

開発 される強力な ツールの多 くは、集積 回路設計

チームの生産性 が向上 し、かつ設計の品質が高 ま

ることによって、いつの 日か設計者 たちに直接的

な影響 を及ぼすであ ろう。 また、 これ らの ツール

は設計や仕様 の要求 を的確 にとらえるとともに、

重要 な設計情報の再利用化 も可能 にする。

Leonardoの ツール群 には、1987年 、 株主企業に

提供 された2つ の技術 －glBISとPlaneText－ が 含 ま

、
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れてい る。glBISツ ー ルは、 グラ フィック指 向の

課題別(issuebased)会 話 捕捉 システムで ある。

glBISの,,iss・en・t"は、設計 チームの メンバーが設

計 ネッ ト(design-net)に キ ーとなる課題(issue)

を提 示する と形成 される。設計 者はその課題 をど

の ように解決すべ きか についての方針(positions)

を提 示 し、その方針 に応答 して反論(argument)

が 出 される。

PlaneTextは 、設計 者 とコ ンピュータの両方 に対

して情 報 を組織化す る一種 のハイパーテキストツー

ルであ る。MCCのPlaneTextで は、デー タが連想方

式(ノ ー ドとリンクを有す るグラフの ネッ トワー

クとして表現 される)に なってお り、 これは複雑

なチ ップ を設計す る際 に生 じやすい入 り組んだ情

報を容易 に走査で きる。

◆複雑 な回路 とシステ ムのための コンピュータ支

援デザ イン

コンピュー タ支援(CAD)プ ロ グラム は、複

雑 な超大型集積 回路(VLSI)と 電 子 システムの

設計 サイクルを短縮 し、設計 の品質を向上 させ る

ツールや技術 を株主企業 に提供す るものである。

CADプ ロ グ ラムの研究戦 略 には、2つ のキー

要素が ある。1つ は、株 主企業 とCADプ ロ グラ

ムが共同で研究の要求事項 を決定す ること。2つ

は、それ らの要求 に見合 うよう、プログラムがさ

まざ ま な種 類 の研 究 開発 を実 施 す る こ とで あ

る。その中には、多額の経 費を要する基礎研究、

先端 をい く大学 との共同/拡 大研究、お よび商用

CADの 新 しい動 きを取 り入れた研 究が含まれる。

CADプ ロ グラム とMCCに よ る他分野の研 究 を組

み合わせ ることも、重要 な戦略で ある。 その1つ

として、知識 ベー スや設計 再利用技術 を用 いた

CADツ ー ルの開発 におい て、CAD研 究 の成.果と

ACTお よびSTPプ ロ グラムの成果 を組み合わせる

な ど、先導的 な役割 を果 たす ことがあげ られ る。

CADプ ロ グラムの中心 的 な活動 はCADシ ス テ

ムの フレーム ワークの開発で ある。フ レームワー

クの開発 はこれ までLisp環 境 で進 め られ て きた

が、UNIXを 使 った大学 の研究 、利用 で きる商用

CADソ フ トウェア、お よびUNIXワ ー クステー シ

ョンのコス ト対効果の高 さをうまく取 り入れるた

め に、1988年 か らUNIX環 境 に切 り替 え られた。

現在の開発 はSemiconductorReseachCorporationの

支 援 を得て、主 として、カリフォルニア大学バー

クレー校(UCB)で 開発 されたOCTシ ス テム上で

行 なわれている。そ こではMCCとUCBの 共 同に

より、分散型デー タ、設計 管理、 ツール管理、お

よび外 部 ツールのOCTフ レームワークへ の統 合 と

い う新 たな能力 が付加 されてい る。 フレームワー

クへの主要 な追加点 として、ルール駆動知識ベー

スによるユーザ インタフェース と、設計表現の拡

張が計画 されている。

◆その他 のAI関 連研究開発3)

MCCは 、 人工知能 の特性 を備 え、複雑 なアプ

リケーシ ョンを簡単に使 える大画面の対話型 ワー

ク ・サーフェイス(interactiveworksurface:IWS)

を開 発 した。

従 来の コ ンピュー タ画 面の弱点 の1つ は、画

面が小 さす ぎるため1人 の利用者 が必要 とするす

べての画像 を同時 に提供す ることがで きなかった

点 にあ る。対話型 ワー ク ・サーフェイスは、18×

24イ ンチの接触式(touch-sensitive)ガ ス プラズ

マ ・デ ィスプレイに、 ライ トペ ン、マ ウス、キー

ボー ド、あるいはその他の入力機器 を組み合わせ

る ことによって、ユーザ インタフェースにデスク

トップ もどきの新 しい概念 をもた らした。 このア

プリケーシ ョンでは、平板 デ ィスプレイ自体 が一

種 の機上 の作 業領域 の ような広 が りを持 ってお

り、手書 き文字 も受け入れる。マルチ プロセ ッサ

環境においては、これ によって利用者が複数のア

プ リケー ションで何 が起 こってい るかを常 に把握

で き、また、複数の ウィンドウを開いた り閉 じた

りするこ となしに、1つ のアプリケーションから

別 のアプ リケーシ ョンに情報 を渡す ことがで きる
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ようになる。IWSは 、 複数の ウィン ドウで埋 め尽

くされた大 きなスクリー ンとい うだけの ものでは

ない。AIイ ンタフェースを加 える ことによって、

手書 き文字 を1字 つ つデ ジタル化 す る処理 がで

き、キーボー ドの代 わ りとなる「黒板(blackboard)」

と呼ばれる入力機器 を実現 してい る。これは、情

報要求 や指示を行 なお うとす る利用者 によって呼

び出され るもので、各イ ンタフェースと複数 のホ

ス ト・システムとの間の媒介者 としての役割 を果

たしている。IWSで は 、利用者 と、背後 で実行中

のアプリケーションとを分離 させた状態 にす るた

めに、複数のホス トに共通 のインタフェース を提

供 している。

<参 考 文 献>

1)"MCCrevampsofferings."AustinAmerican-

Statesman(TX),August22,1989,p.A1,A9.

2)Dove,GrantA.℃ooperativeresearchatMCC:A

focusonsemiconductor-relatedeffbrts."Proceedingsof

tleIEEE,vol.77,no.9,Sep.1989,p.1368-1375.

3)"1・t・racti・ ・ …k・ ・㎡・・e:・ ・mplexapPlicati・n・

madeeasier.'MISWeek,Fub」990,p.NA

2.3NASA

(1)NASAに お ける研究成果

◆宇宙通信、追跡お よび ロボ ット用 セ ンサーの

ための新技術 開発D

NASAで は 、宇宙 ステーシ ョン時代 の使命 を果

たすために、宇宙通信 、追跡お よびロボッ ト用 セ

ンサーに関連す る技術 の開発に取 り組 んでいる
。

これ らの技術の中で
、人工知能に関連 した ものに

は以下の ものがある。

第1は 、宇宙ステーションにおける施設管理や

機器の運用 を効果 的 に行 な うための 自動運転技

術・第2は 、地上基地 と宇宙 ステーシ ョン間にお

けるさまざまなコ ミュニケーションを扱 う自動 ロ

ボットセンサー技術 である
。 また、宇宙飛行用の
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乗物 に関 して、画像やセ ンサー等 によ り収集 され

た情報が増加す ると、エキスパー ト・システムを

使 った 自動制御 ・監視 システムが必要 とな る。

NASAで は 、宇宙 ステー ション用 のこのようなサ

ブシステムの設計 ・開発が行 なわれている。 自動

的に制御すべ き機能 として、① コミュニケーション

の計画 とスケジュール調 整、② コミュニケーション

の交通整理 とルーチ ング、③ システムとサブシス

テムのパ フォーマ ンス検定試験 、誤 りの検 出 と除

去 、④ 配列(configuration)と パ フォーマ ンスの

制御 、⑤ ア ンテナ とテ レビの方 向調 整お よびパ

フォーマ ンス制御、があげ られてい る。宇宙 にお

け るコ ミュニケーシ ョンが増大す ると、再利用可

能でモジュール化 されたエキスパー ト・システム

の導 入が必 要 となる。CAMモ ジュール は、意思

決定論理アルゴ リズムに基づいた知的サ ブシステ

ム となるべ く構成 されてお り、 さまざまな宇宙ス

テ ーシ ョンや宇 宙飛行用乗 物 にす ぐに適用 で き

る。使用言語は、柔軟性お よび他の制御 ・監視用

サ ブシステム との相互接続 を考慮 す る と、ADA

が望 ま しい。宇宙 ステーションのための管理 ・監視

サブシステムの コンセプ トを図表V-1-3に 示 す。

◆知的データ管理 プロジェク ト2)

[プ ロジェク トの概要]

NASAのGOddard宇 宙 飛行 セ ンター(SpaceMight

Center)の 国立宇宙科学 データセ ンター(National

SpaceScienceDataCenter:NS3DC)は 、NASAの

支援 によ り実施 された数多 くの科学実験で得 られ

た、地球 ・宇宙科学分野 のさまざまな領域 におけ

るデータや情報へのア クセス手段 を提供す るとい

う使命 を担 ってい る。NASAの 飛 行 プロジェク ト

や他の機 関による宇宙関連 プロジェクト(ス ーパー

コンピュータを使 ったモデ リングな ど)は 、従来

のや り方では とても管理 し得 ない複雑 なデータを

大量 に生み出 している。NSSDCに は 、数千 種類

の異 なるデータセ ッ トからなる13万 本の磁気 テー

プのほか、数千本のフ ィルム、印刷物 、オ ンライ
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ン ・デー タ等 が保存 されて いる。 これ らのデー

タはNSSDCに よ って アー カイブ化 され管理 され

てい るが 、い った んNSSDCの 手 に渡 る と、利用

者 を支援 す るための デー タ管理 が ほとん ど実施

されていない。

NSSDCで は、 これに対処す るため、知的デー

タ管理(lntelligentDataManagement:IDM)プ ロ

ジェ ク トを開始 した。IDMプ ロ ジェク トの最終

目標 は、NASAが 支 援す る地球 ・宇宙科学領域の

科学者 と、宇宙か ら得 られた情報 の管理 ・利用

に携 わる利 用者 を支援 す る知的 デー タ管理 のた

めの システム とサー ビスを開発す ることであ る。

これ らの科学者 や利用者 は、地球 ・宇宙関係 の

デー タに対 してオ ンラインに よるアクセスを必 要

としているが、一般 に、データベースの操作 に関 し

てはほとん ど経験がない。 したが って、IDMで 開

発 中のデ ー タ管理 システムは、 デー タベー スの

構造 やデ ー タの内容 、問い合 わせ言語 の知識 や

経験 に疎 い利 用者 と、デー タベ ース ・システム

との間の仲 介者的役割 を果 たす もの を目指 して

図表V-1-3

累㌫

い る。 この システムのコ ンセプ トを確認 し、パ フ

ォーマ ンスお よびコス ト対効果の両側面 における

先端技術 の統合 を可能 にす るため、 プロ トタイ

プ ・システムが開発 された。

IDMシ ス テムのプロ トタイプに関 して、最初 の

コンセ プ ト作 りと設計 を担当 したのが、Computer

TechnologyAssociate,11c.の ㎞yR㏄bofsで あ る。プ

ロ トタイプは、3カ 月の期 限で知的ユーザ インタ

フェース(lntellectUalUserlnterface:皿)に 焦点

を絞 って開発 された。 これは、エキスパー トの助

言 、自然言語(英 語)、 アイコン、写真、および画

像 とい った種 々の メデ ィアを用 いて、特定利用者

独 自の知識領域の分脈 に従 って、利用者がデー タ

ベースを操作で きるものであった。このアプローチ

の優位 性 は、デー タの適合 してい る内容 や意 味

(つ ま り相関)を 指定 した り、デー タ構造内の対

象(対 象や対象のクラス ター)相 互 間の関係 を理

解 しやす くす る点にある。また、 このアプローチ

は利用者が明確 に述べ なかった結論 を推察するた

めの 「おおよその推論」 を支援す る。 「おお よそ

の推論 」 とは、 デ ー タの

宇宙ステーションのためのコミュニケーションと 名称 や操 作方 法 を指 示せ

追跡用の制御 と管理

ず に述べ られ るあ ま り正

確 で ない質 問 の提 示 も含

ん でい るが 、 それ に留 ま

認提㌫ るものでは ない。IUIは こ

の他 に、未 熟 な利用 者 に

対 して、データベース ・アー

COMMUNICATIONSANDTRACKINGキ テ クチャ、蓄積 されたデ

CONTROLANDMONI↑ORINGSUBSYSTEM －タ、お よび分析手続 き

の論理的表現法 を提示で

RεSOOCεMANAGεMEM㌔CON同GURATIONCONTROL

1.FAILunEDεTεCTK)N,ISOし ㎜.ANDRε ◎◎VεRY
2.SERV鴎ESCHEDULING州DC◎NFLκ)TRESOLUTK)N

3.SlrATUSINF◎RMATK)NSI'ORAGEANDDISOLUTt◎N

SPACEr◎GROVNO

OOMMWNXAmONS

SU8SYgYTEM

㎜

SU8SYS陀 細

きる。つ まり、IUIの コ ン

セ プ トは、利 用 者 の能力

お よび独 自の科 学領 域の

両方 に適 した レベ ルで、

そ の利用 者 の ニー ズ に応

える ので あ る。 また、 プ
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ロセ ッサ!ネ ッ トワー ク ・ロー ド、 アプ リケー シ

ョンの種類、および特 定のシンタックスに基づ い

て利用者の 目標 を1つ の計画 に縮小す ることで、

データベース、 グラフ、イメージ等 をリンクす る

ことがで きる。

この コンセ プ トの有効性 を確認 す るた めに、

NSSDCに あ る運用 中の大規模 な科学デー タベ ー

スがテス ト用 に選定 された。CrustalDynarnicData

InfomiationSystem(DIS)1こ 支援 されたこのデー

タベースは、NASAのCrustalDynamicsProjectを 支

援するため、地球物理学者 によ り利用 されている。

CrustalDynamicsProjectと は、①地球の地殻 プレー

トの動 き、②重 要な地震多発帯(例 えばサ ン ・ア

ン ドレアス断層域)の 局地的 な変形、③ 極点移動

と地球の 自転、④地殻の相対的安定性、 を調査す

るものである。 これ ら地殻の動 きを算定するため

に、衛星 レーザ測定(SLR)と 超遠距離限界線干渉

法(VLBI)の2種 類 の技術 が用 い られ てい る。

SLR技 術 では、レーザ光 のパ ルスが地上 ステーショ

ン(固 定で も移動で もよい)か ら地球の軌道上 の

逆反射装置(retrvrefiector)に 伝 送 される。パルス

の往復所用時間 を測定 し、かつ衛星 の軌道上の動

きを正確に把握する ことによ り、地球 を核 とする

システム上 に地上ステーションを位置づ けること

が可能 となる。多 くの地上ステーションからの観

測によって、限界線 の算定が可能 になる。長期 間

にわたって同 じような観測 を続 けることで、限界

線の変化 を判定す るこ とがで きる。一方、VLBI

技術 では、距離 を判定するとい う目標 は同 じであ

るが、望遠鏡間の限界線 を判定するため に
、超遠

距離にある2つ 以上のラジオ望遠鏡 によってラジ

オ信号 を同時 に収集す る方法 をとってお り
、 この

点がSLR技 術 と異 なってい る。

当初 、IUIプ ロ ジェク トは、高速 プロ トタイ ピ

ングと知識工学に支援 されていたIBMPC/AT1台

とDECVAX-11/7801台 で 構成 され ていたが
、

BMPC/ATの 限 界のせ いで
、頑健性(robusmesss)
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に欠 けていた。そのため、ハー ドウェアとソフ トウ

ェアの両方 について、 よ り強力なツー ルと多重 タ

スキング環境 の必要性 が認識 された。結果 として、

第2世 代 のプロ トタイプは、Sun3!260(UNIX)と

DECVAX-ll〃80上 で 開発 された。Sun3!260は プ

ログラム言語 と して、Interface社 の 自動推論 ツー

ル(aut・m・t・d・ea・・ni・gt・・D、N・t・ralLanguag・

Inc.のNLIDataTalkerとNLICollector、Sybase社 の

SybaseDBMS、TemplateGraphicSoftwareのFigaro

(PHICS)、 お よびLISP-CとFORTRANを 備 えて

いる。VAX上 の ソフ トウェア も、Figaro、Oracle

DBMS、 お よびOracle用 のThemis自 然 言語 フロ ン

トエ ン ドを備えている。

[知的ユーザインタフェース(回)の プロトタイプ]

このシステムの意図は、利用者 が望むな らば商

用 の自然言語用 フロン トエ ン ドに対 して 自分で問

い合わせができるようにする ことであ る。結果が

分か りに くか った り、利用者 が何 を問い合わせて

い るのか明確 でない場 合には、IUIに よ って提供

されるデー タベース助言用エ キスパー ト・システ

ムを使 うよう指示 される。 この助言用エキスパー

ト・システムは利用者 に一連の質問 を発 し、その

回答 を使 って1つ の質問文(英 語)を 構築す る。

質問文 は次 に表形式 の結果データを得 るため に、

自然言語 プロセ ッサ に送 られる。

この システ ムが どの よ うに動 くかを示 す ため

に、地殻 プレー トについての情報を利用者が どう

やって得 るかを例示 してみ る。利用者は南米 の地

殻 の安定性 につ いて知 りたい と仮定 する。IUSを

備 えてい ない従 来のDISで は、図表V-1-4に 示

すSQLに よって質問 を発す る。

科学分野の多 くの利用者 は、 この質問の複雑 さ

のために、実際 の科学的分析 に対 してで はな く、

デー タデ ィクショナ リ(200以 上 のテーブルが あ

る)、SQL、 お よびデー タにつ いての知識習得 に

対 して長時間を費や している。

ところが、IDMア プ ローチを一 目見 れば、初心

s
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者は 自然言語 の フロ ン トエ ン ドに次 の質問 を発

した くなるだろう。

"WhatisthestabiligyoftheSouthAmericaplate?'`

図 表v-1-4に 示 したSQLの 質問 と比べれば・

この問 い合 わせ ば年代(80,83)、 距 離 の タイプ

'(限 界線
、弦 、測地線)、 処理対象の位置(GFSC、

JPL)等 の 束縛 を受 けない。実際、 自然言語 の フ

ロ ン トエ ン ドは、この問い合 わせ への回答 とし

て図表V-1-5の よ うな表形式 のデ ータを提 示

す る。

これ は、地殻 上の各地上 ステー シ ョンの質的

安 定性 を示 す1つ の安定 フ ィー ル ドが存 在す る

こ とを意味 して いる。 この問題 の処理 方法 を図

表V-1-6に 示 す。

利用者 の視点 に立 つ と、 デー タへ のア クセ ス

は図表V-1-6に 示 す 各 ウ ィン ドウ と対 話す る

ことによって行 なわれ る。通常 、利 用者 はまず

左 下の ウ ィン ドウにあ る自然言語 フロ ン トエ ン

ドを通 じてデ ー タベー スに質問 を開始す る。 も

しその応 答が まちが っていれば、利用者 は右下

のエキスパ ー ト ・システム用 ウ ィン ドウを使 う

よう助言 される。

この ウ ィン ドウで は、 システムの側 でデ ー タ

要求 につ いての一連 の質問 を利用 者 に発す る。

例 えば、最 初の質 問は 「PlateTactonicsとEarth

Rotationの どちらか1つ を選べ」 とな り、 これ は

利用者の関心対象主題 の一般 的概念 を判定す るた

めに用 いられる。利用者 がその質問を理解で きな

いか、あるいは求めている ものが どち らで もない

場合 には、エ キスパー ト・システムに対 して利用

者 は質問 を英語で伝 えるとい うオプションを使 え

る。例 えば、利用者 は、 「EarthRotationと は何

か?」 と質問することができる。 すると、システ

ムはこの場合、右 上の ウ ィン ドウに回答 を表示

す る。

左 上の ウ ィン ドウは、利用 者 とシステ ムが情

報 を選択 した り表示 した りす るため に用 い られ

る。 図表V-1-6の 例 でい えば、南 アメリカの地

殻 をチェックしてい る利用者か らの 「南アメ リカ

の地殻」 とい う質問のパラメー タが表示 されてい

る。利用者 はこのウ ィン ドウ上で、表示 された地

図をズームア ップした り、望 む位置に地球 を回転

させ るオプ ションも利用で きる。 したがって、エ

キスパ ー ト ・システム によって生成 された質問

(1983年 と1980年 についての同 じ統計 を用 いて、

1983年 のslr限 界 線 を南 ア メリカについて表示せ

よ)と 、前 出の初心者 によって発せ られた質問 と

に関す る意味上の違いを知 るこ とがで きる。

上述 のセ ッシ ョンに基 づいて、エキスパー ト・

システム助言者 のインタフェース過程 は、2つ の別

個の フェーズに分解 される。第1の フェーズは、

利用者の発 した言葉(つ ま り、アイコン上でチ ェッ

図表V-1-4SQLに よ るOracleDBMSへ の 問い合わせ

SELECT

FROM

WHERE

baseline80slrgsfc.t_station,baseline80slrgsfc・Lstation・

baseline80slrgsfc.baseline,baseline83slrgsfc.f_station,

baseline83slrgsfc.c_station,baseline83slrgsfc・baseline

baseiine80slrgsfcbaseline83slrgsfc.sites

baseline80slrgsfc.t_station,=baseline83slrgsfc.f_stationand

base|ine83slrgsfc.s_station=baseline83slrgsfc.s_stationand

(baseline80slrgsfc.足station=sites.stationor

base‖ne80slrgsfc.s.._stati◎n=sites.station)and

sites.plate=`SouthAmerican';
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クした り、質問に回答 した り、英語で タイプした

もの)に よって、利用者の意図やデータアクセスの

目的を判断する ものである。 いったん利用者の目

的が明らか になれば、第2の フェーズは、多 くの

代替マ シンや環境 を与え られ ることによって、 目

図表V-i-51UIの 質 問 に対 する回答

標 を基本的 なオペ レー ション過程に単純化する。

暗黙 の仮定の1つ は、あ らゆる利用者 の目標 に

は限界 があ り、少 な くともデータベースも しくは

領域のエキスパー トによって解釈 可能 とい うこ と

である。大部分 の利用者 コミュニテ ィの 目標 は、

特定 の守備範 囲(プ ロジェ

ク ト・マネージャー、地球
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れ らの区分 は、 「意味 ネ
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知識 ネッ トワー クに概 ね対応 している。 この 「意

味 ネット」 は、知識ベ ースの中に、 システム ・プ

ロデューサについての任務知識 、科学的主題につ

いての特定主題知識、および典型的 な利用者 につ

いての利用者像知識 を含んでいる。

この システムの主要な意図は、ウィンドウの役

割分化のほかに、中央の大規模 なシステムに接続

されている分散型の科学計算用 ワークステーション

の概念 を、小規模 なが らエ ミュレー トす ることで

ある。 この ことは、科学者の入手するツールがそ

の性格やデー タ量の違 いを除いて、一般的に同 じ

であ る とい うこ とであ る。 こうす る ことによっ

て、科学者 はデータを自分の システム内に取 り込

み、そのデー タ構造 を変更することが可能 となる。

ワー クステーシ ョンの カス タマ イゼー シ ョンと

は、分散型 の知識ベ ース(中 央の知識ベースの一

部)お よびデー タベースのスキーマやデータを、

利用者のニーズに合 わせて変更で きる ようにする

ことである。利用者 が価値 を付加 した知識やデー

タは、科学者 やプロジェク トチームが望むな らば、

中央の知識 ベースに還元 される。

IDMチ ー ムの一員 であるRobertCromp博 士 は、

学習上の問題点 を解決するために、自分が開発 し

た知識獲得 ツールであるAdviceTaker/inquirer:

AT/1を 用 いる ことを試 みてい る。AT/1は 、 基

本的に2つ の段 階一獲得 レベ ルと運用 レベルーで

構成 される。獲得 レベルは、問題解決 に必要な叙

述上の知識 と手順上 の知識 をエキスパー ト・シス

テムのユーザ に教えることを意図 している。叙述

上 の知識はオブジェク ト・エデ ィタによってAT/1

に 入力 され、手順上の知識 は英語 によ く似 た超高

級言語で入力 された後、実行 コードにコンパイルさ

れる。 この実行 コー ドは、次の運用 レベルによっ

て、カスタマイズされたエキスパー ト・システ ム

を稼動 させ るために用い られる。

[空間データの管理]

よ りす ぐれた、 よ り直感 的な物理 データへ のア
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クセ スを提供 するため に、IDMの メ ンバーであ る

ScottWattawaは 、 デー タの管理 に役立つ空 間デー

タモデルや コンピュータ ・グラフィックス利用 の研

究 を行 なっている。関係 データモデルは、ある程

度の不確実性 や誤 りを含む空間 ない し一過性 のデ

ータを検索するためにはあ まり適 していない。 こ

れ らは、データ選択過程の本質的な構成要素であ

る。効果的 なアクセスのためには、空間上の制約

に基づいて検索キーを構成 し、関連するアイコン

や物体 を指示す る科学者 に検索結果 を画像 として

提供す る。例 えば、地上 ステーシ ョンは、関係 モ

デル上のステーション識別番号 によって判別 され

るが、この識別番号 は、通常、デー タベース設計

者によって付与 され る任意 の番号 である。しか し、

この番号が ディスプレイ上 に地上 ステーションの地

図 と共に表示 されると、指示 は容易 である。例 え

ば、南米のチ リにあ る特定の地上ステー ションで

実施 された測定結果 に関心 を もつ科学者 は、観測

上の識別子 を判定 した り、希望 するデーダ ディレ

ク トリー を選 択 す る ため に、地 図 上 の ス テ ー

ションをす ぐに指示 で きるのである。限界線の移

動 といった空間/時 間上の問題 においては、一定

期間にわた るデータの ビジュアル化が、選択過程

自体の重要 な構成要素 となる。 ビジュアル化 によ

る中間結果 は、人が見るこ とによってはじめて、

理解で きる重要な手がか りを提供する。デー タ自

体の性格 に近似 したパ ラダイムにおいて、データ

操作 を必要 とす るこ とは問題解決 プロセスにとっ

て大 きな支援 となる。加 えて、空間データの組織

化 ・探 索 ・アクセスは、空間データの実際 の構造

にかな り対応 したデー タモデルを用い るこ とで、

最 も的確 に行 なうことができる。

[科学 デー タの視覚化]

デ ー タを理解す る際 に重要 な こ とは、デー タ

を図 もし くは画像 で表現 して提 供す る機 能であ

る。研究者 は、適切 で使 いやすい インタフェース

を通 じて直感的にデータヘア クセスした後、デー
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タ視覚化 の ツー ルを利用 してデー タ分析 を行 な

う。視覚化 とは、 グラフ ィック技術や画像技術 を

用いて、複雑 なデー タに視覚上の形 を与えるため

の計算機利用の一手法である。相関分析 を支援 す

るには、個々の領域 に依存 しない視覚化 テクニ ッ

クを開発 する ことが求め られる。NSSDCの グ ラ

フィック ・システム(NGS)は 、個 々の研 究領域

に依存 しないデータの視 覚化 を行 な うための、対

話型 ツールボ ックスを提供す る。

大規模で複雑 な科学的データベースへのアクセ

スを容易 にす る能力は、研究者がグラフもしくは

画像の形でデータを見たいと望む際 に、データ分

析段階における新たな問題 を生 じさせ る。個人の

専門知識 をとらえるための手法は、これまで、デー

タベースの内容 と構造 を十分理解 していることを

前提 に開発 されて きた。 この方式で集 められた知

識を利用す ることによって、関心対象デー タベー

スの使いやすい対話型環境 を利用者に提供可能 と

なる。

システムの中に実際のデー タ分析 が含 まれてい

るのであれば、科学者である利用者 によって提示

された質問に対す る回答説明 の支援 として、その

システムは関心対象のデータを走査 した り探索 し

たりすることに加 えて、 どうすればそのデータを

最適な方式で表示で きるかを知 らなければならな

い。 この実現 には、知識ベースの構成要素 として

の一連のルールを用 いて、情報 や属性 を表示す る

ためのツールを開発す る必 要がある。

エキスパー ト・システムの技術 は
、 このような問

題解決 を支援 し、視覚化方法知識ベース、科学領

域知識ベース、お よびグラフィック情報知識ベー

スの定義を可能 にす るであろ う。 これ ら3つ の知

識ベースは、 インタフェース付 きの表示属性 デー

タベース、知識獲得 インタフェース、および視覚

化エキスパー ト・システム ・インタフェースを備え

ている。

[データ ・フュージ ョン]
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デ ー タ管理 問題 に対するIDMの ア プローチは、

商用向けに開発 された既存のツールや言語 を統合

した りカスタム化 することに向けられている。つ

ま り、附属 の商用パ ッケー ジ(商 用のDBMS、 空

間用DBMS、 グラフ ィック等)を 操作す る知的制

御装 置を備 えたデータ ・フージ ョン ・システムの

構築 を目指 しているのである。構築過程の副産物

として、各分野 の主要な研究者か ら集 めた科学知

識が、アプリケーシ ョン ・ビューにおいて 自動的

に集大成 される。 これは、理論上、知的制御 を通

じたデー タへ のアクセス ・コス トを節約するこ と

にな り、複数 の領域 のデータと特定領域の知識の

一体化 を促進する ことになろ う
。

オゾンの激減、温室効果、森林乱開発 と砂漠化

現象、酸性雨、毒性廃棄物な ど、地球規模 の環境

危機 に対す る監視 データを、科学者が使 いやすい

形で適宜入手で きるかどうかは、人類 に とっての

死活問題 である。現在、NASAはEarthObserving

System(EOS)プ ロ グラムの構築 を提 案 してい る。

これは、複数 の分野か ら得 たデータを相互 に関連

づけることによって、惑星規模での重大な環境変

化 に対 す る調 査 を可 能 に しようとす るもの であ

る。現 段 階のEOSは 、1日 あた り1テ ラバイ トの

データを受信 し、処理 し、蓄積する。 この システ

ムでは、従来 のデー タ管理 上の問題 を克服す るの

に必要な技術 や能力 を備 えることが求め られてい

る。

◆分散 コンピュー タシステムに対す る作動分析エ

キスパー ト・システムOPERA3)

NASAは 、 スペ ース シ ャ トル打 ち上 げの コ ン

ピュー タ ネ ッ トワー ク の運用 改 善 の ため に、

OperationAnalyst(OPERA)エ キ スパー ト・シス

テムを開発 している。OPERAは 、 ネ ッ トワーーク

のエ ラーメッセージをモニター しこれを解釈 して

故障原 因と対策 を指示するエ キスパー ト・システ

ム、ネ ッ トワー クについての過去の経験 を検索 し

てエラー追跡データを与 えるエキスパー ト・シス
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テム、およびコ ン トローラで構成 され、各々の黒

板(blackboard)構 造 に より統合 されている。

◆ リアル タイムの飛行 試験環境 に対す るエキ ス

パー ト ・システムの適用川

NASAのAmes研 究 セ ンターDTyden飛 行 研究施設

で は、 リアルタイムの飛行試験環境 にエ キスパー

ト・システムを適用す る研究 を行なっている。適

用範囲は、試験の監視か ら航空機制御外側ループ

の表示 までである。

これ は、知識ベ ース とア ルゴ リズム を組み合

わせ た飛行 システムのプロ トタイピング用で、柔

軟かつ汎用性に富 んだ システムである。利用者 は、

Ames-Drydenの リアルタイム ・シ ミュレーション設

備 と研究 用飛行機 を含む さまざまなプロセッサー、

ツール、資源 を自由に選択で きる。

◆構造の支持点荷重 を2次 元 で表示す る原型知識

ベースシステム(STRUTEX)5)

NASAで は 、設計 に要する時間 ・経費の節約 を

ね らいとする構造分析用 システム開発 の一環 とし

て、構造の支持点荷重を2次 元 で表示する原型知

識ベ ースを開発 してい る。 デー タベー ス と知識

ベースの間のデータの受渡 し方法 に関 しては、推

論エ ンジ ンをシステムに統合する ことによって大

幅な改善が行 なわれた。 また、数値処理のかわ り

に記号処理 を用いた初期構想モデルの改善ついて

は、知識ベー スの採用で可能 となった。

(2)人 工 知能に関す る委託研究課題6'

米 国商務省発行 の℃ommerceBusinessDaily"に

1989年 以 降掲載 された政府機関の委託先募集記事

の うち、NASAに よ る人工 知能技術 関連 の プロ

ジェク トは以下の とお りである。

◆再使用可能 ロボ ッ トエンジンのターボポンプ故

障診断管理 システム

NASALewis研 究 セ ンター は、 スペース シャ ト

ル主エ ンジ ン(SSME)高 圧 酸化 ターボ ポ ンプ

(HPOTP)の た めの故 障診断 ・故障予知 システ

ムの開発 を予定 している。この計画の最終 目標 は、
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スペ ースシャ トル発射後のター ボポ ンプ分析 に関

して、専門家が使 える研究段 階のツールを開発 し、

ロケッ トエ ンジンの健康診 断 と故障予知へのエキ

スパー ト ・システムの適用可能性 を実証す ること

である。今 回の委託 は、 「再使用可能ロケッ トエ

ンジン ・ターボポ ンプ健康 診断 システム」 とい う

既存の研究 の成果を踏 まえて実施す る。

◆宇宙デー タの管理 ・分析 ・視覚化技術 の強化

NASAで は 、宇宙科学デー タの管理 ・分析 ・視

覚化 を強化 するために、高度 コンピュータお よび

情 報科学技術 を利用 する研究 のプロポーザルを募

集 している。 この目的は、宇宙関連 の膨大で複雑

なパラメータを持つデータセットを管理 ・分析 ・視

覚化す るための ツールと能力 を、NASAの 研 究環

境 にもた らす ことである。対象領域は、 グラフィ

ックお よび視覚化、動的変化の分析、知的データ

管理へのエ キスパー ト・システムの応用、データ

の圧縮、データの管理 ・蓄積 ・ハ ン ドリングおよ

びアクセス技術、ユーザ アクセス とユーザ インタ

フェース、お よびその関連領域 である。

◆ 宇宙通信技 術へ のエ キスパ ー ト ・システム

とニ ューロ ・コンピューティングの応用

NASAのLewis研 究 セ ンター 宇宙電子部門のデ

ジタルシステム技術担当は、エキスパー ト ・シス

テムとニュー ロ ・コンピューティング技術 を宇宙

通信技術 に応用する研 究 を行 なっている大学 や企

業か らの情報 を求 めている。NASAの 関心主題領

域 としては、 自動通信衛星 と地上 ステーシ ョン間

の通信用 システム、 リアルタイム故障診断、 ビデ

オ画像デー タの圧縮 、デジタル信号の処理 とコー

ド化、モ ジュ レー ション、動 的 トラフィック ・ル

ーチ ングとリンク制御、お よび最適化 スケジュー

ル作成があげ られ る。
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2.4DARPA

(1)DARPAか ら大学に提供 される補助金の

動向'}

大学のコンピュータ科学の研究者には、政治的

なリスクを伴う政府の資金援助よりも、私的補助

金を好む傾向がある。それにもかかわらず、大学

のコンピュータ科学研究の大部分は政府資金によ

って賄われている。これは、四半期単位で しか計

画をたてられない民間企業よりも、政府機関のほ

うがはるかに長期的な展望を持っているからであ

る。将来の成長が期待 される基礎的なコンピュー

タ科学研究にはリスクが伴うが、それを負うには

長期的展望が不可欠なのである。

現在、大学のコンピュータ研究に対する米国政

府の資金援助は、その大部分が、国防省(DOD)

とその主な技術開発部門であるDARPAか らの補

助金である。NSFと いった他の政府機関による基

礎的コンピュータ研究への資金援助は、DARPA

と比べものにならないほど少額なため、軍事費に
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よる研究 を望 まない大学 の研究者に とっては、選

択 の余地がない。

DODのISTO/DARPAは 、 大 学 の実験 的 コ ン

ピュー タ科学研究のための主要な資金源 となって

お り、 コンピュー タ学科 の創 設や廃止 を左右す る

ほ どの力 を持 っている とい う。DODは 、1989年

現 在、大学の コンピュータ科学研究 に対す る政府

資金の71%を(10年 前 には45%で あ った)占 めて

いる。米国 におけるコンピュータ科学分野 の主要

4大 学(カ リフォルニア大バー クレイ校(UCB)、

カーネギーメ ロン大(CMU)、Mrr、 お よびス タ

ンフ ォー ド大)に 提供 されている政府 の研究補助

金の80%以 上 が、軍事予算 からの ものである。

コンピュー タ科学研究 に対す る資金援助 を通 じ

て、DARPAが 大 学 に及ぼす影響の 中で最 も問題

とされている点 は、対象が基礎研究 ではな く応用

研 究 に偏 り過 ぎて い る こ とで あ る。ACMの

SIGACTの 中 にある、コ ンピュー タ科学 の資金政

策 に関するプロジェク トの調査結果 による と、大

学の コ ンピュー タ研究 に対 す るDARPAの 資 金援

助総額 は、1980年 に1480万 ドルで あったが、1988

年 に は9430万 ドルで、1988年 の ドル価格 に換算 し

て340%も 増 加 してい る。 この 中で 、応用研究 に

該 当す る"6.2ex-ploratoryresearch"へ の援助 は、580

万 ドル(1980年)か ら7600万 ドル(1988年)へ と

大 幅 な増加 をみせ てい る。他 方、基礎研 究 は、

1980年 か ら1983年 に かけてわずかに上昇 した もの

の、1984年 か ら1985年 に は下降 してお り、それ以

降は変化がみ られない。米国では、政府の予算削

減政策のために、大学 の研究者が政府機 関か ら資

金 援助 を得 るの はか な り困 難 にな って い る。

DARPAは 、 議会 か らの圧力 もあって、基礎研 究

に比べて コス トがかからず リスクの少ない応用研

究 に関心 を向けている。だが、5～10年 前 までは、

DARPAも 基 礎研究指向 であった。 人工 知能研 究

においては、1960年 代 末か ら1970年 代 初頭 にかけ

て さまざまな機 関がか な り熱心 に基礎研 究 を行

、
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なっていたが、1980年 代 初頭 になるとそれ も衰退

した。 この間、政府機 関の中で一貫 して資金 を提

供 し続 けたの はDARPAだ け だった。DARPAの 存

在がなければ、人工知能研究 はな くなっていたで

あろ うとさえいわれている。

DARPAの 応 用研究への投資額が増加 したのは、

現在のStrategicComputingInitiative(旧 称Strategic

ComputingProgram(SCP))の 開始 とほぼ同 じ時

期であった。米国にお ける最 も有意義 な政府資金

によるコンピュー タ研究プ ロジェク トといわれ て

いるSCPは 、 戦闘管理や 自律走行車のためのエ キ

スパー ト・システ ムといった、何 らかの軍事 目的

に直結 した研 究 を実施 している。米国政府のSCP

へ の 出資額は変動 しているが、年間一億 ドルを下

回ったことはない。他 の政府機 関に対 する出資額

がおおむね縮小 されているにもかかわ らず、SCP

は1988年 、 これまでで最高 の12,710万 ドルを獲得

している(1987年 は これまでで最低の10,450万 ド

ルであ った)。DARPAは 米 国の安全保障 に貢献

す ると信 じられているが、最近の政府予算削減 に

よる議 会の圧力か ら免 れ得 なかった ようで、1990

年 に は11,490万 ドル、1991年 に は11,030万 ドルに

減額 される と予測 されている。

(2)国 防 関係AI研 究 の将来動 向2}

人 工 知能技術 は米国 のデー タ通信 分野で幅広

く応用 されてお り、米 国国防省 もその技術 に注 目

し、今後5年 間 にわ たってAI研 究開発へ の投資

を強化 してい くであろう。Frost&Sullivanの 最 近

の報告書"MillitaryArtificiallntelhgenceintheUS・"

(#A2078,$2,300)に よる と、米国国防省 は1994

年 までの5年 間、人工知能技術 の研究開発 に毎年

2億7140万 ドルを費やす という。これは、1988年

の年間開発費2億100万 ドルを上回る ものである。

1988年 の 国防関係AI開 発費の69%に あ たる1億

3790万 ドルは、DARPAに 配分 された。DARPAは

米 国の国防戦略上 のコンピュー タ関連 プログラム

を統括 している。1994年 に は、国防関係AI開 発費
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全 体 の58%に あ た る1億5830万 ドルがDARPAに

配分 されるもの と予測 されている。

国防関係 のAI関 連開発費 は、米 国の3軍 に平

等 に分配 されているわけではない。1988年 で みる

と、空軍 はAI開 発 費の17%に あ たる3390万 ドル を、

陸軍 は1820万 ドルを、海軍 は670万 ドルを獲得 し

てい る。1994年 までの5年 間 にも、空軍へのAI投

資 は年平均約5950万 ドルにのぼるであろう。一方、

陸軍 は3300万 ドル、海軍は1330万 ドル と見込 まれ

てい る。

民 間 による人工 知能 のア プ リケー ショ ンはか

な り実用 的で あるが、軍部のエキスパー ト・シス

テムの アプ リケー シ ョンの中には、SF映 画 もど

きの もの もある。 これまでにあま り例 のなか った

AI技 術 の応用 としては、監視用 ロボ ッ ト、コ ン

ピュータ支援 による戦闘計画案 の作成、デジタル

化 された人工 的自我(degitalalteregos)に よ る戦

闘パイロッ トの ミサ イル発射支援等がある。 ただ

し、 この分野の人工知能技術 はまだ研 究開発段階

の ものが多 く、実用段 階 の軍事 システム構 築 に

はまだ達 していない。開発予算の大部分は、エ ン

ジニアリング開発費ではな く、研究 および実験の

ための費用である。

(3)現 在 進行 中のAI関 連 プ ロジェ ク ト

◆パ イロッ ト助手 プログラム(PAP)3}・4}

未 来 の戦闘機パ イロ ットを支援す るためのエキ

スパー ト・システムを開発す るこのプロジェク ト

は、民間企業への委託 によるテス トシステム開発

の段階 に達 している。 これは、大量の実時 間デー

タを融合 させ ることに よって、戦闘中のパイロッ

トを情報過多 から解放す るものである。ルールに

基づいたエキスパー ト・システムによる常識的な

決断を飛行制御用 コンピュー タに委 ねることで、

戦闘中のパ イロットがその主たる任務 に集 中で き

るようにす るというのが、 この プログラムの基本

的 な考 え方である。委託先企業は、マ ク ドネル ・

ダグラス、 ロッキー ド、GEな どである。
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◆潜水艦 自動化 プログラム

(SubmarineAutomationProgram:SAP)5)

この システムは、攻撃用潜水艦 に関 して表面的

な情報 しか持 たない当直士官が重大な意思決定 を

すばや く下せるよ う支援 をするものである。本 プ

ロジェ ク トはパ イロッ ト助手 プログラム(PAP)

か ら派生 した ものだが、これ を一歩進めて、不完

全 もしくは混乱 した情報で も、それを基に当直士

官がす ばや く決 断で きる こ とに焦 点 をお いてい

る。DARPAは 実 時間で稼動す るシステムを要求

している。

このプログラムに参加(入 札)し ようと してい

る企業 は、GE、 ロ ッキー ド ・ジ ョー ジア、マ ク

ドネル ・ダグラス、お よびデュポ ンとマーチ ン ・

マ リエッタのチームである。

これら競合す る4社 ・チームは、3フ ェーズか

ら成る開発計画の第1フ ェーズについて、各々50

万 ドルを受注 した。 プログラムの進捗状況 に応 じ

て発注 される第2、 第3の フェーーズについては、そ

の範囲や契約金額 はまだ明らかに されていない。

◆ 自律飛行機(AAC)6)

マー チン ・マ リエ ッタは、攻撃 目標 を見つけて

攻撃 した後 、被害 を評価 して基地 に戻 るという自

律飛行機(AAV)知 的 巡航 ミサ イルを開発 して

いる。AAVに は 、FLIRセ ンサー、ミリ波 リー ダー、

画像信号処理、人工知能、センサーフュー ジョン、

および並列処 理の技術 が用 い られている。AAV

の鍵 を握 るの は、 マ ーチ ン ・マ リエ ッタ社 の

GeomenicArithmeticParallelProcessor(GAPP)で 、

これは夜間 ビジ ョン ・システム用に開発 された
。

GAPPは 、 マ ー チ ン ・マ リエ ッ タが 開発 した

Apacheヘ リコプターの ためのTADS/PNVS夜 間 航

行標的誘導 システムに応用 するよう提案 された。

◆自然言語理解 η

この研究 は、DARPAのSCPの 一 環 と して1988

年 にBBN研 究 所で実施 された。研究その ものは、

コンピュータ ・システムの自然言語理解能力 を強
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化 す るために、ユーザ の計画や 目標のモデルを探

求す るもので、通常 の語彙 に含 まれ る語による言

い間違 い(aliaserrors)を 対 象 と してい る。人間

が決 まりきった手順で簡単 に訂正で きるこの よう

な言い間違いの多 くは、実践的 なコンテクス トで

構成 され る知識 によってのみ訂正可能 であ る。 こ

の原理 は、エキスパー トの助言に従 って問題 を解

決 しようとす る代理 人(agent)が い る場 合 を想

定 し、エキスパー トに よる助 言の中に含 まれる実

践的 なコンテクス トのモデルを提示 している。 こ

のアプローチ は、Pragmaと 呼 ばれるシステムで実

用化 されてい る。 これ は、海軍の守備範囲 におけ

る実践的 なコンテクス トに基づ く自然言語の誤 り

を訂正す るものであるが、他の分野 の誤 りにも拡

張 で きる。BBNは 会 話理解 システム(SLS)の 開

発 をほぼ20年 間 にわたって行 なってきた。最初 は、

ig71～76年 に かけ てDARPAの 会 話理解研 究 プロ

グラム(SPR)プ ロ グラムの一環 として、旅行管

理 タスクにお ける1㎜ ワー ドの自然言語 を理解す

るプ ロ トタイ プを構 築 した。1982年 以 降 は、

DARPAの 別 の プログラムの一環 として、 よ り高

度 な会話認 識システムを研究 してお り、その成果

であ るBYBLOSシ ス テムは、大量語彙の連続会話

認識において最高水準 のパ フォーマ ンスを達成 し

た。最 近では、新 しい会話 システムであるHARC

(HearandRespondtoContinuousSpeech)を 構築

するために、BYBLOSの 会 話理解能力増大 を図っ

ている。

◆ ファジィ ・コンピュータ理論8)

カ リフ ォルニア大学バー ク レイ校 のL .AZadeh

に よ り考案 された フ ァジィ ・コ ンピュー タ理論

は、米国において25年 間にわたって研究 や議論が

続 け られて きたが、未 だに確 立 された理論 とは

なっていない。 ファジィ ・コンピュータ理論 とは、

「熱 い」とか 「やや」とい った不正 確 な概 念 を

コン ピュー タが扱 える ようにす る ことで、コ ン

ピュータを人間の思考に近づけ ることを目指 した

、
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ものである。 この技術 は、家庭用器具や乗物の制

御 を含む さまざまなシステムに適用で きる可能性

を秘めている。

米国の一部の専門家はファジィ ・コンピュー タ

理論の重要性 を軽視 してい るが、日本はすでにこ

,れを商用化 している。 日立製作所 は、仙台の地下

鉄 を制御す るための ファジィ・コンピュータを開

発 した。関係者 らは、この システムが人間のオペ

レー タよ りもスムー ズに電車のスピー ドを上げた

り下げた り出来 ると認めている。

米国の一部の企業 は、 日本 におけるファジィ ・

コンピュータ理論の普及に刺激 されて興味 を持つ

ようになってい る。Togailnfralogic(カ リフォル

ニア州lrvine)は 、 すで にファジィ ・コ ンピュー

タ ・システム開発用の ソフ トウェア ・ツールを構

築 し、現在、1秒 間 に4万 件のフ ァジィ推論 を実

行 する能力のあるファジィ ・チ ップを開発 してい

る。同社の顧客 は主 に日本企業である。同社 は、

ファジ ィ ・コンピュー タ理論 プロジェク ト用の補

助 金をDODのDARPAに 要 請 してい る。

◆ ニューラル ・ネッ トワーク ・プログラム9)・Io)

人 工 的ニュー ラル ・ネッ トワーク(ANNs)は 、

非常 に複雑 な問題への解決策 を見い出す際に即時

的な対応能力を提供す るものである。 この分野の

研究 は10年 以上前 に一時衰退 したが、最近では基

礎 的な方法論 と応用可能な技術の開発 に大 きな発

展 が見 られ、ANNs関 連 の研究が復 活 しつつ ある。

DODのDARPAも この研究 を支援 している。

1988年12月16日 よ り、3300万 ドルのニュー ラ

ル ・ネ ッ トワー ク ・プログラム(28カ 月間 を予定)

がDARPAで 開始 された。 この プログラムは3分

野に分割 されてお り、800万 ドルが理論お よびモ

デル に、800万 ドルが ハー ドウェアの技術基盤開

発に、残 る1600～1700万 ドルが相対的パ フォーマ

ンス測定 に当て られ る計画であった。 しか しなが

ら、1990年 の 軍事予 算が3万500ド ル に削減 され

たため、当初予定の予算3300万 ドルの獲得 は難 し
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くなった。 しか し、上院の国防最適化小委員会は

再度3300万 ドルを確 保 しよ うと努力 してい る。

DARPAは1989年 度 予算 の残 り1290万 ドルを転用

し、かつ1990年 度 予算か らの1000～1500万 ドルを

追加す ることで、開始 したばか りのニューラル ・

ネッ トワー ク ・プログラムを維持 しようとしてい

る。 これ までの ところ、LockheedMisseles&

SpaceとScienceApplicationsの2社 に委託契約が

出 されてい る。

◆ コンピュー タ ・ビジョン11)

DARPAのSCVision研 究 は、強力 で高パ フォー

マ ンスな画像理解 システムを構築 で きる知識ベー

スの技 術 を開発 し、それ をDODの 広 範 囲のアプ

リケーションに適用 しようとする ものである。 こ

の 目標 を達成するために、SCVision研 究 は、知識

ベースの画像理解 における4つ の重要な分野 一一

① 画像 のモデ リングと認識、② ダイナ ミックな場

面の動 きの分析、③ 視力(vision)に 基 づ く障害

物の回避 とパス計画、④並列処理問題一一に取 り

組 んでいる。 また、 システム ・インテグレーショ

ンの課題 にも焦点が当て られている。

DARPAが ヒューズに委託 したSCORPIUSプ ロ

グラ ムで は、DARPAの 画 像 理解 とコ ンピュー

タ ・アーキテ クチャ分野の技術 を実世界のアプリ

ケー ションに統合 し、空中イメージの自動探査を

目指 してい る。

◆会話理解 プログラム|2)

DARPAの 会 話理解(SPR)プ ロ グラムのため

に、連続音声認識用の名 目上1㎜ ワー ドを持つ資

源管理 デー タベ ースが開発 された。 このデータ

ベースは現在、ベ ンチマークテ ス ト用 にい くつか

の研究機関で利用 されてお り、近い将来、広範な

利用に供 されるこ とが期待 されている。
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第2部 欧州

■ 第1一 要
日本の第五世代 コンピュー タ開発プロジェク ト

の開始後 間 もな くイギ リス、西 ドイツ、フラ ンス、

お よびEC委 員会がAI関 連研 究開発費 を計 上 し、

各種の国家的 プロジェ ク トを発進 させた ことは、

89年 版のAI白 書 で述べ た。 なかで もイギ リスの ア

ルベイ計画 とECのESPRπ 計 画(EuropeanStrategic

Program㎜ef()rR&DinlnformationTechnoiogy=情 報

技術 の研究開発 のための欧州戦略計画)は 大がか

りで、従来、薄かった大学 と企業間あるいは異国

籍の企業 と大学間の協力関係 が醸成 された。また、

1989年 はそれ らの計画が着手 されてか ら5～6年

が経過 し、要素技術的なハ ー ドウェアである並列

処理マ シンとソフ トウェアのうえでいろいろな中

間的成果が得 られ、1992年 の欧州市場統合へ向け

情報技術の面か らその実現 を支 えるインフラス ト

ラクチ ャとして、各種のAI応 用 システムに結実す

る計画 である。やは り、 なかで もエ キスパー ト ・

システムの開発、産業へ の技術移転がすすんでお

り、ECは1988年 にお けるエキスパー ト ・システ

ムの市場規模 を3億5000万ECU(546億 円)と 推

定 、これが1992年 に は4.3倍 の15億ECU(2340億 円)

に 成長す るとみている。 また、ESPRrrの フ ェー

ズ1の 成果 として開発 された高性能 トランス ピュ

一 夕T-800を ベ ースに商業化並列処理マ シ ンを売

り出 した メー カーが4社(イ ギ リスのMeikoお よ

びParsys、 西 ドイツのParsym、 フ ランスのTelmat)

登 場 、成長 し始めるな ど、新 しい動 きがみ られる。

これらの商業化並列 マシ ンの共通点 は、廉価 で高

性能 なマ シンの提供 を狙 っている ことである。以
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下 に ナショナル ・プロジェク トを中心 に各国の動

向を述べ る。

■ 第2章 イギリス

アルベイ計画後の新情報技術 開発(IT)計 画

アルベイ計画は同国の産業貿易省 に設 けられた

アルベ イ計画統 括事務所 で出 した評価 レポー ト

が、1ほ とんどすべ ての プロジェク トにおいて産

業界 と大学が協力関係 を学習 し、産業活性化 の基

盤 を築 くことに成功 した1と 述べ る及第点 を とり、

1988年 春 に第2次 アルベイ計画 を予算要求 してい

たが 、サ ッチ ャー 政権 の 厳 しい査 定 の結 果、

ESPRITフ ェ ーズ1の220に の ぼるプロジェク トの

71%に イ ギ リス が 寄 与 して い る実 績 に鑑 み

ESPRITフ ェー ズ2を 活用す るべ く深 くメ ッシュ

することにな り、同国自体 としてはよ りアカデ ミ

ックな基礎研 究 を引 き続 きすす め るこ とに なっ

た。このためにアルベ イ計画統括事務所 は解消 し、

それ に代 わ って新情報技術計画 をSERC(Scien㏄

andEnginee血gResearchCouncil=科 学 工学研究評

議 会)と 協 調 して統括す る情 報工学統括 事務所

IED(皿bm血onEnginee血1gD泣c⑩mte)が 設 けら

れ、 さらに最高の意志決定機関 として学界 と産業

界 の 委 員 半 数 か らな る情 報 技 術 諮 問 委 員 会
'

(rrAB-1。f。,m。ti。nE。gi・…i・gAd・isaryB・at)

が 設 置 された。IEDとSERCは 情 報技術 のための

共同 フレー ムワークを練 りあげ、情報技術の研究

開発、その技術移転お よび教育訓練 の3計 画に対

して1989～90年 に8000万 ポ ン ドを支 出す ることに

し、ESPRITフ ェー ズ2へ のイギ リスの拠 出分 と
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して約2億 ポ ン ド(520億 円)を 支 出す るこ とに

した。

共同フレームワー クはその検討 内容のすべ てを

終わったわけではないが、 これまで にデバ イス、

システムズ ・アーキテクチ ャ、 システムズ ・エ ン

ジニア リング、制御お よび計装の4分 野 をカバー

することを決め、それぞれの分野 の検討のために

合計11の 小委員会が設置 されている。1989年6月

現在、共同フレームワー クの もとに次のプロジェ

クトへの支出が承認 された。(図 表V-2-1)

産 業 貿 易 省 は ア ル ベ イ計 画 、 新IT計 画 、

ESPRITフ ェーズ2と の関係 を、 「アルベイ計画 は

ESPRITフ ェーズ1よ りもより基礎 的な研究 開発

計画であったので、 これか らESPRITフ ェ ーズ2

へその成果 を技術移転 してい く」といっている
。

例えばイギリスの トップ ・コ ンピュータ ・メーカ

ーICLが メ イン ・コン トラクター とな り開発 した

FLAGSHIP(並 列 宣言的技術 を取 り込 んだ並列処

理 マ シ ン)は 、ESPRITフ ェ ー ズ2のEDS

(EuropeanDecralativeSystem)プ ロ ジェク トへ技

術移転 され、ANSA(AdvancedNetworkSystems

Architecture)は 同様 にISA(lntegratedSystems

ArchinCtUre)プ ロ ジェク トへ移転 され る。

新rr計 画では、IEDの 管理 下にATP(Advanced

Tec㎞ologyPmg㎜e)を 、CERCの 管理下 により

個別的かつ基礎的研究、例 えば並列処理、セキュ

リティ、ニューロなどをすすめてい く。すでにニ

ューロについては、4つ のプロジェク トに着手 し

ている。 また、 自国内はもちろん、欧州諸 国に対

する技術移転 、教育訓練 を大企業 ではな く中小企

業を対象にすすめてい く計画である。

アルベ イ計 画の産物 と して顕著 なの は、産業

貿易 省が全国 に並 列処理 マ シ ンを設置 したコ ン

ピュータ ・アーキテクチャ ・セ ンター網 を設け、民

間に開放 し始めたことである。アルベ イ計画では、

FLAGSHIPの ほ かに高速マ ルチユーザーPROLOG

デ ー タベース ・マシン、GRIP(GraphicReduction

InParallel)マ シ ン、逐次型推論 コ ンピュー タ、

P・・SmFal(P・・all・IA・chitectUreSim・1・ti・nFacility)、

並 列PROLOGマ シ ン、パ ーシアリ ・オー トノマス

MIMDマ シ ン、 リアル タイム25次 元 ビジョン ・シ

ステムといった並列 マシ ンを開発 してきて、 これ

らを手がけた大学な どのセ ンターを開放 し利用 を

促 進 しようとしてい るのである。

これ らのセ ンターのなか にはMeikoやParsysの

商 業化並列マシ ン(前 者は1㎜ 台規模、後者 は64

～256台 規 模)を 設置 している ところがある
。

■ 第3章

図表V-2-11TABが 承 認 したプロジェク ト数

フランス

フランスのAIナ ショナル ・プロジェク トの実施

機 関に は国立情 報 自動化研究所INRIA(lnstitut

NationaldeRechercheen】 撤)mmatiqueetAutOmatique)

や 国 立 科学研 究所CNRS(CentredeNational

RecercheScience)、 農 務省管轄下のIRAVな どが

あるが、産業省 と研究技術 省管轄下 のINRIAが 最

も有名である。

国 内4ヵ 所 に 研 究 セ ン

ターを持 ち、 グルノーブル',

デバ イ ス

ンステムズ ・アーキテクチ ャ

ンステムズ ・エ ンジニアリング

合 計

共 同 研 究

15(6.0)

15(6.1)

50(11.9)

80(24.0)

ア カデ ミ ック(大 学)研 究 合 計

9(4.4)24(10.4)

8(5.2)23(11.3)

11(9.3)61(21.2)

28(18.9)108(42.9)

()内 数字は予算 〔単位100万 ポ ンド〕

ツールーズ両大学 にも研究

拠点があり、所員は900名 。

うち科学者は600名 。①基礎

および応用研究、②各種実

験 システムの設計、③技術

移転、④知識移転、⑤科学
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の国際交流、⑥各種国際共同計画への寄与、⑦ 科

学専門知識の培養、⑧諸標準化への寄与、の8研

究分野 に分け、50以 上のプロジェク トを手がけて

いる。最近の研究成果 として次の ものがある。

一プ ログラ ミング、記号計算 、AI・:正 しさを証

明で きる関数型 ソフ トウ ェア言語CAMILを 完

成 、エ キスパー ト ・システムのカー ネル設計

に使 いだ した。

一リアルタイム ・アルゴリズムの同期デスクリプ

シ ョンに用いているSIGNAL言 語 の新版 を定義

=INRIAとCNET(郵 政 省研 究所)が 共同開発

した信 号処理用 ワー クステー シ ョンに使 う準

備 をすすめている。

一次 の3つ の欧州 プロ ジェ ク トに参加=①GIPE

(GenaerationofInteractiveProgramingEnviron-

ment)プ ロ ジェク ト。 これは言語の スペ ックか

らイ ンタラクテ ィブ ・プロ グラ ミング環境 を

自動 生 成 し よ う とい う プ ロ ジ ェ ク ト。②

ESPRIT計 画 のCOCOSプ ロ ジェク トに参加 し、

各種 ワークステー シ ョンの アーキテ クチ ャに

かけ る在来 言語の コンパ イルを単純 化す るた

めの中間 コー ドの実行結果 のス タデ ィを担当。

③ ユー レカのESF(EurekaSoftwareFactory)プ

ロ ジェ ク トに参加 。同 プロ ジェク トは高信頼

性 の適 合可能 のモ ジュラー ・ソフ トウェア環

境の開発が 目標。

一新 コ ンピュー タ ・アーキテクチ ャ=①SIMD構

造 と、2つ のSIMD/SPMDモ ー ド間の二者択一

アーキテ クチ ャに関する予備調査 をベース に、

パイ プラ イン ・マ ルチ プロセ ッサの設計 をす

すめて、現在SIMD/SPMDシ ミュレー タを動 か

している。②HELENAな どの並列ベ ク トル ・プ

ログラ ミング ・ツー ルを開発 した。③特殊並

列マ シ ンの研 究 か ら、 シス トリック ・アー キ

テクチ ャの合成用 ツールDIASOLとPROLOGイ

ンタプリタの生成 に向いたMALIマ シ ンのため

の集積 回路 を定義。
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一マ ンマ シ ン ・コ ミニ ュケー シ ョン=①UNIxリ

ア ル タ イ ム ・マ シ ン上 へ の 移 植 を 狙 い 、

PHOENIX(AcousticPhoneticDecodingExpert)

シ ス テ ム を開発 中。②BSPRITのHERODE

(HandlingtheElectroncRepresentationofOffice

documentsonECMAIOIs伽dard)に 参加。 これ

は ドキュメ ン トのグ ラフ ィック部分 の処理 の

ための高度OAシ ス テムの開発が 目標。③ 自動

車、原子 カ プラ ン トなどの制御 や トラブ ル ・

シューテ ィ ングにお ける認知 科学 的プ ロセス

を研 究 し、 オペ レー タの推論 、知識 のモ デ リ

ングを行 ってい る。④PROLOGで 書 いた行動計

画支援 システムPLANEXの ポ ー タブル版 を開

発 。⑤ 多言語 マ ルチアル フ ァベ ッ ト ・マ ンマ

シン ・ダイ アログの研 究成果 として、 ア ラビ

ア語 のUNIX版 を 開発 。

なお、INRIAの 共 同開発契約件数は、産業 との

契約が45件 、公共機 関 との契約が25件 、ECと の

契約が15件 、政府 イ ンセ ンテ ィブ契約が10件 、合

計95件 にのぼっている。産業への技術移転 に熱心

で、CAE分 野 の子会社SIMULAG、 知 的 ソフ トウ

ェア分野の子 会社ILOGを もってお り、 これ まで

にLE-LISP、MENTOR、CAML、CLASSIC、

sMEcl、sHIRKA、QNAP2、BAsILE、sIcLA、

EDIMATH、VISIL、INRIMAGE、SABRINA、

CHORUSな ど を製品化 し販 売 している。 また、

ECの 統 合 を睨 んで、1989年 春 に は西 ドイ ツの

GMD、 オ ランダの国立研 究所CWIと 長 期研究協

定 を結んだ。

■ 第4一 ドイツ
西 ドイツは最も自由経済思想の実行が徹底 してい

る連邦制共和国で、各州の主体性が強い。 したが

って情報技術についても他国のように政府主導で

はなく、学界、民間の覚書による要請に応 じて連
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邦政府が資金援助 をする形式 をとってい る。 しか

し、技術 に無関心 なのではな く、州や大学 の提唱

にのる形で情報、技術 に限 らず連邦政府 の資金援

助が昔か ら行 なわれてお り、世界的 にも著名 な研

究所が多い。現在ではそれ らの研究所 の一部活動

として新 たにAI研 究が開始 されてい る。

情報 とAI専 門の研究所 とい うことでは、いずれ

も州の提唱か ら始 まっているが、 ノル トライン ・

ヴェス トフ ァー レン州主 導のGMD(ド イ ツ国立

情報処理研 究所=GesellschaftfurMathematikund

DatenverarbeitungmbH)、 バ ーデ ン ・ヴュルテン

ベル ク州主導 のFAW(応 用 指向知識処理研 究所

=ForschungsinstitutefurAnwendungsoriententierte

Wissensverarbeitung)、 ライ ンラン トプフ ァル ッ州

とザー ルラ ン ト州主 導のDFKI(ド イ ツ人工知 能

研究所=・DeutshesForschungszentrumfurKunstliche

lntelligenzGmbH)が あ る。

FAWは1987年11月 に、州政府 とダイム ラー ・

ベ ンツAG 、 ビューレット・パ ッカー ドGmbH、BM

ドイ ッチ ュラン トGmbH、 マ ンネスマ ン ・キンッ

レーGmbH、 ジー メンスAG、 ニ ックス ドルフ ・

コンピュー タAGの6社 によって設立 され、新建

築の研究所 をウルム大学に持 っている。運営費 は

州政府40%、 上 述 の6社 の均等10%負 担 に よって

賄われ、研究員 は約50名 である。研究分野 は、移

動職場環境 も含む職場環境の知的サポー ト・シス

テムの研 究開発 で、CIMと オ フ ィス ・オー トメー

ションに重点 を置 いている。

DFKIは 上 述の両州 と連邦政府 の技術省 が音頭

をとってカイザースラウテル ン大学内 に1988年7

月 に設立 された。公 共企業2社 と民 間企業9社

(ADV/ORGA、AEG、 フラウンホッファー、GMD、

IBM、 】NS】□)ERS、 クルップ ーア トラス、マ ンネスマ

ン・キンツレー、ニ ックス ドルフ、フィリップス、

ジーメンスの11社 。 ニ ックス ドル フはその後 ジー

メンスに買収 されたので、い まは10社)が 株主で

ある。研究員 は約50名 。知的 ウィンドウ利用、知
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的 エ ンジニ アリング ・システム、知的 オフィス ・

システム、知的通信 システム、知的協同 システム

の研究開発 がテーマである。

西 ドイツには国立研究所 が13あ り、その1つ で

あるGMDは 情 報専門の国立研究所。 同研究所 は

ノル トライ ン ・ヴェス トファー レン州 と連邦政府

の共同出資 によ り1968年4月 に設立 され、本部を

ボ ンとケルンの中間地点にあるザ ンクス ト・アウ

グステインに置 いている。歴史が古 いだけに、コ

ンピュータ利用 の情報処理 に関する多方面の研究

を行 な ってお り、 いまや所 員は1,400名 に 及ぶ。

ボ ン、 ケル ン、 ダルムシュタッ ト、 カールスルー

エ、ベル リンに研究拠点 を持つ。

現在、長期の重要プロジェク トと して、① マ ッ

シブ ・パ ラ レル ・システム、② 科学用 スーパーコ

ンピュータ、③VLSI用 知 識 ベース設計支援、④

革新 的 プログラミングとコンピューティング ・シス

テ ム、⑤ ソ フ トウ ェ ア工 場 、⑥ 融 合 通 信 サ

ポー トシステム、⑦ 開放型お よび分散ブロー ドバン

ド・システム、⑧ アシステイング ・コンピュータ、

⑨ アクティブ ・ブック、⑩ スーパーコンピュータ研

究 お よ び テ ス トの た め の研 究 所 、 の10プ ロ

ジェク トをすすめている。

AI関 係 では、現在、3つ のエ キスパー ト ・シス

テム関係 のプロジェク トが進行申である。つ まり、

① フォーマ リズムを重点 にデ ィープ ・モデ リング

を行 ない、非常に小規模 な領域(パ ソコン)上 で

稼働 するシステムを開発する(ジ ーメ ンスと共同

開発)、 ② ジーメ ンスの子会社BAYEIや クル ップ

など とコンソー シアム を組 み プロセス ・コン ト

ロール用エキスパー ト ・システムや軍用電子装置

の監視 ・診断 システムを開発 する、③ オフィス ・

サポー ト領域の各種 エキスパー ト・システムを開

発す るプロジェク トであ る。現在AIの 研究 に直接

従事 している研 究員は24名 とそれに学生が60名 。

ほか に統合電子出版分野で 自然言語理解 を研 究 し

ているグループが約20名 いる。

、
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EcのEsPRIT、RAcE、coMETr(技 術 教育訓

練計 画。CommunityProgrammeinEducationand

TrainingforTechnology)、 そ の他の計 画について

も重 要 な役割 を演 じてい る。最近、GMDが 出 資

しているスーパーコンピュータの開発会社スープ レ

ヌムが開発 して きた並列処理科学用コンピュー タ

(モ トローラのM68020を 最 大320プ ロセ ッサつな

げるMIMDマ シ ン)SUPRENUMUが 完 成、その1

号 機 がGMD本 部 に設置 された。GMDはESPRITフ

ェ ーズ2のGENESIS新 プ ロジェ ク トの メインコ

ン トラクター として、3年 計 画でSUPRENUMU

の後 継機 を開発 している。

■ 第5章欧… 一)
ECのAI関 連 プロジェク トは日本の第五世代 コ

ンピュー タ開発 プロジェ ク トを意識 して着手 さ

れたESPRrr(情 報技 術の研 究開発 に関す る欧州

戦略計画==EuropeanStrategicprogramrneforR&Din

InformationTechnology)に 代 表 されるが、欧州統

合 とい う大 きな枠組 みの中で進行 中の他 の情報

技術 主要計画 と密接 な関連が あ り、それ らの上

位 に位 置づ け られ ている。情 報技術 開発 全般へ

の支 出状況は、図表V-2-2の とお りである。

す なわ ちESPRITは 企 業 の前競争 的な基礎 的研

究開発 を推進 し、それによって欧州産業全般の国

際競争力 を培養 し、個別企業の活性化 に結 びつけ

るのが目的で、図表V-2-2のRACE以 下 の プロ

ジェク トは、ESPRITで 築 かれた情報技術 を具体

的に実用 システムあるいはインフラとして実現、

さらにこの表 にのっていないEUREKA(European

ResearchandCo-ordinationAgency)に お いて製品

化す ることが1つ の目標 とみることがで きる。 し

たがって、ESPRITで は個別 プロジェ ク トに必ず

2社 以上 の企業や国籍の違 う企業 または組織、大

学が協力 して開発 に当たるこ とが義務づ けられて

いる。ESPRrrフ ェーズ1で は220の プ ロジェク ト

に420の 企 業 または組織 が参加 し、約3,000名 の科

学者 やエ ンジニアが協 力 したが、ECが 組織 した

独立のESPRIT評 価 委員会 は、 「全体 と して欧州 の

情報技術産業はなお弱い とはいえ、5年 以前 に く

らべて将来 に対 してよ りよい位置 にいる。1993年

に は情報技術産業は欧州最大 の部門にな り、他の

産業お よびサー ビス部門の約3分 の2が 自己の能

率 と競 争力維持 のため に同産業 に依存 す るよう

になるだろ う1と 結論 し、 「ESPRITIの1つ の成果

として、国際標準へ の寄与、産業 と大学の間の関

図表V-2-2情 報技術分野における欧州の諸計画 とタイムスケール

計 画

ESPRrrI

ESPRrrn

RACE

DELTA

DRIVE

棚

着 手 年

1984

1988

1987

1988

1988

1988

計画期 間

5

5

5

2

3

2

予 算(単 位10億ECU)

1.5

3.2

1.1

0.04

0.12

0.04

出 所:TheReviewOfESPRIT1984-1988;ReportoftheESPRITReviewBoard,May1989

注:RACE=ResearchandDeveloprneniinAdvancedCommunicationsTechnologyinEurope欧 州 高 度 通 信 技 術

研 究 開 発 計 画 。 ブ ロ ー ドバ ン ド通 信 ネ ッ トワ ー ク 建 設 と機 器 開 発 を 行 う 。

DELTA=DevelopingEuropeanLearningthroughTechnicalAdvanoe

D】ma=DedicatedRoad】lnfrastructureforVehicleSafetyinEurope

AIM=Advanoe(lInformaticsforMedicine
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係が国境 を越えて強化 されたこと、将来 に対 する

確信 と楽観 が より強 まった ことがあげ られ る1と

述べている。

ESPRITフ ェ ーズ2で は、① イ ンフォメー ショ

ン ・プロセ シング ・システム、② オ フィスお よび

ビジネス ・システム、③CIMの3分 野の各種 シス

テムを構築することに しているが、 中小企業へ の

技 術 移 転 を重 視 して い る。 そ の な か で知 識

ベースに基づ く各種のエキスパー ト ・システムや

柔 らかいヒューマ ン ・インタフェースなど、AI技

術は横断的な コンポー ネン トとして ビル トインさ

れる方向にある。 また、 これ らのソフ トウェアが

稼働 するイ ンフラとなるハ ー ドウェアお よびOS

と して、① 各種のマ ッシブ リ ・パ ラレル ・アーキ

テクチ ャ ・システム、②各種の汎用MIMDマ シ ン

(10万 プ ロセ ッサ まで リニアに拡張可能なシステ

ム ・アーキテクチ ャでプロ トタイプは少 な くとも

1,000台 規 模 を開発)、 ③ 一般化 で きる フォール

ト・トレラン ト・システム ・アーキテクチ ャ④ ニ

ューラル ・コンピューテ ィング(ハ ー ドウェアと

ソフ トウェア)、 ⑤記号処理 と数値処理 の両方の

機能 に適 したマ シンの開発がすすめられている。
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資料1.1989年 のAI関 連 活 動

年月

1989年

1月

1989年

2月

1989年

3月

1989年

4月

AI関 連 イベ ン ト

9-10日

17-18日

25日

15-17日

27-28日

28-31日

10-12日

ウ ィンター ・チュー トリアル 「学

習 と知識獲得」

(日本 ソフ トウェア科学会、於:

東京)

第4回 コンピュータと教育 シンポ

ジウム(情 報処理学会、於:福 岡)

「知 的CAI」

情報処理学 会第38会 全 国大会

(於:東 京)

第9回 知識工学シンポジウム(計

測自動制御学会、於:東 京)

昭和64年 電子情報通信学会全国大

会(於:大 阪)

Intern吻!協1Wbrkshopon

㎞dus画Ap直caUonsofMadlゴne

祖国 ㎏㎝㏄andVision(MIV89)

(於:東 京)
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AI関 連 ニ ュー ス

一 十 印が機械翻訳 システムの導入/運 用支

援サー ビスを開始。

一 伊藤忠 テクノサ イエ ンスが米国lntegrated

Analytics社 製 の トレー ダー支 援 用ES

「MarketMind」 を販売 開始。

一 東洋 情報 システ ムが診 断型(リ ア ルタイ

ム監 視 ・診 断用)と 計 画型(ス ケ ジュー

リング用)の ドメイ ン ・シェルを商品化。

一 日興 証券 がイ ンテ リジ ェン トテ クノロジ

ー と共 同 で社 内 用 に開発 した オ プシ ョ

ン ・トレー ダー養成 用知 的CAIシ ス テム

「(γrTシス テム」を外販開始。

－AI言 語研究 所 がprolog系AI言 語 「CESP

(CommonESP)」 暫 定版 を出資各社へ提供。

一 マ ン プ ス シ ス テ ム 研 究 所 がAI言 語

「GNOSIS」 新 版を提供開始。

一 アイザ ックが同社製 「K-Prologイ ンタプリ

タ」 と 「K-Prologコ ンパ イラ」 をワー クス

テーシ ョンSun4に 移植 し販売開始。

一 ニチ メ ンデー タシステムが、ES構 築 ツー

ルARTの パ ソコンPCgSO1版 を販売開始。

一 シー アイテ クノがオース トラ リアISR社 製

AIツ ー ル 「XL」 に 独 自に機能強化 して

販売。

－CSKが 米 国LuCidi±NCommonlisp処 理 系

の 日本語 版 をソニー製 ワー クステー ショ

ンNEWS上 で提供 開始。

一 岩崎技研がAI言 語 「MProlog」 を販売開

始。
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年月 AI関 連 イベ ン ト AI関 連 ニ ュ ー ス

一 日中健康事業団が 日本社会医療研究所製

の医師向け漢方処方診断ES「 ドクトル漢

方」を販売開始。

一医療情報システム開発センターが医療分

野向 けAIツ ール 「TAMEIKE」 を医療用

VANサ ービスMEDINEr上 で研究者に提供

開始。

1989年 一新 日本製鉄が並列プログラミング支援環

5月 境 「paranelware」 を販 売 開 始 。

一東京薬膳が日本社会医療研究所製漢方診

断支援ES「 張仲景」 を漢方薬局のフラン

チ ャイズ展 開に利用 。

一 ク レ オ が 米 国PaperbackSoftwareInterna 一

tional社 製ES構 築 ツ ー ル 「VP-Expert」 を

販売開始。

一 ドゥ ・ス ポー ツプ ラザが運動 処方 を提案

す るES「FitnessExpertSystem」 に よ る サ

一 ビスを開始
。

1989年 1-2日 第五世代 コンピュータに関するシ －CSK総 合研 究所 が80386搭 載 パ ソコ ン用AI

6月 ンポジウム(ICOT、 於:東 京) 言 語 「AmorphousProlog/Usp」 を 開 発 。

2-3日 第5回 フ ァ ジ ィ ・シ ス テ ム ・シ ン 一 浜松 ホ トニ クスが トラ ンス ピュ一夕採用

ポジウム(国 際ファジィ ・システ の分散型smal1回kマ シ ンを開発。

ム学会 日本支部、於:神 戸) 一富士通が実用 システム開発向けニューロ

6-7日IFIPWG1α2Wbrki㎎Conferen㏄ シ ミュレー タ発表。

ontheCADSystemsUs畑gAI 一富士通が知識獲得支援 ツール 「SAKAS」

T㏄ ㎞ques(於:東 京) を商品化。

一 イ ンテ リジ ェ ン トテ ク ノ ロ ジーが 米 国

CamegieGroup社 製 故障診断用 ドメインシ

エ ル 「TbstBench」 を販 売 。

一 メ イテ ックイ ンテ リジェン トテ クノロジ

一が知識 エ ンジニア(KE)な ど の人材派

遣 ビジネスを開始。

一

237
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年月

1989年

7月

1989年

8月

1989年

9月

1989年

10月

AI関 連 イベ ン ト

3-6日

24-26日

第5回 人工知能総合展示会(AI

89)(主 催:日 本経済新聞社、

於:東 京)

平成元年度人工知能学会全国大会

(第3回)(於:東 京)

28-31日5th㎞ternationa1Synposiumof

RoboticsResearch(ISRR)(於:東

京)

4-6日

12-14日

IEEEinternationalWorkshopon

In㎏ 駈gentRobotsandSystems89-

TheAutonomousMobileRobotand

itSApplication(於:つ くば 市)

平 成 元 年 電 子 情 報 通 信 学 会 秋 季 全

国 大 会(於:横 浜)

25-27日 第5回 ヒューマ ン ・イ ンタフェー

ス ・シンポジウム(計 測 自動制御

学 会、於:京 都)

238

AI関 連 ニ ュ ー ス

一 日立 造 船 がMacintosh用 の 日本 語 版

「Nexpert〈)bl㏄t」 を発表。

一 シーイーシーが米国GoldHMComputers社

製 のパ ソコン用Lisp処 理 系 「GcLisp」3.1

版 の 日本語版 を出荷 開始。

一 ス ピリ ッツがパ ソコ ン用 某 日/日 英双方

向電子化辞書 「)(-DIC」を販売開始。

一 島津 製作 所がESを 組 み込 んだ元素同定用

分析測定装置 を販売開始。

一 高 次脳 機能 の解明 を 目指す神経 回路学会

(会長 福 島邦彦大阪大学教授)が 設立。

一 インタフェ イスコ ンピュー タジ ャパ ンが

AI言 語Prologの 処 理系 「IF/Prolog」 の4.0

版 を販売開始。

一 エ レク トロダイ ン研究 所が米 国Syntonic

Systems社 製 ア ナロ グ ・ニ ュー ロチ ップ

「Dendrosl」 の評価用ボー ドを販売 開始。

－NTrデ ータ通信がサ ンワ ・等松青木監査

法 人 と共同 開発 した債権 管理支援ES

「CLICKS」 を販売開始。

一 工 ーア イソフ トがES構 築 ツール創玄/大

尉玄 を使 って応 用 システム(ES)を 開 発す

るVAR事 業 を開始。

-CSKが 同社のES構 築 ツール 「xprH」 を用

いた診 断型ES構 築 のためのユー ティ リテ

ィソフ ト3種 を 「XPI7-Tools」 と して販売

開始。

一 サ ン トリーがパ ソコンFM-TOWNSで 稼 働

す るワイ ン選択ES「Mソ ムリエ」 の販売



年月

1989年

11月

1989年

12月

AI関 連 イベ ン ト

4-6日lstlnternationalConferenceon

DeduCtiveandObjectOriented

Databaces(DOOD,89)(於:京 都)
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AI関 連 ニ ュー ス

開始。

一 日新電機がパ ソコンPC -9801上 で 稼働 す る

ファジィ ・ソフ ト 「FZY98」 を販売開始。

一 三菱 金属 が英 国Expertech社 製 のAIツ ー ル

「XiPlus」 と 「Egeria」 を販売開始。

-AI言 語 研 究所 がProlog系AI言 語 「CESP

(CommonESP)」 暫 定版 を大学 など非営利

研究機関へ提供開始。

一 エ ヌケーエ クサが デー タベー ス管理 シス

テ ム を利 用 した分 類/検 索 用AIツ ー ル

「KnowledgeAdvisor」 を販売 開始。

一 ミサ ワホーム総合研 究所 がパ ソコンFM -

TOWNS向 け にファジィ技術 を導入 した料

理献立検索 用CD-ROMソ フ ト 「お しゃれ

クッキ ング」 を販売開始。

－N'rrデ ー タ通信 が 日本語文 章か らの自動

キー ワー ド抽出 システム 「INDEXER」 を

販売 開始。

一 ブ レイ ンズがES構 築 ツール 「HyperBrain

/脳 力 男」 の入門版 を販売開始。

一 日本 ソフ ト開発 が プ ログラム変換用 エ キ

スパー トシステムを販売開始。

一 ア ドイ ン研 究所 が同社製AIツ ール 「AI-

DNA」 と 「AI-RNA」 に新モデルを追加 し、

製品系列拡張。

一 カテナ リソー ス研 究所 が アバ クス社 と共

同開発 したMacintosh用 薬 日機械 翻訳 シス

テムの暫定版 を提供。

、 li
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資料2.わ が国の主要Al関 連機 関

(社)人工知能学会(JSAI)

JapaneseSocietyforArtificialIntelligence

住 所 〒162 東京都新宿区津久戸町4-7

0Sビ ル402号室

電 話03-5261-3401

代 表 者 会長 辻 三郎(大 阪大学教授)

設立時期 平成2年9月1日(任 意団体 として

設立昭和61年7月24日)

目 的 人工知能に関する総合的な学問研

究の促進を図 り、会員相互間およ

び関連学協会 との交流の場 を提供

し、わが国のこの分野の学問およ

び産業の進歩発展 に貢献する とと

もに、国際的活動 を通 じて、世界

のこの分野の進歩に貢献する。

AI関 連の研究会 ・部署

人工知能基礎論研究会

ヒューマンインタフェースと

認知モデル研究会

知識ベースシステム研究会

日本ソフ トウェア科学会(J.S.T.)

JAPANSOCIETYFORSOFTVV/ARESCIENCE

ANDTECHNOrOGY

住 所 〒105東 京 都港区浜松町2-4-1

世 界貿易 セ ンター ビル7階

電 話03-3436-4536

代 表 者 理事長 米田信夫

(東京大学理学部教授)

設立時期 昭和58年10月

目 的 計算機 ソフ トウェアにかかわる科

学 ・技術の研究を盛んに し、また

その普及 を図 り、関係諸部門とも

協力 して学術文化 の向上発展 に寄

与すること。

AI関 連の研究会 ・部署

知識プログラミング研究会

論理 と自然言語研究会

数式処理研究会

オブジェクト指向

コンピューティング研究会

関数的プログラミング研究会

Tel(ユーザ ・グループ

プログラム合成/変換研究会

ソフ トウェア研究会(関 西)

ヒューマンインタフェース研究会

ソフ トウェアプロセス研究会
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(社)情 報処 理 学会(1.P.S.J.)

INFORMATIONPROCESSINGSOCIETYOF

JAPAN

住 所 〒105東 京 都港 区麻布 台2-4-1

保 科 ビル3階

電 話03-3505-0505

代 表 者 会長 三浦武雄(日 立製作所)

設立時期 昭和35年4月22日

(社)電 子情報通信学会(日C)

THEINSTrrUTEOFE正ECTRONICS ,

INFORMATIONANDCOMMUNICAflfON

ENGINEERS

住 所 〒105東 京都港区芝公園3-5-8

機械振興会館2階

電 話03-3433-6691

代 表 者 会長 熊谷信昭(大 阪大学学長)

設立時期 大正6年5月1日

目 的 電子計算機 を中心 とした情報処理

に関す る学術技術の進歩発展 を図

り、会員相互および関連学協会 と

の連絡研修の場 とな り、もって学

術文化の発達に寄与する。

AI関 連の研究会 ・部署

知識工学と人工知能研究会

自然言語処理研究会

ヒューマンインタフェース研究会

目 的 電子工学および電気通信に関する

学問、技術の調査 、研 究および知

識の交換 を行 ない、もって学問、

技術お よび関連事業の振興に寄与

する。

AI関 連の研究会 ・部署

言語理解とコミュニケーション研究会

人工知能と知識処理研究会

パターン認識 ・理解研究会

ニューロコンピューティング研究会
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(社)計 測 自動 制 御 学 会(S」.C.E.)

THESOCI】nYOFIN団 「RUMENTAND

CONTROLENGINEERS

住 所 〒113東 京都文京 区本郷

1-35-28-303

電 畜舌03-3814-4121

代 表 者 会長 示村悦二郎

(早稲田大学理工学部教授)

設立時期 昭和36年9月30日

目 的 計測 自動制御 に関する学術お よび

技術 の進歩発達 を図 り、文化の向

上並びに産業の発展に寄与する。

AI関 連の研究会 ・部署

パターン計測部会

知能工学部会

ヒューマン ・インタフェース部会

生体 ・生理工学部会

自律分散システム部会

ロボット工学部会

工業技術院電子技術総合研究所

(ETL)

ElectrotechnicalLaboratry

住 所 〒305茨 城 県つ く{姉 梅園1-1-4

電 話0298-54-5023～5028

代 表 者 所長 柏木 寛

設立時期 昭和45年

目 的 エ レク トロニクスの研究 を基盤 と

して、情報技術、エネルギー技術、

標準計測技術分野の研究 を有機的

に推進 し、科学 ・産業技術の振興

に努める。

AI関連の研究会 ・部署

情報科学部 ・脳機能研究室
・認知科学研究室

情報アーキテクチャ部
・言語 システム研究室

・情報ベース研究室

知能情報部 ・推論研究室
・自然言語研究室

・音声研究室

・画像研究室

知能 システム部
・視覚情報研究室

・行動知能研究室

・自律 システム研究室

・対話システム研究室
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(財)新 世代 コンピュー タ技術

開発機構(ICOT)

InstitUteforNewGenerationComputer

Technology

住 所 〒108東 京 都港 区三田1-4-28

三 田国際 ビル

電 話03-3456-2511

代 表 者 理事長 青井舎予一

設立時期 昭和57年4月

㈱日本電子化辞書研究所(EDR)
JAPANELECTRONICDICTIONARY

魍S㎜CHIN㎜,m.

住 所 〒108東 京都港区三田1-4-28

三田国際ビル ・アネックス

電 話03-3798-5521

代 表 者 代表取締役社長 前田光治

設立時期 昭和61年4月26日

目 的 新世代 コンピュー タ技術 に関 して、

研究開発の推進、調査研究並びに

普及の促進等を行 なうことにより、

情報技術 の進展および情報関連産

業の振興 を図 り、 もって情報化社

会の発展に寄与する。

AI関 連の研究会 ・部署

研究所(所 長 渕 一博)

研究計画部

研究部

第一研究室～第七研究室

目 的(1)コ ンピュータ ・ソフ トウェア(辞 書

的役 割 として利 用 可 能 なプ ロ グラ

ムお よびデ ー タベ ー ス)の 研 究 並

びに、 これ を利 用 した システ ム研

究

(2)前 項 にかか わる工 業所 有権 の実

施 許諾 お よび コ ンピュー タ ・プ ロ

グ ラム を含 む ノウハ ウ(著 作 権 を

含む)の 許諾

(3)前 各 項 に付帯 関連 す る一切 の業

務

AI関 連の研究会 ・部署

研究所(所 長 横井俊夫)

研究管理部

第一研究室～第八研究室
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㈱Al言 語研究所(AlR)

AILanguageReserchInstitute,LTD・

住 所 〒105東 京 都港区芝3-15-15

桜 井 ビル

電 話03-3456-0391

代 表 者 代表取締役社長 岡 久雄

設立時期 昭和63年3月29日

目 的 通 商産業省の第五世代 コンピュー タ

プロジ ェク トを進 め て い る(財)新

世 代 コ ン ピ ュ ー タ技 術 開発 機 構

(ICOT)に よ り開発 された先進 的

なAI言 語ESP(ExtendedSelf-

containedProlog)を さ らに発展 さ

せ、 コンピュー タの機種 を選 ばず 、

汎 用 的 、 共 通 的 に 使 用 で き る

「CommonESP」 を研 究開発 す る。

AI関 連 の研 究会 ・部署

研 究所(所 長 実近憲昭)

第 一研究室 ～第三研究室

日本認知科学会(JCSS)

JapaneseCognitiveScienceSociety

住 所 〒260千 葉県千葉市弥生町1-33

千葉大学文学部

行動科学科内 土屋研究室

電 話0472-51-1111内2305

代 表 者 会長 長尾 真(京 都大学教授)

設立時期 昭和58年10月

目 的 認知科学の研 究に携わる者の情報

交換および討議 を助成する。

AI関 連の研究会 ・部署

学習 と対話研究分科会

パターン認識 と知覚モデル

研究分科会

リプリゼンテーション&イ ンタフェース

研究分科会

基礎研究分科会
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日本ファジィ学会(STFT)

JapanSocietyforFuzzyTheoryandSystems

住 所 〒231神 奈川県横浜市中区山下町

89番 地1シ イベルヘグナービル3階

国際ファジィ工学研究所内

電 話045-212-8253

代 表 者 会長 浅居喜代治

(大阪工業大学教授)

設立時期1989年6月3日

技術研究組合

国際ファジィ工学研究所(LIFE)

LaboratoryforInternationalFuzzyEngineering

Research

住 所 〒231神 奈川県横浜市中区山下町

89番地1シ イベルヘグナービル4階

電 話045-212-8211

代 表 者 理事長 三田勝茂

設立時期 平成元年3月28日

目 的 広 く曖昧 さを扱 う概念や種 々の不

確か さの様相に関する研究、およ

び主観性 などにかかわる曖昧さを

対象 とするファジィ理論 の研究、

並 びに、それ らの応用を目指す と

ともに、内外 との交流を深める。

AI関 連の研究会 ・部署

研究例会

専門部会

姉妹学協会

国際ファジィシステム学会

(IFSA)本 部

IFSA日 本支部

目 的 ファジィ理論 に関す る基礎的 な研

究 並 びにそ の有効 な利用研 究 を

産 ・官(国 立試験研究所等)・ 学

(日本 ファジ ィ学会、東京工業大

学等)の 連携の もとに総合的に推

進 し、かつ諸外国の研究機関 との

間で積極的に国際交流 を図ること

により、高度な情報化社会の実現

を目指す。

AI関 連の研究会 ・部署

研究所(所 長 寺野寿郎)

研究管理部

第一研究室～第三研究室
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㈱ エ イ ・テ ィ ・アール 自動 翻訳 電話

研 究所

住 所 〒612-02京 都府相楽郡精華町

乾谷三平谷

窺 書舌07749-5-1311

代 表 者 代表取締役社長 榑松 明

設立時期 昭和61年4月

目 的 自動翻訳電話 とは、言語が異なる

外国の人 とのコミュニケーション

を言葉の違 いを感 じないでスムー

ズに行 なおうとす るものである。

当研究所では、将来の夢の通信 に

向けて、 自動翻訳電話のための要

素技術について基礎研究を行なう。

AI関 連の研究会 ・部署

音声認識 ・音声合成の研究

音声と言語とのインタフェースの研究

機械翻訳の研究

㈱ エ イ ・テ ィ ・ア ール 視聴 覚機 構

研 究 所

住 所 〒612-02京 都府相楽郡精華町

乾谷三平谷

電 話07749-5-1411

代 表 者 代表取締役社長 淀川英司

設立時期 昭和61年4月

目 的 パソコン、ワープロなど最近の情

報通信機器の進歩 には目ざま しい

ものがあるが、使 い勝手の面では

あま り進歩 していない。問題 はマ

ンマ シンインタフェースが人間の

認知特性、行動特性 と調和が よ く

とれていない ところにある。当研

究所では、理想的なインタフェー

スを実現するために人間の認知や

行動のメカニズムの研究を行なう。

AI関 連の研究会 ・部署

視覚機構の研究

認知 ・行動の研究

聴覚機構の研究
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㈱ エ イ ・テ ィ ・ア ール通 信 システ ム

研 究 所

住 所 〒612-02京 都府相楽郡精華町

乾谷三平谷

電 言言07749-5-1211

代 表 者 代表取締役社長 山下紘一

設立時期 昭和61年4月

神経回路学会(JNNS)

JapanNeuralNetworkSociety

住 所 〒194東 京 都 町田市玉 川学 園

6-1-1

玉川大学工学部情報通信工学科

生体情報工学研究室内 壕田 稔

電 話0427-28-3457

代 表 者 会長 福島邦彦

(大阪大学基礎工学部教授)

設立時期 平成元年7月21日

目 的 情報化が進み、電気通信への依存

度が高 まるに伴 って、 より人間的

な高度の要求に対応で き、 より人

間的で使いやすい通信が必要 とな

る。 また、高度の要求を満たす通

信 システムを迅速 ・柔軟 に実現で

きる とともに、 より一層 の安全性

が必要 となる。当研究所では、こ

のような必要に対応できる「人間主

体」の知的 な通信 システムを目標

に、これを実現する基礎技術 の確

立を目指した研究を進める。

AI関連の研究会 ・部署

臨場感通信の研究

非言語的インタフェースの研究

通信 ソフトウェアの自動作成の研究

セキュリティの研究

目 的 高次脳機能の解明をめざす工学 ・

医学 ・心理学な どの分野の研究者

および、その工学的応用 を図ろう

とす る研究者の学際的協力関係 を

推進 し、学際的情報の集積 と提供、

情報の交換、新 しい人材の養成、

国際学会、会議への協力等 を行 な

う。

AI関 連の活動

ニュース レター、学会誌 の発行

情報交換用パ ソコン通信の運用

講演 会 、 セ ミナー 、講習 会、 大会

の開催
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(財)人工知能研究振興財団
ArtificialInte田genceResearchPromotion

Foundation(AIRPF)

住 所 〒461愛 知 県名古屋市東区 白壁

3-12-13

中産 連 ビル新館6階

電 話052-932-8951

代 表 者 理事長 薦田 国雄(東 邦瓦斯)

設立時期 平成2年3月26日

目 的 人工知能の研究 に対する助成、人

工知能に関す る講演会、 シンポジ

ウム、セ ミナーの開催等 を行 うこ

とにより、人工知能 に関する研究

の振興 を図 り、もって産業技術の

高度化及び我が国経済の健全な発

展に寄与する。

AI関 連の活動

AI研 究に関する助成

講演会、シンポジウム、セミナー、

研究会等の開催

AIに 関す る調 査 研 究 、 情 報 の

収集 ・提供、相談 ・指導
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資料3.Al利 用動向調査集計表

3-1Alシ ステム導入 ・未導入事業所数(1989年)

第一次調査(AI導 入状況) 第2次 調(AI利 用状況)

発
送
数

有
効
回
答
数

有
効
回
答
率

A導
1入
シ事
ス業

テ所
ム数

未
導
入
事業

所
数

A導
1入
シ率

季
ム

発
送
数

有効

回
答数

合 計 7084 1844 26.0% 697 1147 37.8% 697 328

コ ン ピ ュー タユ ー ザ ー 6238 1449 23.2% 379 1070 26.2% 379 146

AIセ ン タ ー会 員 846 395 46.7% 318 77 805% 318 182

3-2Al未 導 入コ ンピュー タユーザーのAlシ ステム別導入意向(1989年)

回 導 一
2 5 5 無

答 入 年 ～ 年 年 回
事 す 以 3 以 意 答
業 る 内 年 内 向
所 気 に 以 に に

数 は 導 内 導 導
な 入 に 入 入
い 導

入

AI向 き言語 1032 脳 19 92 126 191 89
100.0 585 1.8 8.9 12.2 18.5 一

エ キ ス パ ー ト 1022 557 32 109 135 189 87

シス テ ム 用 ツ ー ル 100.0 545 3.1 10.7 13.2 185
一

エ キ ス パ ー トシ ス テ ム 1053 517 33 133 151 219 90
100.0 49.1 3」 12.6 14.3 20.8

一

機械翻訳 システム 1133 748 15 95 78 197 100
100.0 66.0 L3 84 6.9 174

一

知能ロボ ット ll65 785 9 61 107 203 105
100.0 67.4 0.8 5.2 9.2 174

一

自動 プログラ ミング ll38 508 14 165 197 254 96
100.0 44.6 L2 145 17.3 22.3 一

画像理解 システム 1152 669 22 98 118 245 104

100.0 58」 L9 85 1α2 2L3
一

音声理 解システム 1176 669 6 68 131 302 111

looρ 569 0.5 5.8 Il」 25フ
一

自然言語理解 1184 725 4 39 101 315 117
システム Iooo 61.2 α3 3.3 85 26.6 一

その他 の 1076 704 4 50 61 257 167
A1シ ス テ ム 100.0 65A 04 4.6 5.7 23.9 一

,
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3-3AI導 入事業所の現在ソフ トウェア開発要員数(1989年)

現在 ソフ トウェア
開発要員

A1シ ステム開発要員 知識エ ンジニア専任 知識エンジニア兼任 その他

合 計 300
34353
114.5

283
1980
7

溜
2.7

鴛
3.4

12
4.1

コ ンピュー タユーザ ー 128

8459

66.1

拐
3

1;
08

、;}
2.9

2}
0.9

A1セ ンター 会 員 172

25894

150.5

169
1641
9.7

;1;
35

;芸
3.8

昌1
5.5

基礎資料産業 51

3981

78.1

2碧
4.5

墓
2

1召
3.6

;l
l.3

加工組立産業 56

6281

112.2

51;
10フ

1召
4.1

1篇
3.8

、器
75

生活関連産業
1;l
l3.6

16
L4

1?
0.1

‖
0.9

!
0.4

公共サービス関連 30
3736
1245

ll8
4.3

};
1.3

}1
3

豊
2.1

商業金融関連 25
4041
16L6

召
3.3

};
0.9

日
25

}1
0.9

教育公務関連 46
2627
57.1

2;1
7.7

;;
2.8

ll
35

1㌃
7.1

情報処理産業 75
13464
179.5

㌶
9

11;
3.5

2留
4.1

261
4.2

その他
;l
Iα7

⑪
0.0

8
α0

8
0.0

8
0.0

段

段

段

上

中

下

回答事業所数

合計要員数

平均要員数

250



3-4Al導 入 事業所 の2～3年 後 ソフ トウ ェア開発要 員数(1989年)

2～3年 後 ソフ ト
ウエアー開発 要員

AIシ ステム
開発 要員

知識エ ンジニア

専任
知識エ ンジニ ア
兼任

その他

合計 270
41311
153.0

254

2946

1L6
腸
4.2

207
1097
5.3

;駕
5.7

コ ン ピ ュ ー タ

ユ ーザ ー
113

8983
795

器
6.3

llI
2.3

32;
4.5

1莞
3.4

AIセ ン タ ー

会 員
157
32328
205.9

154
2306
15.0

盟
4.9

㍑1
5.8

綴
6.7

基礎資材産業 48
4263

88.8
3隻
8.4

器
3.0

1]i
4.0

召
2.2

加工組立産業 51
8155

159.9

50
1074
21.5

2器
8.8

3怨
85

3器
12

生活関連産業
,;1
[7

;1
2.6

;
α3

1;
1.8

2
0.7

公共サー ビス

関連

28

4454

159.1

1㌶
7.3

;1
2.4

;;
4

莞
2.5

商業金融関連 20
3566
178.3

1{!
65

{l
l5

墓
3.7

▲1
3.4

教育公務関連 37
2833

76.6
、ll
6.3

2
23

il
2.5

ll;
6.8

情婦処理産業 70

17787
254.1

gll
l3.9

161
4.1

3霧
6.4

、書1
4.9

その他
ll
25

1}
7.5

8
0

⑪
0

8
0

段

段

段

上

中

下

回答事業所数

合計要員数

平均要員数

●

251



3-5 Al導入事業所の5年 後のソフ トウェア開発要員数(1989年)

5年 後 ソフ ト
ウェア開発要 員

AIシ ステム
開発要員

知識エ ンジニア
専任

知識エ ンジニア
兼任

その他

合計 260
51161
196.8

245

4186

17」

綴
5.2

199
1652
8.3

148
1351
9.1

コ ン ピュ ー タ

ユ ーザ ー

109
9594
88

81i
8.5

1諺
2.1

3乙;
4.9

21;
63

,AI七 ン タ ー会 員 151
41567
275.3

147

3351

22.8

}曽
68

125
1283
103

loo
1049
10.5

基礎資材産業 47
4498
95.7

、ll
lLl

ll
4

1鍔
6

ll
2.8

加工組立産業 49
8850
180.6

48

1084

22.6

211
6.4

43
10.2

,碧
12.5

生活関連産業
2莞
19.3

2
3.5

2
0.7

8
2.2

葦
0.7

公共サー ビス関連 27
6099
225.9

31!
14.9

1;
3.7

ll2
8.3

1;
5.3

商業金融関連 19
4230
222.6

3鵠
19.3

;1
24

1;;
8.6

1昌
14.8

教育公務関連 36
3409
94.7

3;3
9.7

12
3.9

箸
35

1;1
9.8

情報処理産業 67
23800
355.2

64
1560
244

3鰭
7.9

認
1L4

511
11

その他 ;
50

8
0

8
0

8
0

8
0

段

段

段

上

中

下

回答事業所数

合計要員数

平均要員数

252



3-6産 業 別Alシ ス テム保 有数(1989年)

工 機 画 音 自 知 そ
キ 械 像 声 愁 能 の
ス 翻 理 理 百 口 他パ

訳 解 解 語 ボ の

長 シ シ シ 理 ツ A

シ ス ス ス 解 ト 1

ス テ テ テ シ シ

z
ム ム ム

テ
ム

季
ム

合 計 '163 31 31 9 12 7 23

668 55 44 15 68 一 32

4.1 1.8 L4 L7 5.7 一 1.4

コ ン ピ ュー タユ ー ザ ー 55 12 12 1 2 3 6

100 13 15 3 4 一 7

1.8 1.1 L3 3.0 2.0 一 1.2

AIセ ン タ ー会 員 108 19 19 8 10 4 17

568 42 29 12 64 一 25

5.3 2.2 L5 L5 6.4
一

L5

基礎資料産業 28 7 4 2 1 1 3
92 7 5 4 1 一 3
3.3 LO L3 2.0 1.0 一

LO

加工組合産業 38 4 7 3 1 1 6

234 23 9 7 50 　
12

6.2 5.8 1.3 2.3 500 一 2.0

生活関連産業 7
一 一 一 一 『 }

13 一 一 一 一 一 一

L9 一 一 一 一 一 一

公共サー ビス関連 18 1 4
　 一 一 一

51 1 6
一 一 一 一

2.8 輻0 L5 一 一 一 一

商業金融関連 14 1 2 1
一 一 1

25 1 2 1
一 一

2

L8 1.0 1.0 1.0 一 一
2.0

教育公務関連 21 12 8 1 4 2 6

109 14 12 1 4
一

6

5.2 1.2 1.5 1.0 LO 一 1.0

情報処理産業 35 6 6 2 6 3 7

142 9 10 2 13
一 9

4.1 1.5 1.7 1.0 2.2
一 1.3

その他 2
一 一 一 一 一 一

2
一 一 一 一 一 一

1.0 一 一 一 一 一 一

段

段

段

上

中

下

事業所数

システム数

事業所当り平均保有システム数
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3-7 導入AI向 き言語の種類(1989年)

回
答
言
語
数

『

;
系

P

;
l

O

9

系

多ζ

《
指
向
系

C
言
語
系

[
/
1

系

そ
の
他

無
回
答

合計 656
100.0

271

4L3

121
18.4

54

8.2

128

19.5

7

1.1

75

1L4

7竺

コンピュー タユーザ ー 186

100.0

87

468

26
14.0

io

5.4

32
17.2

4

2.2

27

14.5

3竺

AI七 ン タ ー会 員 470
100.0

184

39.1

95
20.2

44

9.4

96
20.4

3
0.6

48

10.2

4竺

基礎資材産業 100

100.0

47

47.0

11
U.0

3
3.0

25

25.0

2
2.0

12

12.0

i警

加工組立産業 145

100.0

51

35.2

30

20.7

13

9.0

32

22」

1

0.7

18

12.4

1竺

生活関連産業 24
100.0

14
58.3

3

12.5 。▲
5

20.8

1

4.2
二 竺

公共サ ー ビス関連 78
100.0

39
50.0

ll

l4.1

2

2.6

18

23.1
=

8

10.3
竺

商業金融関連 38
100.0

12
3L6

2

5.3

7

i8.4

ll
28.9 =

6
15.8 竺

教育公務関連 101

100.0

40
39.6

27
26.7

10
9.9

9
8.9

2
2.0

13

12.9

1竺

情報処理産業 164
100.0

65
39.6

34
20.7

18
11.0

28

17.1

1

α6

18

11.0

1讐

その他 6
100.0

3
50.0

3
50.0 = = = = 』

3-8 Al向 き言語 ・ツール導入の目的(1989年)

回答

言
語
ツ

、し

数

研

修
勉
強
用

試
用
の

た
め

自閉社
発使
の

用た
シめ
ス

ζ

シ開
ス発

テの
ムた

受め注

実稼
用働
シす

ろる
アた
ムめ
と

し
て

そ
の
他

無回

答
無
回
答

全産業 696
100.0

164
23.6

103
148

184
26.4

72
10.3

159
22.8

14
2.0

7竺

コ ンピュー タユ ーザ ー 200
100.0

47
23.5

32
160

52
26.0

ll

55

57

285

1
0.5

3讐

AIセ ン ター 会 員 496
100.0

ll7
23.6

71
143

132
26.6

61
12.3

102
20.6

13

⑭

3竺

基礎資材産業 ll4
1000

21
184

12
10.5

23
2卯

5

44

51

44フ

2

1.8

1竺

加工組立産業 147
1000

29
19.7

25
17.0

49
33.3

14
9.5

28

19.0

2

L4

1竺

生活関連産業 24
1000

5
20.8

7
29.2

5

2α8
=

7

29.2 = 誓

公共サー ビス関連 78
1000

17
21.8

11

14.1

39

5α0

2
2.6

9
1L5 = 竺

商業金融関連 40
100.0

4

1α0

4

1α0

8
2α0

2
50

21

52.5

1

25
竺

教育公務関連 ll4
100.0

42
36.8

18
15.8

29
25.4

2
1.8

19

167

4
3.5 巴

情報処理産業 173
1000

46
26.6

21

12.1

30
17.3

47
272

24

13⑨

5
29

1竺

その他 6
100.0 =

5
83.3

1
16.7 = = 二 』

254



3-9Al向 き言語 ・ツールの利用 状況

回答言語 ツール数 本格的に利用 試験的に利用 余 り使 っていない 無回答

全産業 695
100.0 謂 錺

164
23.6

7竺

コ ンピュー タユ ーザ ー 196
100.0

50

25.5

88

449

58

29.6

3ど

AIセ ン ター 会 員 499
100.0

209
4L9 潟

106
2L2

3竺

基礎資材産業 114
100.0 、書 3ま1 、～↑

1竺

加工組立産業 147
100.0

66

44.9

59

4α1 1』;
1警

生活関連産業 24
100.0

6

25.0

12
50.0

6

25.0
竺

公共 サー ビス関連 82
100.0

21

25.6

33
40.2 ,召 口

商業金融関連 40
100.0 3』;

16
40.0

9

225
竺

教育公務関連 109
100.0 2膓;

56

51.3

26
23.9 些

情報処理産業 173
100.0

72

4L6 ,ξ1 ,諺
1竺

その他 6

100.0 6㌶ 3ヨ = 』

3-10Al用 マ シン別導入状況(1989年)

回 A メ ミ ワ パ 並 そ 無
答 1 イ 二 | ソ 列 の 回
マ 専 ン コ ク コ 処 他 答

う
数
巴

多

z

ム

ン 季

↓
ヨ

ン

琴

シ
ン

全企業 494 59 42 31 178 179
一

5 382

100.0 lL9 8.5 6.3 36.0 36.2 一 1.0 一

コンピュー タユーザ ー 158 14 23 10 51 58
一

2 184

100.0 8.9 14.6 6.3 32.2 36.7 一 輻3 －

AIセ ン ター 会 員 336 45 19 21 127 121
一

3 198

100.0 134 5.7 6.3 37.8 36.0
一 0.9 一

基礎資材産業 76 6 9 5 30 26 一 一 80

100.0 7.9 ll.8 6.6 39.5 34.2
一 一 一

加工組立産業 101 12 4 8 41 35 一 1 70

100.0 1L9 4.0 7.9 40.6 34.7
一 LO 一

生活関連産業 17 3 一 一 8 6 一 一 22

100.0 17.6 一 一 47.1 35.3 一 一 一

公共 サービス関連 55 7 6 4 11 26 一 1 32

100.0 12.7 1α9 7.3 2α0 47.1 一 1.8 一

商業金融関連 39 5 2 2 16 14
一 一 39

100.0 12.8 5.1 5.1 41.0 35.9 一 一 }

教育公務関連 70 7 12 5 20 24 一 2 56

100.0 10.0 17.1 7.1 28.6 34.3
一 29 一

情報処理産業 133 19 9 7 50 47
一 1 80

looo 14.3 68 5.3 37.6 35.3 一 0.7 一

その他 3 一 一 一 2 1
一 一 3

100.0 一 } 一 66.6 33.3 一 一 一
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3-1tエ キ スパー トシステムの適用業務(1989年)

妾

z
数

ブ

膓
ト
補

修
点検

機
械
補

修
点
検

プ

;
ト
異
常
予
知

故
障
診
断

電
力
系
統
事
故
判
定

プ

膓
ト
操

業
管
理

籠

z

羨
業

墓

情
報
管
理

工
程
管
理

生
産
管
理

資材

管
理

物流

管
理

顧客

管
理

,合 計 423

100.0 13 13 10 ㍑ 』2 ξ; 』1 12 21 13 αi 。1 。1
コ ン ピュ ー タ

ユ ー ザ ー
98

100.0 = = 1ム 1昆 品 1; = 1; 2; 。1 = 。; =

AIセ ン タ ー会 員 325

100.0 2; 2; 1え 1～] 2! 謬 呈1 1ス 2 α1 α1 α; α;

基礎資材産業 70
100.0 1↓ ㌶ ㌶

14

20.0 = 51 。; = 肩 。; = 1] =
加工組立産業 llg

lOO.0 2 13 1} 1£1 4; 認 。1 α; 13 2; = α; =

生活関連産業 13
100.0 = = 二 = = 弓 1㌶ = 二 弓 = = =

公共サー ビス
関連

47
100.0 = = = 14; ㌶ 。} 二 ㌶ = = = = =

商業金融関連 25
100.0 41 41 = 二 = = = = = = 二 = =

教育公務関連 43
100.0 = = 二 11ス 2; 。1 = 4} = 2; 2; 。; =

情報処理産業 104
100.0 、3 = 13 隅 13 13 = 1; ヨ = 1↓ = 1↓

その他 2
1000 = 二 = = = 二 二 二 = 二 = = =

3-11つ づ き

言†
画

シ

ミ

v

ζ
ン

運
行
ダ
イ
ヤ
構
成

製
品
開
発
支
援

自
動
設
計

駕

占↓

設

司
管
理

フ
ト

z
ア
開
発

経営

戦
略

財
務処

理

法

簿
判
例

調

車
企
画

企
業診

断

資金

運
用

相
場
予
測

合計
1乏1 αi 21 ～1 α} 13 α; α; 21 α1 13 αき α1

一般サ ンプル

1昔 = 2; τ1 1志 2; 1↓ 1; 1↓ = 謡 1志 =

AIセ ンター会員

よ; α1 、1 ～1 α; 1』 = = .21 α;、 α1 。; α1

基礎資材産業 21!1 1』 = コ = 11 二 = = = = = =

加工組立産業
ヨ α1 謡 エ; α; 13 = = α; = = = =

生活関連産業
2謡 = 才1 。1 = = = = 弓 = = = =

公共サー ビス

関連

8
17.0 = = &] = d = = λ{ 21 = = =

商業金融関連
。↓ = = = = = 誌 = 4δ = 12き

3
12.0 =

教育公務関連 16; = 己 9; = 21 = 己 = = = = =

情報処理産業
コ = λ;

2

1⑨ 1志 、; = = 遠 = 1』 1↓ 1』

その他
5α↓ = = = = = = = = = = = =

、

256



3-11つ づ き

無
回
答

譜

品

詔
14
002

揚
1
刀

12

525

3
の

9
092

2。
ぬ
一

一

そ
の

他

38

"

品
28

"

2
烈

5
Ω

2
鼎

5
砺

4
励

-
幻

闘一
一

デ

ー

タ
ベ

ー

ス

サ

ー

ビ

ス

-
Ω
一

一

1

田
一

一

l

o潟

一

一

一

一

一

一

一

一

一

「

一

一

デ
ー
タ
ベ

ー
ス

検
索

5
ロ
一

一

5
巳
一

一

2

U

一

一

一

一

一

一

-

"

2
四
一

　

医
務
診
断
支援

5
ロ
一

一

5
篇
一

一

2
ロ
一

一

一

一

一

一

一

一

3
四
一

一

時間

割作

成

-
02
一

　

1
田
一

一

一

一

　

一

一

一

一

一

　

一

-
ω
一

－

C
A
I

-o

為

2
加

8
る

l

M

3
る
一

一

一

一

}

一

2
ρ

4

"

「

一

契
約

医
務

損害

査定

6

M

3

M

3
09
一

一

I
o8
一

一

一

一

3
㎜

1
幻

-
ω
　

一

ク
レ
ジ
ッ

ト
オ
ー
ソ

ラ

イズ

3
田

2
加

I
o3
　

一

　

一

　

一

　

一

一

一

一

一

2
四

l

oo5

窓
口
相
談

14

臼

6
臼

8
お
一

一

3
万
一

一

2
鱈

4
刷

1
幻

4
銘
一

一

計合

ルプンサ般
　

員会ヂン比A

業産材資礎基

業産立紙工加

業産連関活生

甑
一
サ共
連公関

連関融金業商

連関務公育教

楽屋理処報情

他のぞ

3-12エ キ スパー トシステムの対象領域(1989年)

I

z
数

解

釈

診

断

計

画

制

御

設

計

そ

の

他

無

回

答

合計 423
100.0 1烈

160
37.8 1差

97

22.9 』1 ～;
96
22.7

コ ンピ ュ ー タ

ユ ーザ ー
98
100.0 &1 41

41.8 1差 、ξ1 61 41 1蓋
AIセ ンター会員 325

1000 1捜
Il9
36.6 1麹

72
22.2 《;

13
40

81
24.9

基礎資材産業 70
100.0 ㌶

22
314

6
8.6

20
28.6 1.; 謡

14
20.0

加工組立産業 119
100.0 1品

37
3L1 1;2 1ξ1 5; 13

38
3L9

生活関連産業 13

100.0 弓 ㌶ 1㌶
5
385 ア1 = 弓

公共サ ービス関連 47

100.0 121 22
46.8 121 10

2L3 。1 4}
12
255

商業金融関連 25
100.0 4δ

15

600 &6 1話 = &; 126
教育公務関連 43

1000 148
16
37.2

9
2α9

12

27⑨ 16; 9;
9
20.9

情報処理産業 104
100.0 1謬

44
42.3 1Jl

25
240

9

8フ 。; 1題
その他 2

100.0 =
1
50.0 = 1

5α0 = = =

257
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3-t3エ キ スパー トシステムの開発 目的(1989年)

システム数 社内使用専用 社内使用だが
外販の用意もある

外部から受注
して開発

無回答

合計 423
100.0

195

46」 lfl 1潟
lll
26.2

.一般サ ンプル 98
100.0

72

735 註 ll呈 1鴉
AIセ ン タ ー会 員 325

100.0
123
37.8 1豊 1』1 拙

基礎資材産業 70
100.0

42
60.0 53 &1

18
25.7

加工組立産業 119
100.0

47
395 1ま1 よ;

46

38.7

生活関連産業 13
100.0

11
84.6 。} = τ1

公共サー ビス関連 47
100.0

30
63.8 61 14; 14;

商業金融関連 25
100.0

17

68.0

5
20.0 = 1λ1

教育公務関連 43
100.0

25

58.1 。1 21
14

32.6

情婦処理産業 104
100.0

22

21.2 1;2
44

423

22

21.2

その他 2
100.0

1
50.0

1

50.0 = =

3-14エ キ スパー トシステム導入によ り目指 す効果(1989年)

《

z
数

専
門
家

裟
の
削
減

専
門
家
の
仕
事
量
の
削
減

専
門
家
の
育
成

業
務
の
質
の
向
上

業
務
の
質
の
均質

化

知
識
の
整

イ

E
S
技術

の
取得

そ
の

他

無
回
答

合計 423
100.0 1ぷ

173

4α9 lll 援
109
25.8

93

22.0 1膓1 21 、』;
一般サ ンプル 98

100.0 1召
51
52.0 1㌶

46

46⑨

40
40.8

30

3α6

28

28.6 23 gl
AIセ ン ター 会 員 325

100.0 1怒 携 吉
90
27.7

69
2L2 ㌶ 1ξ; ぷ 、署

基礎資材産業 70
100.0 1器 5題 ぱ1

22
3[4

24
34.3

16
22.9

17
243 =

14
200

加工組立産業 119
100.0 1～;

44
370 ㌶ 3～1 2召 1蠕1

14δ

IL8 。8 3日
生活関連産業 13

100.0 3&; 61§ 15]
6

46.2

6
46.2 3&; 2鋭1 = 弓

公共サー ビス関連 47
100.0 &書

26
55.3 1鵠

19
404

11
23.4

18
38.3 1㌶ 2{ 14;

商業金融関連 25
100.0 126 8

32⑩
7
28.0

10
400

12

48ρ 166
9
36.0 =

3
12.0

教育公務関連 43
1000 τ6

15
34.9 112 17

395 16; 3ま; 16; 4}
8
1&6

情報処理産業 104
1000 1ま葺

35層

33.7 1差
24
23.1 1よ1 1認 1藷 13

26
25.0

その他 2
100.0 =

1

5α0 = 1
500

2
100.0 = = = =

258



3-15 エキスパー トシステムの開発利用段階(1989年)

亥

z
数

実て

膓竃
z
t

ス

、!

‡

《
中

プて
ロの
ト評
タ価
イ改
プ良
と中
し

デ利
モ用

実
験

;
に

設計

開発

段
階

あ
ま
り

弩

5

ξ
合計 668

100.0

196
29.3

87
13.0

137

205
72
10.8

140
2LO

36

5.4
一般 サ ンプル

100

100.0

36
36.0

17

17.0

23

23.0

5

5.0
15
15.0

4
4.0

AIセ ン ター 会 員 568

100.0

160
28.2

70
12.3

114

20.1
67
11.8

125
22.0

32

5.6

基礎資材産業 92
100.0

39

42.4
15

16.3

17

185
7

7.6
14
152

0
0.0

加工組立産業 234
100.0

62

265
35
15.0

55
235

32

13.7
28
12.0

22

9.4

生活関連産業 13
100.0

2

15.4
4
30.8

2

15.4 弓
3
23.1

{

7.7

公共サ ービス関連 51
100.0

10
19.6

8

15.7

16

31.4
6
1L8

8
15.7

3

5.9

商業金融関連 25
100.0

12
48.0

3
12.0

3
12.0

2
8.0

5
20.0 =

教育公務関連 109
100.0

35
32.1

3

2.8
6

5.5

5

4.6
52
47フ

8

7.3

情報処理産業 142
100.0

36

25.4
18
12.7

37
26.1

19

13.4
30
21.1

2

1.4

その他 2
100.0 = 1

50.0
1

50.0 = = =

3-16 エ キ スパー トシステム開発用 マ シン(1989年)

《

芸
数

A
I

専用

;
ン

メ

イ

膓
レ

去

ミ

ラ

ワ

1

《
テ

|

ζ
ン

パ

ζ
ン

並
列処

理

;
ン

そ
の
他

無
回答

合計 423
100.0

27

6.4

38
9.0

16
3.8

122
28.8

126
29.8 二 二

94
22.2一般サ ンプル

98
100.0

5
5.1

12

122
7

7.1

27

27.6
33
33.7 = =

14

14.3
AIセ ン ター 会 員 325

100.0
22

6.8
26
80

9
2.8

95
29.2

93
28.6 二 =

80
24.6

基礎資材産業 70
100.0

4

5.7
11

15.7
3
4.3

22
3L4

15
2L4 = = 15

214
加工組立産業 ll9

100.0
9

7.6
7
5.9

2

1.7

36
30.3

28
235 = = 37

31.1
生活関連産業 13

100.0
2
15.4 = = 5

385
5
38.5 = = 1

7.7
公共 サービス関連 47

100.0
2

4.3
4

85

4
8.5

9
19.1

21

44.7 = = 7

14.9
商業金融関連 25

100.0
2
8.0 二

3
12.0

10
40.0

7
28.0 = = 3

12ρ
教育公務関連 43

100.0 = 7
16.3

3

70
12
27.9

8
18.6 = = 13

3α2
情報処理産業 104

100.0
8
7.7

9

8.7
1
LO

28
26.9

41
39.4 = = 17

163
その他 2

100.0 二 = = 二
1

5α0 = = 1

5α0
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3-t7エ キ スパー トシステム実稼働用 マ シン(1989年)

《

z
数

A
I

専

?

ζ

フ

膓

7
ム

三

;

7

《

『

ζ
ン

づ

;

並
列
処

豊

う

あ
他

無
回
答

合計 423

100.0 』1 藷 召
96

22.7 蓋; = 10 拐
一般 サ ンプル 98

100.0 註 11呈 &1 2～▲ 32} = 4↑ 1』;

AIセ ン ター 会 員 325
100.0 躍 そ1 品 、召

90

27.7
= α;

loo
30.8

基礎資材産業 70
100.0 銑 1～1 ㌶

20
28.6 1署 = = 20

28.6

加工組立産業 119
100.0 5; 6! 32 2』1 、8} = = 3吉

生活関連産業 13
100.0 1㌶ = = 3&;

4
30.8 二 = 1㌶

公共サ ービス関連 47
100.0 z{ 61 1鴎 1.1

20
42.6 = = 1㌶

商業金融関連 25
100.0 8; = &1

9

36.0

9
36.0 = = 121

教育公務関連 43
100.0 = 1&1 ㌶ gl

11

25.6
= 品 3;;

情報処理産業 104
100.0 3 6; 鴎 2～; 3』1 = 13 、認

その他 2
100.0 = = = 二

1

50.0 = =
1

5α0

3-18エ キ スパー トシステムの利用状況(1989年)

《

z
数

実稼
用働
シ中

季

;
し
て

《

↓
ド

亥
ト
中

プの
ロ評

ト価
タ改
イ良
プ中
と
し
て

デ利
モ用

実
験

;
に

設

計
開
発
段
階

あ
ま
り

讐

三

ξ

無
回
答

合計 423
1000 揚 1窃 1豊 』; 1謡 ㌶ 、ξ1

一般サ ンプル 98
100.0

27
27.6 1;;

24
24.5 61 1㍊ ㌶ gl

AIセ ンター会員 325
100.0

96
295 1ξ; 1㌶ 召

31

軌5 1』
79
24.3

基礎資材産業 70
100.0

24
34.3 1ぷ 112 56 1よ1

b_

一
14

2α0

加工組立産業 119
100.0 3～1

19
160

12

1α1 41 。6 2 3召
生活関連産業 13

1000 1a 1諸 151 乳}
4

3α8 弓 嘉
公共サー ビス関連 47

1000
10
2L3 14;

15

31⑨ &2 &: = 14;
商業金融関連 25

[00.0
11
440 126 1λ3 。↓ 1認 = 126

教育公務関連 43
1000

13

3ρ2 16; 11ス 9↑ 9; 。} 1㌶
情報処理産業 104

1000
26
250 1ま2

21
20.2

12
115 1Jl 。; 12;

その他 2
100c = 1

500 = 二 = = 1

5α0

260



3-19 実 用 エキスパ ー トシステムの評価(1989年)

シ 非 ま ど あ な ほな 鉦
ス 常 あ ち まか とか 面テ に 効 ら り つ ん つ 答ム 効 果 と 効た どた
数 果 が も 果 効

が あ い が 果
あ つ え が
つ た な
た い

合計 123 70 42 8 1 一
2

100.0 56.9 34.1 65 0.8 一
L6

一般 サ ンプル
27 7 13 6 一 一

1
100.0 25.9 48.1 222 　 一

3.7

AIセ ン ター 会員 96 63 29 2 1 一
1

100.0 65.6 30.2 2.1 LO 一
1.0

基礎資材産業 24 14 6 3 1 一 一

100.0 58.3 25.0 12.5 4.2 一 一

加工組立産業 37 22 14 一 一 一
1

100.0 595 37.8 一 一 一
2.7

生活関連産業 2 2 　 一 一 一 一

100.0 100.0 一 一 一 一 一

公共サ ービス関連 10 6 3 一 一 一
1

100.0 60.0 30.0 一 一 一
10.0

商業金融関連 lI 4 6 1 一 一 一

100.0 36.4 545 9.1 一 一 一

教育公務関連 13 7 3 3 一 一 一

100.0 53.8 23.1 23.1 一 一 一

情報処理産業 26 15 10 1 一 一 一

100.0 57.7 385 3.8 一 一 一

その他 一 一 　 　 一 一 一

『 一 一 一 一 一
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3-20知 識獲得の方法(1989年)

件 イ バ解 弟 整方 知 を 整 ン そ 無
数

多
1析
バ方 言

理法
さ論

識利
獲用

理 ト
さか

の
他

回
答

ビ ル法 り れを 得 れ ら
ユ プ 方 た利 支 た知
[ 口 式 知用 援 ド識

方 ト 識 ツ キ を

式 コ 獲 | ユ獲

ル 得 ル メ得

.合 計 163 130 2 22 11 4 83 19 5

100.0 79.8 1.2 13.5 6.7 2.5 509 lL7 3.1

一般 サ ンプル 55 43
一 4 2 1 27 8 3

100.0 78.2 } 7.3 3.6 1.8 49.1 14.5 5.5

AIセ ン ター 会 員 108 87 2 18 9 3 56 ll 2

100.0 8α6 L9 16.7 83 2.8 51.9 10.2 1.9

基礎資材産業 28 26
一 3 1 1 ll 5

一

100.0 92.9 一 10.7 3.6 3.6 39.3 17.9
一

加工組立産業 38 29 1 5 5 2 19 5 2

100.0 76.3 2.6 13.2 13.2 5.3 50.0 13.2 5.3

生活関連産業 7 7
一 1 一 一 4 1

}

100.0 100.0 一 14.3 一 一 57.1 14.3
一

公共サー ビス関連 18 14
一 2 2 一 13 3

一

100.0 77.8
一

ll.1 ll.1 一 722 16.7
一

商業金融関連 巨4 10
一 一 1 1 9 1

一

100.0 7L4
一 一

7.1 7.1 64.3 7.1
一

教育公務関連 21 11 1 4 1 一 10 1 3

100.0 524 4.8 19.0 4.8 一 47.6 4.8 14.3

情報処理産業 35 31
一

7 1 一 16 3 一

100.0 88.6 一 20.0 2.9 一 45.7 8.6 一

その他 2 2
一 } 一 一 1

一 一

100.0 looo 一 一 一 一 500 一 一

3--21知 識 獲得の今後の課題(1989年)

件
数

知の
識整
獲備
得
方
法
論

知の
識整
復備
得
支
援

了
ル

シル
エ等

躍∫備

》

ζ

イ開
ン発
タ環
1境
フ全
工体

イの
ス整

警備

ξ
他

無
回
答

合計 163
100.0 3㍑ 、諺 よ1 281 ㌶ 1膓鵬

一般サ ンプル 55
1000 瀦 1㌶ 鵬 21!1 1』 1諺

AIセ ン タ ー会 員 108
100.0 2』1 2ま1 1昂 1よ1 ㌶ 1;6

基礎資材産業 28
100.0 2&1 14; ㌶ 212 ㌶

●

212
加工組立産業 38

100.0 、翫1 3戊i 。} 1鋭1 己 1ヨ

生活関連産業 7
1000 、&1 1。; 2&i 14; = 1己

公共サー ビス関連 18
100.0 ぷ 161 誌 2遠 = 誌

商業金融関連 14
100.0 5α; 1㌶ = 141 = 21え

教育公務関連 21
1000

8
38.1 gi gl 己 = 1皇6

情報処理産業 35
1000 22; 1謡 2α乙

9
25.7

2
5.7 &1

その他 2
100.0

2
1000 = = = = =

262



3-22エ キ スパ ー トシステム開発体制(1989年)

件
数

専情
門報
家処
が理
参部
西門
しが
て実
施

専K
門E
家が
が実
参施画

し
て

専埋
門部
家門
とが
K協
E力
情し
報て
処

専
門
家
が
主

体
と
な
る

情主報
体
処と
麗な
部る
門
が

そ
の

他

無
回
答

合計 163

100.0

21

12.9

35

21.5

56
34.4

17
10.4

18
11.0

5

3.1 謁
一般サ ンプル

55

100.0

10
18.2

3

55

24
43.6

4

7.3

9
164

2

3.6

3

55

AIセ ン タ ー会 員 108
100.0

ll
lO.2

32

29.6

32
29.6

13

12.0

9

8.3
3
2.8

8

7.4

基礎資材産業 28
100.0

8
28.6

7

25.0

8
28.6

1

3.6

3

10.7 = 辻
加工組立産業 38

100.0
1

2.6

10

26.3

12
31.6

5

13.2

4

105

2

5.3
4

10.5

生活関連産業 7
100.0 二

1

14.3

5

71.4 =
1

143 = =

公共サ ー ビス関連 18
100.0

5

27.8

4

22.2

5
27.8

1

5.6 = 3
167 二

商業金融関連 14
100.0

3
21.4

1

7.1

8
57.1 =

2

14.3 = =

教育公務関連 21
100.0

2
95

1

4.8

5
23.8

5
23.8

3

14.3 = 5
23.8

情報処理産業 35
100.0

1

2.9

10
28.6

13

37.1

5

14.3

5

14.3 = 1

2.9

その他 2
100.0

1
50.0

1

50.0 = = = = =

3-23エ キスパー トシステム開発のために利用 したい外部機関(1989年)

件
数

大研
学修
そ機
の関
他
公
的

民間

研
修
機
関
専
門
家

ヲ萱

↓

イ7

フ

膓

;

;
ス

元
他

利用

は
考え

5

ξ

無
回答

合計 163
100.0

54

33.1 1召
59
36.2

66
405 1』 ㌶ 41

一般サ ンプル 55
100.0

13

23.6 161
29
52.7 、日 鋭1 τ書 。書

AIセ ン タ ー会 員 108
100.0

41

38.0 1;;
30
27.8

41
38.0 α1 1よ1 ヨ

基礎資材産業 28
100.0

6
2L4 。1 ぷ 3よ; 鋭1 1.; =

加工組立産業 38
100.0

12
3L6 ヨ 1&1

16
42.1 = 211 乳;

生活関連産業 7
100.0 = = 3

42.9

4

57.1 = 14; =

公共サー ビス関連 18
100.0 2戊 161

7
38.9

14

77.8
= 誌 =

商業金融関連 14
100.0 141

4
28.6

7
50.0

6
42.9 二 7} 1.1

教育公務関連

.

21
100.0

10
47.6 196 3&1 2遠 gl 1。; 4;

情報処理産業 35

1000

19
54.3

9
25.7

8

22⑨

9
25.7 = 114 ㌶

その他 2
1000 =

1

5α0

1

5α0

1

5α0
= = =
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3-一一24エ キ スパー トシステム導入 ・実用 化の問題(1989年)

件
数
現 不
在足
ので

技 役
術に
でた
はた

能な力
い

シが
うか
アか
ムり
開通

発ぎ5
る

《

知不
識足
工で
ンあ

ジる

;
が

適が
切な
ない
開
発
用

了
ル

知あ
織る
獲
得
に
障害

が

二分

1野
ズが
のな
あい
る

適当

な

専 し
門か
家移
の植

業で務 き

のな
一い

部

想数
定が
にか
対か
しり
てす
開 ぎ
発る
工

機困
能難
ので
追あ
加る
修
正
が

知 ナ
識 ン
ベス

1が
ス困
の難

;
テ

操作

性
が
悪
い

開で
発 問者 わ

が ら
メ ざ
ンる
テを
ナ得
ンな
スい

そ
の
他

無回

答

合計 163

100.0

30

18.4

32
19.6

57

35.0

27

16.6

75
46.0

18
11.0

38
23.3

28

17.2

14
8.6

40

24.5

10

6ユ

53
32.5

14

8.6

5

3.1

一般サ ンプル
55

100.0

11
20.0

9
16.4

22

40.0

11

20.0

21
38.2

10
18.2

15

27.3

9
16.4

6

匡0.9

13

23.6

3

5.5

20

36.4

5

9」

3

5.5

AIセ ン タ ー

会 員

108
100.0

19
17.6

23
21.3

35

32.4

16

14.8

54
50.0

8
7.4

23

2L3

19
17.6

8
7.4

27

25.0

7
65

33
30.6

9

8.3

2

1.9

基礎資材産業 28

100.0

4

14.3

6
2L4

14

5α0

5

17.9

14
50.0

3
10.7

4

14.3

6
21.4

1

3.6

4

14.3

2

7」

9
32.1

2

7.1 =

加工組立産業 38
100.0

7

18.4

7

18.4

8

21.1

4

105

19
50.0

3
7.9

10
263

5

13.2

2
5.3

ll
28.9

3
7.9

13
34.2

5

3.2

1

2.6

生活関連産業 7

100.0 =
4

57.1

4
57.1

3
42.9

2

28.6

2

28.6

3
429

2

28.6

2
28.6

2
28.6 =

3
42.9

l

I4.3 =

公共サ ービス
関連

18

100.0

4

22.2

3

16.7

6

333

5
27.8

9
50.0

3
16.7

9
50.0

2

11.1

3

16.7

4

22.2

3

16.7

7
38.9

2

11.1 =

商業金融関連 14

100.0

2
14.3

1

7.1

6

42.9

1

7.1

7

50.0

3
2L4

2
14.3

1

7.1

1

7.1

5
35.7 =

5
35.7

1

7.1

1

7」

教育公務関連 21

100.0

5
23.8

2
9.5

9

42⑨

4
19.0

ll

52.4

3
143

2
9.5

3
143

2

95

6
28.6

1

4.8

4

19.0

2

9.5

2

95

情報処理産業 35
100.0

8
22.9

9
25.7

9
25.7

5
14.3

13
37.1

1
2.9

7
20.0

9
25.7

3
8.6

8
22.9 二

12
34.3

1

2.9

1

2.9

その他 2
100.0 = =二

1
50.0 = = =

1
50.0 二 = =

1
50.0 = = =

3-25エ キスパー トシステム開発 ・導入のための累積投資額(1989年)

資 五 一 三 五 一 二 五 二 百 五 五 無
金 百 千 千 千 億 億 億 十 億 百 百 回
運 万 万 万 万 円 円 円 億 円 億 億 答

用 円 円 円 円 未 未 未 円 未 円 円
回 未 未 未 未 満 満 満 未 満 未 以

答

藁

満 満 満 満 満 満 上

数

合計 148 24 15 26 29 23 16 ll 2 2 一 一 15

looo 16.2 10.1 17.6 19.6 15.5 10.8 74 1.4 14 一 一 一

コ ン ピ ュ ー タ 51 H 5 12 10 7 3 2
一

1
一 一 4

ユ ー ザ ー 100.0 215 98 23.5 19.6 13.7 5.9 3⑨ 一 2.0 一 一 －

AIセ ンター会員 97 13 10 14 19 16 13 9 2 1
一 一 ll

looo 134 1α3 14.4 196 165 134 9.3 2.1 LOL 一 一 一

基礎資材産業 27.0 2 2 7 6 6 2 1 1
一 一 一 1

100.0 74 74 25⑨ 22.2 22.2 74 3!7 3.7 一 } 一 一

加工組立産業 32 7 4 4 6 4 4 3
一 一 6

1000 21.9 12.5 12.5 18.8 125 12.5 94 一 一 一

生活関連産業 6 1 1 2 一 一 2 一 一 一 1

1000 167 167 33.3 33.3 一 一 一

公共 サー ビス関連 18 1 3 4 2 7 一 1
一 一 一 一 一

100.0 56 167 22.2 11.1 38.9 一 5.6 一 一 一 一 一

商業金融関連 12 1 1 3 3 1 一 2 一
1

一 一 2

1000 8.3 8.3 25 25 8.3 鳳7 &3
一

教育公務関連 18
1000

6
33.3 辻

3
16.7 113 16 誌 誌 = 誌 = = 2

情報処理産業 33
1000 1&1 9言

2

ω

9
27.3 言

7
2L2

3
91 鋭↓ = = = 』

その他 2 一 一 1 1 一 一 一 一 一 一 一 一

1000 一 一 5α0 500 一 一 一 一 一 一 一 一
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3-26エ キ スパ ー トシステム開発 ・導入の ための累積投資額(1989年)

回
答
事
業
所
数

五
百
万
円
未
満

享
万
円
未
満

三
千
万
円
未
満

五
千
万
円
未
満

亘
円
未
満

二
億
円
未
満

五
億
円
未
満

二
十
億
円
未
満

百
億
円
未
満

五
百
億
円
未
満

五
百
億
円
以
上

無
回
答

合計 141
100.0

9

64

7
5.0

12

85

20

14.2

27

19.1

26

18.4

27

19.1

10

7.1

3

2」 = = 竺

コ ン ピュ ー タ

ユ ーザ ー
47
100.0

4
85

4
8.5

5

10.6

4

85

10
2L3

11

23.4

6

12.8

2
4.3

1

2.1 二 = 』

AIセ ン ター 会 員 94
100.0

5

5.3

3
3.2

7

7.4

16
17.0

17

18.1

15

16.0

21

22.3

8

8.5

2

2」 = = 竺

基礎資材産業 26

100.0
= 2

7.7

1

3.8

4

15.4

5

19.2

6

23.1

4

15.4

3

1L5

1
3.8 = = 2

加工組立産業 32
100.0

3

9.4

3

94

3
9.4

5

15.6

4

125

5

15.6

6

18.8

3

9.4

一

二 = 』

生活関連産業 5

100.0 = =
1

20.0

1

20.0

1

20.0

1

20.0

1

20.0 = = =二 = 2

公共 サー ビス関連 16

100.0 二
1

6.3

2

12.5

3
18.8

3

18.8

4

25

2

12.5

1

6.3 = 二 = 2

商業金融関連 11

100.0

1

9.1 = =
1

9.1

3
27.3

4

36.4

1

9」 二
1

9.1 = = 』

教育公務関連 18

100.0

2

11.1

1

5.6

4

22.2

1
5.6

2

1L1

3

167

4

22.2 二
1

5.6 = = 』

情報処理産業 32

100.0

3

94 =
1

3.1

5

15.6

8
25.0

3

9.4

9

28」

3
9.4 二 二 = 』

その他 l

IOO.0 二 = = 二
1

1 二 二 = = = = 」

3-27機 械翻訳システムの導入状況(1989年)

回
答
事
業
所
数

導

入
利
用

セ

Σ

今
後
導

入
利
用
予
定

予
定
な
し

無
回
答

合計 299

100.0 1謂 1豊
213
734 ≡

コ ン ピ ュー タユ ー ザ ー 133
100.0 ㌶ 1器

99
74.4 竺

AIセ ン タ ー会 員 157
100.0 1翌 1鴛

114
72.6 ≡

基礎資材産業 50
100.0 141 1.8

37

74.0 』

加工組立産業 55
100.0 弓

11

2α0

40
72.7 1

生活関連産業 12
100.0 = 1.}

10
83.3 3

公共サー ビス関連 31

100.0 紘 1ぷ
26

83⑨ 』

商業金融関連 27
100.0 訪

6
222

20

74.1 」

教育公務関連 46
100.0

12
261

11
23.9

23
500 』

情報処理産業 67
100.0 98 98 8ξ1 2

その他 2

100.0 = =
2
1000 2
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3-28機 械翻訳システムの累積投資額(1989年)

回
答
事
業
所
数

五
百
万
円
未
満

三
万
円
未
満

三
千
万
円
未
満

五
千
万
円
未
満

雇
円未

満

二
億
円未

満

五
億
円
未
満

二
十
億
円
未
満

百
億
円
未
満

五
百
億
円
未
満

五
百
億
円
以
上

無
回
答

合計 22

100.0

10

45.5

6

27.3

1

4.5

1

4.5 4;
2

9.1 =
1

4.5 二 = = 2

コ ン ピュ ー タ

ユ ーザ ー
6

100.0

4

66.7

2

33.3 = = 二 二 = 二 二 = = 』

AIセ ン ター 会 員 16
100.0

6

37.5

4

25.0

1

6.3 6; 6;
2

12.5 =
1

6.3 = = = 』

基礎資材産業 6

100.0

2

33.3

3
50.0 二

1

167 = = = = = = = 」

加工組立産業 3
100.0 =

2

66.7 = 二 =
1

33.3 = = = = = 」

生活関連産業 = = 二 = = 二 = = = = = = =

公共 サービス関連 l

lOO.0

1
100.0 = = = = = = = = = = =

商業金融関連 O
lOO.0 = = = = = 二 = 二 = = = 」

教育公務関連 8
100.0

6
75.0

1

12.5 = = = 重

125
二 = = = = ゴ

情報処理産業 4

[00.0

1

25.0 =
1

25.0 =
1

25.0
= = 1

25.0 = = = 2

その他 = = = = 二 = = 二 = = = = =

3-29知 能 ロボ ッ トの導入状況(1989年)

暴嚢

裏

導

λ
利
用
し

5
る

今
後導

入

利
用
予定

予
定
な
し

無
回
答

合計 292
100.0 λ1 、8;

224
76.7 ≡

コ ン ピ ュ ー タユ ーザ ー 134
100.0 2 1～1 ぷ 竺

AIセ ンター会員 158
100.0 2

41
25.9 』1儂 誓

基礎資材産業 50
1000 λ↓ ,藷

33
66.0 』

加工組立産業 52
1000 1; 21

40.4
30
57.7 竺

生活関連産業 12
1000 = 16} 、鵠 』

公共サー ビス関連 32
100.0 = 9 .

28.1
23-
71.9 』

商業金融関連 28
100.0 = = 28

1000 =

教育公務関連 47
1000

2
4.3 1.1 37

78フ
1

情報処理産業 69
100.0

3
4.3 え

61
884 」

その他 2
1000 = = 2

1000 3

⑱
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3-30画 像理解システムの導入状況(tg89年)

回
答
事業

所
数

導

入
利
用
し

5
る

今
後
導

λ
利
用
予
定

予

定
な
し

無
回
答

合計 296

100.0

31

105
99

33.4

166
56.1 竺

コ ン ピュ ー タユ ー ザ ー 136
100.0

12

8.8
33
24.3

91
66.9 口

AIセ ン ター 会 員 160

100.0

19
1L9

66

4蓋.3

75
46.9 誓

基礎資材産業 50

100.0

4

8.0
18

360

28
56.0 』

加工組立産業 53
100.0

7
132

21
39.6

25

47.2 了
生活関連産業 12

100.0 = 3
25.0

9

75.0 3
公共サー ビス関連 31

100.0
4

12.9
12

38.7

15
48.4 』

商業金融関連 28
100.0

2

7」

7
25.0

19
67.9 =

教育公務関連 49

{00の
8
16.3

15
30.6

26

53」 』

情報処理産業 71
100.0

6

8.5

23

32.4

42

59.2 』

その他 2
100.0 二 =

2
100.0 」

3-31 画像理解システムの累積投資額(1989年)

回
答
事
業
所
数

五
百
万
円
未満

〒
万
円
未
満

三
千
万
円
未
満

五
千
万
円
未
満

萩
円
未満

二
億
円
未
満

五
億
円
未
満

二
十
億
円
未
満

百億

円未

満

五
百
億
円
未
満

五
百
億
円
以
上

無
回
答

合計 29
100.0 1α;

7
24.1 1え 1α; 己 1α] 1ヨ nl = = = 』

コ ン ピ ュー タ

ユ ー ザ ー
12
100.0 16}

4
33.3 &; 16多 = &; &; &; 二 = = 二

AIセ ン タ ー会 員 17
100.0 i; 1ア1 4

23.5 5; 晶 11』 1え 11』 = 二 = 三
基礎資材産業 4

100.0 = = 1
25.0

2
50.0 = = = 1

25.0 = = = =
加工組立産業 6

100.0 = = 16} 161 161 161 16} 16} = = = 」
生活関連産業

= 二 = = = = 二 = = = = = =
公共サー ビス関連 3

100.0 =
2

66.7 = = = 3辻 = = = = = 」
商業金融関連 2

100.0 二
1

50.0
1
5α0 = = = 二 二 = = = =

教育公務関連 8
100.0

2

25.0

2

25.0
2
25.0 = = 121 = 12; = = = =

情報処理産業 6
1000 16}

2

33.3 = = = = 3

50の
= 二 = = =

その他

一 = = = = = 二 = = = = = = =
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3-32音 声理解システムの導入状況(1989年)

回
答
事
業
所
数

導

入
利
用

£

;

今後

導
入

利
用
予
定

予定

な
し

無
回
答

合計 291
100.0 3↑

79

27」

203

69.8
竺

コ ン ピュ ー タユ ーザ ー 133
100.0 α; 12}

110

82.7 竺

AIセ ン ター 会 員 158
100.0 謡

57
36.1

93

58.9
竺

基礎資材産業 51
100.0 ㌶

17
33.3

32
62.7 』

加工組立産業 51
100.0 5;

18
35.3

30

58.8
ヨ

生活関連産業 12
100.0 = 1.1

10
83.3 』

公共サー ビス関連 30
100.0 = ll

36.7

・19

633
』

商業金融関連 28
100.0 3』 1ア;

22
78.6 =

教育公務関連 46
100.0 21

10
21.7

35
76.1 』

情報処理産業 71
100.0 。1

16
22.5

53
74.6 』

その他 2
100.0 = = 2

100.0 2

3-33音 声理解システムの累積投資額(1989年)

回
答
事
業
所
数

五
百
万
円
未
満

早
万
円
未
満

三
千
万
円
未
満

五
千
万
円未

満

這
円
未
満

二
億
円
未満

五
億
円
未満

二
十
億
円未

満

百
億円

未満

五
百億

円未

満

五
百億

円以

上

無
回
答

合計 9
100.0 1L} 11]

2

22.2 11.} 111 = 11.}
2
22.2 = = = =

コ ン ピ ュ ー タ

ユ ーザ ー
1
1000 = = l

lOO.0 二 = = = = = = = =

AIセ ン ター 会 員 8
1000 1己 1暴 12; 1暴 1暴 = 12;

2

25.0・ = = = =

基礎資材産業 2

100.0 =
1

50⑩

1
50.0 = = = = = = = = =

加工組立産業 3
100.0 = = 3詰 = 3詰 = 33; = 二 = = =

生活関連産業 = = = = = = = 二 = = = = =

公共サー ビス関連 = = = = = = = = = = = = =

商業金融関連 1
100.0 = = = .

重

1000 = 二 = = 二 = = =

教育公務関連 1
100.0

1
1000 = = = = = = 二 = = = =

情報処理産業 2
100.0 = = = 二 = = = 2

100.0 = = = = .

その他 = = = 二 = = = = = = = = =
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3-34自 然言語理解 システムの導入状況(1989年)

回 導 今 予 無
答 入 後 定 回
事 ・ 導 な 答
業 利 入 し
所 用 ・

数 し 利
て 用
い 予
る 定

合計 293 12 78 203 35
100.0 4.1 266 693

コ ン ピ ュ ー タユ ーザ ー 133 2 19 1正2 13
100.0 L5 14.3 84.2

A[セ ン タ ー会 員 160 10 59 91 22
100.0 6.3 36.9 56.9

基礎資材産業 51 1 10 40 5
100.0 2.0 19.6 78.4

加工組立産業 53 1 18 34 9
100.0 L9 34.0 64.2

生活関連産業 12 一 1 ll 2
100.0 一

8.3 91.7

公共 サービス関連 30 一
7 23 4

100.0 一 23.3 76.7

商業金融関連 28 一 8 20 一

100.0 一 28.6 71.4

教育公務関連 46 4 10 32 8
100.0 8.7 2L7 69.6

情報処理産業 71 6 24 41 5
100.0 85 33.8 57.7

その他 2 一 一
2 2

100.0 一 一 100.0

3--35自 然言語理解 システムの累積投資額(1989年)

回
答
事
業
所
数

五
百
万
円
未
満

〒
万
円
未
満

三
千万

円
未満

五
千
万
円
未
満

療
円
未
満

二
億
円
未
満

五
億
円
未満

二
十
億
円
未
満

百
億
円
未
満

五
百
億
円
未
満

五
百億

円
以
上

無
回答

合計 10
100.0

4
40.0 = = 2

20.0
2
20.0

2
20.0 = 二 = 二 =

2

コ ン ピュ ー タ

ユ ーザ ー
1

100.0
= 二 二 二

1
100.0 二 二 = = = =

1

AIセ ン ター 会 員 9

100.0

4

44.4
= =

2

22.2 1L} 22; = 二 = = = 」
基礎資材産業 l

lOO.0
l
lOO.0 = = = = = = = = = = =

加工組立産業 1

100.0 = = = 二 = 1
100.0 = = = = = =

生活関連産業
二 = 二 二 = = = = = = = = =

公共サー ビス関連
= = = = = = = = = = = = =

商業金融関連
= = = = = = = = = = = = =

教育公務関連 3
100.0

2
66.7 = = 3鋭1 = = = = = = = 」

情報処理産業 5
100.0

1

20.0
= = 1

20.0
2
40.0

1
20.0 = = = = = 」

その他

一
= = = = = = = = = = = = =

269
、



'

3-36そ の 他のAlシ ス テムの導 入状況(1989年)

回 導 今 予 無

答 入 後 定 回

事 . 導 な 答
業 利 入 し

所 用 .

数 し 利
て 用
い 予
る 定

合計 297 23 128 146 31

100.0 7.7 43.1 49.2 一

コ ン ピュ ー タユ ーザ ー 134 6 40 88 12

100.0 45 29.9 65.7 －

AIセ ン タ ー会 員 163 17 88 58 19

100.0 10.4 54.0 35.6 一

基礎資材産業 51 3 17 31 5

100.0 5.9 333 60.8 一

加工組立産業 54 6 26 22 8

100.0 U.1 48.1 40.7 一

生活関連産業 12 一 3 9 2

100.0 一 25 75 一

公共サ ービス関連 31 一 16 15 3

100.0 一 51.6 48.4 　

商業金融関連 28 1 9 18 一

100.0 3.6 32.1 64.3 一

教育公務関連 49 6 17 26 5

100.0 12.2 34.7 53.1 一

情報処理産業 69 7 39 23 7

100.0 10」 56.5 33.3 一

その他 3 一 1 2 1

100.0 一 33.3 66.6
一

▼
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3-37エ キ スパー トシステム試験使用 開始 時期(1989年)

回
答
事
業
所
数

現在

使
用
中

1
年
以
内

3
年
以
内

5

年
以

内

10
年
以
内

10

年以

上

後

無
回
答

合計 328
100.0

163

49.7 1～1 1掲 《; 1ξ 21 1ま1
コ ン ピュ ー タ ・ユ ーザ ー 146

100.0
59

404 1芸 11!; ;1 41 蓋 1《;
AIセ ン ター 会員 182

100.0
104

57.1 嘉 1～; ㍑ 二 Ll ㍑
基礎資材産業 56

100.0 5弘 12; 1α! &; 1』 1; &;
加工組立産業 62

100.0 5藷 gl 1㌶ ヨ = 1↓ gl
生活関連産業 14

100.0

9
64.3 ア}

3

2L4 = = = d
公共 サー ビス産業 34

1000

19
55.9 1藷 ㌶ &1 21 2; 日

商業金融関連 28

亘00.0 ぷ 1α1 = 71 辻 = 1㌶
教育公務関連 54

100.0
16
29.6 9; 11.1 9; ,2 ,2 16

29.6

情報処理産業 76
100.0

33
43.4 1.1 1よ1 1呈1 = 1; 11』

その他 4
100.0

2

50.0 = = = = = 5α;

3-38エ キスパー トシステム本格使用開始時期(1989年)

回 現 1 3 5 10 10 鉦
答 在 年 年 年 年 年 薗
事 使 以 以 以 以 以 答
業 用 内 内 内 内 上
所数 中 後

合計 328 82 39 69 49 30 13 46
100.0 25.0 lL9 21.0 14.9 9.1 40 14.0

コ ン ピュ ー タ ・ユ ーザ ー 正46 24 20 25 23 16 8 30
looo 16.4 13.7 17.1 15.8 ll.0 55 20.5

AIセ ンター会員 182 58 19 44 26 14 5 16
100.0 3L9 10.4 24.2 14.3 7.7 2.7 8.8

基礎資材産業 56 17 8 11 8 6 1 5
100.0 304 14.3 19.6 14.3 10.7 L8 89

加工組立産業 62 22 6 Il 14 3 2 4
Iooρ 35.5 9.7 17.7 2λ6 4.8 3.2 6.5

生活関連産業 13 3 4 4 2 『 一 1
100.0 214 28.6 28.6 14.3 一 一 7.1

公共サー ビス産業 34 7 2 12 4 5 1 3
100.0 2α6 5.9 35.3 ll.8 14フ 2⑨ 8.8

商業金融関連 28 8 8 4 3 2 一 3
100.0 28.6 28.6 14.3 1α7 7.1 一 1α7

教育公務関連 54 8 3 9 7 3 6 18
1000 14.8 5.6 16.7 130 5.6 lL1 33.3

情報処理産業 76 17 8 17 10 11 3 10
100.0 224 1α5 22.4 13.2 14.5 3.9 13.2

その他 4 一 一
1 1 一 一 2

Iooの 一 一 25.0 25.0 一 一 5α0
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3-39 機械翻訳システム試験使用開始時期(1989年)

回
答事

業
所
数

現
在
使
用
中

1

年以

内

3
年
以
内

5

年
以

内

10
年
以
内

10

年
以
上
後

無
回答

合計 328

100.0 1謂 ～1 1認 、昆 吉 1£;
102

31.1

コ ン ピ ュー タ ・ユ ーザ ー 146

100.0 是 。; 1;; 1ξ1 ll!1 1ま;
51

34.9

AIセ ン ター 会 員 182

】00.0 1£1 ぷ 1;; 1昂 拶 1召
51
28.0

基礎資材産業 56

100.0 1α1 ㌶ 1;1
13

23.2 lz; 。;
13

23.2

加 工二組 立産業 62
100.0 &{ &{

}5

24.2 113 61 謡
20

32.3

生活関連産業 14
100.0 = 二

4
28.6

3
21.4 二

3
2L4

4
28.6

公共サー ビス産業 34
100.0 8』 。1 ll』 14i 53 1謡

ll

32.4

商業金融関連 28
100.0 辻 辻 1α1 14; lJ

6

21.4

8

28.6

教育公務関連 54
100.0 1謡 ㌶ 111 ll∫ 。1 13る

21

38.9

情報処理産業 76
100.0 ll』 。1 1退 1㌶ 1翌 9;

22
28.9

その他 4
100.0 = =

1

25.0
二 = = 3

75.0

3-40 機械翻訳システム本格使用開始時期(1989年)

冒藁

裏

現
在
使
用
中

1

年
以

内

3
年
以
内

5
年
以
内

10

年以

内

10
年
以
上
後

無
回
答

合計 328
1000 弓 ぷ ま;

62
18.9 1塁 認 拐1

コ ンピ ュ ー タ ・

ユ ーザ ー

146
100.0 ヨ ㌶ 31 121 1ξ重 1㌶

56

384

AIセ ン ター 会 員 182
1000 2 21 1召

38

2α9 12; 1』1 3ξ;

基礎資材産業 56
1000 1; 1; a

12

214

16
28.6 1』1

12

214

加工組立産業 62
1000 ヨ 。; 9!

14

22.6 1.1 lzl
20

323

生活関連産業 14
1000 = = 1㌶

4

28.6 戊{
3
214

4
28.6

公共サービス産業 34
1000 = = &1 1嘉

7

2α6 172
12
35.3

商業金融関連 28
1000 誌 = 辻

6
214 1」

7
250

8
285

教育公務関連 54
1000 il 51 a 11至 ⊇ 1器

25
46.3

情報処理産業 76
1000 21 1;

7
免2

13
17.1

10
132

16
21.1

27
355

その他 4
1000 = = =

1
250 = =

3
750
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3-41知 能ロボッ ト試験使用開始時期(1989年)

回 現 1 3 5 10 10 無
答 在 年 年 年 年 年 回
事 使 以 以 以 以 以 答
業 用 内 内 内 内 上
所
数

中 後

合計 328 7 7 39 42 40 66 127
100.0 2.1 2.1 11.9 12.8 12.2 20」 38.7

コ ン ピュ ー タ ・ユ ーザ ー 146 3 2 17 …7 16 32 59
100.0 2.1 L4 1L6 lL6 11.0 2L9 40.4

AIセ ン ター 会 員 182 4 5 22 25 24 34 68
100.0 2.2 2.7 12」 13.7 13.2 18.7 37.4

基礎資材産業 56 1 　 11 U 9 10 14
100.0 1.8 一 19.6 19.6 16.1 17.9 25.0

加工組立産業 62 2 4 12 9 8 5 22
100.0 32 6.5 19.4 14.5 12.9 8.1 35.5

生活関連産業 14 } 一 2 2 4 2 4
100.0 　 一 143 14.3 28.6 14.3 28.6

公共サー ビス産業 34 一 2 7 3 4 5 13
100.0 一 5.9 2α6 8.8 ll.8 14.7 38.2

商業金融関連 28 一 1 一 4 2 11 10
100.0 一 3.6 一 143 7」 39.3 35.7

教育公務関連 54 1 一 5 7 3 11 27
100.0 L9 一 9.3 13.0 5.6 20.4 50.0

情報処理産業 76 3 一 2 6 9 22 34
100.0 3.9 一 2.6 7.9 11.8 28.9 14.7

その他 4 一 一 一 一
1 『 3

100.0 一 一 『 一 25.0 一 75.0

3-42知 能ロボッ ト本格使用開始時期(1989年)

回 現 1 3 5 10 10 無
答 在 年 年 年 年 年 回
事 使 以 以 以 以 以 答
業
所
数

用
中

内 内 内 内 上
後

合計 328 4 一 18 32 44 95 135
100.0 1.2 一 5.5 9.8 B.4 29.0 4L2

コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ーザ ー 146 2 一 7 16 18 41 62
looo 14 一 4.8 Il.0 12.3 28.1 425

AIセ ン ター 会員 182 2 一 ll 16 26 54 73
100.0 Ll 一 60 8.8 14.3 29.7 40.1

基礎資材産業 56 1 一 9 15 15 16
100.0 1.8 一 16.1 268 26.8 28.6

加工組立産業 62 一 一 9 10 9 13 21
100.0 一 一 14.5 16.1 145 21.0 33.9

生活関連産業 14 一 一 2 2 2 4 4
Iooo 一 一 14.3 143 14.3 28.6 28.6

公共サー ビス産業 34
一 一 2 4 5 10 13

looρ
一 一 5.9 ll.8 14.7 2免4 38.2

商業金融関連 28
一 一 1 2 3 12 10

looo 『 一 3.6 7.1 10.7 42.9 35.7

教育公務関連 54 1 一 3 3 6 12 29
looo L9 一 5.6 5.6 11.1 22.2 53.7

情報処理産業 76 2 一 1 2 4 28 39
100.0 2.6 一 1.3 26 5.3 36.8 5L3

その他 4 一 一 一 一 一
1 3

100 一 一 一 一 一 25⑩ 75.0
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3-43 自動プログラミングシステム試験使用開始時期(1989年)

回答

事業

所
数

現
在
使用

中

1

年
以
内

3

年
以

内

5

年以

内

10
年
以
内

10

年
以
上
後

無
回
答

合計 328
100.0 。1 ま}

68

20.7

67
20.4 1～; 181

101

30.8

コ ン ピュ ー タ ・ユ ーザ ー 146
100.0 。1 ㌶ 1題

30

20.5 lll8 ll!1
51

34.9

AIセ ン タ ー会 員 182

100.0 。6 。1
42

23.1

37
20.3 1』1 鴉

50
275

基礎資材産業 56

100.0 1』 ㌶
12

2L4

14
25.0 。; 1α!

16

28.6

加1工組 立産業 62

100.0
= ぱ{

14

22.6

14
22.6 1岩 。1

17

27.4

生活関連産業 14
100.0 = =

3

21.4

4

28.6 ア} 1。}
4

28.6

公共サ ー ビス産業 34

100.0
= 2;

{0

29.4 141 141 ll』
9

26.5

商業金融関連 28
100.0 = =二

8

28.6

7

25.0 71 1.1
8

28.6

教育公務関連 54
100.0 ㌶ = 1鋭; H∫ 1鋭; 1;1

22

40.7

情報処理産業 76
100.0 ,] 鋭; 1㌶

17

22.4 11』 璃
23

30.3

その他 4

100.0 =
1

25.0
= =

1

25.0
= 2

50.0

3-44 自動プログラミングシステム本格使用開始時期(1989年)

回 現 1 3 5 10 10 無

答 在 年 年 年 年 年 回

使 以 以 以 以 以 答

藁
所

用
中

内 内 内 内 上
後

数

合計 328 4 5 21 64 69 58 107

100.0 1.2 1.5 64 19.5 2LO 17.7 32.6

コ ン ピュ ー タ ・ユ ーザ ー 146 一 2 9 29 31 22 53

100.0 一 1.4 6.2 19.9 2L2 15ユ 363

AIセ ン ター 会 員 182 4 3 12 35 38 36 54

100.0 2.2 1.6 6.6 19.2 2α9 19.8 29.7

基礎資材産業 56 1 1 2 12 15 9 16

100.0 L8 L8 3.6 2L4 26.8 161 28.6

加工組立産業 62 一
3 6 13 13 ll 16

looo 一 4.8 9.7 21.0 21.0 17.7 25.8

生活関連産業 14
一 一 一 4 2 3 5

looo 一 一 一 28.6 14.3 2L4 35フ

公共サー ビス産業 34 一 一 1 7 10 6 10

100.0 一 一 2.9 20.6 294 17.6 29.4

商業金融関連 28 一 一 2 9 6 3 8

looρ
一 一 7」 321 214 10.7 28.6

教育公務関連 54 1
一 2 3 10 13 25

looo L9 一 3.7 5.6 185 24.1 463

情報処理産業 76 2 一 8 16 13 12 25

100ρ 26 一 10.5 2L1 17.1 15.8 32.9

その他 4
一 1 一 一 一 1 2

1000 一 25の 一 一 一 25.0 5α0
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3-45 画像理解システム試験使用開始時期(1989年)

回答

事
業
所数

現
在
使
用
中

1
年
以
内

3

年
以

内

5
年
以
内

10

年以

内

10

年以

上

後

無
回
答

合計 328
100.0 膓? そ1 刀 1』] 1～1 ;1 溜

コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ーザ ー 146

100.0 。1 4; 1題 1;1 1麦1 ;1 ,ξ;
AIセ ン タ ー会 員 182

100.0 拐 題 1』1 、8; 題 鴉 2』1
基礎資材産業 56

100.0 ㌶ 52 2;; 161 161 8; 2;1
加工組立産業 62

100.0 ll] 語 1;1 1㌶ 1」 ヨ 2』1
生活関連産業 14

100.0
二 14; ,4} 1。} 、㌶ ,.1 2&1

公共サ ー ビス産業 34

100.0 。1 1肩 2α; &i 1肩 81 2ぱ
商業金融関連 28

100.0 。1 辻 1弓 、。1 7.1 1.1 2&1
教育公務関連 54

100.0 ,2 52 111 16! ヨ 1.1 22

40.7

情報処理産業 76
100.0 ぷ 61 1㍑ 1㍑ ,8 1;; 38]

その他 4
100.0 = = = 1

25.0 = = 5α1

3-46画 像理解 システム本格使用開始時期(1989年)

暴薫

製

現
在
使
用
中

1

年以

内

3

年
以

内

5
年
以
内

10

年以

内

10

年
以
上

後

無
回
答

合計 328
100.0 ま1 ぷ 1～1 認 1認 1習 携

コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー 146

100の 謡 看 昌 1;; 1ξ; 1よ; 38
AIセ ン タ ー会 員 182

100.0 21 21 1膓; 181 1』1 1』1 ,潟
基礎資材産業 56

100.0 壷 二 &; 161
16

28.6 1.1 14
25.0

加工組立産業 62

100.0 鋭; 4; 1㌶ 1拐 1拐 11] 16
25.8

生活関連産業 14
100.0 = = 1.1 212 1。; 2㌶ 212

公共サ ービス産業 34
100.0 メ = 1.1 7

2α6 1濤 141 10

29.4

商業金融関連 28
1000 。1 = ㌶

8
28.6 1。; 1㌶

7

25.0

教育公務関連 54
100.0 ㌶ 。1 ア1 γ1 161 1器

22
40.7

情報処理産業 76
100.0 = 。1 gI 9; 1豊

19
25.0

31
40.8

その他 4

100.0 = 二 = = 1
250 二

3
75.0
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3-47音 声理解システム試験使用開始時期(1989年)

回
答
事業

所
数

現在

使用

中

1
年
以
内

3
年
以
内

5

年
以

内

10

年以

内

10
年
以
上
後

無
回
答

合計 328

100.0 16 ま] 1藷 語 1指 1駕
113

345

コ ン ピュ ー タ ・ユ ー ザ ー 146

100.0 = 1] 1君 1ぷ 1穎 1穎
56

3&4

Alセ ン タ ー会 員 182

100.0 21 。; 1㌶ 18; 1～8 1駕
57

31.3

基礎資材産業 56
100.0 1』 = 1よ1 1㌶ 1墨1 12;

15

26.8

加工組立産業 62
100.0 1↓ 。1

15

242 1;; gl 。;
21

33.9

生活関連産業 14

100.0 = ,] ア}
3

21.4

5
35.7 = 4

28.6

公 共サー ビス産業 34
100.0 = &;

8
23.5 141 ll』 ,3

12

35.3

商業金融関連 28

100.0 3↓ = 1㌶
6
2L4 14書

6
21.4

7
25.0

教育公務関連 54

100.0
= 、↓ 11日 111 ll{

ll

20.4

24

44.4

情報処理産業 76
100.0 1] 弓 1呈; 1;1 1鴉 1』1

27
35.5

その他 4
100.0 = = = 1

25.0 = = 3

75.0

3-48音 声理解システム本格使用開始時期(1989年)

回 現 1 3 5 10 10 無

答 在 年 年 年 年 年 回

使 以 以 以 以 以 答

藁
所

用
中

内 内 内 内 上
後

数

合計 328 2 2 23 49 65 70 ll7

100.0 0.6 06 7.0 14.9 19.8 2L3 35.7

コ ン ピュ ー タ ・ユ ーザ ー 146 一
1 6 16 34 32 57

100.0 } 0.7 4.1 ll.0 233 2L9 39.0

AIセ ン タ ー会 員 182 2 1 17 33 31 38 60

100.0 Ll 0.5 93 18.1 17.0 20.9 33.0

基礎資材産業 56 1
一 一 10 18 12 15

1000 L8 一 一 17.9 32.1 2L4 26.8

加工組立産業 62 一
1 9 12 ll 8 21

looρ
一 L6 14.5 194 17.7 12.9 33⑨

生活関連産業 14
一 一 1 2 6 1 4

1000 一 一 7.1 14.3 429 7.1 28.6

公共サ ービス産業 34 一 一 3 9 5 5 12

100.0 一 一 8.8 265 14.7 14.7 35.3

商業金融関連 28 一 一 2 6 5 8 7

1000 一 一 7.1 2L4 179 28.6 250

教育公務関連 54 一 1 2 3 9 14 25

1000 一 L9 3フ 5.6 16.7 25.9 46.3

情報処理産業 76 1 一 6 7 10 22 30

100.0 L3 一 7.9 9.2 13.2 289 39.5

その他 4
一 一 一 一 1

一 3

1000 一 一 一 一 250 一 75C
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3-49自 然言語理解システム試験使用開始時期(1989年)

回答

事業

所数

現
在
使
用
中

1
年
以
内

3
年
以
内

5

年
以

内

10
年
以
内

10
年
以
上

後

無
回答

合計 328
100.0 22 1: 1駕 1£1 1藷 1駕 兇1

コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー 146
100.0 二 = 。!8 11!8 33

22.6 1』1
59
40.4

Alセ ン タ ー会 員 182
100.0 4茸 ヨ 1闘 121 1』1 1』;

56
30.8

基礎資材産業 56
100.0 1; 1; ㌶ 1.1 3者 1.; 2よ;

加工組立産業 62
100.0 33 =

14

22.6 11] 1～? 9亨 3召
生活関連産業 14

100.0 = = 1.1 = 2&1 、&1 2&1
公共サ ービス産業 34

100.0 = 之; 11意 171 1㌶ 1㌶ 3題
商業金融関連 28

100.0 = 73 17; 14; 1α1 1。;
9

32.1

教育公務関連 54
100.0 ㌶ = llI 9; 161 161

23
42.6

情報処理産業 76
100.0 ⊇ 21 1習 1;1 73 1;; 3』;

その他 4
100.0 二 =

1
25.0 二 = = 3

75.0

3-50 自然言語理解システム本格使用開始時期(1989年)

回 現 1 3 5 10 10 無
答 在 年 年 年 年 年 回
事 使 以 以 以 以 以 答
業
所
数

用
中

内 内 内 内 上
後

合計 328 1 2 22 36 60 89 118
100.0 03 0.6 6.7 1LO 18.3 27.1 36.0

コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー 146 一 一
4 10 31 41 60

100.0 一 一
2.7 68 21.2 28.1 4Ll

AIセ ン タ ー会 員 182 1 2 18 26 29 48 58
100.0 05 1.1 9.9 14.3 15.9 264 31.9

基礎資材産業 56 一
1 1 2 18 19 15

100.0 一 1.8 1.8 3.6 32.1 33.9 268

加工組立産業 62 1
一

7 7 10 15 22
100.0 L6

一
11.3 ll.3 16.1 24.2 35.5

生活関連産業 14 一 一
1 1 3 5 4

100.0 一 一
7.1 7.1 214 35.7 28.6

公共 サービス産業 34 一 『
1 4 6 10 13

1000 一 一 2.9 lL8 17.6 29.4 38.2

商業金融関連 28 一 一
4 5 3 8 8

looの 一 一 14.3 17.9 10.7 28.6 28.6

教育公務関連 54 一 一 3 3 9 14 25
100.0 一 一 5.6 5.6 16.7 25.9 46.3

情報処理産業 76 一
1 5 13 11 18 28

looo 一 1.3 6.6 17.1 145 23.7 368

その他 4 一 一 一 1 一 一
3

100.0 『 一 一 25.0 一 一 75.0
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二茎

3-51 ファジィシステム試験使用開始時期(1989年)

回
答
事業

所
数

現
在
使
用
中

1
年
以
内

3
年
以

内

5
年
以
内

10
年
以
内

10

年以

上

後

無
回
答

合計 328
100.0 1語 1㌫ 1轟 吉 昆 闘

104

31.7

コ ン ピュ ー タ ・ユ ー ザ ー 146

100.0 ㌶ 6; 1～1 1;; 1藷 1;3
56
38.4

AIセ ン ター 会 員 182
100.0 1鍔 1』1

40

22.0 ;1 器 4;
48
26.4

基礎資材産業 56
100.0 1.! &; 1』1 14! 12; 12

13
232

加工組立産業 62
100.0 1拐 113

13

21.0 41 61 41
21
33.9

生活関連産業 14
100.0 、。; 7]

3
21.4

4

28.6 ア} ,] 1.1
公共サー ビス産業 34

100.0

8

23.5 1濤 &; ll』 z; 5;
ll
32.4

商業金融関連 28
100.0 a 1㌶

8
28.6 者 ,子 1」 1弓

教育公務関連 54
100.0 ,2 9; ㌶ 13; 9; 1鋭;

23
42.6

情報処理産業 76
100.0 ,3 1謡

20
268 弓 9; 鋭;

26
34.2

その他 4
100.0 = 二

1
25.0 = 二 =

3
75.0

3--52 ファジィシステム本格使用開始時期(1989年)

馨

藁

魏

現
在
使
用
中

1

年以

内

3
年
以
内

5
年以

内

10
年
以
内

10

年
以
上

後

無
回
答

合計 328
100.0 豊 払 1駕 1田 1詣 1£1 兇1

コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ーザ ー 146
1000 21 1] 。1 1讃 1』1 1纏

59
40.4

AIセ ン ター 会 員 182
1000 召 ぼ

40
22.0 1㌶ 揚 1～8

51
280

基礎資材産業 56
1000

3

54 1』 1.; 1墨1 1.1 1』8 、ま1

加工組立産業 62

100の 9! &{ 14;
15
24.2 41 &{

19

30.6

生活関連産業 14

100.0 1㌶ 二 ア}
4
28.6

3
2L4 14; 1.1

公共サ ービス産業 M
100.0 諸 づ

7
20.6 141 &1 &1

12

35.3

商業金融関連 28
1000 τ1 辻

6
2L4

7
250 鋭1

7
25.0

4
143

教育公務関連 54
100.0 ㌶ = 9; ヨ 1鋭;

11

2α4 ぷ
情報処理産業 76

100.0 = 膓1 1㌶ 1よ1 1.1 1捜
30
39.5

その他 4
1000 = = =

1
25.0 = =

3
750

278



3-53ニ ュ ー ロンステム試験使用 開始 時期(1989年)

回
答
事業

所
数

現
在
使
用
中

1
年
以
内

3

年以

内

5
年
以

内

10
年
以
内

翠
以
上
後

無
回
答

合計 328

100.0 5儂 召 1蠕; 1謬 、～; 1裟 摺
コ ン ピュ ー タ ・ユ ーザ ー 146

100.0 鵬 12 晶 1膓↓ 1』1 1ヂ1 3潟
AIセ ン ター 会 員 182

100.0 』3 1』1 1ξ1 1』; ;; 、!1 2拐
基礎資材産業 56

100.0 式 ⊇ 1.1 1.; 1;↓ 21え 2蓋
加工組立産業 62

100.0 9亨 8{ 2』1 1』} 8{ 6; 2』1
生活関連産業 14

100.0 = 7{ = 3蠕 212 1。] 212
公共サー ビス産業 34

100.0 = 141 &1 、ヨ 諸 &1 3昆
商業金融関連 28

100.0 1α1 ア1 1θ 14; 7子
6

21.4 212
教育公務関連 54

100.0 着 ス` 岩 。1 161 1鋭;
23
42.6

情報処理産業 76
100.0 。i ヨ

17

224 1刀 9; 1α1 ,髪;
その他 4

100.0 = = = 1
25.0 = = ,51

3-54ニ ュ ーロ ンステム本格使用開始時期(1989年)

回
答事

業
所
数

現
在
使
用中

1
年
以
内

3

年以

内

5

年
以
内

10

年
以
内

10
年
以
上
後

無
回答

合計 328

100.0 12 1』 18( 1£; 1塁
75

22.9 揚
コ ン ピュ ー タ ・ユ ーザ ー 146

100.0 d ㌶ 、▲ 11!8 1《1
40
27.4

61
4L8

AIセ ン ター 会 員 182

100.0 紘 13 1』1 1』1 1讃 1題
50
27.5

基礎資材産業 56

100ρ 1』 = ㍊ 1λ; よ1 3者 2藷
加工組立産業 62

100.0 1↓ 41 ll3 2』Z 121 11]
17
274

生活関連産業 14

100ρ = = 7{ ア}
4
28.6 351 212

公共サー ビス産業 34
100.0 = = 11』 5; 、ヨ 1.1

14

4L2

商業金融関連 28
100.0 = γ} 1ア; 1τ; τ1

8
28.6

6
2L4

教育公務関連 54
100.0 ㌶ = gl 着 9;

13
24.1

25
46.3

情報処理産業 76
1000 1』 = 1α1 1拐 1豊 、ま!

28
36.8

その他 4
100.0 = = 二 = 1

25.0 = 3
75.0

279

、



3-55エ キ スパ ー トシステ ム5年 後の普及度(1989年)

回 か普 や どい ほ普 全 し 無
答 な及 や ちえ と及 くな 回
事 りす 普 らな ん し 普 い 答
業 のる 及 と い どな 及
所 程 す も い

数 度 る

合計 328 153 94 33 12 3 33
100.0 46.6 28.7 10.1 3.7 0.9 10.1

コ ン ピ ュー タ ・ユ ーザ ー 146 53 42 19 9 1 22

100.0 36.3 28.8 13.0 6.2 0.7 15.1

AIセ ン タ ー 会 員 182 100 52 14 3 2 11

100.0 54.9 28.6 7.7 L6 1.1 6.0

基礎資材産業 56 27 16 8 一
1 4

100.0 48.2 28.6 14.3
一

1.8 7.1

加工組立産業 62 35 15 4 1 巨 6
100.0 56.5 24.2 65 1.6 L6 9.7

生活関連産業 14 7 4 1 1
一

1

100.0 50.0 28.6 7」 7.1
一

7.1

公共サー ビス産業 34 13 12 3 3
一 3

100.0 38.2 35.3 8.8 8.8
一 8.8

商業金融関連 28 16 6 3 1
一

2

100.0 57.1 2L4 10.7 3.6
一

7.1

教育公務関連 54 16 19 5 3
一

ll

100.0 29.6 35.2 93 5.6 一 20.4

情報処理産業 76 38 21 9 3 1 4

100.0 50.0 27.6 11.8 3.9 1.3 5.3

その他 4 1 1
一 一 一

2

100.0 25.0 25.0
　 一 一 50.0

3-56機 械翻訳システム5年 後の普及度(tg89年)

回 か普 や どい ほ普 全 し 無
答 な及 や ちえ と及 くな 回

藁
りす 普 らな ん し 普い 答
の る 及 とい どな 及

所
数

程
度

す
る

も い

合計 328 52 91 53 30 19 83
100.0 15.9 27.7 16.2 9.1 5.8 25.3

コ ン ピュ ー タ ・ユ ー ザ ー 146 19 32 21 21 10 43
100.0 130 2L9 144 14.4 68 295

AIセ ン タ ー会 員 182 33 59 32 9 9 40
looo 18.1 32.4 17.6 4.9 4.9 220

基礎資材産業 56 4 17 12 8 4 11
100.0 7」 30.4 21.4 14.3 7.1 196

加工組立産業 62 11 19 8 4 2 18
100.0 17.7 3(16 12.9 65 3.2 290

生活関連産業 14 1 4 1 3 2 3

100.0 7.1 28.6 7.1 214 143 2L4

公共 サー ビス産業 34 4 9 5 4 2 10
100.0 1L8 26.5 147 11.8 5.9 294

商業金融関連 28 5 7 4 4 3 5
1000 17.9 25.0 143 14.3 1α7 179

教育公務関連 54 Il 11 5 4 4 19
looo 2(L4 2α4 9.3 74 74 35.2

情報処理産業 76 15 24 18 3 2 14
1000 19フ 31.6 23フ 3.9 2.6 184

その他 4 1 一 一 一 一 3
1000 25.0 一 一 一 一 750

280



3-57知 能 ロボ ッ ト5年 後の普及度(1989年)

回
答
事業

所
数

か普

な及
りす
のる

程
度

や
や
普
及
す
る

どい
ちえ
らな
とい
も

ほ普
と及
ん し
どな
い

全 し
くな
普い
及

無
回
答

合計 328

100.0
35

10.7 1』]
63
19.2

39

u.9
33
KM

101

30.8
コ ン ピュ ー タ ・ユ ー ザ ー 146

100.0
16

1LO

22

15」
20
13.7

21

14.4

21

144
46

315

AIセ ン ター 会 員 182
100.0

19

10.4

35
19.2

43
23.6

18

9.9
12
6.6

55
30.2

基礎資材産業 56

100.0
7

12.5

8
14.3

15

26.8

6

10.7
6
107

】4

25.0

加工組立産業 62

100.0
11

17.7

14

22.6
14

22.6

2

3.2
2
32

19
30.6

生活関連産業 14

100.0
3

2L4

4
28.6

2
14.3 二

2

14.3
3
2L4

公共サー ビス産業 34

100.0
3

8.8

6

17.6
5

14.7

8

235

2

5.9
10
29.4

商業金融関連 28

100.0
1

3.6

4

14.3
5

17.9

2

7」

10
35.7

6

2L4

教育公務関連 54

100.0
2
3.7

10

185
6
11」

11

20.4
3
5.6

22

40.7

情報処理産業 76
100.0

8
105

11

145
15

19.7

10
132

8
105

24
3L6

その他 4
100.0 = = 1

25.0 二 = 3
75.0

3-58 自動プログラミングシステム5年 後の普及度(1989年)

回 か普 や どい ほ普 全 し 鉦
答 な及 や ちえ と及 くな 箇
事 りす 普 らな ん し 普 い 答
業 のる 及 とい どな 及
所 程 す も い
数 度 る

合計 328 4 70 78 31 16 85
100.0 14.6 21.3 23.8 9.5 4.9 25.9

コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー 146 21 29 30 14 9 43
100.0 14.4 19.9 2α5 9.6 6.2 295

AIセ ン タ ー会 員 182 27 41 48 17 7 42
100.0 14.8 22.5 264 9.3 3.8 23」

基礎資材産業 56 5 12 16 4 4 15
100.0 8.9 21.4 28.6 7.1 7」 26.8

加工組立産業 62 ll 14 15 4 3 15
100.0 17.7 22.6 24.4 65 4.8 24.2

生活関連産業 14 1 2 4 3 1 3
looo 7.1 14.3 28.6 2L4 7.1 2L4

公共サ ービス産業 34 2 11 9 2 2 8
100.0 5.9 32.4 26.5 5.9 5.9 23.5

商業金融関連 28 7 7 7 1 1 5
100.0 25.0 25.0 250 3.6 3.6 17.9

教育公務関連 54 4 7 10 10 2 21
1000 7.4 13.0 185 18.5 3.7 38.9

情報処理産業 76 17 17 16 7 3 16
100.0 224 22.4 21.1 92 3.9 21.1

その他 4 1 一
1 一 一 2

100.0 25.0 一 250 一 一 50.0

281

、



3-59 画像理解システム5年 後の普及度(1989年)

回
答
事
業
所
数

か普
な及
りす
の る

程
度

ξ
普
及
す
る

どい

ちえ
らな
とい

も

ほ普
と及
ん し
どξ

全 し
くな
普い
及

無
回
答

合計 328
100.0 1ξ1 2ま1 1潟 吉 ～1

76

23.2

コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー 146
100.0 ,ξ1 1ξ; 1ξ1 1』1 6; 2ま1

A1セ ン ター 会 員 182
100.0 1』↓ 3塁

38

2α9 。1 3三 2田

基礎資材産業 56
100.0 2㍑ 1.; 161 1』; ,丘

13

23.2

加工組立産業 62
100.0 1;1 3』i 141 。1 1; 2～;

生活関連産業 14

100.0 7]
6

42.9

3

214 1。; ,.{ 戊{

公共サ ービス産業 34
100.0

7

2α6

10

29.4 1τ1 。1 λ1 2α1

商業金融関連 28
100.0 212 1α1 212 212 1.1 14;

教育公務関連 54
100.0 131 2蠕; 2品 7] = ,ま1

情報処理産業 76
100.0 1翌

24

3L6 2翌 ,3 覆 1潟

その他 4
100.0 =

1

25.0
= = 二

3
75.0

3--60 音声理解システム5年 後の普及度(1989年)

馨藁

裏

か普
な及
りす
のる
程
度

‡
普
及
す
る

どい
ちえ
らな
とい
も

ほ普
と及
ん し
どξ

全 し
くな
普 い
及

無
回
答

合計 328
1000 182

72

22.0 2鴉 闘 昆 、ξ;

コ ン ピュ ー タ ・ユ ー ザ ー 146
100.0 よ: 1』1 ,㌶ 1題 6; ,髭

AIセ ンター会員 182
1000 1～8 、潟

43
23.6 〉; 41 2潟

基礎資材産業 56
100.0 &;

8

14.3

13

23.2

12

2L4 a
14
25.0

加工組立産業 62
1000 141

17

27.4

14
22.6 2 ヨ

16
25.8

生活関連産業 14
100.0 戊}

6
42.6

3
214 τ} 註 1.1

公共サー ビス産業 34
1000 141 261 1.1 &1 λ1

10

29.4

商業金融関連 28
1000 。1 14]

8

28.6

6
214 1α;

5

179

教育公務関連 54
1000 ㌶

10
18.5

11

2α4 11至 51
19

352

情報処理産業 76
1000 ㌶

17
22.4

20
263 1岩

3

3⑨

18
23.7

その他 4
1000 =

1
250 = = =

3
75C

282



3-61 自然言語理解システム5年 後の普及度(1989年)

回
答
事
業
所
数

か普
な及
りす
のる
程
度

や
や

普
及
す
る

どい
ちえ
らな
とい

も

ほ普
と及
ん し
どな
い

全 し
くな
普 い
及

無
回
答

合計 328

[00.0

26

7⑨
60

18.3

79

24.1
50
15.2

25

7.6

88
26.8

コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー 146

100.0

6

4.1
22

15.1

34

23.3

25

17.1
15

10.3

44

3α1

AIセ ン タ ー会 員 182

100.0

20
11.0

38

20.9

45

24.7

25
13.7

10
55 26

基礎資材産業 56

100.0

l

l.8
7

125

16
28.6

13

23.2
5
8.9

14
25.0

加工組立産業 62

100.0

9
145

14
22.6

12
19.4

8
12⑨

2

3.2

17

27.4

生活関連産業 匠4

100.0

1

7.1 二
5

35.7

1

7.1
4

28.6

3

2L4

公共サー ビス産業 34

100.0 = 6
17.6

10

29.4
5
14.7

3
8.8

10

29.4

商業金融関連 28
100.0

3
10.7

4
14.3

7

25.0

5

17.9
4
14.3

5

17.9

教育公務関連 54

100.0

4

74
10
18.5

12

22.2
6
1Ll

3
5.6

19
35.2

情報処理産業 76
100.0

8
10.5

18
23.7

17

22.4

12

15.8
4
5.3

17

22.4

その他 4
100.0 = 1

25.0 = = = 3

75.0

3-62フ ァ ジィシステム5年 後 の普及度(f989年)

回 か普 や どい ほ普 全 し 無
答 な及 や ちえ と及 くな 回
事 りす 普 らな ん し 普い 答
業 のる 及 とい どな 及
所 程 す も い
数 度 る

合計 328 79 75 57 18 11 88
100.0 24」 22.9 17.4 55 3.4 26.8

コ ンピ ュ ー タ ・ユ ーザ ー 146 16 33 30 Il 8 48
100.0 11.0 22.6 20.5 7.5 5.5 32.9

AIセ ン ター 会 員 182 63 42 27 7 3 40
100.0 346 23.1 14.8 3.8 L6 22.0

基礎資材産業 56 8 14 13 5 3 13
100.0 14.3 25.0 23.2 8.9 54 23.2

加工組立産業 62 18 16 9 2 1 16
100.0 29.0 25.8 14.5 3.2 L6 25.8

生活関連産業 14 3 5 3 1 1 1
100.0 2L4 35.7 214 7.1 7」 7.1

公共サー ビス産業 34 11 8 3 1 1 10
100.0 32.4 235 8.8 2.9 2.9 294

商業金融関連 28 8 6 6 2 2 4
100.0 2&6 21.4 214 7.1 7.1 14.3

教育公務関連 54 7 8 13 3 2 21
Iooρ 13.0 14.8 241 5.6 3.7 38.9

情報処理産業 76 24 18 9 4 1 20
100.0 3L6 23.7 1L8 5.3 1.3 26.3

その他 4 一 一
1 一 一 3

100.0 一 一 25.0 一 一 750

283

、



3-63ニ ュ ーロンステム5年 後 の普及度(1989年)

馨薫

製

か普

な及
りす
のる

程
度

や
や
普

及
す
る

どい
ちえ
らな
とい

も

ほ普
と及
ん し
どな
い

全 し
くな普
い

及

無
回
答

合計 328

100.0

36

1LO

79

24.1

78
23.8

32

9.8

17

5.2

86
262

コ ン ピュ ー タ ・ユ ー ザ ー 146

100.0

8

5.5

30
20.5

33

22.6

13
8.9

13

8⑨

49
33.6

AIセ ン ター 会 員 182
100.0

28

15.4

49
26.9

45

24.7

19

10.4

4

2.2

37
20.3

基礎資材産業 56

100.0

2
3.6

10
17.9

17

30.4

8

14.3

6
10.7

13

23.2

加1:組 立産 業 62
100.0 1拐

15

24.2

15

24.2

5
&1 =

16
25.8

生活関連産業 14
100.0 二

5
35.7

3
21.4

4
28.6

1

7.1

1

7.1

公共サー ビス産業 34
100.0

3
8.8

9
265

7

20.6

2
5.9

2
5.9

ll

32.4

商業金融関連 28

100.0

6

21.4

7
25.0

7

25.0

2

7.1

2
7.1

4

14.3

教育公務関連 54
100.0

6

11.1

9
16.7

12

22.2

4

7.4

3
5.6

20
37.0

情報処理産業 76
100.0

8
105

24
3L6

16
2Ll

7

9.2

3
3.9

18
23.7

その他 4

100.0
= =

1

25.0
= =

3
75.0

284



℃OT-JIPDECAIセ ン タ ー概 要

は じめ に

目

事

日本情報処理開発協会(影 山衛司会長、通称JIPDEC)お よび財団法人新世

代コンピュータ技術開発機構(青 井合子一理事長、通称ICOT)は 、昭和61年度

から、コンピュータユーザ、関連業界等の参加をまって、「ICOT-JIPDECAIセ

ンター」を共同で組織 し、人工知能(AI)関 連技術の普及促進等の活動を行

なっています。

的AIセ ンターは、人工知能技術に関 して、研究開発の促進、調査研究並びに普

及の促進等 を行なうことにより、情報関連技術の進歩および情報関連産業

の振興 を図 り、高度情報化社会の発展に寄与することを目的としています。

業1.人 工知能ツール共同利用センター 「AIオープンハウス」の運営

①人工知能開発用ツールの利用研究

2.人 工知能のアプリケーションに関する調査研究

①人工知能利用動向調査

②人工知能技術動向調査

3.人 工知能技術普及促進のための事業

①人工知能関連情報の収集 ・整備

②逐次型推論マシン等のAI開発用ツールの教材作成 ・普及

③逐次型推論マシン等の操作セミナーの開催

④AIツ ール説明会の開催

⑤解説シリーズ ・人工知能講演 会の開催

4.会 員登録等

①登録会員の相互交流の促進に必要な登録会員名簿の作成

②登録会員の主催するAI技術の普及 ・啓蒙事業に対する支援 ・協賛

連 絡 先*入 会 その他 のお 問い合 わせ ばAIセ ンターJIPDEC分 室 へ

Alセ ン ターJIPDEC分 室

財団法人 日本情報処理 開発協会

AI振 興 セ ンター-

105東 京 都港区芝公園3丁 目5番8号

機械振興会館 地下1階

電 話03-3432-9390

FAXO334314324

Alセ ン ター-ICOT分 室

財 団法人新世代 コンピュー タ技術 開発機構

調査 国際部

108東 京 都港 区三 田1丁 目4番28号

三 田国際 ビル21階

電 話03-3456・3195

FAXO3-34561618
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